
（平成２３年１月１３日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 106 件

国民年金関係 18 件

厚生年金関係 88 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 97 件

国民年金関係 59 件

厚生年金関係 38 件

年金記録確認大阪地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



大阪国民年金 事案 5238 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 49 年 10月から 52年８月までの国民年金

保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正

することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42年５月から 52年８月まで 

私は、Ａ市に引っ越した昭和 52 年頃に、私が独身の時の未納分の国民年

金保険料をＡ市で一括して納付したのは確かだが、領収書が無いので証明で

きない。納付した保険料額は私にとって多額だったので、私の親から援助し

てもらったお金で一括して納付したことをしっかりと記憶している。 

結婚してからの期間が、申請免除となっていることを最近まで知らなかっ

た。元夫が国民年金保険料を納付してくれていたと思うので、この期間につ

いても申立てを行う。 

申立期間の国民年金保険料が未納とされているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、その元夫が婚姻後の国民年金保険料を納付しており、独身のとき

の未納分の保険料については、Ａ市に引っ越しをした昭和 52 年頃に申立人が

市役所で一括して納付したと申し立てている。 

   そこで、申立人の国民年金の加入手続時期をみると、国民年金手帳記号番号

払出簿から、申立人の最初の国民年金手帳記号番号がＢ市において昭和 50 年

２月に払い出されていることが確認できる上、申立人の手帳記号番号の前後の

任意加入被保険者の加入状況から同年１月頃に加入手続を行ったことが推定

できる。この場合、加入手続時点において、申立期間のうち、42 年５月から

46年 12月までの国民年金保険料は時効により制度上納付することはできない。

また、47年１月から 49年９月までの保険料は過年度納付及び現年度納付する

ことは可能であるものの、申立人はＢ市に居住したことはなく、申立人の元夫

の実家が同市にあったことから、元夫が同市で加入手続を行ったかもしれない

と陳述しているが、元夫からは事情を聴取することができないため、当時の納



付状況等は不明である。 

   また、最初の国民年金手帳記号番号に係る国民年金保険料の納付状況をみる

と、Ａ市の国民年金被保険者名簿から、昭和 49年 10月から同市に転居した昭

和 52 年度までの国民年金保険料が申請免除された記録となっていることが確

認できるが、当時の事情は不明である。 

   さらに、申立人には、２回目の国民年金手帳記号番号が昭和 52 年７月に夫

婦連番で払い出されていることが、国民年金手帳記号番号払出簿から確認でき

るが、この払出時点において、申立期間のうち、42 年５月から 49 年 12 月ま

での国民年金保険料は時効により制度上納付することはできない。また、この

期間の保険料を時効にかからず納付するには特例納付制度を利用する必要が

あるが、申立人は納付したとする金額及び納付状況について詳しくは記憶して

いない上、申立人が遡って納付したとする 52年は特例納付実施時期ではない。 

   加えて、国民年金手帳記号番号が連番で払い出されている申立人及びその元

夫の納付記録を見ると、元夫の特殊台帳及びＡ市の国民年金被保険者名簿から、

元夫は昭和 52年９月に、昭和 50年度及び 51年度の国民年金保険料を過年度

納付し、昭和 52 年４月からの保険料を現年度納付していることが確認できる

が、申立人の特殊台帳及び同市の被保険者名簿から、申立人は同年９月からの

保険料を現年度納付していることが確認できるものの、49 年 10 月から 52 年

８月までの期間は最初の手帳記号番号による申請免除の期間が統合された記

録となっている。この申請免除の記録について、統合される前のＡ市の被保険

者名簿を見ると、当初、昭和 49年 10月から 53年３月までが申請免除の記録

とされていたが、49 年 10 月から 52 年８月までの期間については、各年度の

保険料額が記載され、欄外に「55.11.18」「47,000」と対応する保険料金額の

合計が記載されており、Ａ市で当該期間の保険料追納についての説明が行われ

たことがうかがえる。  

   また、申立人の最初の国民年金手帳記号番号に係る申請免除の期間は、昭和

55 年 11 月 18 日に、２回目の手帳記号番号の納付記録と統合されていること

が、Ａ市の国民年金被保険者名簿から確認できるが、申立期間のうち、49 年

10 月から 52 年８月までの申請免除とされている期間について、「充当」の印

字が押されている。これらのことを踏まえると、申立人は、申立期間のうち、

申請免除とされている期間の保険料を追納したと考えるのが相当である。 

   なお、申立期間のうち、昭和 42年５月から 49年９月までの国民年金保険料

を納付することが可能な別の国民年金手帳記号番号の払出しについて、オンラ

イン記録及び国民年金手帳記号番号払出簿検索システムにより、各種氏名検索

を行ったが、申立人に対して別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわ

せる事情は見当たらない。 

   その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和 49年 10月から 52 年８月までの国民年金保険料を納付していたものと認め

られる。 



                      

  

大阪国民年金 事案 5239 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 59 年 10 月から同年 12 月までの国民年金

保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正

することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 34年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 57年５月から 59年６月まで 

② 昭和 59年 10月から同年 12月まで 

私は、就職した昭和 57 年５月にＡ市Ｂ区で国民年金の加入手続をした。

しかし、加入時には年金手帳はもらわなかった。 

時期は定かでないが、加入後に国民年金保険料を納付していた途中で年

金手帳が郵送されてきたので、その手帳を所持している。 

申立期間①及び②の国民年金保険料は、納付書で金融機関から納付した

申立期間①及び②について、納付記録が消されて未納とされていることは

納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 57 年５月に国民年金に加入し、その後の国民年金保険料を

現年度納付していたと申し立てている。 

そこで、申立人の国民年金の加入手続時期をみると、国民年金手帳記号番号

が昭和 60 年３月に払い出されていることが国民年金手帳記号番号払出簿から

確認でき、57 年５月に国民年金に加入したとする申立内容と符合しない上、

手帳記号番号が払い出された時点において、申立期間①のうち、同年５月から

同年 12 月までの国民年金保険料は、時効により制度上納付することはできな

い。 

また、昭和 58年１月から 59年６月までの国民年金保険料は過年度納付及び

現年度納付が可能であるが、申立人の保険料の納付に関する記録を見ると、Ａ

市の国民年金被保険者名簿から、国民年金に加入以降の保険料は現年度納付さ

れていることが確認できるが、加入以前の保険料は、同年７月から同年９月ま



                      

  

での保険料が時効直前の 61年 10月に納付されるなど、社会保険事務所（当時）

から過年度保険料の納付書が申立人に送付されても、即座に対応されなかった

状況がうかがえる。 

さらに、申立期間①の国民年金保険料を納付することが可能な別の国民年金

手帳記号番号の払出しについて、オンライン記録及び国民年金手帳記号番号払

出簿検索システムにより、各種の氏名検索を行ったが、申立人に対して別の手

帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

一方、申立期間②について、申立人の国民年金保険料の納付に関する記録を

見ると、Ａ市の国民年金被保険者名簿から、昭和 59 年７月から同年９月まで

の保険料が 61年 10月に、60年１月から同年３月までの保険料が 62年３月に、

それぞれ、時効直前に納付されていることが確認できることから、その間の期

間である 59 年 10 月から同年 12 月までの保険料について、同様に時効直前に

過年度納付したとしても不自然ではない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和 59 年 10 月から同年 12 月までの国民年金保険料を納付していたものと認め

られる。 

 



                      

  

大阪国民年金 事案 5240 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 37年４月から 38年３月までの期間及び 40年４月から 41年３

月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認められるこ

とから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 37年４月から 38年３月まで 

             ② 昭和 40年４月から 41年３月まで 

        当時自宅で仕事をしていたら、集金人がやって来て国民年金への加入勧奨

を受けたので、私がその場で加入手続を行った。 

    申立期間の国民年金保険料については、私がＡ市Ｂ区の集金人に納付した

にもかかわらず、未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 36年２月９日にＣ町で払い出され

ており、この手帳記号番号の払出時点からみて、申立期間①及び②の国民年金

保険料を納付することは可能である。 

また、申立人の国民年金保険料は、申立期間①及び②を除き、昭和 36年４

月から 60 歳到達時点の平成９年＊月まで完納されており、納付意識の高さが

うかがえる。 

さらに、申立期間①及び②はそれぞれ 12か月と短期間であり、オンライン

記録を見ると、申立期間①及び②の前後の国民年金保険料が納付済みとなって

おり、申立期間当時、営んでいた自営業の経営状況は順調であり、生活状況に

特段の変化はなく、申立期間①及び②の保険料の納付が困難な経済状況ではな

かったとしていることから、納付意識の高い申立人が、申立期間①及び②の保

険料を未納のまま放置したとは考え難い。 

加えて、申立人の妻は、昭和 40年の結婚後、夫から指示され夫婦二人分の

国民年金保険料を集金人に納付し始めた以前から、同じ集金人が自宅に集金に

きていたことを記憶している旨を陳述していることから、申立人の申立期間②



                      

  

の保険料についても集金人に対し納付していた可能性は否定できない。 

このほか、オンライン記録を見ると、申立人の申立期間①及び②に挟まれ

た昭和 38 年４月から 40 年３月までの 24 か月の国民年金保険料が未納と記録

されていたが、平成 17年１月 21日付けで納付済みに記録訂正されており、申

立人の保険料の収納及び記録管理に事務的過誤が認められることから、申立期

間①及び②についてもなんらかの事務的過誤があった可能性を否定できない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 

 



                      

  

大阪国民年金 事案 5241 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 46 年４月から 47年 12月までの国民年金

保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正

することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 45年頃から 48年頃までの期間のうち約２年間  

    昭和 46年頃、Ａ市Ｂ区に転入した親類の年金に係る手続でＣ社会保険事

務所（当時）へ行った際、自分自身も国民年金保険料を納付していなかっ

たので、同事務所の職員から「国民年金保険料を１年分ぐらい遡って納付

してはどうか。」と納付を勧められたことがあった。 

これがきっかけとなって、Ａ市から国民年金保険料の納付を勧奨する案

内を受けたので、昭和 46 年 12 月頃にＡ市Ｂ区役所の窓口で約１年分の保

険料を遡って納付し、その半年後、同様に６か月分の保険料を、さらに半

年後、６か月分の保険料を納付し、合計約２年間の保険料を納付した。 

申立期間について納付記録が無いが、国民年金保険料を納付したはずな

ので記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間のうち、昭和 46 年４月から 47 年 12 月までの期間について、申立

人は、「納付勧奨をきっかけに、昭和 46 年 12 月頃にＡ市Ｂ区役所の窓口で約

１年分の国民年金保険料を遡って納付し、その半年後、同様に６か月分の保険

料を、さらに半年後、６か月分の保険料を納付し、合計約２年間の保険料を納

付した。」としているところ、国民年金手帳記号番号払出簿によると、申立人

の国民年金手帳記号番号は、43年 12月に払い出されていることが確認できる

上、オンライン記録においても、当該期間については国民年金の被保険者期間

とされている。 

また、申立人は、「Ａ市Ｂ区役所の窓口で国民年金保険料を納付した際、納

付を勧奨するはがきのみを持参し、年金手帳を持参しなかったところ、領収証



                      

  

に相当するものとして、年度単位で１月分済、２月分済というように納付月の

欄に判子が押された用紙を渡されたことを記憶している。」と窓口における納

付の状況及び納付に至る経緯を具体的に説明しているところ、Ａ市によると、

「申立期間を含む保険料を印紙検認方式で収納していた期間については、区役

所で保険料を収納する場合でも年金手帳に印紙を貼付し、検認印を押すことと

していたが、例外的に、年金手帳の持参がない場合は、その代替として、手帳

の検認欄と同様の用紙に検認印を押したものを渡していた。」としており、申

立人の保険料納付に係る記憶は、区役所の窓口において年金手帳を持参しなか

った場合におけるＡ市固有の例外的な取扱い状況と一致しているなど、申立人

の主張には信憑
ぴょう

性が認められる。 

   さらに、申立人に係るＤ区の国民年金被保険者名簿によると、昭和 46 年 10

月５日に申立人がＡ市に転出する旨記載されていることが確認でき、この時点

がＡ市で国民年金保険料の納付を開始したとする時期とほぼ同時期であるこ

とを踏まえると、申立人がＡ市において国民年金の被保険者である旨取り扱わ

れていた可能性を否定できない。 

一方、申立期間のうち、昭和 46 年３月以前の期間について、申立人は、同

年 12 月頃に国民年金保険料を区役所の窓口で納付したと主張しているが、当

該期間の保険料については、過年度保険料となることから、区役所において保

険料が収納されたものとは考え難い上、申立期間のうち、48 年１月以降の期

間についても、申立人は 46年 12月頃に約１年分の保険料を遡って納付し、そ

の半年後、同様に６か月分の保険料を、さらに半年後、６か月分の保険料を納

付したと記憶していることから、当該期間の保険料が納付されたものとは考え

難い。 

さらに、申立期間のうち、昭和 46年３月以前の期間及び 48年１月以降の期

間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書

控え等）は無く、ほかに当該期間の保険料を納付していたことをうかがわせる

周辺事情も見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和 46 年４月から 47 年 12 月までの国民年金保険料を納付していたものと認め

られる。 



                      

  

大阪国民年金 事案 5242 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成９年４月から 10 年３月までの国民年金保険料については、免

除されていたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 48 年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成９年４月から 10 年３月まで 

当時、私は大学生であったが、２年ほど前に唯一の保護者であった母親を

亡くした上、体調を崩していたため申立期間について、Ａ市役所において、

前後の期間と同様の方法で、免除申請の手続をした。 

申立期間の前後の期間については、正しく申請免除の記録になっているの

に、申立期間だけが未納の記録とされていることに納得できない。 

この頃は特に症状がひどく、最もつらかった時期であっただけに、間違い

なく免除申請の手続をしたので、調査の上、申立期間を申請免除の期間とし

て認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の当時大学生であったが、申立期間の前後を通じて、健

康上の理由から休学と通院を繰り返す生活状況となり、Ａ市役所において、平

成８年３月から11年12月までの期間について、続けて免除申請の手続を行い、

特に申立期間については、取り分けその症状が重く、国民年金保険料を納付す

る見通しが立たなかったことから、前後の期間と同じ方法で一連の手続を行っ

たことを明確に記憶しており、当該期間についてのみ手続を欠いたとは考えら

れないと強く主張しているところ、オンライン記録によると、申立期間前後の

８年３月から９年３月までの期間及び 10 年４月から 11 年 12 月までの期間に

ついては申請免除期間であることが確認でき、申立期間についても同様の方法

で免除申請の手続を行ったとする申立人の主張には信憑
ぴょう

性がうかがえる。 

また、申立人は、平成７年に唯一の保護者であった母親が死亡して以降、申

立期間の前後の期間を通じて、母親が残したわずかな蓄えにより単身で生活を



                      

  

続けていたとしており、免除申請が承認されている前後の期間を通じて生活状

況に大きな変化は認められない上、申立人が免除申請の手続を行ったとするＡ

市役所によると、前年に免除申請が認められた被保険者に対しては、申請の案

内を行っていたとしており、このような事情にある申立人が申立期間の 12 か

月についても免除申請の手続を行ったとしても不自然ではない。 

さらに、オンライン記録によると、平成６年４月から７年３月までの期間及

び８年３月について、２回にわたり申請免除期間に係る国民年金保険料の追納

が行われていることが確認でき、申立人が納付済期間をできるだけ増やそうと

していることがうかがえる。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を免除されていたものと認められる。 



                      

  

大阪国民年金 事案 5243 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 53 年１月から同年３月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正す

ることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

住    所 ：  

          

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 44年１月から 45年８月まで 

② 昭和 47年５月から 52年３月まで 

③ 昭和 53年１月から同年３月まで 

    私の母親は、私が病弱なため、嫁ぎ先まで来てくれて私を助けてくれた。

何か月も泊まってくれたこともある。その母親が、私の老後のことを考えて

国民年金に加入してくれ、国民年金保険料も納めてくれていた。「国民年金

も保険もちゃんと納めてあるからね。安心して。」と母親から聞いたことを

覚えている。昭和 53年３月末頃、母親の体調が悪くなり始め、「国民年金は

自分で納めるようにね。」と言われてから、私が銀行で口座振替の手続を行

った。 

    しかし、申立期間①、②及び③が未納とされており納得できない。調査の

上、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間のうち、申立期間③について、国民年金手帳記号番号払出簿による

と、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 53年２月に払い出されている上、

申立人に係るＡ市の国民年金被保険者名簿によると、資格取得の原因等の欄に

「52.12.23」の押印が確認できることから、申立人の加入手続は 52年 12月頃

に行われたものと推認される。この場合、申立期間③の国民年金保険料につい

ては、現年度納付することが可能である。 

また、申立人は、「加入手続を行って以降は未納期間が生じることがないよ

う国民年金保険料を納付しており、万一、納付が遅れたとしても催告を受けれ

ば必ず納付している。」としているところ、オンライン記録によると、加入手



                      

  

続が行われたものと推認される時点において現年度納付が可能で、申立期間③

の直前の期間である昭和52年４月から同年12月までの保険料が現年度納付さ

れている上、申立期間③以降は、60 歳に至るまでの国民年金加入期間（369

か月）について保険料が全て納付されていることが確認できることから、申立

期間③の３か月についても保険料が納付されたと考えるのが自然である。 

一方、申立期間①及び②について、申立人が加入手続を行ったと推認される

昭和 52年 12月頃においては、当該期間の大部分は、時効の成立により国民年

金保険料を納付できない期間となる。 

また、申立期間①及び②の国民年金保険料を納付することが可能な別の国民

年金手帳記号番号の払出しについて、オンライン記録により各種の氏名検索を

行ったほか、当時の住所地における国民年金手帳記号番号払出簿の内容を全て

確認したが、申立人に対して、別の手帳記号番号が払い出されたことをうかが

わせる事情は見当たらない。 

さらに、申立人が、申立期間①及び②の国民年金保険料を納付したことを示

す関連資料（家計簿、確定申告書控え等）は無く、ほかに当該期間の保険料を

納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和 53 年１月から同年３月までの国民年金保険料を納付していたものと認めら

れる。 



                      

  

大阪国民年金 事案 5244 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成５年５月から６年２月までの国民年金保険料については、納付

していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 40年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成５年５月から６年２月まで 

    私は、結婚のため平成５年５月に会社を退職し、実家のＡ市からＢ市Ｃ区

へ転居した。 

    平成６年３月＊日に区役所で婚姻届を提出後、国民年金への切替手続を行

った。その時、窓口で申立期間が未納期間であると言われたが、その金額が

10 万円ぐらいと大金であり、持ち合わせが無かったので、２日から３日後

に郵便貯金を下ろし、区役所窓口で直接現金で納付した。 

 私が国民年金保険料を納付したのは、この時の一度だけであり、今も強く

印象に残っている。 

    申立期間が未納とされているので、よく調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が所持する年金手帳を見ると、申立人が会社を退職し厚生年金保険被

保険者の資格を喪失した平成５年５月 26 日に第１号被保険者の資格を取得し、

婚姻届出日である６年３月＊日に第３号被保険者の資格を取得したことが同

一の筆跡でまとめて記載されているとともに、同年４月 22 日付けで氏名及び

住所が変更されていることが確認できることから、この日に国民年金への切替

手続を行ったものと推定される。この場合、申立期間の国民年金保険料につい

ては、同年４月末日まで区役所窓口で納付が可能な現年度保険料であるなど、

申立内容に特段不自然な点は認められない。 

また、申立人は、国民年金保険料を納付したのは一度だけであると申し立て

ているところ、結婚前の保険料については、実家の両親が納付していたと陳述

している上、申立期間後から現在まで第３号被保険者であることから、申立人

が納付したとする保険料は、申立期間の保険料である可能性が高いほか、申立

期間は 10 か月間と短期間であるとともに、その保険料額は、申立人の記憶す

る納付金額とほぼ一致している。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

大阪国民年金 事案 5245 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、平成７年２月及び同年３月の国民年金保険料に

ついては、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正すること

が必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 42年７月から 48年 12月まで 

             ② 平成７年２月及び同年３月 

    私も弟もＡ市Ｂ区で父の店を手伝っており、私が昭和 50 年に結婚し、私

が国民年金保険料を納付するようになるまで、申立期間①については、父が

兄弟の保険料を一緒に納付してくれていた。 

 平成９年に父が亡くなったので、当時のことは分からないが、父はきっち

りとした性格で、常々「おまえたちの年金は、私が支払ってやっている。」

と言っていた。 

 また、結婚後は、私が、未納が無いよういつも注意しながら、夫婦の国民

年金保険料を市役所内にある銀行の出張所で納付していたのに、申立期間②

の２か月分のみを未納にするはずがない。 

 申立期間がそれぞれ未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   国民年金における強制加入被保険者の資格は、加入手続の時期及び国民年金

保険料の納付の有無にかかわらず、国民年金の被保険者資格の要件に該当した

日に取得するものとされている。 

   そこで、申立期間①について、申立人兄弟に係る国民年金の加入時期を調査

すると、申立人は昭和 50年６月に、申立人の弟は 52年 12月に国民年金手帳

記号番号が払い出されていることが国民年金手帳記号番号払出簿により確認

できることから、兄弟共に 28 歳前後の頃に加入手続が行われたものと推定さ

れ、申立人については、申立人が 42年７月５日まで、申立人の弟については、

弟が 44年１月 18日まで、それぞれ遡って国民年金の強制加入被保険者の資格



                      

  

を取得していることが特殊台帳及びオンライン記録により確認できる上、その

記録は、兄弟が所持する年金手帳に記載された資格取得日とも一致している。

この場合、申立人の加入手続が行われた時点において、申立期間①のうち、一

部の期間は、制度上、時効により国民年金保険料を納付することができない期

間であるとともに、時効完成前の納付が可能な期間の保険料については、加入

手続が行われた年度より前の年度であるため、年度を遡って納付することにな

る過年度保険料になるが、兄弟共に国民年金の加入手続及び申立期間①の保険

料納付に直接関与してない上、申立人の父親も既に亡くなっているため、当時

の具体的な納付状況等は不明である。 

   また、申立人の父親が、申立内容のとおり、申立期間①の国民年金保険料を

納付するためには、別の国民年金手帳記号番号の払出しが必要であるところ、

国民年金手帳記号番号払出簿の内容を検索ツールで確認するとともに、オンラ

イン記録により各種の氏名検索を行ったが、申立人兄弟に対して別の手帳記号

番号が払い出されていたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

 さらに、申立期間①は６年以上に及び、これほどの長期間にわたり、行政側

が毎回繰り返して事務処理を誤ることは考え難い上、申立人の父親が申立期間

①の国民年金保険料について納付していたことを示す関連資料(家計簿、確定

申告書控え等)は無く、ほかに当該期間の保険料を納付していたことをうかが

わせる周辺事情も見当たらない。 

 なお、申立人の年金手帳を見ると、結婚後の昭和 51 年５月に実家のＢ区か

らＣ市へ転居したことが記載されていることなどから、申立人の父親が申立人

の国民年金保険料を納付していたとする期間は、申立人の加入手続が行われた

とみられる 50 年６月時点において、現年度納付が可能であった同年４月から

転居する頃までの約１年間であると考えるのが自然である。 

 一方、申立期間②について、申立人及びその妻のオンライン記録によると、

結婚後の約 30 年間にわたる夫婦の国民年金被保険者期間において、申立人の

申立期間②以外は、夫婦共に国民年金保険料を完納している上、結婚後の昭和

52 年２月に、その時点で時効完成前であり納付が可能であった申立期間①直

後の 49年１月から 50年３月までの保険料を過年度納付するなど、申立人の納

付意識の高さとともに、未納解消の努力がうかがえる。 

 また、申立期間②は２か月間と短期間である上、その前後の期間は現年度に

より国民年金保険料を納付済みであることなどを踏まえると、納付意識の高い

申立人が当該期間の保険料のみを納付しないのは不自然である。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、平

成７年２月及び同年３月の国民年金保険料を納付していたものと認められる。



                      

  

大阪国民年金 事案 5246 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 61年８月から 62年３月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正す

ることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 37年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 57年 11月から 62年５月まで 

    ねんきん特別便により、申立期間の国民年金の納付記録が無いことが分か

った。申立期間は、会社に入社するまでの期間であり、国民年金保険料を納

付していたと思う。当時利用していた自分名義のＡ銀行（現在は、Ｂ銀行）

の預金通帳を見ても、昭和 61年９月 17日、同年 11月 17日、62 年１月 16

日の３回にわたってＣ市により保険料が引き落とされていることが確認で

きるので、申立期間を保険料納付済期間と認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人のオンライン記録によると、申立期間は、国民年金に未加入の期間で

ある。 

しかし、申立人の所持するＡ銀行の申立人名義の預金通帳を見ると、昭和

61年９月 17日、同年 11月 17日及び 62年１月 16日付けで、Ｃ市によりそれ

ぞれ１万 4,200円が引き落とされていることが確認できる上、摘要欄には「年

金」の記載が確認できる。 

また、Ｃ市は、「当時、当市では、国民年金保険料の口座振替は、各奇数月

に前月及び当月の２か月分を引き落としていた。」としているところ、当該預

金通帳に記載の１万 4,200円は、当時の２か月分の国民年金保険料額と一致す

ることから、当該預金通帳の記載は、申立期間のうち、昭和 61年８月から 62

年１月までの国民年金保険料であると認められる。 

さらに、当該預金通帳には、昭和 62年１月 16日より後の取引の詳細が記帳

されていないが、当該預金通帳の口座が解約された平成 21年に、昭和 62年１

月 16 日より後に出金された額の合計として２万 9,000 円と記帳されていると



                      

  

ころ、当該額は、昭和 62 年２月から同年５月までの国民年金保険料を合算し

た額と一致する上、Ｂ銀行は、「申立期間当時の取引の詳細は不明であるが、

当該口座はキャッシュカードが発行されていないため、預金通帳に記載の２万

9,000円は、振替された金額の合計である可能性が高い。」としている。 

加えて、申立人は、申立期間当時、申立人の父母と同居していたとしている

ところ、オンライン記録によると、申立人の母は申立期間に国民年金に加入し

国民年金保険料を納付しているが、申立人の母は、「私は、申立期間当時、保

険料の口座振替はしておらず、市役所の窓口で納付していた。」と陳述してい

ることから、預金通帳に記載の上記の額は、申立人に係る国民年金保険料であ

ると推認できる。 

一方、申立人は、申立期間のうち、昭和 57 年 11 月から 61 年７月までの期

間についても、国民年金保険料を納付していたと思うとしている。 

しかし、申立人は、当該期間に係る預金通帳を保管しておらず、Ｂ銀行も平

成 11 年３月以前の取引記録は保存していないとしていることから、口座振替

により国民年金保険料が納付されていたことを確認することができない。 

また、申立人は、国民年金の加入及び口座振替の手続について記憶しておら

ず、これらの手続の時期が不明であることから、国民年金保険料納付の始期を

特定することができない。 

さらに、当該預金通帳以外に、申立人が当該期間の国民年金保険料を納付し

たことを示す関連資料は無く、当該期間の保険料を納付していたことをうかが

わせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和61年８月から62年５月までの国民年金保険料を納付していたものと認めら

れる。 

しかしながら、昭和 62 年４月及び同年５月については、厚生年金保険被保

険者期間であることから、当該期間を国民年金保険料の納付済期間として記録

を訂正することはできない。 

 

 



大阪国民年金 事案 5285（事案 199の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、平成８年４月から９年３月までの国民年金保険

料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正する

ことが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成８年４月から 13年 11月まで 

    私は、前回、申立期間を含む３か所の期間について、未納とされているこ

とは納得できないとして、年金記録確認第三者委員会に申し立てたところ、

そのうち、妻の日記に記載された国民年金保険料に関する内容等から、平成

７年４月から８年３月までの１年間のみが納付済期間として認められたが、

それ以外の期間は納付を認められなかった。 

 しかし、前回提出した妻の日記とは別に、私たち夫婦がＡ市に転居した当

初の日記を妻が発見し、そこに国民年金保険料を納付した記載が見つかった

ので、再審議の上、同市に転居後の申立期間を納付済期間として記録を訂正

してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   前回申立てのあった平成７年４月から 13年 11月までの期間のうち、７年４

月から８年３月までの期間は、申立人から提出のあった申立人の妻の家計簿を

兼ねた日記の記述内容並びに申立人が申し立てている支払状況及び保険料額

が、当時の状況と符合し、国民年金保険料を納付していたものと認められるこ

とから、当該期間についてのみ、既に当委員会の決定に基づき、20 年６月 19

日付けで年金記録の訂正が必要であるとする通知が行われている。 

 しかし、当初の決定後に、申立人から新たに提出された申立人の妻の日記を

見ると、前回提出のあった日記と同様、妻の家計簿を兼ねており、日々の収支

が継続して記載されている上、日記全体の態様及び記述内容等から、当該日記

の信憑性
ぴょう

が高いことが認められるところ、平成８年４月１日付けの欄に、申立

人の給料から 24 万円を受領した記述とともに、平成８年度１年分に相当する



国民年金保険料を申立人の妻が郵便局で納付を行った旨の記述が確認できる。 

 また、当該期間の納付に係る記述は、前後の筆跡等を比較しても、当時にお

いて記載されたことは明らかであり、申立人の妻が陳述する当時の状況等にも

不自然さがうかがえないことから、申立期間のうち、平成８年４月から９年３

月までの国民年金保険料については、納付していたものとみるのが相当である。 

 一方、申立人は、申立期間のうち、平成９年４月以降の期間についても、毎

年１年分ずつ国民年金保険料を納付していた可能性があるのではないかと主

張しているが、信憑性の高い当該日記の内容を全て視認したところ、８年４月

１日の記述以外に、保険料を納付していたことをうかがわせる事跡を確認する

ことができない上、日記以外に申立人又はその妻が、当該期間について保険料

を納付していたことを示す関連資料は無く、ほかに納付していたことをうかが

わせる周辺事情も見当たらない。 

 その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、平

成８年４月から９年３月までの国民年金保険料を納付していたものと認めら

れる。



                      

  

大阪国民年金 事案 5286 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 44年７月から 45年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和６年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44年７月から 45年３月まで 

    私は、妻と一緒に国民年金に加入した。加入手続及び国民年金保険料の納

付は妻が行っていた。その妻は亡くなってしまい詳しいことは分からないが、

生前に妻から夫婦二人分の保険料を欠かさず納めたと聞いている。 

    申立期間当時は、商売も好調で国民年金保険料が支払えないということは

なく、夫婦一緒に納めているのに、私だけ未納の記録とされていることは納

得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、その妻が国民年金の加入手続を行い、夫婦二人分の国民年金保険

料を一緒に納めてきたと申し立てている。 

そこで、夫婦の国民年金保険料の納付を担当していた申立人の妻の納付記録

を見ると、Ａ市の被保険者名簿から、申立期間の保険料は納付済みの記録にな

っていることが確認できる上、申立期間及びその前後の保険料を現年度納付し

ていることが確認できる。 

また、申立期間は９か月と短期間であり、申立期間の前後は納付済みの記録

となっていることから、申立期間についても、申立人の妻が夫婦二人分の国民

年金保険料を一緒に納付したとみるのが自然である。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 

 



                      

  

大阪国民年金 事案 5287 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 47 年１月から同年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 47年１月から同年３月まで 

    私が 20 歳になった頃、国民年金のお知らせが届いたので、夫婦で加入し

た。加入手続及び国民年金保険料の納付は、私がＡ市Ｂ区役所で行ってい

た。 

区役所窓口で、昭和 47年４月から同年６月までの国民年金保険料を納め

たとき、国民年金手帳に貼ってあった申立期間の領収書がはがされている

ことに気が付いたが、急いでいたこともあり、区役所のしていることだか

ら記録は大丈夫だろうと思いそのままにしていた。 

昭和 63年にＣ市に転居するまでは、Ｂ区役所の窓口で納付し、納付が遅

れたときは納付書で納付していたが、申立期間については、未納になって

いることを聞いた記憶もなく、督促された記憶もない。 

欠かさず納めていたので、申立期間の国民年金保険料が未納の記録とされ

ていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、夫婦で国民年金に加入した後は、欠かさず国民年金保険料を納め

ていたと申し立てている。 

そこで、申立人夫婦の国民年金の加入手続時期をみると、国民年金手帳記号

番号払出簿から、昭和 42 年９月に国民年金手帳記号番号が夫婦連番で払い出

されていることが確認できる。また、申立人夫婦の納付に関する記録を見ると、

40 年４月まで遡って国民年金保険料を納付した後、国民年金の加入期間につ

いて、申立期間以外に未納が無く、申立人夫婦の納付意識の高さがうかがえる。 

さらに、申立期間は３か月と短期間である上、申立期間前後の国民年金保険



                      

  

料は現年度納付しており、申立期間の前後を通じて生活状況に変化が認められ

ないことから、申立期間のみが未納とされているのは不自然である。 

加えて、特殊台帳を見ると、申立人夫婦は昭和 56 年１月から同年３月まで

の国民年金保険料を同年５月に、57 年１月から同年３月までの保険料を同年

７月にそれぞれ夫婦同一日に過年度納付していることが確認できる上、いずれ

の期間も当該年度欄には催告印が押されておらず、過年度納付ができる早い時

期に納付していることが確認できることから、申立人夫婦の納付意識の高さを

かんがみると、申立期間のみを未納のままとしておくとは考え難い。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 

 



                      

  

大阪国民年金 事案 5288 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 47 年１月から同年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 47年１月から同年３月まで 

    妻が 20 歳になった頃、国民年金のお知らせが届いたので、夫婦で加入し

た。加入手続及び国民年金保険料の納付は、妻がＡ市Ｂ区役所で行ってい

た。 

    妻が、区役所窓口で昭和 47 年４月から同年６月までの国民年金保険料を

納めたとき、国民年金手帳に貼ってあった申立期間の領収書がはがされて

いることに気が付いたが、急いでいたこともあり、区役所のしていること

だから記録は大丈夫だろうと思いそのままにしていた。 

昭和 63年にＣ市に転居するまでは、Ｂ区役所の窓口で納付し、納付が遅

れたときは納付書で納付していたが、申立期間については、未納になって

いることを聞いた記憶もなく、督促された記憶もない。 

欠かさず納めていたので、申立期間の国民年金保険料が未納の記録とさ

れていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、夫婦で国民年金に加入した後は、欠かさず国民年金保険料を納め

ていたと申し立てている。 

そこで、申立人夫婦の国民年金の加入手続時期をみると、国民年金手帳記号

番号払出簿から、昭和 42 年９月に国民年金手帳記号番号が夫婦連番で払い出

されていることが確認できる。また、申立人夫婦の納付に関する記録を見ると、

40 年４月まで遡って国民年金保険料を納付した後、国民年金の加入期間につ

いて、申立期間以外に未納が無く、申立人夫婦の納付意識の高さがうかがえる。 

さらに、申立期間は３か月と短期間である上、申立期間前後の国民年金保険

料は現年度納付しており、申立期間の前後を通じて生活状況に変化が認められ



                      

  

ないことから、申立期間のみが未納とされているのは不自然である。 

加えて、特殊台帳を見ると、申立人夫婦は昭和 56 年１月から同年３月まで

の国民年金保険料を同年５月に、57 年１月から同年３月までの保険料を同年

７月にそれぞれ夫婦同一日に過年度納付していることが確認できる上、いずれ

の期間も当該年度欄には催告印が押されておらず、過年度納付ができる早い時

期に納付していることが確認できることから、申立人夫婦の納付意識の高さを

かんがみると、申立期間のみを未納のままとしておくとは考え難い。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 

 



                      

  

大阪国民年金 事案 5289 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 57年３月及び 59年 10月から 60年３月までの期間の国民年金

保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正

することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 57年３月 

             ② 昭和 59年 10月から 60年３月まで 

私の国民年金保険料は、市役所から送られてきた納付書を使って、近くの

銀行で妻が納付していた。 

申立期間①及び②の国民年金保険料が未納の記録とされているのは納得

できない。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間①及び②の国民年金保険料は、送付されてきた納付書を

使用して銀行で納付していたと申し立てている。 

そこで、申立人の国民年金の加入手続時期をみると、昭和 51 年９月に国民

年金手帳記号番号が払い出されていることが国民年金手帳記号番号払出簿か

ら確認できることから、申立期間①及び②の国民年金保険料は納付が可能であ

ったことが分かる。 

また、申立人の国民年金保険料の納付状況をみると、特殊台帳及びオンライ

ン記録から、国民年金手帳記号番号が払い出された後の昭和 55 年６月に 49

年３月まで遡って保険料を特例納付している上、同年３月から 60 歳までの保

険料について、申立期間①及び②以外に未納は無く、申立人及びその妻の納付

意識の高さがうかがえる。 

さらに、申立人は転居もしておらず、申立期間①及び②当時の生活状況にも

特別の変化があったとは認められない上、申立期間①は１か月、申立期間②は

６か月と短期間であり、申立期間①及び②の前後の国民年金保険料は現年度納

付していることが確認できる。 



                      

  

加えて、申立人の国民年金保険料の納付記録を見ると、特殊台帳及びＡ市の

被保険者名簿から、昭和 50年度から 55年度にかけて３回の過年度納付を行っ

た記録が見られ、保険料の納付が遅れたときは過年度納付していることから、

夫婦の納付意識の高さを踏まえると、申立期間①及び②の保険料を未納のまま

にしておくとは考え難い。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

大阪国民年金 事案 5290 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 50年１月から同年 11月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正す

ることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 45 年９月から 50 年 11 月まで 

当時、私はＡ市の店に住み込みで働いていたが、住民登録は実家のあった

Ｂ市に残していたので、昭和 45 年９月頃に母親がＢ市役所で私の国民年金

の加入手続を行い、申立期間の国民年金保険料を納めてくれた。 

最初の会社に入社した昭和 51 年９月頃、母親から私の国民年金手帳を渡

され、「これまでの国民年金保険料はちゃんと支払ってあるから、後は自分

で支払っておきや。」と言われた記憶があるので、申立期間が未納の記録と

されていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間について、当時の給料の 8,000円のうち 6,000円を母親

に渡した上で、最初の会社に入社した昭和 51 年９月頃に母親から国民年金手

帳を渡され、それまでの国民年金保険料を納付したと聞かされたと主張してい

るところ、申立期間のうち、50年１月から同年 11月までの期間について、Ｂ

市の被保険者台帳によると、当該期間に係る過年度納付書が同市により発行さ

れた旨記載されていることが確認できる上、同市によると、同市が直接過年度

納付書を発行する場合は、被保険者に納付の意向が認められ、納付書の発行に

ついて強い求めがあった場合に限られるとしており、当該 11 か月の保険料を

申立人の母親が過年度納付したとしても不自然ではない。 

一方、申立期間のうち、昭和 45年９月から 49年 12月までの期間について、

オンライン記録によると、申立人に係る国民年金の加入手続が行われた時点は、

申立人の国民年金手帳記号番号の前後の番号が払い出されている任意加入被

保険者に係る被保険者資格の取得日から、50年 12月頃と推認され、この時点



                      

  

では、当該期間の大部分は時効により国民年金保険料を納付できない期間とな

る上、上記の過年度納付が行われたものと考えられる期間のほかに、さらに過

年度納付が行われたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

また、当該期間の国民年金保険料を納付することが可能な別の国民年金手帳

記号番号の払出しについて、オンライン記録により各種の氏名検索を行ったほ

か、当時の住所地における国民年金手帳記号番号払出簿の内容を全て確認した

が、申立人に対して別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情

も見当たらない。 

さらに、申立人の特殊台帳及びＢ市の国民年金被保険者台帳によると、当該

期間の国民年金保険料が納付された旨の記録は確認できない上、申立人は加入

手続及び申立期間の保険料納付に直接関与していないため、納付状況が不明で

ある。 

加えて、申立人の母親が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関

連資料(家計簿、確定申告書控え等)は無く、ほかに申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和50年１月から同年11月までの国民年金保険料を納付していたものと認めら

れる。 



                      

  

大阪国民年金 事案 5291 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 45年４月から 46年３月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正す

ることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 43年４月から 44年３月まで 

   ② 昭和 45年４月から 46年３月まで 

    私は、夫婦で国民年金に加入して以来、夫婦の国民年金保険料については、

遅ればせながらも、納付書を３か月単位又は１年単位に区役所で作り替えて

もらいながら、区役所窓口及び近くの銀行又は郵便局で一緒に納付してきた

のに、申立期間がそれぞれ未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間②について、申立人及びその夫の国民年金手帳記号番号は夫婦連番

で払い出されている上、それぞれの特殊台帳により確認できる昭和 47 年度以

降の過年度保険料の納付状況がほぼ一致していることから、基本的に夫婦一緒

に国民年金保険料を納付していたものと推認され、申立人の夫のオンライン記

録によると、当該期間の保険料を納付済みである。 

また、申立人から提出のあった申立人の夫に係る国民年金手帳及び複数の過

年度保険料の領収証書等を見ると、申立期間②のうち、昭和 45 年４月から同

年 12 月までの期間は、当該年金手帳の印紙検認記録欄に国民年金保険料を現

年度納付したことを示す検認印が確認できるとともに、46 年１月から同年３

月までの期間については、44 年 10 月から同年 12 月までの過誤納保険料が充

当されていることが、社会保険事務所(当時)の充当通知書により確認できるこ

となどを踏まえると、申立人の申立期間②の保険料についても、同様の方法で

夫と一緒に納付していたものと考えるのが自然である。 

 一方、申立期間①については、申立人の夫も同様に国民年金保険料の未納期

間であるとともに、夫の国民年金手帳における当該年度の印紙検認記録欄に検



                      

  

認印が無い上、この欄に貼付された過年度保険料の領収証書は、昭和 42 年４

月から申立期間①直前の 43 年３月までの１年分の領収証書であるなど、申立

人から提出のあった申立人の夫に関するこれらの資料は、夫のオンライン記録

及び特殊台帳の納付記録と一致している。 

また、別の国民年金手帳記号番号の払出しの可能性について、国民年金手帳

記号番号払出簿の内容を検索ツールで確認するとともに、オンライン記録によ

り旧姓を含めた各種の氏名検索を行ったが、申立人及びその夫に対して別の手

帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

さらに、申立人が申立期間①の国民年金保険料について納付していたことを

示す関連資料(申立人の夫に関する領収証書等の資料以外に家計簿、確定申告

書控え等)は無く、ほかに当該期間の保険料を納付していたことをうかがわせ

る周辺事情も見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和45年４月から46年３月までの国民年金保険料を納付していたものと認めら

れる。 



                      

  

大阪国民年金 事案 5292 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 60年 10月から同年 12月までの国民年金

保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正

することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ：  昭和 30年生 

住 所 ：   

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 60年 10月から 61年３月まで 

私は、国民年金の加入時期についてはよく分からないが、結婚後は、妻

が夫婦の国民年金保険料を一緒に納付してくれていたのに、夫婦で納付済期

間及び未納期間等が異なっていることが納得できない。 

申立期間について国民年金保険料を納付していないか、もう一度よく調

査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人夫婦に係る国民年金手帳記号番号の払出時期及びその前後の任意加

入被保険者の資格取得日から、申立人は、昭和 58年 12月頃に、申立人の妻は、

申立人の申立期間の始期である 60年 10月頃に、それぞれ国民年金の加入手続

が行われたものと推定される。この場合、申立人の妻が申立期間の国民年金保

険料を一緒に納付することが可能であるものと考えられる。 

 また、申立人夫婦のオンライン記録によると、申立期間直後の昭和 61 年４

月から現在まで、夫婦の納付日が一致していることから、申立人の妻が夫婦の

国民年金保険料を一緒に納付していたものと推認される上、申立期間のうち、

60 年 10 月から同年 12 月までの３か月間は、妻は保険料を納付済みであり、

当該期間の保険料を妻が一緒に納付していたものと考えるのが自然である。 

 一方、申立期間のうち、昭和 61年１月から同年３月までの期間については、

申立人の国民年金保険料を一緒に納付していたとする申立人の妻も同様に未

納期間となっていることから、夫婦の納付記録が同時に欠落することは考え難

い上、その約１年半後の 62 年９月９日に、申立人夫婦に対して社会保険事務

所(当時)が未納期間に係る保険料の納付書を作成したことが夫婦のオンライ



                      

  

ン記録により確認できるところ、申立人の妻は、過去の未納保険料を遡って納

付した記憶はないと陳述しており、ほかに申立人の妻が当該期間の保険料を納

付していたことを示す関連資料(家計簿、確定申告書控え等)も無い。 

 その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和 60年 10月から同年 12月までの国民年金保険料を納付していたものと認め

られる。 



                      

  

大阪国民年金 事案 5293 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 63 年６月及び平成元年４月から同年８月までの期間の国民年

金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂

正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 38年生 

    住 所 ：  

  

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 63年６月 

             ② 平成元年４月から同年８月まで 

    平成２年６月に、住所変更の相談及び国民健康保険被保険者証を受け取る

ために、Ａ市Ｂ区役所に出向いた際に、国民年金への加入を勧められたため、

加入手続を行った。 

    その後、平成２年度分として一冊に綴
と

じられた国民年金保険料の納付書及

び過去の分として薄い数枚の納付書がそれぞれ同時期に送付されてきた。 

    そのため、預金を引き出して、銀行でまとめて保険料を納付したことを覚

えている。 

    また、納付した金額は 30万円程度であったと思う。 

    申立期間の国民年金保険料が未納とされているのは納得できない。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の国民年金手帳記号番号は、前後の手帳記号番号から、Ａ市Ｂ区にお

いて、平成２年２月から同年４月頃までに払い出されていると推認されること

から、制度上、申立期間の国民年金保険料を納付することは可能である。 

   また、オンライン記録を見ると、申立人は国民年金手帳記号番号の払出推認

時期以降について、国民年金保険料の未納は無く、納付意識の高さがうかがえ

る。 

   さらに、申立人は、平成２年６月に、当時居住していたマンション内で部屋

を移動したことから、住所変更手続が必要か否かについて相談したいと考え、

また、更新後の国民健康保険被保険者証の受取も兼ねて、Ａ市Ｂ区役所へ出向

いた際、国民年金への加入手続を行い、後日送付された２種類の納付書により、



                      

  

現年度分及び納付可能な過去の未納保険料を納付したとしており、国民年金へ

の加入時期及び国民年金保険料の納付に係る陳述は具体的である上、Ａ市Ｃ区

保存資料から、申立人は昭和 62年 12月 18 日に国民健康保険の被保険者資格

を取得していることも確認できる。 

   一方、日本年金機構では、当時の事務処理について、「平成２年６月中に加

入手続を行った場合、同年分の現年度保険料の納付書と、納付可能な過年度保

険料の納付書を送付していた。またその場合、制度上、昭和 63 年５月以降の

国民年金保険料については時効到来前であることから納付は可能であるもの

の、１か月分余裕をみて、平成２年７月末日で時効となる昭和 63 年６月から

の納付書を発行することは十分に考えられる。」と説明しており、陳述内容と

符合する。 

   加えて、申立人は、過年度保険料２年分と現年度保険料との合計は、30 万

円程度であったと申し立てているところ、両期間の国民年金保険料は、合わせ

て 27万 3,800円となり、金額もおおむね一致する。 

   このほか、オンライン記録を見ると、申立期間①及び②に挟まれた昭和 63

年７月から平成元年３月までの期間及び申立期間②直後の同年９月から２年

３月までの期間の国民年金保険料について、過年度納付していることが確認で

き、その前後の申立期間の保険料のみ過年度納付しなかったと考えるのは不自

然である。 

   その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 

 



大阪厚生年金 事案 9549 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められるこ

とから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 37年４月１日から 40年３月 31日まで 

    厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所（当時）に照会したところ、Ａ

社における加入期間が脱退手当金支給済みとの回答を受けた。 

    しかし、脱退手当金を請求した記憶はなく、受け取っていないので、申立

期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によれば、申立人の脱退手当金はＡ社に係る厚生年金保険被

保険者資格の喪失日から約３年８か月後の昭和 43年 11月 16日に支給決定さ

れていることが確認できるところ、同社に係る健康保険厚生年金保険被保険者

名簿において、申立人と同一時期(おおむね２年以内)に受給要件を満たし資格

を喪失した女性従業員 67人について、脱退手当金支給記録を調査したところ、

受給者は申立人を含め７人であることから、事業主が申立人の委任を受けて代

理請求を行った可能性はうかがえない。 

また、脱退手当金を支給する場合、本来、過去の全ての厚生年金保険被保険

者期間をその計算の基礎とするものであるが、申立期間直後であり、支給決定

日より３年以上前の被保険者期間についてはその計算の基礎とされておらず、

未請求となっている。また、未請求となっている被保険者期間は申立期間と同

一記号番号で管理されており、支給されていない期間が存在することは事務処

理上も不自然である。 

   これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給したとは認められない。 



大阪厚生年金 事案 9550 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を

平成 17年４月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 62万円とすることが

必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 17年３月 31日から同年４月１日まで 

厚生年金保険の加入状況を年金事務所に照会したところ、Ａ社に勤務した

期間のうち、申立期間の加入記録が無いとの回答を受けた。同社には、平成

17年３月 31日まで勤務したので、申立期間を厚生年金保険被保険者期間と

して認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社提出の申立人に係る給与明細書、雇用保険の記録及び同社の人事担当者

の陳述から、申立人が申立期間も同社に継続して勤務し、申立期間に係る厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、給与明細書の保険料控除額から、

62万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、健康保険厚生年金保険被保険者資格喪失届の記載を誤ったとしているこ

とから、事業主が資格喪失日を平成 17年３月 31日として届け、その結果、社

会保険事務所（当時）は、申立人に係る同年３月の保険料について納入の告知

を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付

されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業

主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認め

られる。 



大阪厚生年金 事案 9551 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の、申立期間に係る標準報酬月額の記録については、当該期間のうち、

平成９年１月から同年９月までは 20万円、同年 10月から 12年２月までは 22

万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の当該期間に係る上記訂正後の標準報酬月額に基

づく厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 38年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成８年７月１日から 12年４月１日まで 

厚生年金保険の加入状況を年金事務所に照会したところ、Ａ社に勤務し

た期間のうち、申立期間の標準報酬月額が実際に受け取っていた金額より

低額で記録されていることが分かった。賃金台帳の写し等を提出するので、

申立期間の標準報酬月額を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、標準報

酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるの

は、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額の

それぞれに基づく標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月

額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の標準報酬月額については、申立期間のうち、平成９年

１月から 10年 12月までの期間及び 11年２月から 12年２月までの期間につい

ては、Ａ社保管の賃金台帳の給与支給額又は保険料控除額から、９年１月から

同年９月までの期間は 20 万円、同年 10 月から 10 年 12 月までの期間及び 11

年２月から 12年２月までの期間は 22万円とすることが妥当である。 

また、申立期間のうち、平成 11 年１月については、Ａ社は賃金台帳を保管

していないものの、当該期間を除く、９年 10月から 12年２月までの期間に係



る同社保管の賃金台帳を見ると、保険料控除額が同額（１万 9,085円）である

ことが確認できることから、11 年１月についても、同額の保険料を控除され

ていたと推認され、一方、同期間の給与支給額は、22万円から 26万円までで

あることから、当該期間に係る申立人の標準報酬月額については、前後の期間

の保険料控除額から、22万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、社会保険事務所（当時）の記録どおりの保険料を納付したとしているこ

とから、事業主は社会保険事務所の記録どおりの届出を行い、その結果、社会

保険事務所は、申立人に係る保険料控除額に見合う標準報酬月額に基づく保険

料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料（訂正前の標準

報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していない

と認められる。 

一方、申立期間のうち、平成８年７月から同年 11月までの期間については、

Ａ社は賃金台帳を保管していない上、Ｂ市発行の申立人に係る平成９年度の

市･県民税特別徴収額通知書の社会保険料控除額が、社会保険事務所に記録さ

れている平成８年１月から同年 12 月までの期間における申立人に係る標準報

酬月額に基づく厚生年金保険料の合計額より低額であることから、当該期間の

標準報酬月額の訂正を認めることはできない。 

また、申立期間のうち、平成８年 12 月については、Ａ社は賃金台帳を保管

していない上、前述の市･県民税特別徴収額通知書の給与収入額が、社会保険

事務所に記録されている同年１月から同年 12 月までの期間における申立人に

係る標準報酬月額の合計額より低額であることから、同年 12 月の標準報酬月

額の訂正を認めることもできない。 

さらに、申立期間のうち、平成 12 年３月については、前述の賃金台帳を見

ると、厚生年金保険料が控除されていないことが確認でき、このほかに当該月

の保険料控除をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が、申立期間のうち、平成８年７月から同年 12月までの期間及び 12年３

月について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 9552 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 53年 12月 21日から 54年２月１日までの

期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認

められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記録を 53 年 12

月21日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を15万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 53年 12月から 54年２月１日まで 

② 昭和 54年２月１日から同年５月 21日まで 

厚生年金保険の加入状況を年金事務所に照会したところ、Ａ社に勤務し

た期間のうち、申立期間①の加入記録が無いとの回答を受けた。また、同社

で勤務していた申立期間②の標準報酬月額が、実際の給与額より低額で記録

されていることが分かった。 

給料支払明細書を提出するので、申立期間について、被保険者記録を訂

正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、申立人提出の昭和 53年 12月から 54年２月までの

給料支払明細書から判断すると、申立人は、53年 12月からＡ社に勤務し、54

年１月分給与の賃金計算期間初日である 53年 12月 21日から 54年２月１日ま

での期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められる。 

また、当該期間の標準報酬月額については、給料支払明細書の保険料控除額

から、15万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は不明としているものの、社会保険事務所（当時）の記録における

Ａ社の資格取得日が雇用保険の記録における資格取得日と同日となっており、



社会保険事務所及び公共職業安定所の双方が誤って同じ資格取得日と記録し

たとは考え難いことから、事業主が昭和 54年２月１日を資格取得日として届

け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る 53年 12月及び 54年１月の

厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立人に係る

申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

一方、申立期間②については、申立人は、標準報酬月額の相違について申し

立てているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法

律に基づき、標準報酬月額を改定又は決定し記録の訂正及び保険給付が行われ

るのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の報酬月

額のそれぞれに基づく標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報

酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

これに基づき、申立人提出の申立期間に係る給料支払明細書を見ると、報酬

月額（17万 4,000円から 18万 6,000円まで）に見合う標準報酬月額（17万円

から 19万円まで）は、オンライン記録の標準報酬月額（15万円）よりも高額

であるものの、保険料控除額（6,830円）に見合う標準報酬月額（15万円）は、

オンライン記録の標準報酬月額（15 万円）と一致していることから、申立期

間の標準報酬月額の訂正を認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 9553 

 

第１ 委員会の結論 

   事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張

する標準報酬月額であったと認められることから、申立期間の標準報酬月額に

係る記録を 47万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

    住    所 ：  

                           

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成４年 10月１日から５年 10月１日まで 

    ねんきん定期便によると、Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の標準報

酬月額が、実際の支給額より低額で記録されていることが分かった。 

給与明細書を提出するので、申立期間の標準報酬月額を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録において、申立人の申立期間に係る厚生年金保険の標準報酬

月額は 24万円と記録されている。 

しかし、申立人提出の給与明細書を見ると、申立人は、標準報酬月額 47 万

円に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていることが確

認できる。 

また、Ａ社が加入していたＢ厚生年金基金の加入員台帳では、申立人の厚生

年金基金における申立期間の標準報酬月額は 47万円と記録されている。 

さらに、Ｂ厚生年金基金は、「申立期間当時、厚生年金基金関係の各種届出

用紙は、厚生年金保険及び健康保険組合との一括複写式が使用されており、当

基金に提出されたものと同一内容の書類が社会保険事務所にも提出されてい

た。」としている。 

加えて、厚生年金基金の記録が事後訂正された形跡は認められない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、事業

主は、申立人の申立期間における標準報酬月額について、厚生年金基金の記録

と同額の 47 万円の届出を社会保険事務所に対して行ったことが認められるこ

とから、申立期間の標準報酬月額を 47万円に訂正することが必要である。 



大阪厚生年金 事案 9554 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の、申立期間に係る標準報酬月額の記録については、当該期間のうち、

平成８年７月及び同年９月は 36万円、同年 10月から９年９月までは 34万円、

同年 10月は 36万円、同年 11月及び同年 12月は 38万円、10年２月、同年３

月及び同年６月は 36 万円、同年７月は 38 万円、同年８月及び同年９月は 36

万円、同年 10月は 34万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 33年生 

    住    所 ：  

                           

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成８年７月１日から 10年 12月８日まで 

    厚生年金保険の加入状況を年金事務所に照会したところ、Ａ社に勤務した

期間のうち、申立期間の標準報酬月額について、実際の保険料控除額に基づ

く標準報酬月額より低額で記録されていることが分かった。 

    給与明細書を提出するので、申立期間の標準報酬月額を実際の給与支給額

に見合った標準報酬月額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例法」

という。）に基づき、標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂

正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険

料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月額の範囲内である

ことから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の標準報酬月額については、申立人提出の給与明細書で

確認できる報酬月額又は保険料控除額から、申立期間のうち、平成８年７月及

び同年９月は 36 万円、８年 10 月から９年９月までは 34 万円、同年 10 月は

36万円、同年 11月及び同年 12月は 38万円、10年２月、同年３月及び同年６



月は 36万円、同年７月は 38万円、同年８月及び同年９月は 36万円、同年 10

月は 34万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主から回答が得られないものの、平成８年７月、同年９月から９年 12 月まで

の期間、10年２月、同年３月及び同年６月から同年 10月までの期間について、

申立人提出の給与明細書において確認できる保険料控除額に見合う標準報酬

月額と社会保険事務所（当時）の記録における標準報酬月額が長期にわたり一

致していないことから、当該期間について、事業主は給与明細書で確認できる

保険料控除額に見合う報酬月額を社会保険事務所に届け出ておらず、その結果、

社会保険事務所は、当該標準報酬月額に基づく保険料について納入の告知を行

っておらず、事業主は、当該保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を除く。）を納付する義務を履行していないと認められる。 

一方、申立期間のうち、平成８年８月、10 年１月、同年４月、同年５月及

び同年 11 月については、申立人提出の給与明細書で確認できる保険料控除額

又は報酬月額に基づく標準報酬月額は、オンライン記録の標準報酬月額と一致

するか又は同記録より低額である。したがって、特例法の趣旨から、当該期間

の標準報酬月額の訂正を認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 9555 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間における標準報酬月額の記録は、事後訂正の結果、昭和

61年 10月から平成元年９月までは 26万円、同年 10月から２年４月までは 30

万円とされているところ、当該額は厚生年金保険法第 75 条本文の規定に該当

することから、年金額の計算の基礎となる標準報酬月額は訂正前の 18 万円と

されているが、申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基

づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められ

ることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付

の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準報酬月額に係る記録

を、昭和 61年 10月から平成元年９月までは 26万円、同年 10月から２年４月

までは 30万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂

正前の標準報酬月額（18万円）に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 61年 10月１日から平成２年５月１日まで 

平成４年３月頃、社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入状況を照

会したところ、Ａ社に勤務した期間のうち申立期間の標準報酬月額が、給与

から控除されていた保険料に見合う標準報酬月額より低く記録されている

ことが分かった。その後、事業主は、同年６月に、社会保険事務所に対して

標準報酬月額の記録の訂正を届け出たが、２年以上前である申立期間につい

ては、時効により保険料を納付できなかったため、訂正後の標準報酬月額が

年金給付に反映されていない。 

給与明細書等は残っていないが、申立期間も訂正後の標準報酬月額に基づ

く保険料が控除されていたので、標準報酬月額を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、申立人の申立期間における標準報酬月額は、当初



18 万円と記録されていたが、当該期間に係る保険料の徴収権が時効により消

滅した後の平成４年６月に、昭和 61 年 10 月から平成元年９月までの期間は

18 万円から 26 万円に、同年 10 月から２年４月までの期間は 18 万円から 30

万円に訂正されたところ、厚生年金保険法第 75 条本文の規定により、年金額

の計算の基礎となる標準報酬月額は、当該訂正後の標準報酬月額ではなく、当

初記録されていた標準報酬月額となっている。 

しかし、オンライン記録によると、申立人と同様に、申立期間の標準報酬月

額が増額訂正されているものの、厚生年金保険法第 75 条本文の規定により、

当初記録されていた標準報酬月額が年金額の計算の基礎となっている同僚が、

申立人のほかに３人確認でき、同人たちに照会したところ、回答のあった２人

のうち１人は、「当時、給与から控除されていた厚生年金保険料に疑問を持ち、

社会保険事務所に相談したところ、保険料控除額は実際の給与に基づく額であ

るのに、社会保険事務所に記録されている標準報酬月額は、実際の給与額より

も低いことが分かった。自身のほかにも、申立人を含む３人が同じ状況である

ことが分かり、４人で事業主に確認したところ、事業主は、保険料控除額に見

合う標準報酬月額になるよう社会保険事務所に訂正の届出を行った。しかし、

時効により訂正できない期間があると聞いた。」と陳述しており、もう１人の

同僚も、同様の陳述をしている。 

また、元従業員の一人から提出のあった給料支払明細書（127 か月分）を見

ると、報酬額及び保険料控除額に見合う標準報酬月額は、大半の期間において、

オンライン記録の標準報酬月額と相違していることが確認できることから、申

立人及び上記同僚の陳述には信憑
ぴょう

性が認められる。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間において、上記訂正後の

標準報酬月額（昭和 61年 10月から平成元年９月までは 26万円、同年 10月か

ら２年４月までは 30 万円）に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、申立

期間当時の事業主は、当時の資料が無いため不明としているものの、推認でき

る保険料控除額に見合う標準報酬月額とオンラインに当初記録されていた標

準報酬月額が長期にわたり一致していないことから、事業主は、推認できる保

険料控除額に見合う報酬月額を社会保険事務所に届け出ておらず、その結果、

社会保険事務所は、当該報酬月額に見合う標準報酬月額に基づく保険料につい

て納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料（訂正前の標準報酬月額

に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 



大阪厚生年金 事案 9556 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記録を

昭和 47年 10月 21日に、資格喪失日に係る記録を 49年１月 21日に訂正し、

申立期間の標準報酬月額を、47 年 10 月から 48 年９月までは４万 2,000 円、

同年 10月から同年 12月までは５万 6,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 47年 10月 21日から 49年１月 21日まで 

 社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入状況を照会したところ、Ａ

社に勤務した申立期間の加入記録が無いとの回答をもらった。同社では、当

初、同社経営のＢ事業所に勤務し、その後Ｃ事業所に移り、それぞれＤ業務

に従事していた。同社では、失業保険にも加入しており、失業保険被保険者

証を提出するので、申立期間について、厚生年金保険被保険者であったこと

を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の記録及び元従業員の陳述から、申立人が申立期間にＡ社で勤務し

ていたことが認められる。 

また、申立期間当時に従業員の採用も担当していたとする申立人の元上司は、

「申立期間当時、Ａ社では、正社員については職種にかかわらず厚生年金保険

に加入させていた。申立人は正社員であったので、雇用保険に加入しているの

であれば、厚生年金保険にも加入しているはずである。厚生年金保険料を控除

されながら、何らかの事務過誤により厚生年金保険被保険者資格の取得届出が

されなかったのではないか。」と陳述している。 

さらに、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立期間

に被保険者記録の有る元従業員 13 人に照会したところ、複数の元従業員は、



「申立期間当時、Ａ社では、従業員を入社後すぐに厚生年金保険に加入させて

いた。」と陳述しているほか、回答のあった５人について、同人たちが記憶し

ている自身の勤務期間と厚生年金保険の加入期間を比較したところ、記憶が定

かでないとする１人を除く４人が、両期間は一致するとしている。 

加えて、申立人は申立期間にＡ社で雇用保険に加入しているところ、申立期

間に被保険者記録の有る前述の元従業員 13 人のうち、雇用保険の記録が確認

できた 10 人全員が、雇用保険と厚生年金保険の加入期間はおおむね一致して

いることから、同社では、従業員を両保険に同時に加入させていたことがうか

がえる。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人と同年代の女性元従業員

のＡ社における社会保険事務所の記録から、昭和 47年 10月から 48年９月ま

では４万 2,000円、同年 10月から同年 12月までは５万 6,000円とすることが

妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、申立

期間当時の事業主は既に死亡しており、Ａ社は当時の資料等を保管していない

としていることから、申立期間当時の状況は不明であるが、前述の被保険者名

簿において、申立期間の健康保険整理番号に欠番が見当たらないことから、申

立人に係る社会保険事務所の記録が失われたことは考えられない上、仮に、事

業主から申立人に係る被保険者資格取得届が提出された場合には、その後、被

保険者報酬月額算定基礎届及び被保険者資格喪失届も提出する機会があった

こととなるが、いずれの機会においても社会保険事務所が当該届出を記録しな

いとは考え難いことから、事業主から社会保険事務所へ資格の得喪等に係る届

出は行われておらず、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭和 47 年

10 月から 48 年 12 月までの保険料について納入の告知を行っておらず、事業

主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認め

られる。 



大阪厚生年金 事案 9557 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ支店における

資格取得日に係る記録を昭和 26年６月 21日に訂正し、申立期間の標準報酬月

額を 8,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和５年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 26年６月 21日から同年７月１日まで 

年金事務所に厚生年金保険の加入状況を照会したところ、Ａ社に勤務した

期間のうち、申立期間の加入記録が無いとの回答をもらった。申立期間は、

同社Ｄ支店から同社Ｃ支店に異動した時期であり、同社に継続して勤務して

いたので、厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の記録、Ｂ社が保管する社員台帳の記録及び同社の人事担当者の陳

述から判断すると、申立人が申立期間もＡ社に継続して勤務し（昭和 26 年６

月 21日にＡ社Ｄ支店から同社Ｃ支店に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｃ支店における昭

和 26 年７月の社会保険事務所（当時）の記録から、8,000 円とすることが妥

当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立人の資格の取得に係る届出を社会保険事務所に対し誤って提出し、

申立期間に係る厚生年金保険料については納付していないことを認めている

ことから、事業主が昭和 26 年７月１日を資格取得日として届け、その結果、

社会保険事務所は、申立人に係る同年６月の保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 



大阪厚生年金 事案 9558 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 21年５月１日から 22年３月１日までの期

間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認め

られることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ支店における資格喪失日に

係る記録を同年３月１日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を 150円とするこ

とが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和６年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間 ： 昭和 21年５月１日から 23年５月まで 

ねんきん特別便により、Ａ社Ｃ支店に勤務した期間のうち、申立期間の厚

生年金保険の加入記録が無いことが分かった。昭和 21年４月に同社に入社

し、２年間ぐらいは勤務したのに、加入記録は同年５月１日までとなってい

る。 

申立期間について、厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社が、「当社の人事記録によると、申立人は、昭和 21年３月 27日から 22

年２月 28日まで正社員としてＡ社に勤務していた。」と回答していることから

判断して、申立人が、申立期間のうち、昭和 21 年５月１日から 22 年２月 28

日までの期間もＡ社Ｃ支店に継続して勤務していたことが推認できる。 

また、Ｂ社は、「保険料控除を確認できる関連資料は残っていないが、申立

人は正社員として勤務していたので、厚生年金保険料は控除されていたはずで

ある。」としている。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、勤務の推認でき

る昭和21年５月１日から22年３月１日までの期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、当該期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｃ支店における昭



和 21 年４月の社会保険事務所（当時）の記録から、150 円とすることが妥当

である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は不明としており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は見当たら

ないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所に対し

て行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当た

らないことから、行ったとは認められない。 

一方、申立期間のうち、昭和 22年３月１日から 23年５月までの期間につい

ては、Ｂ社は、「当社の人事記録によると、申立人は、昭和 22 年２月 28 日に

退職しており、同日後は勤務していない。」としている。 

また、Ａ社Ｃ支店に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、当該

期間に被保険者記録の有る元従業員に照会し３人から回答を得たが、申立人を

記憶している者はおらず、申立人の当該期間における勤務は確認できない。 

このほか、申立人の当該期間に係る保険料控除を確認できる関連資料は無く、

控除をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 9559 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）本社における資

格喪失日に係る記録を昭和 53 年４月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額

を 18万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 53年３月 31日から同年４月１日まで 

    ねんきん定期便により、Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金

保険の加入記録が無いことが分かった。申立期間は、同社本社から同社Ｃ部

門へ異動した時期であり、同社に正社員として継続して勤務していたので、

厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の記録、Ｂ社の人事記録及び同社の総務担当者の陳述等から判断す

ると、申立人が申立期間もＡ社に継続して勤務し（昭和 53 年４月１日にＡ社

本社から同社Ｃ部門に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社本社における昭和

53 年２月の社会保険事務所（当時）の記録から、18 万円とすることが妥当で

ある。 

   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立人のＡ社本社での資格喪失日を社会保険事務所に誤って届け出たと

思われるとしている上、Ｂ社保管の健康保険厚生年金保険被保険者資格喪失確

認通知書からも、事業主が申立人の資格喪失日を昭和 53年３月 31日と届け出

たことが確認できることから、事業主が同日を資格喪失日として届け、その結

果、社会保険事務所は、申立人に係る同年３月の保険料について納入の告知を

行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付さ

れるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、

申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認められ

る。 



大阪厚生年金 事案 9560 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間における標準報酬月額の記録は、事後訂正の結果、平成

16年７月及び同年８月は 28万円、同年９月から同年 11月までは 32万円とさ

れているところ、当該額は厚生年金保険法第 75 条本文の規定に該当すること

から、年金額の計算の基礎となる標準報酬月額は、11 万 8,000 円とされてい

るが、事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が

主張する標準報酬月額であったと認められることから、当該記録を取り消し、

申立期間の標準報酬月額に係る記録を、同年７月及び同年８月は 28 万円、同

年９月から同年 11月までは 32万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 31年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年７月１日から同年 12月１日まで 

ねんきん定期便により、Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の標準報

酬月額が実際の給与額よりも著しく低く記録されていることが分かった。

申立期間の給与明細書を提出するので、標準報酬月額を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録において、申立人のＡ社における申立期間の標準報酬月額は、

当初、平成 16 年７月及び同年８月は 28 万円、同年９月から同年 11 月までは

32万円と記録されていたところ、同年 12月８日付けで、同年７月１日に遡っ

て 11 万 8,000 円に引き下げられた後、申立期間に係る保険料の徴収権が時効

により消滅した後の 19年２月に、11万 8,000円から申立人が主張する当初の

標準報酬月額（平成 16 年７月及び同年８月は 28 万円、同年９月から同年 11

月までは 32万円）に再度訂正されたものの、厚生年金保険法第 75条本文の規

定により、年金額の計算の基礎となる標準報酬月額は、再訂正後の標準報酬月

額ではなく、再訂正前の標準報酬月額（11万 8,000円）となっている。 

また、オンライン記録によると、元従業員６人についても、申立人と同様に、

平成 16年７月１日に遡って標準報酬月額が引き下げられている。 

しかし、申立人保管の給与明細書を見ると、当初記録されていた標準報酬月



額に見合う給与額及び保険料控除が確認できる上、申立期間当時の事業主も、

「申立人保管の給与明細書どおりの給与の支給及び保険料控除を行ってい

た。」と陳述しており、元従業員からも、申立期間当時、申立人の給与が遡及

訂正後の標準報酬月額に相当する額に減額されたことをうかがわせる陳述は

得られない。 

また、申立人と同様に、申立期間の標準報酬月額が遡って引き下げられてい

る元従業員の一人は、「申立期間当時、私の給与額に変更はなかった。」と陳述

している。 

さらに、不納欠損決議書等により、申立期間当時、Ａ社は、厚生年金保険料

等を滞納していたことが確認できる。 

加えて、申立人は、「Ａ社では、Ｂ業務に従事していて、社会保険事務には

一切関与していない。」と陳述しているところ、複数の元従業員も、申立人に

ついて同様の陳述をしている。 

これらを総合的に判断すると、平成 16年 12月８日付けで行われた遡及訂正

処理は事実に即したものとは考え難く、申立人の標準報酬月額を同年７月１日

に遡って引き下げる処理を行う合理的な理由があったとは認められず、当該減

額処理に係る有効な記録訂正があったとは認められないことから、申立人の申

立期間に係る標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所に当初届け出た、同年

７月及び同年８月は 28 万円、同年９月から同年 11 月までは 32 万円に訂正す

ることが必要であると認められる。 



大阪厚生年金 事案 9561 

 

第１ 委員会の結論 

   申立期間のうち、平成 18年７月 21日から 20年３月１日までの期間につい

て、申立人のＡ社に係る被保険者記録は、資格取得日が18年７月21日とされ、

同年７月 21日から 20 年３月１日までの期間は厚生年金保険法第 75条本文の

規定により、年金額の計算の基礎となる被保険者期間とならない期間と記録さ

れているが、申立人は、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金

保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の同

社における資格取得日に係る記録を 18年７月 21日に訂正し、当該期間の標準

報酬月額を 26万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

   また、申立人は、申立期間のうち、平成 18年 12月 15日について、その主

張する標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除され

ていたことが認められることから、当該期間の標準賞与額に係る記録を 10 万

円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 50年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 18年７月 21日から 20年３月１日まで 

           ② 平成 18年 12月 15日 

平成 18 年７月にＡ社に入社して以来、給与から厚生年金保険料が控除さ

れていたが、22 年１月に、同社が被保険者資格の取得手続を行っていなか

ったことが判明した。その後、同社は年金事務所に対して被保険者資格の取

得届出を行ったが、２年以上経過した申立期間①については、厚生年金保険

料を時効により納付できなかったため、年金額の計算の基礎とならない期間

となっている。保険料が控除されていたのは間違いないので、記録を訂正し

てほしい。 



また、申立期間②については、当該期間に支給された賞与の記録が無いが、

厚生年金保険料が控除されていたので、標準賞与額を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、Ａ社の賃金台帳等から、申立人が申立期間も同社に

継続して勤務し、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、上記賃金台帳の保険料控除額か

ら、26万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立人の資格の取得に係る届出を社会保険事務所（当時）に対し行って

いなかったため、保険料も納付していないとしていることから、社会保険事務

所は、申立人に係る平成 18年７月から 20年２月までの保険料について納入の

告知を行っておらず、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

申立期間②については、上記賃金台帳から、申立人が、申立期間に係る厚生

年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準賞与額については、上記賃金台帳の保険料控除額から、

10万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立期間に係る賞与支払届を社会保険事務所に提出しておらず、保険料

も納付していないとしていることから、社会保険事務所は、申立人に係る平成

18 年 12 月 15 日の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行ってお

らず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



大阪厚生年金 事案 9562 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録

を平成 11 年２月 10 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 17 万円とするこ

とが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 44年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 11年１月 29日から同年２月 10日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入状況を照会したところ、Ａ

社に勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無いとの回答をもらった。

同社には、平成 11年２月９日まで勤務しており、申立期間の厚生年金保険

料控除が確認できる給与明細票等を提出するので、申立期間も厚生年金保

険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の記録、申立人提出の給与明細票及び事業主の陳述等から、申立人

が申立期間もＡ社に継続して勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、給与明細票の保険料控除額から、

17万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、健康保険厚生年金保険被保険者資格喪失届の記載に誤りがあったとして

いることから、事業主が、平成 11年１月 29日を資格喪失日として届け、その

結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年１月の保険料について納入の告知

を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付

されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主

は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 



大阪厚生年金 事案 9563 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における被保険者記録のうち、申

立期間に係る資格喪失日（昭和 44年７月２日）及び資格取得日（昭和 46年３

月１日）を取り消し、申立期間の標準報酬月額を６万円とすることが必要であ

る。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 44年７月２日から 46年３月１日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入状況を照会したところ、Ａ

社に勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無いとの回答をもらった。

申立期間も同社で継続してＢ業務に従事しており、業務内容及び勤務形態に

も変更は無かった。同僚は加入記録が継続しているのに、自身の申立期間の

加入記録が無いのは納得できない。 

申立期間について、厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、オンライン記録では、Ａ社において昭和 43 年９月３日に厚生年

金保険の被保険者資格を取得し、44 年７月２日に資格を喪失後、46 年３月１

日に同社において資格を再取得しており、申立期間の被保険者記録が無い。 

しかし、複数の同僚の陳述から判断すると、申立人が申立期間もＡ社に継続

して勤務していたことが推認できる。 

また、申立人は、申立期間の業務内容及び勤務形態に変更は無かったとして

いるところ、申立人と同じＢ業務に従事していたとする複数の同僚も、申立人

について同様の陳述をしている。 

さらに、オンライン記録によると、申立期間にＡ社での厚生年金保険の加入

記録の有る元従業員全 13 人は、申立人と同職種であった前述の同僚を含め、



いずれも申立期間において厚生年金保険の加入記録が継続しており、このほか

に、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料が控除されなかったことをうかが

わせる事情は見当たらない。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 44

年６月の社会保険事務所の記録及び同僚の被保険者記録から判断して、６万円

とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、Ａ社

は平成 17 年に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっている等のため不明で

あるが、事業主から申立人に係る被保険者資格の喪失届及び取得届が提出され

ていないにもかかわらず、社会保険事務所がこれを記録することは考え難いこ

とから、事業主が社会保険事務所の記録どおりの資格の喪失及び取得の届出を

行っており、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭和 44 年７月から

46 年２月までの保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所

が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合

又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立人に係る申立期間の保険

料を納付する義務を履行していないと認められる。 



大阪厚生年金 事案 9564 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社(現在は、Ｂ社)における資格喪失

日に係る記録を昭和 42 年６月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を２万

2,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 42年５月 31日から同年６月１日まで 

私は、Ａ社に昭和 40年７月から 61年３月 21日まで勤務した。 

しかしながら、年金事務所に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、

申立期間の加入記録が無いとの回答を受けた。申立期間について厚生年金

保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社の事業主及び複数の同僚の陳述から判断すると、申立人は、申立期間も

継続してＡ社に勤務し(昭和 42 年６月１日にＡ社からＣ社に異動)、申立期間

に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認めら

れる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 42

年４月の社会保険事務所（当時）の記録から、２万 2,000円とすることが妥当

である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は、当時の資料等が無く、不明としているものの、事業主が資格喪

失日を昭和 42 年６月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務所がこれ

を同年５月 31 日と誤って記録することは考え難いことから、事業主が同日を

資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年５月

の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を

行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還

付した場合を含む。）、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。



大阪厚生年金 事案 9565 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ支店における

資格喪失日に係る記録を昭和 43 年６月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月

額を３万 9,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 43年５月 31日から同年６月１日まで 

厚生年金保険の加入状況を年金事務所に照会したところ、Ａ社で勤務した

期間のうち、申立期間の加入記録が無い旨の回答をもらった。同社では、途

中で退職することなく継続して勤務していたので、申立期間について、厚生

年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の記録及びＢ社提出の人事記録から判断すると、申立人が申立期間

もＡ社で勤務し（昭和 43年６月１日にＡ社Ｃ支店から同社Ｄ支店に異動）、申

立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｃ支店における昭

和 43 年４月の社会保険事務所（当時）の記録から、３万 9,000 円とすること

が妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は、申立人に係る資格喪失届を社会保険事務所に対し誤って提出し、

申立期間に係る保険料についても納付していないことを認めていることから、

事業主が昭和 43年５月 31日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事

務所は、申立人に係る同年５月の保険料について納入の告知を行っておらず

（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険

料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間に

係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



大阪厚生年金 事案 9566 

  

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ支店における資格喪失日に係る

記録を昭和 45年５月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 10万円とする

ことが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正７年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 45年４月 27日から同年５月１日まで 

父の厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所（当時）に照会したとこ

ろ、Ａ社で勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無いとの回答をも

らった。申立期間に、父は同社Ｂ支店から同社Ｃ支店へ異動した時期であ

るが、同社では昭和 28年４月から 59 年 12 月まで継続して勤務していたの

で、申立期間について、厚生年金保険被保険者であったことを認めてほし

い。 

（注）申立ては、申立人の子が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求め

て行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

複数の元従業員の陳述及び雇用保険の記録から判断すると、申立人が申立期

間もＡ社で継続して勤務し（昭和 45 年５月１日にＡ社Ｂ支店から同社Ｃ支店

に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ支店における昭

和 45 年３月の社会保険事務所の記録から、10 万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は不明としており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は見当たら

ないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所に対し

て行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当た

らないことから、行ったとは認められない。



大阪厚生年金 事案 9567 

  

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録については、当該期間のうち、

昭和 42年 10月から 43年９月までは４万 2,000円、同年 10月から 44年５月

までは５万 2,000円、同年６月は４万 8,000円、同年７月は６万円、同年８月

は４万 8,000円、同年９月は６万円、45年１月から同年４月までは６万 8,000

円、同年５月及び同年６月は８万円、同年７月は７万 6,000円、同年８月から

46年９月までは７万 2,000円、同年 10月は８万円、同年 11月から 47年８月

までは７万 6,000円、同年９月及び同年 10月は８万 6,000円、同年 11月は９

万 2,000円、同年 12月から 48年５月までは８万 6,000円、同年６月から同年

８月までの期間及び 50 年８月は９万 8,000 円、51 年８月は 14 万 2,000 円に

訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 42年８月２日から 51年９月１日まで 

厚生年金保険の加入状況を年金事務所に照会したところ、Ａ社で勤務し

た申立期間の標準報酬月額が、実際の給与支払額より低く記録されている

ことが分かった。 

申立期間当時の給与明細書と昭和 43 年の源泉徴収票を提出するので、申

立期間について、標準報酬月額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、標準報酬月額の相違について申し立てているが、厚生年金保険の

保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例法」という。）

に基づき、標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険

給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申

立人の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月額の範囲内であることから、こ



れらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間の標準報酬月額については、申立人提出の給与明細書

から確認できる保険料控除額及び報酬月額から判断して、昭和 44 年４月及び

同年５月は５万 2,000円、同年６月は４万 8,000円、同年７月は６万円、同年

８月は４万 8,000 円、同年９月は６万円、45 年１月から同年４月までは６万

8,000円、同年５月及び同年６月は８万円、同年７月は７万 6,000円、同年８

月から 46年９月までは７万 2,000円、同年 10月は８万円、同年 11月及び同

年 12月、47年３月、同年６月から同年８月までの期間は７万 6,000円、同年

９月及び同年 10月は８万 6,000円、同年 11月は９万 2,000円、同年 12月か

ら 48 年５月までは８万 6,000 円、同年６月から同年８月までの期間及び 50

年８月は９万 8,000円、51 年８月は 14 万 2,000 円とすることが妥当である。 

また、申立期間のうち、昭和 43年 12月から 44年３月までの期間、47年１

月、同年２月、同年４月及び同年５月の標準報酬月額については、提出された

給与明細書では保険料控除額及び報酬月額の双方又はそのいずれか一方を確

認できないが、前後の期間の給与明細書で確認できる保険料控除額又は報酬月

額から判断して、43年 12月から 44年３月までは５万 2,000円、47年１月、

同年２月、同年４月及び同年５月は７万 6,000円とすることが妥当である。 

さらに、申立期間のうち、昭和 42年 12月から 43年 11月までの期間の標準

報酬月額については、申立人提出の昭和 43 年分給与所得の源泉徴収票から推

認できる保険料控除額及び報酬額から判断して、42 年 12 月から 43 年９月ま

では４万 2,000円、同年 10月及び同年 11月は５万 2,000円とすることが妥当

である。 

加えて、申立期間のうち、昭和 42年 10月及び同年 11月の標準報酬月額に

ついては、前述の源泉徴収票で推認できる保険料控除額及び報酬額が同年 10

月の定時決定時から継続していたと考えられることから、同年 12 月と同額の

４万 2,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基

づく厚生年金保険料を除く。）の事業主による納付義務の履行については、給

与明細書において確認できる報酬月額又は保険料控除額に見合う標準報酬月

額と社会保険事務所（当時）で記録されている標準報酬月額が長期にわたり一

致していないことから、事業主は、給与明細書で確認できる報酬月額又は保険

料控除額に見合う報酬月額を届け出ておらず、その結果、社会保険事務所は、

当該報酬月額に見合う保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、

申立人に係る当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

一方、申立期間のうち、昭和 44年 10月から同年 12月までの期間、48年９

月から 50年７月までの期間、及び同年９月から 51年７月までの期間の標準報

酬月額については、給与明細書により確認できる保険料控除額及び報酬月額に

基づく標準報酬月額のいずれか低い方の額は、オンライン記録の標準報酬月額



に比べて同額又は低額であることから、当該期間は特例法による保険給付の対

象には当たらないため、あっせんは行わない。 

また、申立期間のうち、昭和 42 年８月及び同年９月については、保険料控

除額及び報酬月額の双方を確認できる給与明細書及び源泉徴収票の提出がな

いため、申立人の主張する標準報酬月額に基づく保険料控除は確認できず、ほ

かに申立ての事実を確認できる関連資料及び周辺事情も見当たらないことか

ら、当該期間について、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 9568 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保

険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、申立

期間の標準賞与額に係る記録を、平成 18年 12月６日は 25万円、19年８月３

日は 20万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 18年 12月６日 

② 平成 19年８月３日 

厚生年金保険の加入記録では、Ａ社から支給された申立期間の賞与の記録

が無いことが分かった。 

事業主が、申立期間の賞与に係る厚生年金保険料の控除額が確認できる賞

与支払明細書（控）を提出するので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賞与支払明細書（控）から、申立人は、申立期間に係る

厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準賞与額については、賞与支払明細書（控）の保険料控

除額から、平成 18 年 12 月６日は 25 万円、19 年８月３日は 20 万円とするこ

とが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立期間に係る賞与支払届を社会保険事務所（当時）に提出しておらず、

保険料も納付していないとしていることから、社会保険事務所は、申立人に係

る平成 18年 12月６日及び 19年８月３日の標準賞与額に基づく保険料につい

て納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行し

ていないと認められる。



大阪厚生年金 事案 9569 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保

険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、申立

期間に係る標準賞与額の記録を、平成 18年 12月６日は 25万円、19年８月３

日は 20万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 56年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 18年 12月６日 

         ② 平成 19年８月３日 

厚生年金保険の加入記録では、Ａ社から支給された申立期間の賞与の記録

が無いことが分かった。 

事業主が、申立期間の賞与に係る厚生年金保険料の控除額が確認できる賞

与支払明細書（控）を提出するので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賞与支払明細書（控）から、申立人は、申立期間に係る

厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準賞与額については、賞与支払明細書（控）の保険料控

除額から、平成 18 年 12 月６日は 25 万円、19 年８月３日は 20 万円とするこ

とが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立期間に係る賞与支払届を社会保険事務所（当時）に提出しておらず、

保険料も納付していないとしていることから、社会保険事務所は、申立人に係

る平成 18年 12月６日及び 19年８月３日の標準賞与額に基づく保険料につい

て納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行し

ていないと認められる。



大阪厚生年金 事案 9570 

 

第１ 委員会の結論 

申立期間のうち、昭和 26 年 12 月１日から 27 年６月 28 日までの期間につ

いて、申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者の資格取得日は 26 年 12

月１日、資格喪失日は 27年６月 28日であると認められることから、申立人に

係る厚生年金保険被保険者資格の取得日及び喪失日に係る記録を訂正するこ

とが必要である。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、7,000円とすることが妥当であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 22年５月１日から 23年２月 28日まで 

             ② 昭和 26年 12月１日から 27年６月 28日まで 

私は、Ｂ社で昭和 22年５月１日から 23年２月 28日まで勤務していたが、

当該期間について厚生年金保険の加入記録が無い（申立期間①）。 

また、Ａ社で昭和 26 年 12 月１日から 27 年６月 28 日まで勤務していた

が、当該期間についても厚生年金保険の加入記録が無い（申立期間②）。 

納得できないので、申立期間①及び②を厚生年金保険の被保険者期間と

して認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間②について、同僚の陳述から、申立人が申立期間においてＡ社に勤

務していたことが推定できる。 

一方、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿の記録により、申立人

と氏名及び生年月日が一致する被保険者記録が確認でき、資格取得日は昭和

26年 12月１日、資格喪失日は 27年６月 28日となっている。なお、同被保険

者名簿によると、当該被保険者のみ厚生年金保険の記号番号欄が空欄となって

いるが、同社に係る被保険者証記号番号決定簿を見ると、届出人員の記入欄は

健康保険と厚生年金保険に分かれているものの、当該被保険者を含む 13 人を

一括して届け出ていることが確認できることから、当該被保険者についても厚



生年金保険被保険者として届けられたものと考えられる。 

これらを総合的に判断すると、当該被保険者名簿の記録は、申立人の厚生年

金保険被保険者記録であると認められ、申立人のＡ社における資格取得日は昭

和 26年 12月１日、資格喪失日は 27年６月 28日であると認められる。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、申立人に係る上記被保険者名簿

の記録から、7,000円とすることが妥当である。 

申立期間①について、申立人は、昭和 22 年５月１日から 23 年２月 28 日ま

でＢ社で勤務していたと申し立てている。 

しかし、申立期間当時、駐留軍基地に勤務する日本人従業員の労務管理を担

当したＣ渉外労務管理事務所は既に解散し、申立期間当時の事業主も所在が不

明であることから、申立人の勤務実態及び保険料控除の状況について確認する

ことができない。 

また、進駐軍施設に勤務する日本人従業員は、「進駐軍労務者に対する健康

保険法及び厚生年金保険法の適用に関する件」（昭和 23年 12月１日付け保発

第 92号厚生省保険局長通知）に基づき、昭和 24年４月１日から厚生年金保険

に適用されることとなったことから、申立期間は、厚生年金保険に加入するこ

とがてきなかった期間に該当し、オンライン記録を見ても、Ｃ渉外労務管理事

務所が厚生年金保険の適用事業所となったのは同年４月１日であり、申立期間

は適用事業所とはなっていない。 

このほか、申立人が申立期間①において、事業主により給与から厚生年金保

険料を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 9571 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額については、申立期間のうち、平成

15年４月から 17年５月までの期間は 38万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂

正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行

していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 31年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成７年 11月から 20年２月まで 

私は、平成７年 11 月から 22 年２月までの期間、Ａ社で勤務し、毎月約

50 万円の給与を受け取っていたが、年金事務所に記録されている標準報酬

月額は、給与額よりも相当低くなっている。申立期間の標準報酬月額を正

しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、厚

生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、標準

報酬月額を改定又は決定し、記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主

が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれ

に基づく標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいず

れか低い方の額を認定することとなる。 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額については、給与明細書で確認でき

る保険料控除額及び報酬月額から、平成 15年４月から 17年５月までの期間は

38万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は不明である旨回答しているものの、平成 15年４月から 17年５

月までの期間について、給与明細書において確認できる厚生年金保険料の控除

額又は報酬月額に見合う標準報酬月額と社会保険事務所（当時）で記録されて

いる標準報酬月額が長期にわたり一致していないことから、当該期間について、



事業主は、社会保険事務所の記録どおりの標準報酬月額を届け、その結果、社

会保険事務所は、申立人が主張する標準報酬月額に見合う厚生年金保険料につ

いて納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料（訂正前の標準報酬月

額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していないと認め

られる。 

一方、申立期間のうち、平成７年 11 月から 15 年３月までの期間、17 年６

月、同年７月、同年９月から 18 年２月までの期間、同年６月、同年７月、同

年９月、同年 10 月、19 年１月、同年３月及び同年７月から 20 年１月までの

期間については、給与明細書及び源泉徴収票で確認できる厚生年金保険料の控

除額及び報酬月額に基づく標準報酬月額は、社会保険事務所で記録されている

標準報酬月額と同額又は低額となっていることが確認できる。 

また、申立期間のうち、平成 17年８月、18年３月から同年５月までの期間、

同年８月、同年 11 月、同年 12 月、19 年２月、同年４月から同年６月までの

期間及び 20 年２月については、給与明細書等の関連資料が無いことから、当

該期間の保険料控除額及び報酬月額が確認できない上、給与明細書のある前後

の月に係る保険料控除額及び報酬月額は一定であることから、当該期間につい

ても同水準の給与が支給され、同額の保険料が控除されていたものと考えられ

る。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立期間のうち、平成７年 11 月から 15 年３月までの期間及び 17年６月から

20 年２月までの期間について、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはでき

ない。



大阪厚生年金  事案 9572 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められることから、申

立期間の標準報酬月額に係る記録を 19万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂

正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行

していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 54年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 14年７月１日から 15 年２月 21 日まで 

厚生年金保険の加入状況について社会保険事務所（当時）に照会したと

ころ、Ａ社（現在は、Ｂ社)に勤務していた期間の標準報酬月額が 12万 6,000

円である旨の回答を受けた。申立期間は月額 19万円の給与があり、給与相

当額の厚生年金保険料を控除されていたのは間違いなく、申立期間の給与

支給明細書を提出するので、標準報酬月額を正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が提出した給与支給明細書（写し）及びＢ社が提出したＡ社の支給控

除一覧表（平成 14年 11月分）から、申立人は、申立期間において、その主張

する標準報酬月額（19 万円）に基づく厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことが認められる。 

また、オンライン記録によると、Ａ社での申立人の厚生年金保険被保険者資

格の取得日（平成 14 年７月１日）における標準報酬月額は、平成 14 年７月

18日に 19万円として処理された後、同年８月 21日に 12万 6,000円に訂正処

理されていることが確認できる。 

これについて、滞納処分票により、Ａ社は申立期間当時、厚生年金保険料を

滞納していたことが確認できるが、ⅰ）同処分票に記録されている事蹟
じ せ き

によれ

ば、滞納保険料の解消については、事業主が従業員の給与を下げて納付すると

述べているとともに、同社から委託された社会保険労務士がＣ社会保険事務所



（当時）の担当者に対し、事業主には報酬を下げさせてでも納付の指示を行う

と述べていること、ⅱ）上述の社会保険労務士は、「申立人を含む従業員 12

人の標準報酬月額を減額する届出を事業主からの依頼に基づき行ったが、当該

届出手続において社会保険事務所からの指導を受けていない。」と陳述してお

り、上述の滞納処分票においても、社会保険事務所が指導した事蹟は見当たら

ないこと、ⅲ）上述の社会保険労務士の陳述及び提出資料から、当該社会保険

労務士は、事業主に対し、報酬を引き下げたことに伴う従業員への返還すべき

保険料額を提示し、返還するよう指導していることが確認できる。また、ⅳ）

上述の社会保険労務士は、「12人の標準報酬月額に関する減額変更手続を事業

主の依頼に基づいて行った際、社会保険事務所に賃金台帳の提出はしていな

い。」としている。これらのことから判断すると、申立人の申立期間における

標準報酬月額の減額訂正処理については、管轄社会保険事務所が主導的に事業

主に指導した、又は事実に即した届出ではないと知りつつ当該手続を処理した

とは考え難く、事業主は、従業員に対して標準報酬月額の引き下げ及び過大に

徴収した厚生年金保険料の返還についての説明を行わないまま、減額訂正処理

後も当該処理前の保険料控除を続けていたものと考えられる。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は不明としているものの、上述の状況から判断すると、申立期間について、

事業主は、社会保険事務所の記録どおりの報酬月額を届け、その結果、社会保

険事務所は、申立人が主張する標準報酬月額に基づく保険料について納入の告

知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納

付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を返還した場合を含む。）、事業

主は、申立期間に係る保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

を除く。）を納付する義務を履行していないと認められる。 



大阪厚生年金 事案 9573 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における資格喪失日

に係る記録を昭和 58年５月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 36万円

とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 58年４月 30日から同年５月１日まで 

厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所（当時）に確認したところ、申

立期間の加入記録が無いとの回答をもらった。昭和 51年 10月にＡ社へ入社

後、グループ会社への異動はあったが、中断することなく継続して勤務した。

58 年５月１日に同社からグループ会社のＣ社へ異動した際に空白期間が生

じている。申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社（Ａ社の承継事業所）及び同僚の陳述から判断すると、申立人は、申立

期間を含めてＡ社及びＣ社に継続して勤務し（昭和 58 年５月１日にＡ社から

Ｃ社に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 58

年３月の社会保険事務所の記録から、36万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は資格喪失日を誤った日で届け出たとしている上、事業主が資格喪失日を昭

和 58 年５月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務所がこれを同年４

月 30 日と誤って記録することは考え難いことから、事業主が同日を資格喪失

日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年４月の保険料

について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったも



のの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場

合を含む。）、事業主は、申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行

していないと認められる。 



大阪厚生年金 事案 9574 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における資格喪失日

に係る記録を昭和 58年５月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 16万円

とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 34年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 58年４月 30日から同年５月１日まで 

厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所（当時）に確認したところ、申

立期間の加入記録が無いとの回答をもらった。昭和 56 年４月１日にＡ社へ

入社後、グループ会社への異動はあったが、中断することなく継続して勤務

した。58 年５月１日に同社からグループ会社のＣ社へ異動した際に空白期

間が生じている。申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社（Ａ社の承継事業所）及び同僚の陳述から判断すると、申立人は、申立

期間を含めてＡ社及びＣ社に継続して勤務し（昭和 58 年５月１日にＡ社から

Ｃ社に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 58

年３月の社会保険事務所の記録から、16万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は資格喪失日を誤った日で届け出たとしている上、事業主が資格喪失日を昭

和 58 年５月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務所がこれを同年４

月 30 日と誤って記録することは考え難いことから、事業主が同日を資格喪失

日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年４月の保険料



について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったも

のの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場

合を含む。）、事業主は、申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行

していないと認められる。 



大阪厚生年金 事案 9575 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における資格喪失日

に係る記録を昭和 58年５月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 18万円

とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 30年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 58年４月 30日から同年５月１日まで 

厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所（当時）に確認したところ、申

立期間の加入記録が無いとの回答をもらった。昭和 58 年１月５日にＡ社へ

入社後、グループ会社への異動はあったが、中断することなく継続して勤務

した。同年５月１日に同社からグループ会社のＣ社へ異動した際に空白期間

が生じている。申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社（Ａ社の承継事業所）及び同僚の陳述から判断すると、申立人は、申立

期間を含めてＡ社及びＣ社に継続して勤務し（昭和 58 年５月１日にＡ社から

Ｃ社に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 58

年３月の社会保険事務所の記録から、18万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は資格喪失日を誤った日で届け出たとしている上、事業主が資格喪失日を昭

和 58 年５月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務所がこれを同年４

月 30 日と誤って記録することは考え難いことから、事業主が同日を資格喪失

日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年４月の保険料

について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったも



のの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場

合を含む。）、事業主は、申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行

していないと認められる。 



大阪厚生年金 事案 9576 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における資格喪失日

に係る記録を昭和 58年５月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 22万円

とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 28年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 58年４月 30日から同年５月１日まで 

厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所（当時）に確認したところ、申

立期間の加入記録が無いとの回答をもらった。昭和 54 年４月２日にＡ社へ

入社後、グループ会社への異動はあったが、中断することなく継続して勤務

した。58 年５月１日に同社からグループ会社のＣ社へ異動した際に空白期

間が生じている。申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社（Ａ社の承継事業所）及び同僚の陳述から判断すると、申立人は、申立

期間を含めてＡ社及びＣ社に継続して勤務し（昭和 58 年５月１日にＡ社から

Ｃ社に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 58

年３月の社会保険事務所の記録から、22万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は資格喪失日を誤った日で届け出たとしている上、事業主が資格喪失日を昭

和 58 年５月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務所がこれを同年４

月 30 日と誤って記録することは考え難いことから、事業主が同日を資格喪失

日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年４月の保険料



について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったも

のの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場

合を含む。）、事業主は、申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行

していないと認められる。 



大阪厚生年金 事案 9577 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における資格喪失日

に係る記録を昭和 58年５月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 22万円

とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 58年４月 30日から同年５月１日まで 

厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所（当時）に確認したところ、申

立期間の加入記録が無いとの回答をもらった。昭和 54 年４月２日にＡ社へ

入社後、グループ会社への異動はあったが、中断することなく継続して勤務

した。58 年５月１日に同社からグループ会社のＣ社へ異動した際に空白期

間が生じている。申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社（Ａ社の承継事業所）及び同僚の陳述から判断すると、申立人は、申立

期間を含めてＡ社及びＣ社に継続して勤務し（昭和 58 年５月１日にＡ社から

Ｃ社に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 58

年３月の社会保険事務所の記録から、22万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は資格喪失日を誤った日で届け出たとしている上、事業主が資格喪失日を昭

和 58 年５月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務所がこれを同年４

月 30 日と誤って記録することは考え難いことから、事業主が同日を資格喪失

日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年４月の保険料



について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったも

のの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場

合を含む。）、事業主は、申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行

していないと認められる。 



大阪厚生年金 事案 9578 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社における標準報酬月額の記録については、申立期間のうち、平

成 19年６月から同年 12月までの期間は 30万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る当該標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂

正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行

したか否かについては、明らかでないと認められる。 

また、申立人は、申立期間のうち、平成 17 年８月９日、同年 12 月 12日、

18年８月１日、同年12月11日及び19年８月８日に支給された賞与において、

その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたことが認められることから、申立期間の標準賞与額に係る記録を

17年８月９日及び同年 12月 12日は 20万円、18年８月１日は 30万円、同年

12月 11日は 40万円、19年８月８日は 15万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料（訂正

前の平成 18年 12月 11日に係る標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）

を納付する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 56年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 16年４月１日から 20年１月１日まで 

             ② 平成 17年８月９日 

             ③ 平成 17年 12月 12日 

             ④ 平成 18年８月１日 

             ⑤ 平成 18年 12月 11日 

             ⑥ 平成 19年８月８日 

Ａ社における給与明細書及び賞与明細書を保存しているが、申立期間の標

準報酬月額及び平成 18年 12 月 11日支給の標準賞与額が実際に支給された

額と相違している。 

また、平成 17 年８月９日、同年 12 月 12 日、18 年８月１日及び 19 年８

月８日に支給された賞与についての記録が無いが、賞与明細書において厚生

年金保険料が控除されていることが確認できる。 



これら申立期間の標準報酬月額と標準賞与額について、正しい記録に訂正

してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額及び標準賞与額の相違について申し立て

ているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき標準報酬月額（標準賞与額）を改定又は決定し、これに基づき記録の訂

正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険

料額及び申立人の報酬月額（賞与額）のそれぞれに基づく標準報酬月額（標準

賞与額）の範囲内であることから、これらの標準報酬月額（標準賞与額）のい

ずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の標準報酬月額については、申立人が保管するＡ社の給

与明細書で確認できる厚生年金保険料控除額から、申立期間のうち、平成 19

年６月から同年 12月までの期間は、30万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、保険料を納付したか否かについては不明としており、このほかに確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判断せざ

るを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が、申立てどおりの標準報酬月額に係る届出を社会保険事務所（当時）に対し

て行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当た

らないことから、行ったとは認められない。 

一方、申立期間のうち、平成 16 年４月及び同年５月については、上記給与

明細書において厚生年金保険料が給与から控除されていないことが確認でき

る上、同年６月から 19 年５月までの期間については、上記給与明細書で確認

できる保険料控除額に見合う標準報酬月額は、社会保険事務所に記録されてい

る申立人の標準報酬月額と同額又は低い額となっていることが確認できるこ

とから、記録訂正の必要は認められない。 

次に、申立人の標準賞与額については、申立人保管のＡ社の賞与明細書によ

り、平成 17年８月９日、同年 12月 12日、18年８月１日、同年 12月 11日及

び 19 年８月８日に支給された賞与において、その主張する標準賞与額に基づ

く厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

また、当該期間の標準賞与額については、上記賞与明細書において確認でき

る賞与額及び保険料控除額から、平成 17年８月９日及び同年 12月 12日は 20

万円、18年８月１日は 30万円、同年 12 月 11日は 40万円、19年８月８日は

15万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は不明としており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は見当たら



ないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が、申立てどおりの標準賞与額に係る届出を社会保険事務所に対して行ったか

否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないこと

から、行ったとは認められない。 



大阪厚生年金 事案 9579 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 46年 10月 31日から同年 11月１日までの

期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認

められることから、申立人のＡ社Ｂ支店における資格取得日に係る記録を同年

10 月 31 日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を 10 万円とすることが必要で

ある。 

   なお、事業主が申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

    住    所 ：  

 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 36年４月１日から同年６月１日まで 

             ② 昭和 46年 10月 31日から同年 11月１日まで 

私は、昭和 36 年４月１日にＣ社（現在は、Ｄ社）Ｅ支店に入社したが、

年金事務所の記録では、同社での厚生年金保険被保険者資格の取得日が同年

６月１日となっているので、申立期間①を厚生年金保険被保険者期間として

認めてほしい。 

また、年金事務所の記録では、私がＡ社（当時は、Ｆ社）に勤務した期間

のうち、昭和 46年 10 月 31日から同年 11月１日までの期間が厚生年金保険

の未加入期間となっているが、同社Ｇ支店から同社Ｂ支店に転勤しただけな

ので、申立期間②を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間②について、Ａ社提出の入社後職歴記録及び雇用保険加入記録から

判断すると、申立人は、申立期間を含めて同社に継続して勤務し（昭和 46 年

10 月 31 日にＡ社Ｇ支店から同社Ｂ支店に異動）、申立期間に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ支店における昭

和 46年 11月の社会保険事務所（当時）の記録及び 44年 11月１日から 46年



10月 31日までの期間に適用された標準報酬月額の等級区分から、10万円とす

ることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は不明としており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は見当たら

ないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に対し

て行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当た

らないことから、行ったとは認められない。 

申立期間①について、Ｃ社Ｅ支店に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿

に氏名が確認できる複数の同僚の陳述及びＡ社保管の社員調書から判断する

と、申立人は、申立期間においてＣ社Ｅ支店に勤務していたことが推認できる。 

しかし、Ｄ社は、「申立期間当時の資料は残存していないので、申立人の申

立期間に係る厚生年金保険料の控除の状況等は不明である。」旨回答している

上、当時の事業主は所在不明であり、給与計算及び社会保険事務の担当者とさ

れる者は既に死亡しているため、これらの者から、申立人の申立期間に係る厚

生年金保険料の控除の状況等について確認できない。 

また、Ｃ社Ｅ支店に係る前述の被保険者名簿から、申立人の被保険者資格の

取得日と同日の昭和 36 年６月１日に被保険者資格を取得している同僚３名が

確認できるところ、うち１名の同僚について、申立人は、「私より前にＦ社か

らＣ社Ｅ支店に転職した。」旨陳述している上、残りの２名は、「私は、昭和

36 年５月中旬ごろにＣ社Ｅ支店に入社した。」、「私は、昭和 36 年３月下旬か

らＣ社Ｅ支店の２階で寮生活をしており、同年４月１日付けで社員採用の辞令

をもらった。当該事業所での被保険者資格を取得するまでの期間に係る厚生年

金保険料が控除されていたかどうかは分からない。」旨回答していることから、

申立期間当時の同社では、必ずしも従業員の入社と同時に厚生年金保険に加入

させる取扱いではなかったことがうかがえる。 

さらに、Ｃ社Ｅ支店に係る上記被保険者名簿に氏名が確認できる複数の同僚

に照会したものの、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除の状況等に

関する陳述は得られなかった。 

加えて、Ｃ社Ｅ支店に係る上記被保険者名簿には、申立期間における健康保

険の整理番号に欠番は無く、連続して付番されていることが確認でき、同名簿

の記録に不自然さは見られない。 

このほか、申立人が申立期間①に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 9580 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における資格取

得日に係る記録を昭和 43年８月 16日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を５

万 2,000円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 43年８月 16 日から同年９月 16 日まで 

私の夫は、昭和 38 年４月１日にＡ社に入社し、転勤及び子会社に出向し

たことはあったものの、平成４年＊月＊日に死亡するまで同社に継続して勤

務していたにもかかわらず、年金事務所の記録では、申立期間が厚生年金保

険の未加入期間とされているので、当該期間を厚生年金保険被保険者期間と

して認めてほしい。 

(注)申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求めて行

ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険加入記録、Ｂ社提出の発令情報一覧及び同社の回答等から判断する

と、申立人は、申立期間を含めてＡ社に継続して勤務し（昭和 43 年８月 16

日にＡ社Ｃ支店から同社本社に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 43

年９月の社会保険事務所（当時）の記録から、５万 2,000円とすることが妥当

である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は不明としており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は見当たら

ないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 



また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に対し

て行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当た

らないことから、行ったとは認められない。



大阪厚生年金 事案 9581 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 38 年 11月１日から 39年４月１日までの

期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認

められることから、申立人のＡ社Ｂ支店における資格取得日に係る記録を 38

年 11月１日に、資格喪失日に係る記録を 39年４月１日に訂正し、当該期間の

標準報酬月額を 9,000円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る昭和 38年 11月から 39年３月までの厚生年

金保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 38年７月１日から 39年４月１日まで 

厚生年金保険の加入状況を年金事務所に照会したところ、申立期間の記

録が無い旨の回答をもらった。 

しかし、私は、Ａ社Ｂ支店Ｃ事業所に昭和 38年７月１日から勤務してお

り、39 年４月１日に共済組合の組合員となるまでの期間は、厚生年金保険

に加入しているはずなので、申立期間を厚生年金保険被保険者期間として

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｄ社提出の申立人に係る「個人履歴」及び申立人が氏名を挙げた同僚の陳

述から判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭和 38 年７月 18 日から 39

年４月１日までの期間においてＡ社Ｂ支店Ｃ事業所に臨時雇用員及び試用員

として勤務していたことが認められる。 

しかし、Ａ社Ｂ支店に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から、同支店

は、昭和 38 年 11 月１日に厚生年金保険の適用事業所となっていることが確

認できるところ、Ｄ社は、「申立期間当時、Ａ社の臨時雇用員及び試用員に対

しては、共済組合の組合員資格が付与されていなかった。その後、Ａ社は、「臨

時雇用員等社会保険事務処理規程」により、臨時雇用員等を厚生年金保険に

加入させる取扱いについて明確化し、Ｂ支店は、昭和 38 年 11 月１日に厚生



年金保険の適用事業所となっていることから、申立人は、同日から 39年４月

１日まで厚生年金保険に加入していたものと推認される。」旨回答している。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭和 38 年 11

月１日から 39年４月１日までの期間に係る厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたものと認められる。 

また、当該期間の標準報酬月額については、申立人と同年代かつ同一職種と

される同僚の標準報酬月額の記録から判断すると、9,000円とすることが妥当

である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、事業主は不明としているものの、仮に、事業主から、申立人に係る被

保険者資格取得届が提出された場合には、その後、被保険者資格喪失届も提

出する機会があったこととなるが、いずれの機会においても社会保険事務所

（当時）が当該届出を記録しないとは考え難いことから、事業主から社会保

険事務所へ資格の得喪に係る届出は行われておらず、その結果、社会保険事

務所は、申立人に係る昭和 38年 11月から 39年３月までの保険料について納

入の告知を行っておらず、事業主は、当該期間に係る保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

一方、申立期間のうち、昭和 38年７月１日から同年 11月１日までの期間に

ついて、Ａ社の臨時雇用員等に厚生年金保険の適用を行うことが明確化され

たのは、上記の「臨時雇用員等社会保険事務処理規程」が施行された同年 10

月１日以降であるところ、申立人が在籍していたＡ社Ｂ支店は、同年 11月１

日に適用事業所となっていることが同支店に係る厚生年金保険被保険者名簿

から確認でき、同支店は、当該申立期間において適用事業所とはなっていな

い。 

また、Ｄ社は、「申立人の当該申立期間に係る厚生年金保険料の控除の状況

等は不明である。」旨回答している上、申立人と一緒に勤務していたとされ

る同僚についても、当該申立期間における厚生年金保険被保険者記録は確認

できない。 

このほか、申立人が申立期間のうち、昭和 38年７月１日から同年 11月１日

までの期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間のうち、昭和 38年７月１日か

ら同年 11月１日までの期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 9582 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を

平成８年８月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 44 万円とすることが

必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 42年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成８年７月 31日から同年８月１日まで 

私は、平成８年８月１日にＡ社から同社関連会社のＢ社に異動した。 

しかし、年金事務所の記録では、申立期間が厚生年金保険の未加入期間

とされているので、当該期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険加入記録、Ｃ厚生年金基金の記録及び事業主提出の在籍証明書等

から判断すると、申立人は、申立期間を含めてＡ社及び同社関連会社に継続し

て勤務し（平成８年８月１日にＡ社からＢ社に異動）、申立期間に係る厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における平成８

年６月の社会保険事務所（当時）の記録から、44 万円とすることが妥当であ

る。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、事務処理過誤により申立人の資格喪失日を平成８年７月 31 日と届け

出たとしている上、事業主が保管する健康保険厚生年金保険被保険者資格喪失

確認通知書における資格喪失日は、オンライン記録どおりの同年７月 31 日と

なっていることから、事業主が同日を資格喪失日として届け、その結果、社会

保険事務所は、申立人に係る同年７月の保険料について納入の告知を行ってお



らず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき

保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立人

に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。



大阪厚生年金 事案 9583 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を

平成８年８月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 38 万円とすることが

必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 29年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成８年７月 31日から同年８月１日まで 

私は、平成８年８月１日にＢ社の関連会社であるＡ社からＢ社に異動し

た。 

しかし、年金事務所の記録では、申立期間が厚生年金保険の未加入期間

となっているので、当該期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険加入記録、Ｃ厚生年金基金の記録及び事業主提出の在籍証明書等

から判断すると、申立人は、申立期間を含めてＢ社及び同社関連会社のＡ社に

継続して勤務し（平成８年８月１日にＡ社からＢ社に異動）、申立期間に係る

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における平成８

年６月の社会保険事務所（当時）の記録から、38 万円とすることが妥当であ

る。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、事務処理過誤により申立人の資格喪失日を平成８年７月 31 日と届け

出たとしている上、事業主が保管する健康保険厚生年金保険被保険者資格喪失

確認通知書における資格喪失日は、オンライン記録どおりの同年７月 31 日と

なっていることから、事業主が同日を資格喪失日として届け、その結果、社会



保険事務所は、申立人に係る同年７月の保険料について納入の告知を行ってお

らず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき

保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立人

に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。



大阪厚生年金 事案 9584 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録については、事後訂正の結果、

19万円とされているところ、当該額は厚生年金保険法第 75条本文の規定に該

当することから、年金額の計算の基礎となる標準報酬月額は、訂正前の 10 万

4,000 円とされているが、申立人は、申立期間について、17 万円又は 18 万円

の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給

付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準

報酬月額に係る記録を、平成 19年 11月は 17万円、同年 12月から 20年３月

までの期間は 18万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料（事後訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 47年生 

    住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 19年 11月１日から 20年４月１日まで 

年金事務所の記録では、私がＡ社に勤務していた期間の標準報酬月額の

記録が実際の給与支給額よりも低く記録されており、同社から記録訂正の届

出が行われたが、申立期間については、時効が成立したことにより、訂正後

の標準報酬月額が厚生年金保険の給付額に反映しない記録となっているの

で、当該記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、標準報

酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるの

は、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料額及び申立人の報

酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標

準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 



したがって、申立期間の標準報酬月額については、Ａ社提出の賃金台帳及び

申立人提出の給与明細書において確認できる報酬月額及び保険料控除額から、

平成 19年 11月は 17万円、同年 12月から 20年３月までの期間は 18万円とす

ることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立期間の保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に申立人に係

る標準報酬月額について訂正の届出を行っていることから、社会保険事務所

（当時）の記録どおりの届出が事業主から行われ、その結果、社会保険事務所

は、上記訂正後の標準報酬月額に基づく保険料について納入の告知を行ってお

らず、事業主は、申立人に係る当該保険料（事後訂正前の標準報酬月額に基づ

く厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していないと認められる。



大阪厚生年金 事案 9585 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に支給された賞与において、148万 2,000円の標準賞与

額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認

められることから、申立期間の標準賞与額に係る記録を 148万 2,000円に訂正

することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 18年７月 14日 

  厚生年金保険の加入状況を年金事務所に照会したところ、申立期間の標準

賞与額の記録が無いとの回答を受けた。申立期間に賞与が支給され、厚生年

金保険料を控除されていたので、標準賞与額を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社提出の賞与支給控除一覧表から、申立人は、申立期間に 148 万 2,000

円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されて

いたことが認められる。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立てに係る賞与支払届を社会保険事務所（当時）に提出しておらず、

また、当該賞与に係る厚生年金保険料についても納付していないことを認めて

いることから、社会保険事務所は、申立人に係る平成 18年７月 14日の標準賞

与額に基づく厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、

当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



大阪厚生年金 事案 9586 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に支給された賞与において、61 万 8,000 円の標準賞与

額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認

められることから、申立期間の標準賞与額に係る記録を 61 万 8,000 円に訂正

することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 18年７月 14日 

  厚生年金保険の加入状況を年金事務所に照会したところ、申立期間の標準

賞与額の記録が無いとの回答を受けた。申立期間に賞与が支給され、厚生年

金保険料を控除されていたので、標準賞与額を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社提出の賞与支給控除一覧表から、申立人は、申立期間に 61 万 8,000 円

の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されてい

たことが認められる。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立てに係る賞与支払届を社会保険事務所（当時）に提出しておらず、

また、当該賞与に係る厚生年金保険料についても納付していないことを認めて

いることから、社会保険事務所は、申立人に係る平成 18年７月 14日の標準賞

与額に基づく厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、

当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。



大阪厚生年金 事案 9587 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に支給された賞与において、42 万 8,000 円の標準賞与

額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認

められることから、申立期間の標準賞与額に係る記録を 42 万 8,000 円に訂正

することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 18年７月 14日 

  厚生年金保険の加入状況を年金事務所に照会したところ、申立期間の標準

賞与額の記録が無いとの回答を受けた。申立期間に賞与が支給され、厚生年

金保険料を控除されていたので、標準賞与額を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社提出の賞与支給控除一覧表から、申立人は、申立期間に 42 万 8,000 円

の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されてい

たことが認められる。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立てに係る賞与支払届を社会保険事務所（当時）に提出しておらず、

また、当該賞与に係る厚生年金保険料についても納付していないことを認めて

いることから、社会保険事務所は、申立人に係る平成 18年７月 14日の標準賞

与額に基づく厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、

当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。



大阪厚生年金 事案 9588 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に支給された賞与において、57 万 1,000 円の標準賞与

額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認

められることから、申立期間の標準賞与額に係る記録を 57 万 1,000 円に訂正

することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 18年７月 14日 

  厚生年金保険の加入状況を年金事務所に照会したところ、申立期間の標準

賞与額の記録が無いとの回答を受けた。申立期間に賞与が支給され、厚生年

金保険料を控除されていたので、標準賞与額を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社提出の賞与支給控除一覧表から、申立人は、申立期間に 57 万 1,000 円

の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されてい

たことが認められる。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立てに係る賞与支払届を社会保険事務所（当時）に提出しておらず、

また、当該賞与に係る厚生年金保険料についても納付していないことを認めて

いることから、社会保険事務所は、申立人に係る平成 18年７月 14日の標準賞

与額に基づく厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、

当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。



大阪厚生年金 事案 9589 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社（Ｂ本社）における資格取得日に

係る記録を平成９年 10月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 34万円と

することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 46年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成９年 10月１日から同年 11月１日まで 

    厚生年金保険の加入状況を年金事務所に照会したところ、現在勤務するＡ

社において、申立期間の加入記録が無いとの回答を受けた。申立期間は、同

社Ｂ本社でＣ職として継続して勤務していたので、当該期間について、厚生

年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社提出の人事経歴書、賃金台帳、雇用保険の記録及び同社事務担当者の陳

述等から、申立人が申立期間も同社に継続して勤務し（平成９年 10 月１日に

Ａ社Ｄ本社から同社Ｂ本社に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、賃金台帳の保険料控除額及び申

立人のＡ社（Ｂ本社）における平成９年 11 月の社会保険事務所（当時）の記

録から、34万円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、厚生年金保険被保険者資格取得届の記載に誤りがあったことを認めてい

ることから、事業主が平成９年 11月１日を資格取得日として届け、その結果、

社会保険事務所は、申立人に係る同年 10 月の保険料について納入の告知を行

っておらず、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行

していないと認められる。 



大阪厚生年金 事案 9590 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における資格喪

失日に係る記録を昭和 31年５月 21日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を１

万 8,000円とすることが必要である。 

また、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正６年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 29年６月 20日から 31年５月 21日まで 

       厚生年金保険の加入状況を年金事務所に照会したところ、Ｃ社に勤務した

期間のうち、申立期間の加入記録が無いとの回答を受けた。申立期間は、同

社の関連会社のＡ社からＣ社Ｄ支店に転勤した時期であり、継続して勤務し

ていたので、当該期間について、厚生年金保険被保険者であったことを認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ｂ社の人事記録、雇用保険の記録及び複数の同僚の陳述から判断すると、申

立人が申立期間もＡ社に継続して勤務し（昭和 31年５月 21日にＡ社からＣ社

Ｄ支店に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 29

年５月の社会保険事務所（当時）の記録から、１万 8,000円とすることが妥当

である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、当時の資料が無く納付したか否かは不明としているが、事業主による申

立てどおりの資格喪失届及び申立期間に行われるべき事業主による健康保険

厚生年金保険被保険者報酬月額算定基礎届及びこれに基づく定時決定などの

いずれの機会においても、社会保険事務所が記録の処理を誤るとは考え難いこ



とから、事業主が昭和 29年６月 20日を資格喪失日として届け、その結果、社

会保険事務所は、申立人に係る同年６月から 31 年４月までの保険料について

納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、そ

の後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含

む。）、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行してい

ないと認められる。 



大阪厚生年金 事案 9591 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の標準報酬月額に係る記録については、申立期間のうち、昭和 36 年

10月は３万 6,000円、同年 11月は３万 3,000円、同年 12月及び 37年１月は

３万 6,000円、同年２月及び同年３月は３万 3,000円、同年４月から同年９月

までの期間及び同年 11 月から 39 年９月までの期間は３万 6,000 円、40 年７

月は５万 2,000円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料(訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。)を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 36年１月 1日から 39年 10月１日まで 

             ② 昭和 40年５月１日から同年 10月１日まで  

   厚生年金保険の加入状況を年金事務所に照会したところ、Ａ社に勤務した

期間のうち、申立期間の標準報酬月額が、実際の給与支給額よりも低く記録

されているとの回答を受けた。申立期間は、３万 5,000円から５万円までの

給与を支給されており、厚生年金保険料の控除額が記載された当該期間の給

与明細書を提出するので、本来の標準報酬月額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間における標準報酬月額の訂正について申し立てているが、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、標

準報酬月額を決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、

事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び報酬月額のそれぞれに

基づく標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれ

か低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人提出の給与明細書において確認できる保険料控除額から、

申立期間のうち、昭和 36年 10月、同年 12月及び 37年１月、同年４月から同

年９月までの期間及び同年11月から39年９月までの期間の標準報酬月額は３



万 6,000 円、40 年７月の標準報酬月額は５万 2,000 円とし、また、申立人提

出の給与明細書において確認できる給与支給額から、36年 11月、37年２月及

び同年３月の標準報酬月額は３万 3,000円とすることが妥当である。 

一方、申立期間のうち、昭和 36 年１月から同年９月までの期間、37 年 10

月、40 年５月及び同年６月並びに同年８月及び同年９月については、申立人

提出の給与明細書において確認できる保険料控除額及び給与支給額のそれぞ

れに基づく標準報酬月額のいずれか低い方の額は、オンライン記録における標

準報酬月額と一致するか又はこれよりも低く記録されていることから、特例法

による保険給付の対象とならないため、あっせんは行わない。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立期間当時の資料は無く不明としているが、給与明細書において確認

できる保険料控除額に見合う標準報酬月額とオンライン記録における標準報

酬月額が長期間にわたり一致していないことから、事業主は、保険料控除額に

見合う報酬月額を社会保険事務所（当時）に届け出ておらず、その結果、社会

保険事務所は、上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正前の

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）について納入の告知を行って

おらず、事業主は、当該期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと

認められる。 



大阪厚生年金 事案 9592～9603 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保

険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、申立

期間の標準賞与額に係る記録を、《申立期間》（別添一覧表参照）は《標準賞与

額》（別添一覧表参照）に訂正することが必要である。  

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 

基礎年金番号 ：  別添一覧表参照 

生 年 月 日 ： 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 別添一覧表参照 

私の厚生年金保険の記録では、Ａ社において申立期間に支給された賞与の

記録が無いことが分かった。 

事業主が当該期間の賞与に係る保険料の控除が確認できる賞与台帳を提

出するので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された給与台帳により、申立人は、申立期間に係る厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準賞与額については、賞与台帳の保険料控除額から、《申

立期間》（別添一覧表参照）は《標準賞与額》（別添一覧表参照）とすることが

妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届を社会保険事務所（当時）に提出しておら

ず、保険料も納付していないとしていることから、社会保険事務所は、申立人

が主張する申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められ

る。 



申立期間
（ 賞与支給日）

標準賞与額

9592 女 昭和44年生 平成16年７月９日 19万円

平成17年７月８日 25万円

9593 男 昭和32年生 平成16年７月９日 40万円

9594 女 昭和41年生 平成17年７月８日 ９万1,000円

9595 女 昭和36年生 平成17年７月８日 12万5,000円

9596 女 昭和56年生 平成17年７月８日 ３万円

9597 女 昭和47年生 平成16年７月９日 16万円

平成17年７月８日 16万円

9598 男 昭和41年生 平成16年７月９日 38万1,000円

平成17年７月８日 27万5,000円

9599 女 昭和49年生 平成16年７月９日 28万6,000円

平成17年７月８日 31万5,000円

9600 女 昭和52年生 平成16年７月９日 17万5,000円

9601 男 昭和33年生 平成16年７月９日 40万円

平成17年７月８日 38万円

9602 男 昭和52年生 平成16年７月９日 28万円

9603 男 昭和49年生 平成17年７月８日 28万円

番号

別添

住所氏名 生年月日基礎年金番号



大阪厚生年金 事案 9626 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を

昭和 43年 11月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を２万 2,000円とする

ことが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等  

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ：  昭和 43年７月 31日から同年 11月１日まで 

厚生年金保険の加入状況を年金事務所に照会したところ、Ａ社に勤務した

期間のうち、申立期間の加入記録が無いとの回答を受けた。申立期間も同社

に継続して勤務していたので、申立期間を厚生年金保険被保険者期間として

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の記録から、申立人は申立期間もＡ社に継続して勤務していたこと

が確認できる。 

また、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立人と同

日に資格を取得している同僚８人に照会し回答の有った３人は、「申立人がＡ

社に在籍中は、勤務形態等に変化は無かった。申立期間当時、同社には正社員

しかいなかったので、従業員全員が厚生年金保険に加入していたと思う。」旨

陳述している上、申立期間当時の労務事務担当者も、「高校を卒業後に入社し

た者も全員正社員だった。厚生年金保険には全員加入させていた。」と陳述し

ている。 

さらに、前述の同僚８人のうち５人の雇用保険記録を調査したところ、全員

の資格喪失日が、厚生年金保険被保険者資格の喪失日と符合することが確認で

きる。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間において、厚生年金保険



料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 43

年７月の社会保険事務所（当時）の記録から、２万 2,000円とすることが妥当

である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、申立期間当時の事業主は既に死亡している上、Ａ社から事業を引き継い

だＢ社の事業主も資料が無く不明であるとしており、このほかに確認できる関

連資料及び周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを得

ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所に対し

て行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当た

らないことから、行ったとは認められない。



大阪厚生年金 事案 9627 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 36年５月１日から同年 11月５日までの期

間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認め

られることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記録を同年５月１日

に訂正し、当該期間の標準報酬月額を１万 4,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

また、申立人は、申立期間のうち、昭和 38年５月１日から同年 10月１日ま

での期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められることから、申立人のＢ社における資格取得日に係る記録を同年５

月１日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を１万 8,000円とすることが必要で

ある。 

なお、事業主が申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等  

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 36年３月 22日から同年 11月５日まで 

             ② 昭和 38年５月１日から同年 10月１日まで 

厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所（当時）に照会したところ、申

立期間の加入記録が無いとの回答を受けた。申立期間①については、昭和

36年３月 22日からＡ社に勤務した。申立期間②については、38年５月１日

からＢ社に勤務した。 

申立期間に係る給与明細書の一部を提出するので、申立期間を厚生年金保

険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人提出の給与明細書及びＡ社提出の申立人に係る失

業保険被保険者資格取得確認通知書から、申立人が申立期間も同社に勤務し、申

立期間のうち、昭和 36年５月１日から同年 11月５日までの期間に係る厚生年金



保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間のうち、昭和 36 年６月の申立人の標準報酬月額については、

給与明細書の保険料控除額から、１万 4,000円とすることが妥当である。 

さらに、申立期間のうち、昭和 36年７月から同年 10月までの期間の標準報酬

月額については、申立人は給与明細書を所持していないものの、前後の期間の給

与明細書の保険料控除額が同額であり、当該期間についても前後の期間と同額の

保険料が控除されていたと推認されることから、前後の期間と同額の１万 4,000

円とすることが妥当である。 

加えて、申立期間のうち、昭和 36 年５月の標準報酬月額についても、申立人

は給与明細書を所持していないものの、同年６月分の給与明細書を見ると、給与

の計算期間は同年５月 26 日であり、同年５月も同年６月と同額の保険料が控除

されていたと推認されることから、同年６月と同額の１万 4,000円とすることが

妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主

は不明としているが、Ａ社保管の申立人に係る健康保険厚生年金保険被保険者資

格取得確認及び標準報酬決定通知書における資格取得日は、オンライン記録どお

りの昭和 36年 11月５日となっていることから、事業主が同日を資格取得日とし

て届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年５月から同年 10 月ま

での厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立人に係

る当該期間の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

一方、申立期間のうち、昭和 36年３月 22日から同年５月１日までの期間につ

いて、同年３月及び同年４月分の給与明細書からは、厚生年金保険料が控除され

ていないことが確認できることから、申立人に係る保険料控除は認められない。 

申立期間②について、申立人提出の給与明細書から、申立人が申立期間もＢ社

に勤務し、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人提出の申立期間に係る給与

明細書は昭和 36 年５月及び同年８月の２枚であるが、両月の報酬月額及び保険

料控除額は著しく乖離
か い り

しており、加入記録の有る期間の給与明細書と比較しても

大きな差異があることから、両月の給与明細書で確認できる保険料控除額から申

立期間の標準報酬月額を決定することは、事実に即したものとは考え難い。 

そこで、当該２枚の給与明細書における健康保険料控除額を見ると、同額であ

り、加入記録の有る期間の当該控除額とも大きな差異は見られないことから、給

与明細書の無い昭和 36 年６月、同年７月及び同年９月についても同額の健康保

険料が控除されていたと推認され、したがって、申立期間の標準報酬月額につい

ては、給与明細書の健康保険料控除額から１万 8,000円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについて

は、事業主から回答が得られない上、当該事業所が昭和 55年４月 10日に厚生年



金保険の適用事業所ではなくなっているため不明であり、このほかに確認できる

関連資料及び周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを得

ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が

申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に対して行

ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらない

ことから、行ったとは認められない。



大阪厚生年金 事案 9628 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人のＡ社本社工場に係る被保険者記録は、資格取得日が昭和 61 年９月

20 日、資格喪失日が平成４年４月１日とされ、当該期間のうち、同年３月 31

日から同年４月１日までの期間は、厚生年金保険法第 75条本文の規定により、

年金額の計算の基礎となる被保険者期間とならない期間と記録されているが、

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給

付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の同社本社工場に

おける資格喪失日に係る記録を同年４月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月

額を 41万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

       生 年 月 日 ： 昭和 33年生 

    住    所 ：  

     

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成４年３月 31日から同年４月１日まで 

    厚生年金保険の加入状況を年金事務所に照会したところ、Ａ社に勤務した

期間のうち、申立期間の加入記録が無いとの回答を受けた。申立期間は、同

社本社工場から同社Ｂ工場に異動した時期であり、継続して同社に勤務して

いたので、申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                         

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の記録、Ａ社提出の在職証明書及び同社の人事記録から判断すると、

申立人は申立期間も継続して同社に勤務し（平成４年４月１日にＡ社本社工場

から同社Ｂ工場に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社本社工場における

平成４年２月の社会保険事務所（当時）の記録から、41 万円とすることが妥

当である。 

 なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について



は、事業主は、厚生年金保険被保険者資格喪失届の記載に誤りがあったとして

いることから、事業主が平成４年３月 31 日を資格喪失日として届け、その結

果、社会保険事務所は、申立人に係る同年３月の保険料について納入の告知を

行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付さ

れるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主

は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行していない

と認められる。



大阪厚生年金 事案 9629 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における被保険者記録のうち、申

立期間に係る資格喪失日（昭和 44年７月 21日及び 47年７月 24日）及び資格

取得日（昭和 44年８月 15日及び 47年 11月３日）を取り消し、申立期間の標

準報酬月額を、昭和 44 年７月は４万 5,000 円、47 年７月から同年 10 月まで

は 11万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 44年７月 21日から同年８月 15日まで 

             ② 昭和 47年７月 24日から同年 11月３日まで 

厚生年金保険の加入状況を年金事務所に照会したところ、Ａ社に勤務し

た期間のうち、申立期間の加入記録が無いとの回答を受けた。 

申立期間①は、退職することなく継続してＡ社に勤務していた。 

申立期間②は、労働組合への加入によりＡ社を解雇されていた時期であ

るが、昭和 49年２月に和解が成立し、協定が締結されてこの期間の勤務が

認められ、未払賃金の支払も受けた。 

申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、申立人は、オンライン記録では、Ａ社において昭和

44 年２月 10 日に厚生年金保険の資格を取得し、同年７月 21 日に資格を喪失

後、同年８月 15 日に同社において資格を再取得しており、同年７月の被保険

者記録が無い。 

しかし、雇用保険の記録から、申立人が申立期間もＡ社に勤務していたこと

が確認できる。 

また、元従業員のうち二人は、「当該未加入期間も変わらず、Ｂ業務従事者



として勤務していた。申立人も同様である。勤務内容及び給与額に変化は無か

った。」と陳述している。 

さらに、別の元従業員一人は、「あっせん業者を通じて入社したが、申立期

間当時にＡ社のＢ業務従事者に切り替わった。」と陳述しているところ、申立

期間に加入記録の有る元従業員は、「自分は、あっせん業者を通じずに直接雇

用された。」としていることから、Ｂ業務従事者の転籍に係る手続に際して、

資格得喪日の誤りが生じたことも考えられる。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人は、申立期間において、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 44

年６月の社会保険事務所（当時）の記録から、４万 5,000円とすることが妥当

である。 

申立期間②については、申立人は、オンライン記録では、Ａ社において昭和

44 年８月 15 日に厚生年金保険の資格を再取得し、47 年７月 24 日に資格を喪

失後、同年 11 月３日に同社において資格を再取得しており、同年７月から同

年 10月までの被保険者記録が無い。 

しかし、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿を見ると、申立人は

昭和 47年７月 24日に被保険者資格を喪失していることが確認でき、申立人の

元同僚から提出された労働争議記録によれば、申立人は、労働組合に加入した

ことから、同年７月に、他の従業員 12 人と共に同社を解雇されているが、解

雇は無効であるとする地方裁判所による仮処分の決定及びその後の同社と労

働組合との和解により、49 年２月１日まで同社に勤務し、同日付けで同社を

退職したとされているところ、雇用保険の記録を見ても、申立人は、申立期間

も雇用保険に継続して加入していることが確認できることから、申立期間に同

社に勤務していたことが認められる。 

また、前述の和解において交わされた協定書を見ると、「Ａ社は、組合員に

対する昭和 49 年２月 15 日までの健康保険料、厚生年金保険料、失業保険料、

所得税及び市民税その他一切の公租公課金について、会社負担金はもちろん、

労働者負担金について、会社が一切の支払をなすとともに、その事務処理を行

うものとする。」とされ、さらに、「Ａ社は、退職金及び解決金として、5,000

万円を昭和 49年２月 15日限り組合に一括して支払ものとし、各組合員に対す

る配分については、組合が一切を行う。」と約されている。しかし、前述の労

働争議記録によれば、Ａ社は和解に至るまで申立人に対し給料の支払を行って

おらず、そのために申立人は自己が負担すべき厚生年金保険料の控除も受けら

れないままに経過していたところ、当該和解により、同社が既往に遡って厚生

年金保険料（会社負担分及び労働者負担分）を社会保険事務所に納付すること

とその手続をとることとなり、併せて解決金等の支払が定められていることか



ら、当該解決金等の算定に当たっては、申立人に支払われるべき未払給与及び

そこから申立人が本来負担すべき厚生年金保険料の控除が含まれていると考

えるのが相当である。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人は、申立期間において、厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 47

年６月の社会保険事務所の記録から、11万円とすることが妥当である。 

申立期間①及び②における申立人に係る保険料の事業主による納付義務の

履行については、当該事業所が既に適用事業所ではなくなっているため不明で

あるものの、事業主から申立人に係る被保険者資格の喪失届及び取得届が提出

されていないにもかかわらず、社会保険事務所がこれを記録することは考え難

いことから、事業主が社会保険事務所の記録どおりの資格の喪失及び取得の届

出を行っており、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭和 44 年７月

及び47年７月から同年10月までの保険料について納入の告知を行っておらず

（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険

料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間に

係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。



大阪厚生年金 事案 9630 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社における資格喪失日は昭和20年７月26日であると認められる

ことから、申立人に係る船員保険被保険者資格の喪失日に係る記録を訂正する

ことが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、120円とすることが妥当である。 

また、申立人は、申立期間において、戦時加算の該当船舶であるＢ社が所有

するＣ船に乗っていたことが認められることから、申立期間を戦時加算該当期

間とすることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 20年４月１日から同年７月 26日まで 

    私は、昭和 20 年頃にＤ市にあったＢ社に入社し、１か月程度の研修を受

けた後、同年２月 19 日からＣ船にＥ業務従事者として乗り、同年７月＊日

に同船が沈没するまで継続して乗っていた。 

    しかしながら、年金事務所の記録では、申立期間が空白期間とされており、

納得できない。申立期間について、Ｃ船乗組みに係る船員保険被保険者期間

及び戦時加算該当期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、申立人は、昭和 20 年４月１日に船員保険被保険

者資格を喪失している。 

しかしながら、厚生労働省社会・援護局は、「申立人は、Ａ社が管理する海

軍指定船であった「Ｃ船（所有者及び運行実務者：Ｂ社）」に、海軍軍属船員

のＥ業務従事者として、昭和 20 年７月＊日にＣ船がＦ県沖において沈没する

まで乗っていた。」と文書回答している。 

また、申立人は、「Ｃ船は、Ｇ国で荷を積み込んでいた。私は、昭和 20年２

月 19 日から同船に乗り、日本に帰還する途中の同年７月＊日に同船が沈没す

るまでの期間、Ｅ業務従事者として乗っていた。同船の沈没時には、負傷し、

病院で手当を受けた。また、私の仕事はＥ業務でＨ作業に従事していた。」と



具体的に陳述している。 

一方、Ｃ船に係る船員保険被保険者名簿及び船員保険被保険者台帳（旧台帳）

を見ると、申立人の資格喪失日はいずれも記録されておらず空白となっている。 

また、上記の被保険者名簿及び被保険者台帳（旧台帳）において、申立人以

外の 27 人の記録を調査したところ、資格喪失日が記載されている者は２人で

あり、残りの 25人は、申立人と同じく資格喪失日の記載が無い。 

さらに、上記の 27人のうち 22人については、上記の被保険者名簿及び被保

険者台帳（旧台帳）において確認できる被保険者期間がオンライン記録に反映

されていないほか、当該被保険者名簿が書き替えられた際に氏名又は生年月日

が誤って記載されている者が散見されるなど、社会保険事務所（当時）におけ

る記録管理は適切ではなかったことがうかがえる。 

これらを含めて総合的に判断すると、申立人のＡ社における資格喪失日は昭

和 20年７月 26日であると認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＣ船における昭和 20

年３月の社会保険事務所の記録から、120円とすることが妥当である。 

さらに、申立人は、申立期間について、厚生労働省社会・援護局が保管する

記録において、船舶名、船舶所有者及び運行実務者並びに船舶航行区域が確認

できるＣ船に乗っていたことが認められることから、申立期間を戦時加算該当

期間とすることが必要である。 



大阪厚生年金 事案 9631 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められることから、申

立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録を、26万円に訂正する必要がある。 

なお、事業主は、上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正

前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 29年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 13年４月２日から同年 10月１日まで 

    私は、Ａ社において、Ｂ業務従事者として勤務していたが、申立期間にお

ける標準報酬月額が給与支給額に比べて低く記録されている。申立期間にお

ける標準報酬月額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ社における申立期間の標準報酬月額が、実際の給与支給額とは

異なっていると申し立てているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付

の特例等に関する法律に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき

記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら

れる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月額の範囲

内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定するこ

ととなる。 

したがって、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、申立人提出の給与支

給明細書及びＡ社提出の賃金台帳兼源泉徴収簿において確認できる保険料控

除額から、26万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立人に係る厚生年金保険被保険者資格取得届において、標準報酬月額

を誤って提出したことを認めていることから、事業主は、給与支給明細書及び

賃金台帳兼源泉徴収簿で確認できる報酬月額に見合う標準報酬月額を届け出

ておらず、その結果、社会保険事務所（当時）は、当該報酬月額に見合う保険

料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 



大阪厚生年金 事案 9632 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記録を

昭和 55年７月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 14万 2,000円とする

ことが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 31年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 55年７月１日から同年８月１日まで 

ねんきん定期便の加入記録を確認したところ、昭和 55 年７月１日にＢ社

からＡ社へ異動した際の１か月間の厚生年金保険の加入記録が欠落してい

る。 

両事業所は同族会社であり、申立期間も継続して勤務していたので、厚生

年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

複数の同僚から、「Ａ社は昭和 55年７月１日に設立されたが、申立人とは設

立当初から同社で一緒に勤務していた。」との陳述が得られたことから、申立

人は申立期間にＡ社に勤務していたものと認められる。 

また、申立人と一緒にＢ社からＡ社に異動した同僚からは、「両社での勤務

形態に変更は無く、記録が抜けているのは事務ミスではないか。」と陳述して

いる上、申立人と同じ日に他の関連会社からＡ社に異動し、申立人と同じＤ業

務を担当していた同僚からは、「申立人とは同じ業務を一緒に行っており、申

立期間の給与はＡ社から支給されていたので、申立人の保険料も同じように控

除されていたはずである。」旨の陳述が得られた。 

さらに、Ｂ社及びＡ社の親会社とされるＣ社の商業登記簿を見ると、Ｂ社及

びＡ社双方の健康保険厚生年金保険被保険者名簿において事業主と記録され

ている者がＣ社の役員として登記されていることが確認できることから、これ



ら事業所は関連事業所であったものと推認されるところ、Ａ社の設立に伴い、

申立人と同様にＢ社から異動した６人及びＣ社から異動した５人の計 11 人の

うち、申立期間が空白となっている者は申立人のみである。 

これらの事実を含めて総合的に判断すると、申立人は申立期間に係る厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたものと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 55

年８月の社会保険事務所（当時）の記録から、14 万 2,000 円とすることが妥

当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、事業主からの回答が得られないため不明であるものの、社会保険事務所

の記録におけるＡ社の資格取得日が雇用保険の記録における資格取得日と同

日の昭和 55 年８月１日となっており、社会保険事務所及び公共職業安定所の

双方が誤って同じ資格取得日と記録したことは考え難いことから、事業主が同

日を資格取得日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年

７月の保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立人に係る申

立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



大阪厚生年金 事案 9633 

 

第１ 委員会の結論 

申立期間のうち、平成 10年 10月１日から 11年 10月１日までの期間につい

て、事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が主

張する標準報酬月額であったことが認められることから、申立人の当該期間に

係る標準報酬月額の記録を、20万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男  

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 52年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 10年 10月１日から 12年１月 21日まで 

   社会保険事務所の記録では、Ａ社に勤務していた平成 10年 10月１日から

12 年１月 21 日までの期間の標準報酬月額が９万 8,000 円になっているが、

10年３月１日に同社に入社して以来 20万円の給与が支給されていたはずで

あるので、申立期間について標準報酬月額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録において、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、当初、

申立人が主張する 20万円と記録されていたところ、平成 11 年５月 31 日付け

で、10年 10月１日に遡って９万 8,000円に引き下げられ、申立人がＡ社にお

いて資格を喪失した日まで継続していることが確認できる。 

また、オンライン記録によると、申立期間当時、Ａ社において勤務していた

18 名の同僚についても、申立人と同様に、平成 11 年５月 31 日付けで、９年

10 月１日又は 10 年 10 月１日に遡って標準報酬月額の減額訂正が行われてい

る。 

このことについて、申立人と同様に標準報酬月額の減額訂正が行われている

同僚からは、「私は、標準報酬月額が減額訂正されていることを 60歳になって

社会保険事務所から送付されてきた書類で知ったが、Ａ社を退職するまでは減

額訂正前と同じ給与額を受け取っていた。」旨の陳述が得られた。 

また、債権消滅不納欠損決議書及び当該決議書に係る添付資料を見ると、「平

成 11年２月 24日にＡ社の事業主が来所したので、月額変更届の提出及び納付

計画の策定を指示した。」旨の記載が確認できる上、平成 16年７月２日に同社



に係る滞納社会保険料が不納欠損として整理され、同社に対する滞納処分が執

行停止されていることも確認できる。 

これらを含めて総合的に判断すると、平成 11 年５月 31 日に行われた 10 年

10 月１日に遡及しての減額訂正処理については、事実に即したものとは認め

られず、有効な記録訂正があったとは認められないことから、申立期間のうち、

同年 10月から 11年９月までの期間に係る標準報酬月額については、当初、事

業主が社会保険事務所に届け出た記録から、20万円とすることが必要である。 

一方、申立期間のうち、平成 11年 10月１日から 12年１月 21日までの期間

については、11年 10月の定時決定に係る報酬月額算定基礎届は、いずれも適

切な時期に提出され決定されており、当該決定については遡及訂正処理との直

接的な関係をうかがわせる事情も見当たらず、社会保険事務所の処理が不合理

であったとまでは言えない。 

また、当該期間に係る厚生年金保険料の控除についてＡ社の元事業主は、「賃

金台帳等の関連資料は破産管財人に提出しており、保険料控除について確認で

きない。」と回答しているものの、当該破産管財人は「Ａ社の破産当時の賃金

台帳等は見当たらなかったため、引き継ぐことができなかった。」と回答して

いるなど、申立人の当該期間における厚生年金保険料の控除の状況について確

認することができない。 

さらに、申立人及び同僚は、当該期間について、給与明細書等を所持してい

ないことから、申立人の社会保険料控除額を確認できる住民税課税資料等につ

いても調査したものの、保存年限を過ぎているため確認することができず、こ

のほか、申立人が主張する給与支給額に基づく厚生年金保険料が控除されてい

たことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらなかった。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立期間のうち、平成 11年 10月１日から 12 年１月 21日までの期間について、

申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 9634 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録については、申立期間のうち、

昭和 60年６月から同年９月までの期間は 16万円、平成３年６月から同年８月

までの期間は 22万円、５年６月から６年５月までの期間は 26万円、同年６月

から同年８月までの期間は 36 万円、11 年７月から同年９月までの期間は 41

万円に訂正する必要がある。 

   なお、事業主は、当該期間に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付す

る義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

       生 年 月 日 ： 昭和 36年生 

    住    所 ：  

     

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 53年４月１日から平成 13年２月 11日まで 

    私は、Ａ社に昭和 53年４月１日に入社し、平成 13年２月 10日付けで退

職するまで勤務した。ねんきん定期便を見ると、同社に勤務していた全ての

期間の標準報酬月額が、受け取っていた給与支給額に比べて低くなっている。

申立期間の一部の給料支払明細書を提出するので、実際の給与支給額に見合

う標準報酬月額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額が、Ａ社から受け取っていた給与支給額

とは異なっていると申し立てているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の

納付の特例等に関する法律に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基

づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認

められる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月額の

範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立期間の標準報酬月額については、申立人提出のＡ社におけ

る給料支払明細書において確認できる保険料控除額又は報酬月額から判断す

ると、申立期間のうち、昭和 60年６月から同年９月までの期間は 16万円、平

成３年６月から同年８月までの期間は 22 万円、５年６月から６年５月までの



期間は 26 万円、同年６月から同年８月までの期間は 36 万円、11 年７月から

同年９月までの期間は 41万円とすることが妥当である。 

なお、申立人の当該期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履

行については、Ａ社は平成 13年２月 11日に厚生年金保険の適用事業所ではな

くなっている上、当時の事業主からは回答を得られなかったものの、昭和 60

年６月から同年９月までの期間、平成３年６月から同年８月までの期間、５年

６月から６年８月までの期間及び 11 年７月から同年９月までの期間について、

上記給料支払明細書において確認できる報酬月額又は保険料控除額に見合う

標準報酬月額と、社会保険事務所(当時)で記録されている標準報酬月額が長期

にわたり一致していないことから、事業主は、給料支払明細書で確認できる報

酬月額又は保険料控除額に見合う報酬月額を届け出ておらず、その結果、社会

保険事務所は、当該報酬月額に見合う保険料について納入の告知を行っておら

ず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

一方、上記給料支払明細書により、申立期間のうち、昭和 59 年９月から同

年 12月までの期間、60年２月から同年５月までの期間、同年 10月から 61年

３月までの期間、同年５月及び同年６月、同年８月から 62年１月までの期間、

同年３月から同年 12月までの期間、平成元年 12月、２年４月から３年５月ま

での期間、同年９月から５年５月までの期間、６年９月から 10年 10月までの

期間、同年 12月、11年２月、同年 10月から 13年１月までの期間については、

報酬月額に基づく標準報酬月額はオンライン記録の標準報酬月額を上回って

いるものの、当該期間において控除されている厚生年金保険料はオンライン記

録の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料と同額又は下回っているほか、11

年１月及び同年３月から同年６月までの期間については給与が支給されてお

らず、厚生年金保険料も控除されていないことが確認できる。 

また、申立期間のうち、昭和 53 年４月から 59 年８月までの期間、60 年１

月、61 年４月、同年７月、62 年２月、63 年１月から平成元年 11 月までの期

間、２年１月から同年３月までの期間、10年 11月については、申立人から給

料支払明細書の提出は無い上、Ａ社は 13年２月 11日に厚生年金保険の適用事

業所ではなくなっているため、当該期間における給与支給額及び厚生年金保険

料控除額を確認することができない。 

このほか、申立期間のうち、昭和 53年４月から 60年５月までの期間、同年

10 月から平成３年５月までの期間、同年９月から５年５月までの期間、６年

９月から 11年６月までの期間、同年 10月から 13年１月までの期間において

申立人主張の給与支給額を基に事業主が給与から厚生年金保険料を控除して

いたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、当

該期間について、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 9635 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、平成 19年 12月 20日に支給された賞与において、その主張する

標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていた

ことが認められることから、申立人のＡ社における同年 12月 20日の標準賞与

額に係る記録を、20万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 41年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  平成 19年 12月 20日 

    申立期間に支給された賞与が社会保険事務所（当時）に未届けとなってい

るが、Ａ社が保管している「支給控除一覧表」によると、賞与から厚生年金

保険料が控除されている。 

申立期間について、賞与から控除された保険料に見合う標準賞与額に訂正

してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社提出の「支給控除一覧表」により、申立人は、平成 19年 12 月 20日に

支給された賞与において、支給額 20 万円に基づく厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立期間に係る健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届を社会保険事

務所に提出しておらず、保険料も納付していないとしていることから、社会保

険事務所は、申立人に係る平成 19年 12 月 20日の標準賞与額に基づく厚生年

金保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立人に係る当該保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。



大阪厚生年金 事案 9636 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者の資格取得日は昭和 19 年 10

月１日、資格喪失日は 20年 11月１日であると認められることから、申立人の

厚生年金保険被保険者の資格取得日及び資格喪失日に係る記録を訂正するこ

とが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、昭和 19年 10月から 20年１月

までは 30円、同年２月から同年 10月までは 40円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１  申立人の氏名等 

    氏 名  ： 女 

基礎年金番号  ：  

    生 年 月 日  ： 大正 14年生 

    住 所  ：  

     

  ２  申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 19年 10月１日から 20年 11月頃まで 

厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所（当時）に照会したところ、申

立期間について、被保険者資格の取得日は確認できるが、喪失日が不明であ

るとの回答を受けた。申立期間において、Ａ社で勤務し、厚生年金保険料を

控除されていたので、申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された申立人に係る社員名簿を見ると、「入社後ノ履歴」欄の

記載が昭和 17年２月８日から開始され、20年 10月 31日付けで「依願解職」

と記載されていることから、申立人は、同日まで同社に在籍していたことが確

認できる。 

一方、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿を見ると、申立人の資

格取得日は昭和 19 年６月１日と記載されているものの、資格喪失日の記載は

無い。 

また、オンライン記録では、申立人のＡ社における資格取得日は昭和 19 年

10月１日と記録されているが、資格喪失日の記録は無く、現在、当該記録は、

申立人の基礎年金番号に統合されていない。 

さらに、前述の被保険者名簿において、申立人と同様に資格喪失日の記録が

無く、書換え後の同名簿にも氏名の記載が無い元従業員３人のオンライン記録



又は厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）の記録を見ると、そのうち２人が、

社員名簿の退職日とほぼ符合する日に厚生年金保険の被保険者資格を喪失し

ていることが確認できる。 

これらを総合的に判断すると、申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者

の資格取得日は昭和 19年 10月１日、資格喪失日は 20年 11月１日であると認

められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、当該未統合の被保険者記録から、

昭和 19年 10月から 20年１月までは 30円、同年２月から同年 10月までは 40

円とすることが妥当である。 

なお、前述の被保険者名簿において、申立人が昭和 19 年６月１日に被保険

者資格を取得していることが確認できるところ、同年６月１日から同年 10 月

１日までの期間については、保険料の徴収が行われない厚生年金保険制度発足

前の準備期間に当たるため、当該期間については、制度上、保険給付の計算の

基礎とはならない。 



大阪厚生年金 事案 9637 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められることから、申

立期間の標準報酬月額に係る記録を 36万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく保険料を除く。）を納付する義務を履

行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 33年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 17年３月 21日から同年９月１日まで 

年金事務所の記録では、申立期間の標準報酬月額が 30 万円となっている

が、当時の給料支払明細書では標準報酬月額 36 万円に基づく保険料が控除

されていることが確認できるので、標準報酬月額の記録を訂正してほしい。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

申立人提出の給料支払明細書及び事業所提出の申立人に係る所得税源泉徴

収簿等から、申立人は、申立期間において、その主張する標準報酬月額（36

万円）に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められる。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主から提出された健康保険厚生年金保険被保険者資格取得確認及び標準報酬

決定通知書により、事業主が 30 万円の標準報酬月額に相当する報酬月額の届

出を行っていることが確認できることから、事業主が 30 万円を報酬月額とし

て社会保険事務所（当時）に届け、その結果、社会保険事務所は、申立人が主

張する標準報酬月額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業

主は、当該保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく保険料を除く。）を納付す

る義務を履行していないと認められる。 



大阪厚生年金 事案 9638 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められることから、申

立期間の標準報酬月額に係る記録を 36万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保

険料（訂正前の標準報酬月額に基づく保険料を除く。）を納付する義務を履行

したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成９年４月１日から同年 10月１日まで 

年金事務所の記録では、Ａ社で勤務していた期間のうち、申立期間の標準

報酬月額が 28 万円となっているが、当該期間の給料支払明細書では、標準

報酬月額 36 万円に基づく保険料が控除されていることが確認できるので、

標準報酬月額の記録を訂正してほしい。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された給与支払明細書及び源泉徴収票により、申立人は、申

立期間において、その主張する標準報酬月額（36 万円）に基づく厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、Ａ社

は平成 18年 11月に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっている上、元事業

主も当時の関係資料を保存していないため不明としており、このほかに確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判断せざ

るを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの標準報酬月額に係る届出を社会保険事務所（当時）に対して

行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たら

ないことから、行ったとは認められない。 



大阪厚生年金 事案 9639 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 46年 12月 30日から 47年１月１日までの

期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認

められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を同年１月１

日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を３万円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 46年 12月 30日から 48年１月１日まで 

厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所（当時）に照会したところ、

Ａ社で勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無いとの回答を受けた。

同社には、昭和 37年 10月から正社員として勤務したが、申立期間は、自宅

で下請けをしていたものの、引き続き同社から給料を受け取っていたので、

申立期間も厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間のうち、昭和 46年 12月 30日から 47年１月１日までの期間につい

ては、雇用保険の記録及び申立人から提出された失業保険被保険者離職票から、

申立人が、Ａ社で勤務していたことが確認できる。 

また、申立人は、「昭和 47 年１月からＡ社の下請として仕事を始めた。」と

陳述しているところ、元同僚の陳述からは、申立人がＡ社に在籍していた昭和

46 年 12 月 31 日までの間に、申立人の雇用形態等に変化が有ったことはうか

がえない。 

これらのことから、申立人は、昭和 46年 12月の厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことが認められる。 

また、当該期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 46

年 11月の社会保険事務所の記録から、３万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、元事



業主は死亡しているため確認することができず、このほかに確認できる関連資

料及び周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立人の資格喪失日を昭和 47年１月１日とする届出を社会保険事務所に対

して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当

たらないことから、行ったとは認められない。 

一方、申立期間のうち、昭和 47年１月１日から 48年１月１日までの期間に

ついて、申立人は、当該期間もＡ社で勤務し、厚生年金保険に加入していたと

申し立てている。 

そこで、申立人から提出されたＡ社の離職時に交付された失業保険被保険者

離職票を見ると、当初、昭和 47年１月１日と記載されていた離職年月日が同

年 12月 31日に訂正されていることが確認できるが、ⅰ）離職票の交付年月日

が同年５月６日と記載されており、同年 12月 31日離職の離職票が同日より７

か月以上前に発行されたとは考え難いこと、ⅱ）雇用保険の記録では、申立人

の同社での被保険者期間とみられる記録の離職日が 46年 12月 31日となって

いることから、申立人の同社に係る離職日は同日であると考えるのが自然であ

る。 

したがって、当該期間については、雇用保険の記録が無く、申立人がＡ社で

勤務していたことは確認できない。 

また、申立人は、昭和 47 年１月からＡ社の下請として仕事を始めたとして

おり、当該期間に就業場所及び雇用形態に変化が有ったことがうかがえるとこ

ろ、同社の元従業員の一人は、「下請は厚生年金保険に加入していなかった。」

としており、同社を退職後、同業種の他社の下請となった者も、「下請はＢ業

務であり、出来高払なので正社員では無く、厚生年金保険に加入しない。」と

陳述している。 

このほか、申立人の当該期間に係る保険料控除を確認できる関連資料は無く、

控除をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間のうち、昭和 47 年１月１日か

ら 48 年１月１日までの期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 9640 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者の資格喪失日は昭和 57 年 12

月３日であると認められることから、申立期間に係る厚生年金保険被保険者の

資格喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、昭和 57 年５月及び同年６月は

13 万 4,000 円、同年７月から同年 11 月までは 15 万円とすることが妥当であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 57年５月 31日から同年 12月３日まで 

 Ａ社に昭和 52 年５月 12 日から 57 年 12月 27 日まで継続して勤務してい

たが、厚生年金保険の加入期間が同年５月 31日までとなっていることに納

得ができない。 

私と同じような状況の同僚が年金記録確認第三者委員会に申し立て、加入

記録の訂正が認められたとのことなので、私の厚生年金保険加入記録も訂正

してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の記録及び同僚の陳述から、申立人は、申立期間においてＡ社で勤

務していたことが認められる。 

一方、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿を見ると、昭和 57 年

12月３日付けで、申立人の資格喪失日が同年５月 31日に遡って記録されると

ともに、同年７月の標準報酬月額の随時改定が取り消されていることが確認で

きる。 

また、上記被保険者名簿から、同僚 52 人についても、申立人と同様に昭和

57年 12月３日付けで、資格喪失日が同年５月 31日又は同年７月 31日に遡っ

て記録されていることが確認できる。 

さらに、申立期間当時、Ａ社で社会保険事務を担当していた同僚は、「Ａ社

は昭和 57年 11月の倒産時点で数か月分の厚生年金保険料を滞納しており、社



会保険事務所（当時）と分割納付の交渉を行ったが認められず、従業員の被保

険者資格が遡って喪失させられた。」旨陳述している。 

これらを総合的に判断すると、申立人について昭和 57年５月 31日に資格を

喪失した旨の処理を行う合理的理由は無く、当該喪失処理に係る記録は有効な

ものとは認められないことから、申立人の資格喪失日は、上記資格喪失処理が

行われた同年 12月３日であると認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、上記被保険者名簿の記録から、

昭和 57年５月及び同年６月は 13万 4,000 円、同年７月から同年 11月までは

15万円とすることが妥当である。



大阪厚生年金 事案 9641 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における被保険者記録のうち、申

立期間に係る資格喪失日（昭和 40年６月１日）及び資格取得日（昭和 41年２

月１日）を取り消し、申立期間の標準報酬月額を３万円とすることが必要であ

る。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名  ：  男 

    基礎年金番号  ：   

    生 年 月 日  ：  昭和 17年生 

    住    所  ：   

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  昭和 40年６月１日から 41年２月１日まで 

私は、昭和 40 年１月１日から 42 年７月１日までＡ社に勤務していたが、

当該期間のうち、40 年６月１日から 41 年２月１日までの期間については、

厚生年金保険の加入記録が無い。 

当時の給与明細書などは残っていないが、給与から厚生年金保険料が控除

されていたと思うので、申立期間について厚生年金保険被保険者であったこ

とを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、申立人は、Ａ社において、昭和 40 年１月１日に

厚生年金保険の被保険者資格を取得し、同年６月１日に資格を喪失後、41 年

２月１日に同社において資格を再取得しており、申立期間の被保険者記録が無

い。 

しかし、複数の同僚の陳述から、申立人が申立期間もＡ社に継続して勤務し

ていたことが推定できる。 

また、Ａ社は、「８か月間だけ正社員としての身分が中断することは考え難

く、申立人は、申立期間においても当社で継続して勤務し、保険料も控除して

いたものと考えられる。」旨回答している。 

さらに、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿を見ると、申立期間



において被保険者であった者は申立人を含め24人確認できるが、一度資格を喪

失した後に、再度資格を取得している者は、申立人以外には見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人は、申立期間において、厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたものと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和40

年５月の社会保険事務所（当時）の記録から、３万円とすることが妥当である。  

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は不明としているものの、事業主から申立人に係る被保険者資格の喪失届及

び取得届が提出されていないにもかかわらず、社会保険事務所がこれを記録す

ることは考え難いことから、事業主が社会保険事務所の記録どおりの資格の喪

失及び取得の届出を行っており、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る

昭和40年６月から41年１月までの保険料について納入の告知を行っておらず

（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険

料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間に

係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。



大阪厚生年金 事案 9642 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ工場における資格取得日に係る

記録を昭和 40 年 11 月１日に訂正し、同年 11 月の標準報酬月額を４万 5,000

円とすることが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 40年 11月１日から同年 12月１日まで 

私は、昭和 32年３月にＡ社に入社し、平成 10年９月に退職するまで同社

に継続して勤務していたが、社会保険庁（当時）の記録では、申立期間につ

いて厚生年金保険の加入記録が無い。納得できないので、調査の上、申立期

間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社提出の在職期間証明書及び社内履歴並びに雇用保険の記録から判断す

ると、申立人が申立期間も同社に継続して勤務し（昭和 40年 11月１日にＡ社

本社から同社Ｂ工場に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ工場における昭

和 40年 12月の社会保険事務所（当時）の記録から、４万 5,000円とすること

が妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、事業主は不明としており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情

は見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に対し

て行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当た

らないことから、行ったとは認められない。



大阪厚生年金 事案 9643 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保

険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、申立

人の標準賞与額に係る記録を、平成 15年 12 月 17日は 41万円、16年７月 29

日は 31万 7,000円、同年 12月 17日は 42万円、17年７月 31日は 32万 5,000

円、同年 12 月 31 日は 43 万円、18 年７月 31 日は 33 万 5,000 円、同年 12 月

31日は 44万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 54年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 15年 12月 17日 

         ② 平成 16年７月 29日 

         ③ 平成 16年 12月 17日 

         ④ 平成 17年７月 31日 

         ⑤ 平成 17年 12月 31日 

         ⑥ 平成 18年７月 31日 

         ⑦ 平成 18年 12月 31日 

Ａ社に係る厚生年金保険の記録のうち、申立期間①、②、③、④、⑤、⑥

及び⑦に係る標準賞与額の記録が無いが、申立期間に支給された賞与から

厚生年金保険料が控除されているので、標準賞与額の記録を訂正してほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社提出の厚生年金保険料の控除記録及び申立人提出の賞与明細書から、申

立人は、申立期間において、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準賞与額については、Ａ社提出の厚生年金保険料の控除

記録及び申立人提出の賞与明細書から、平成 15 年 12 月 17 日は 41 万円、16



年７月 29 日は 31 万 7,000 円、同年 12 月 17 日は 42 万円、17 年７月 31 日は

32万 5,000円、同年 12月 31日は 43万円、18年７月 31日は 33 万 5,000円、

同年 12月 31日は 44万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立期間に係る賞与支払届を社会保険事務所（当時）に提出しておらず、

保険料も納付していないとしていることから、社会保険事務所は、申立人が主

張する平成 15年 12月 17日、16年７月 29日、同年 12月 17日、17年７月 31

日、同年 12月 31日、18年７月 31日及び同年 12月 31日の標準賞与額に基づ

く保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。



大阪厚生年金 事案 9644 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保

険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、申立

人の標準賞与額に係る記録を、平成 15年 12 月 17日は 37万円、16年７月 29

日は 28 万円、同年 12 月 17 日は 38 万円、17 年７月 31 日は 29 万 5,000 円、

同年 12月 31日は 39万円、18年７月 31日は 30万 5,000円、同年 12月 31日

は 40万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 58年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 15年 12月 17日 

         ② 平成 16年７月 29日 

         ③ 平成 16年 12月 17日 

         ④ 平成 17年７月 31日 

         ⑤ 平成 17年 12月 31日 

         ⑥ 平成 18年７月 31日 

         ⑦ 平成 18年 12月 31日 

Ａ社に係る厚生年金保険の記録のうち、申立期間①、②、③、④、⑤、

⑥及び⑦に係る標準賞与額の記録が無いが、申立期間に支給された賞与か

ら厚生年金保険料が控除されているので、標準賞与額の記録を訂正してほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社提出の厚生年金保険料の控除記録及び申立人提出の賞与明細書から、申

立人は、申立期間において、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準賞与額については、Ａ社提出の厚生年金保険料の控除

記録及び申立人提出の賞与明細書から、平成 15 年 12 月 17 日は 37 万円、16



年７月 29日は 28万円、同年 12月 17日は 38万円、17年７月 31日は 29万 5,000

円、同年 12 月 31 日は 39 万円、18 年７月 31 日は 30 万 5,000 円、同年 12 月

31日は 40万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立期間に係る賞与支払届を社会保険事務所（当時）に提出しておらず、

保険料も納付していないとしていることから、社会保険事務所は、申立人が主

張する平成 15年 12月 17日、16年７月 29日、同年 12月 17日、17年７月 31

日、同年 12月 31日、18年７月 31日及び同年 12月 31日の標準賞与額に基づ

く保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。



大阪厚生年金 事案 9645 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社における資格取得日は昭和 21 年２月 21 日、資格喪失日は 22

年６月１日であると認められることから、申立人の厚生年金保険被保険者資格

の取得日及び喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、昭和 21 年２月及び同年３月は

200 円、同年４月から同年７月までの期間は 300 円、同年８月から 22 年５月

までの期間は 480円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和３年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 21年２月 21日から 22年６月１日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入期間について照会したとこ

ろ、Ａ社に勤務していた期間の加入記録について、資格取得の記録はあるが

資格喪失の記録が無いとの回答をもらった。私は、昭和 21年２月 21日に同

社に入社し、少なくとも 22 年５月 31 日までは継続して勤務していたので、

申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 21 年２月 21 日にＡ社に入社し、少なくとも 22 年５月 31

日までは勤務したと陳述しているところ、同社に係る健康保険厚生年金保険被

保険者名簿によると、申立人が 21年２月 21日に資格を取得していることが確

認できる。 

また、申立人は、「退社時期は暖かい季節であった。」と陳述しているところ、

上記被保険者名簿の申立人に係る欄には、資格喪失日は記録されていないもの

の、昭和 21年４月１日、同年８月１日及び 22年６月１日の各時点における標

準報酬月額改定の記録が確認でき、これらの記録が取り消された形跡もない上、

申立人が名前を挙げている同僚二人の記録が同名簿で確認できることから、申

立人は、少なくとも、同年５月 31 日時点においては、同社に勤務していたも

のと推認される。 

さらに、上記被保険者名簿を見ると、申立人と同一日に厚生年金保険被保険



者資格を取得している者 19 人のうち、申立人を含め３人の資格喪失日に係る

記録が無いことが確認できる。 

加えて、当該 19人のうち、12人については、Ａ社において新規に厚生年金

保険被保険者記号番号が払い出されているところ、当該払い出された 12 の番

号のうち、申立人に付番されたものを含む４つの番号は、同じ記号番号が別の

被保険者にも重複して付番されていることが確認できる。 

このことについて、日本年金機構Ｂブロック本部Ｃ事務センターは、「原因

は不明であるが、事務ミスの可能性がある。」としており、社会保険事務所に

おける年金記録の管理が適切であったとは認め難い。 

これらを総合的に判断すると、申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者

の資格取得日は昭和 21年２月 21日、資格喪失日は 22年６月１日であると認

められる。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社に係る上記被保険

者名簿の記録から、昭和 21 年２月及び同年３月は 200 円、同年４月から同年

７月までの期間は 300 円、同年８月から 22 年５月までの期間は 480円とする

ことが妥当である。 



大阪厚生年金 事案 9646 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ部門Ｃ工場における資格喪失日

に係る記録を昭和 25 年１月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 7,000

円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 14年生 

 住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ：  昭和 24年 11月１日から 25年１月１日まで 

 社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入状況について照会したとこ

ろ、Ａ社で勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無いとの回答を受け

た。申立期間は、同社のＤ組織に専従者として勤務していたが、給料明細表

において保険料控除が確認できるので、申立期間を厚生年金保険の被保険者

期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社提出の在籍証明書及び雇用保険の記録から、申立人は申立期間も継続し

て勤務していたことが確認できる。 

しかし、申立期間当時、申立人が専従していたとするＤ組織が厚生年金保険

の適用事業所となったのは、申立期間後の昭和 25 年１月１日であるが、申立

人は、「当時、Ｄ組織の専従者であったが、申立期間の給与は同組織ではなく、

会社から支給されていたと記憶している。」旨を陳述しているところ、同組織

の記録等によると、申立人が同組織の役員に就任していた期間もＡ社において

被保険者となっていることが確認できる。 

また、申立人提出の給料明細表において、申立期間の給与から厚生年金保険

料が控除されていることが確認できるところ、当該給料明細表には給与支払者

名が未記載のため確認できないものの、ⅰ）Ａ社での被保険者記録の確認でき

る月次に係る給料明細表と申立期間に係る給料明細表の書式・記載内容は同一



であること、ⅱ）申立人の同社での標準報酬月額は、昭和 24年５月以降は 7,000

円であり、25 年１月にＤ組織で資格を取得した際の標準報酬月額は 8,000 円

に増額しているところ、申立期間の給与支給額及び保険料控除額に見合う標準

報酬月額は 7,000円であること、ⅲ）給与支給額及び保険料控除額は、同年２

月分（翌月控除）以降は増額しているが、このことは同年１月に同組織で資格

を取得した際の標準報酬月額が 8,000 円に増額したことと符合していること、

ⅳ）同組織が適用事業所となる前に、申立期間に係る保険料を控除していたと

は考え難いことなどから判断すると、申立期間に係る給与支払者はＡ社であっ

たものと考えられる。 

一方、Ａ社は、「当時の資料は無く、不明であるが、申立期間は、Ｄ組織が

適用事業所となるまでの準備期間であったと思われる。申立人は、退職するま

で当社で継続して勤務していることから、被保険者期間に空白が生じないよう

手続を行っていたはずであり、申立期間においても、保険料を控除し納付して

いたと思われる。」旨陳述している。 

これらを含めて総合的に判断すると、申立人はＤ組織に専従していたものの、

申立期間の給与は、Ａ社から支払われ、その給与から厚生年金保険料が控除さ

れていたものと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人提出の給料明細表で確認

できる給与支給額及び保険料控除額から、7,000 円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、事業主は納付しているはずである旨を主張しているものの、これを確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判断せ

ざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所に対し

て行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当た

らないことから、行ったとは認められない。 



大阪厚生年金 事案 9647 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ支店における資格取得日に係る

記録を昭和 52 年７月 21 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 10 万 4,000

円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 28年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間 ： 昭和 52年７月 21日から同年８月１日まで 

  社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入状況について照会したとこ

ろ、Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間が未加入である旨の回答をもらっ

た。同社には、昭和 46 年３月の入社以降、現在に至るまで継続して勤務し

ているので、申立期間について、厚生年金保険の被保険者期間として認めて

ほしい。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社提出の人事記録及び雇用保険被保険者記録から判断すると、申立人は同

社に継続して勤務し(昭和52年７月21日にＡ社Ｃ支店から同社Ｂ支店に異動)、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ支店における昭

和 52年８月の社会保険事務所の記録から、10万 4,000円とすることが妥当で

ある。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は、申立てどおりの届出を行い、誤った事務処理はしていないと主

張しているものの、厚生年金基金及び厚生年金保険の記録における資格取得日

が昭和 52 年８月１日となっており、厚生年金基金及び社会保険事務所の双方

が誤って同じ資格取得日と記録したとは考え難いことから、事業主が同日を厚

生年金保険の資格取得日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に

係る同年７月の保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立人

に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



大阪厚生年金 事案 9648 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記録を

昭和 43年６月 17日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を２万 6,000円とする

ことが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 43年６月 17日から同年７月 15日まで 

厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所（当時）に照会したところ、申

立期間の加入記録が無いとの回答をもらった。申立期間はＡ社（現在は、Ｂ

社）Ｃ工場から同社Ｄ工場への異動時期であるが、継続して勤務していたの

で、厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社提出の人事記録、厚生年金台帳、雇用保険の加入記録及び同僚の陳述か

ら判断すると、申立人は申立期間もＡ社に継続して勤務し（昭和 43年６月 17

日にＡ社Ｃ工場から同社Ｄ工場に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 43

年７月の社会保険事務所の記録から、２万 6,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、異動後の厚生年金保険被保険者資格取得届の記載に誤りがあったとして

いることから、事業主が、昭和 43年７月 15日を資格取得日として届け、その

結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年６月の保険料について納入の告知

を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 



大阪厚生年金 事案 9649 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の、申立期間に係る標準報酬月額の記録については、36 万円に訂正

することが必要である。 

なお、事業主は、申立期間に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付す

る義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 47年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 18年９月１日から 19年４月１日まで 

「ねんきん定期便」で厚生年金保険の記録を確認したところ、Ａ社に勤務

した申立期間の標準報酬月額が、実際に支給を受けていた給与額に見合う標

準報酬月額と相違していた。給与明細書を提出するので、申立期間について

正しい標準報酬月額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき標準報

酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるの

は、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額の

それぞれに基づく標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月

額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の申立期間に係る標準報酬月額については、申立人から

提出のあった給与明細書において確認できる保険料控除額から、36 万円とす

ることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、確認資料が見当たらないとしながらも、事務過誤があった旨回答してい

ることから、社会保険事務所（当時）の記録どおりの届出が事業主から行われ、

その結果、社会保険事務所は、上記訂正後の標準報酬月額に基づく保険料につ

いて納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行

していないと認められる。 



大阪厚生年金 事案 9650 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社(現在は、Ｂ社)Ｃ支店における資

格取得日に係る記録を昭和 52 年４月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額

を７万 6,000円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 33年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間 ： 昭和 52年４月１日から同年５月２日まで 

  社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入状況について照会したとこ

ろ、Ａ社に勤務した期間について、厚生年金保険の資格取得日が昭和 52 年

５月２日となっているとの回答をもらった。同社には、間違いなく同年４月

１日から勤務していたので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として

認めてほしい。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

   Ｂ社提出の職員台帳及びＤ健康保険組合の加入記録から、申立人が同社に昭

和 52年４月１日から勤務していたことが認められる。 

   また、当該職員台帳によると、申立人は、昭和 52 年４月１日から同年５月

１日までの期間は、Ａ社本店における研修期間となっており、当該研修終了後

の同年５月２日付けで、同社Ｃ支店に配属されていることが確認できる。 

   さらに、Ａ社本店において上記研修を一緒に受けたとして申立人が名前を挙

げた同期入社の同僚４人の被保険者記録について、同社に係る健康保険厚生年

金保険被保険者名簿で調査したところ、各人共に同社本店での研修終了後に配

属された同社各支店において、入社日である昭和 52 年４月１日に遡って厚生

年金保険の資格を取得しており、雇用保険についても、同日付けで資格を取得

していることが確認できる。 

   加えて、Ｂ社は、「申立人が配属されたＡ社Ｃ支店だけが、他の支店と異な



った取扱いをする理由はなく、同社本店における研修期間を含め、入社日から

厚生年金保険に加入させるべく入社月である昭和 52 年４月に係る厚生年金保

険料は給与から控除していたと考えられる。」旨回答している。 

   これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｃ支店における昭

和 52年５月の社会保険事務所の記録から、７万 6,000円とすることが妥当で

ある。 

   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は不明としているものの、社会保険事務所の記録におけるＡ社Ｃ支店の資格

取得日が雇用保険の記録における資格取得日と同日となっており、社会保険事

務所及び公共職業安定所の双方が誤って同じ資格取得日と記録したとは考え

難いことから、事業主が昭和 52 年５月２日を資格取得日として届け、その結

果、社会保険事務所は、申立人に係る同年４月の保険料について納入の告知を

行っておらず、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行してい

ないと認められる。 



大阪厚生年金 事案 9651 

 

第１ 委員会の結論 

申立期間のうち、平成６年９月１日から７年10月21日までの期間について、

事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た申立人に係る標準報酬月額は、28

万円であったと認められることから、当該期間の標準報酬月額に係る記録を訂

正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 34年生 

    住    所 ：  

  

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成５年２月１日から同年７月１日まで 

             ② 平成６年７月１日から同年９月１日まで 

             ③ 平成６年９月１日から７年 10月 21日まで 

    社会保険事務所に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、Ａ社に勤務

していた期間のうち、申立期間①においては、37 万 5,000 円、申立期間②

及び③においては、33 万 7,500 円の報酬月額であったが、標準報酬月額が

低く届けられていることが判明した。申立期間①、②及び③について、標準

報酬月額を実際の報酬月額に見合った額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間③について、オンライン記録によると、申立人の平成６年９月から

７年９月までの期間に係る標準報酬月額は、当初、28 万円と記録されていた

ところ、同年 10月 11 日付けで、６年９月１日に遡って 18万円に減額訂正さ

れ、Ａ社の取締役３人を含む 22 人についても、同日付けで申立人と同様に標

準報酬月額が減額訂正されていることが確認できる。 

このことについて、Ａ社の当時の取締役は、「当時、厚生年金保険料の滞納

があり、社会保険事務所から標準報酬月額の減額訂正を行うことを提案され、

それに従って手続したことを記憶している。」旨を陳述している。 

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所において、標準報酬月額を遡

って減額訂正する合理的な理由は無く、申立期間の標準報酬月額に係る有効な

記録訂正があったとは認められず、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、

事業主が社会保険事務所に当初届け出た記録から、28 万円に訂正することが



必要である。 

一方、申立人は、申立期間において、37 万 5,000 円の報酬額に見合う標準

報酬月額であった旨申し立てているものの、保険料控除額が確認できる給与明

細書等の資料は無く、このほか、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料の控除を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらないことから、申

立人が申立期間③においてその主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

申立期間①及び②について、申立人は、申立期間の給与は 37 万 5,000 円及

び 33 万 7,500 円であったので、報酬月額に見合う標準報酬月額が記録されて

おらず低額であるので訂正してほしい旨申し立てているものの、保険料控除額

が確認できる給与明細書等は保存していない。 

また、Ａ社の当時の取締役は、「減額訂正前の従業員の標準報酬月額に係る

届出は、実際の給与支給額に基づいた額で行っていたが、届出に係る資料等は

保存していない。」と陳述している。 

さらに、申立期間当時に、Ａ社において、被保険者資格の有る同僚 22 人に

照会し、17 人から回答を得たところ、そのうちの１人で「申立期間当時、自

身の給与は約 28万円であったと記憶している。」旨陳述している同僚が、申立

期間に係る給与明細書を保管していたことから、当該明細書を確認すると、報

酬月額（28 万円）に見合う保険料が控除されており、オンライン記録とも一

致している。 

このほか、申立人の申立期間①及び②において、その主張する標準報酬月額

に基づく厚生年金保険料の控除を確認できる関連資料及び周辺事情は見当た

らない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人は、申立期間①及び②について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはでき

ない。 



大阪厚生年金 事案 9652 

 

第１ 委員会の結論 

申立期間のうち、平成４年４月１日から５年 10 月１日までの期間について

は、事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が主

張する標準報酬月額であったことが認められることから、当該期間の標準報酬

月額に係る記録を４年４月から同年９月までは 36万円、同年 10月から５年９

月までは 38万円に訂正することが必要である。 

また、申立期間のうち、平成５年 10月１日から９年 12月 28日までの期間

について、申立人は、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事

業主により、給与から控除されていたことが認められることから、当該期間の

標準報酬月額に係る記録を、５年 10 月から６年９月までは 30 万円、同年 10

月は 34 万円、同年 11 月から８年９月までは 30 万円、同年 10 月から９年 11

月までは 28万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料（訂正前の標準報

酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していないと

認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 33年生 

    住    所 ：  

  

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成４年４月１日から９年 12月 28日まで 

    Ａ社における厚生年金保険の被保険者記録のうち、申立期間の標準報酬月

額が実際の給与支給額より低くなっている。給与明細書を提出するので、実

際の給与支給額に見合った標準報酬月額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間のうち、平成４年４月から５年９月までの期間に係る申立人の標準

報酬月額については、社会保険事務所の記録によると、当初、申立人が主張す

る４年４月から同年９月までは 36万円、同年 10月から５年９月までは 38万

円と記録されていたところ、同年３月１日付けで、４年４月１日に遡って 19

万円に訂正されていることが確認できる。 

また、Ａ社における被保険者のうち、申立人以外の 14 人についても、申立

人と同様に平成５年３月１日付けで、４年４月１日に遡って標準報酬月額の減



額訂正処理が行われていることが確認できる。 

さらに、当時の事業主は既に亡くなっており、当該事実について確認できな

いものの、複数の同僚は、「平成４年頃には、人員削減を行っていたこともあ

り、会社の経営状況は悪化していたものと思われる。」旨陳述していることか

ら、申立期間当時、当該事業所において厚生年金保険料等の滞納があったこと

がうかがえる。 

一方、申立人提出の給与明細書によると、当該期間における給与支給額は、

おおむね訂正前の標準報酬月額に見合う金額であったことが確認できる。 

これらを総合的に判断すると、平成５年３月１日付けで行われた遡及訂正処

理は事実に即したものとは考え難く、申立人について４年４月１日に遡って標

準報酬月額の減額処理を行う合理的な理由があったとは認められないことか

ら、当該減額処理に係る有効な記録訂正があったとは認められず、申立人の当

該期間に係る標準報酬月額については、同年４月から同年９月までは 36万円、

同年 10月から５年９月までは 38万円に訂正することが必要である。 

なお、当該遡及訂正処理を行った日以降の最初の定時決定（平成５年 10 月

１日）において 19 万円と記録されているところ、当該処理については遡及訂

正処理との直接的な関係をうかがわせる事情が見当たらず、社会保険事務所の

処理が不合理であったとまでは言えない。 

次に、申立期間のうち、平成５年 10月から９年 11月までの期間に係る申立

人の標準報酬月額については、申立人提出の給与明細書によると、給与明細書

から確認できる厚生年金保険料控除額に見合う標準報酬月額は、オンライン記

録を上回っていることが確認できる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基

づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が

行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の

報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月額の範囲内であることから、これらの

標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の当該期間の標準報酬月額については、平成５年 10 月

から６年９月までは 30万円、同年 10月は 34万円、同年 11月から８年９月ま

では30万円、同年10月から９年11月までは28万円とすることが妥当である。 

なお、申立人の当該期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履

行については、元役員は事業主が亡くなっているため不明としているが、給与

明細書で確認できる報酬月額又は保険料控除額に見合う標準報酬月額と社会

保険事務所の記録は長期にわたり一致していないことから、事業主は、給与明

細書で確認できる報酬月額又は保険料控除額に見合う報酬月額を届け出てお

らず、その結果、社会保険事務所は、当該報酬月額に見合う保険料について納

入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行してい

ないと認められる。 



大阪厚生年金 事案 9653 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ支店における

資格取得日に係る記録を昭和 41年 11月 26 日に訂正し、申立期間の標準報酬

月額を１万 8,000円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 41年 11 月 26 日から同年 12 月 26 日まで 

私は、昭和 40 年３月にＡ社に入社し、44 年 11 月に退職するまで同社に

継続して勤務していた。 

しかし、年金事務所の記録では、Ａ社Ｄ本社から同社Ｃ支店に転勤した

時期の１か月間が厚生年金保険の未加入期間とされているので、申立期間

を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社提出の人事記録から判断すると、申立人は、申立期間を含めてＡ社に継

続して勤務し（昭和 41年 11月 26日にＡ社Ｄ本社から同社Ｃ支店に異動）、申

立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｃ支店における昭

和 41年 12月の社会保険事務所（当時）の記録から、１万 8,000円とすること

が妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は不明としており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は見当たら

ないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に対し

て行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当た

らないことから、行ったとは認められない。



大阪厚生年金 事案 9654 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録については、申立期間のうち、

平成 14年４月から 19年２月までの期間は 32万円、同年３月は 47万円、同年

４月から同年６月までの期間は 32万円、同年７月及び同年８月は 50万円に訂

正することが必要である。 

また、申立期間のうち、平成 19年９月１日から 20年６月 16日までの期間

に係る標準報酬月額の記録については、事後訂正の結果、50 万円とされてい

るところ、当該額は厚生年金保険法第 75 条本文の規定に該当することから、

年金額の計算の基礎となる標準報酬月額は、訂正前の 24万円とされているが、

申立人は、当該期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことが認められることから、当該

記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する

法律に基づき、申立人の当該期間の標準報酬月額に係る記録を、50 万円に訂

正することが必要である。 

なお、事業主は、平成 14年４月から 20年５月までの期間に係る上記訂正後

の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正前（平成 19年９月から 20年５

月までの期間は事後訂正前）の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）

を納付する義務を履行していないと認められる。 

また、申立期間のうち、平成 15年７月８日、同年 12月 22日、16 年７月９

日、同年 12月 24日、17年７月４日、同年 12月 27日、18年６月 19日及び同

年 12 月 22 日の申立人の標準賞与額に係る記録については、15 年７月８日は

51 万円、同年 12 月 22 日は 42 万円、16 年７月９日は 40 万円、同年 12 月 24

日は 55万円、17年７月４日は 45万円、同年 12月 27日は 40万円、18年６月

19日は 44万円、同年 12月 22日は 45万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 38年生  

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 14年４月１日から 20年６月 16日まで 



             ② 平成 15年７月８日 

             ③ 平成 15年 12月 22日 

             ④ 平成 16年７月９日 

             ⑤ 平成 16年 12月 24日 

             ⑥ 平成 17年７月４日 

             ⑦ 平成 17年 12月 27日 

             ⑧ 平成 18年６月 19日 

             ⑨ 平成 18年 12月 22日 

年金事務所の記録では、私がＡ社に勤務していた期間のうち、一部期間の

標準報酬月額が給与明細書の厚生年金保険料控除額に基づく標準報酬月額

より低く記録されている（申立期間①）。 

また、Ａ社での賞与から厚生年金保険料が控除されていたにもかかわらず、

標準賞与額の記録が無い（申立期間②、③、④、⑤、⑥、⑦、⑧及び⑨）。 

申立期間の標準報酬月額及び標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額（標準賞与額）の相違について申し立て

ているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき、標準報酬月額（標準賞与額）を改定又は決定し、これに基づき記録の

訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚

生年金保険料額及び申立人の報酬月額（賞与額）のそれぞれに基づく標準報酬

月額（標準賞与額）の範囲内であることから、これらの標準報酬月額（標準賞

与額）のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間①における申立人の標準報酬月額については、Ａ社提

出の賃金台帳において確認できる報酬月額及び保険料控除額から、平成 14 年

４月から 19年２月までの期間は 32万円、同年３月は 47万円、同年４月から

同年６月までの期間は 32万円、同年７月から 20年５月までの期間は 50万円

とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は誤りを認めている上、申立期間の保険料を徴収する権利が時効により消滅

した後に事業主は申立人に係る標準報酬月額について訂正の届出を行ってい

ることから、社会保険事務所（当時）の記録どおりの届出が事業主から行われ、

その結果、社会保険事務所は、上記訂正後の標準報酬月額に基づく保険料につ

いて納入の告知を行っておらず、事業主は、申立人に係る当該保険料（訂正前

（平成 19年９月から 20年５月までの期間は事後訂正前）の標準報酬月額に基

づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していないと認められる。 

また、申立期間②、③、④、⑤、⑥、⑦、⑧及び⑨の標準賞与額については、

Ａ社提出の賃金台帳において確認できる賞与額及び保険料控除額から、平成



15年７月８日は 51万円、同年 12月 22日は 42万円、16年７月９日は 40万円、

同年 12月 24日は 55万円、17年７月４日は 45万円、同年 12月 27日は 40万

円、18年６月 19日は 44万円、同年 12月 22日は 45万円とすることが妥当で

ある。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立期間に係る賞与支払届を社会保険事務所に提出していないことを認

めていることから、社会保険事務所は、申立人に係る平成 15 年７月８日、同

年 12 月 22 日、16 年７月９日、同年 12 月 24 日、17 年７月４日、同年 12 月

27日、18年６月 19日及び同年 12月 22日の標準賞与額に基づく保険料につい

て納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行し

ていないと認められる。



大阪厚生年金 事案 9655 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録については、申立期間のうち、

平成 14年９月から 15年３月までの期間は 15万円、同年４月は 19万円、同年

５月は 20 万円、同年６月から同年 10 月までの期間は 19 万円、同年 11 月は

18万円、同年 12月は 19万円、16年１月は 18万円、同年２月から 17年７月

までの期間は 19万円、同年８月から 18年２月までの期間は 15 万円に訂正す

ることが必要である。 

なお、事業主は、平成 14年９月から 18年２月までの期間に係る上記訂正後

の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していないと認められる。 

また、申立期間のうち、平成 18年３月１日から 20年１月１日までの期間に

係る標準報酬月額の記録については、事後訂正の結果、18 年３月から同年８

月までの期間は 22万円、同年９月から 19年 12月までの期間は 24万円とされ

ているところ、当該額は厚生年金保険法第 75 条本文の規定に該当することか

ら、年金額の計算の基礎となる標準報酬月額は、訂正前の 10 万 4,000 円とさ

れているが、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付

の特例等に関する法律に基づき、申立人の当該期間の標準報酬月額に係る記録

を、18 年３月から同年８月までの期間は 15 万円、同年９月から 19 年３月ま

での期間は 14万 2,000円、同年４月から同年９月までの期間は 16万円、同年

10月から同年 12月までの期間は 19万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、平成 18年３月から 19 年 12月までの期間に係る上記訂正

後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（事後訂正前の標準報酬月額に基づ

く厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 52年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 14年９月１日から 18年３月１日まで 

             ② 平成 18年３月１日から 20年１月１日まで 

年金事務所の記録では、私がＡ社に勤務していた期間の標準報酬月額が、

実際の報酬月額よりも低く記録されているので、申立期間①の標準報酬月額

の記録を訂正してほしい。 

また、年金事務所の記録では、私がＢ社に勤務していた期間の標準報酬月



額の記録が実際の給与支給額よりも低く記録されており、同社から記録訂正

の届出が行われたが、申立期間②については、時効が成立したことにより、

訂正後の標準報酬月額が厚生年金保険の給付額に反映しない記録となって

いるので、当該記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、標準報

酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるの

は、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料額及び申立人の報

酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標

準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の申立期間のうち、平成 14年９月１日から 18年３月１

日までの期間に係る標準報酬月額については、申立人提出の給与支給明細書に

おいて確認できる報酬月額及び保険料控除額から、14年９月から 15年３月ま

での期間は 15万円、同年４月は 19万円、同年５月は 20万円、同年６月から

同年 10月までの期間は 19万円、同年 11月は 18万円、同年 12月は 19万円、

16年１月は 18万円、同年２月から 17年７月までの期間は 19万円、同年８月

から 18年２月までの期間は 15万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、「当時の賃金台帳及び社会保険関係の届出書類等は残存していないが、

申立人の申立てどおりの届出を社会保険事務所（当時）に行っていない。」旨

回答していることから、社会保険事務所の記録どおりの届出が事業主から行わ

れ、その結果、社会保険事務所は、上記訂正後の標準報酬月額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立人に係る当該保険料（訂

正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く）を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 

また、申立人の申立期間のうち、平成 18年３月１日から 20年１月１日まで

の期間に係る標準報酬月額の記録については、Ｂ社提出の賃金台帳及び申立人

提出の給与支給明細書において確認できる報酬月額及び保険料控除額から、18

年３月から同年８月までの期間は 15万円、同年９月から 19年３月までの期間

は 14万 2,000円、同年４月から同年９月までの期間は 16万円、同年 10月か

ら同年 12月までの期間は 19万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、申立

期間の保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に事業主は申立人に係

る標準報酬月額について訂正の届出を行っていることから、社会保険事務所の

記録どおりの届出が事業主から行われ、その結果、社会保険事務所は、上記訂

正後の標準報酬月額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業

主は、申立人に係る当該保険料（事後訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を除く。）を納付する義務を履行していないと認められる。



大阪厚生年金 事案 9656 

 

第１ 委員会の結論 

申立期間のうち、昭和 20年５月３日から同年９月１日までの期間について、

申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ工場における資格取得日は同年５月３日、資

格喪失日は同年９月１日であると認められることから、申立人に係る厚生年金

保険被保険者資格の取得日及び喪失日に係る記録を訂正することが必要であ

る。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、70円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和２年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 20年５月３日から同年 12月 26日まで  

   厚生年金保険の加入状況を年金事務所に照会したところ、Ａ社Ｃ工場に勤

務した申立期間の加入記録が無いとの回答を受けた。同社Ｃ工場には、昭和

20年５月から同年 12月まで勤務したので、申立期間について、厚生年金保

険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社Ｃ工場に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿を見ると、申立人と同

姓同名であり、生年月日も一致する基礎年金番号に未統合となっている被保険

者記録（資格取得日は昭和20年５月３日と記載されているが、資格喪失日の記

載は無い。）が確認できる。 

また、申立人は、申立期間当時の業務内容等について具体的に記憶している

ことから、時期は特定できないものの、申立人がＡ社Ｃ工場で勤務していたこ

とが推認できる。 

さらに、上記の被保険者名簿から抽出した被保険者180人のうち、オンライ

ン記録で資格喪失日が確認できる40人中38人が昭和20年９月１日に資格喪失

しているところ、「Ｂ社史」において、「Ａ社では、昭和20年８月下旬に、１万

人以上いた従業員について、245人の残務整理要員を残して解雇を行った。」旨

の記述が確認できるほか、同年９月１日にＡ社Ｃ工場で資格を喪失している元

従業員の一人も、「Ａ社Ｃ工場は、昭和20年８月下旬に一時閉鎖され、従業員



は解雇された。」と陳述している。  

これらを総合的に判断すると、当該未統合の被保険者記録は、申立人の厚生

年金保険被保険者記録であると認められ、申立人のＡ社Ｃ工場における厚生年

金保険被保険者資格の取得日は昭和20年５月３日、喪失日は同年９月１日であ

ると認められる。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｃ工場における昭

和20年５月の社会保険事務所（当時）の記録から、70円とすることが妥当であ

る。 

一方、申立期間のうち、昭和20年９月１日から同年12月26日までの期間につ

いて、Ｂ社は、申立期間当時の人事記録等の資料を保管しておらず、申立人が

同年９月１日以降もＡ社Ｃ工場で勤務していた状況はうかがえないことから、

申立人が厚生年金保険被保険者として、当該期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 9657 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ船（Ｂ社所有）における船員保険被保険者資格の喪失日は、昭和

21 年４月２日であると認められることから、申立人に係る船員保険被保険者

資格の喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、昭和 19年 10月は 45 円、同年

11月から 20年３月までの期間は 55円、同年４月から同年 12月までの期間は

60円、21年１月から同年３月までの期間は 180円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和２年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 19年 10月１日から 21年４月２日まで 

船員保険の加入状況を年金事務所に照会したところ、Ｃ社所有のＡ船に勤

務した期間のうち、申立期間の加入記録が無いとの回答を受けた。同船舶に

は、船員学校を卒業した昭和 19年９月から勤務し、20年６月に同船舶が戦

争により沈没した後も、21 年４月２日までは命により待機しており、申立

期間も勤務していたことは間違いないので、当該期間について、船員保険被

保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ船に係る船員保険被保険者名簿を見ると、申立人の資格取得日は昭和 19

年９月 18 日と記載されているが、資格喪失日欄は空欄となっているところ、

日本年金機構は、「被保険者名簿に取得日のみが記載されている場合には、取

得日の翌月１日を喪失日として処理している。喪失日を変更すべき新たな事実

が判明した場合には見直しを検討する。」旨陳述しており、申立期間の加入記

録が無い。 

しかし、Ｂ社の事業を継承するＣ社提出の申立人に係る船員記録を見ると、

申立人は、船員学校で訓練を受けた後、昭和 19年９月 17日にＡ船に乗ってお

り、20 年６月＊日に海難事故により下船した後も、21 年４月２日に徴用解除

とされるまでは待機状態であったことが記載されていることから、申立人が申

立期間も船員としてＢ社で継続して勤務していたことが確認できる。 



また、船員保険法において、予備船員（船員保険の適用船舶で勤務するため

に雇用されているが、船内で使用されていない状態の者。）を船員保険の被保

険者とする制度が、申立期間中の昭和 20年４月１日から施行されている。 

これらを総合的に判断すると、申立人のＡ船における船員保険被保険者資格

の喪失日は、昭和 21年４月２日であると認められる。 

また、昭和 19年 10月の標準報酬月額については、申立人のＡ船における同

年９月の社会保険事務所（当時）の記録から 45円、同年 11月から 20年３月

までの期間の標準報酬月額については、上記の被保険者名簿における他の被保

険者の記録から 55円、同年４月から同年 12月までの期間の標準報酬月額につ

いては、上記の申立人に係る乗船記録から 60円、21年１月から同年３月まで

の期間の標準報酬月額については、同乗船記録から 180円とすることが妥当で

ある。



大阪厚生年金 事案 9658 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 41年２月 14日から 43年 10月６日までの

期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認

められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記録を 41 年２月

14 日に、資格喪失日に係る記録を 43 年 10 月６日に訂正し、当該期間の標準

報酬月額を、41年２月から同年９月までの期間は２万 8,000円、同年 10月か

ら 42年９月までの期間は３万円、同年 10 月から 43年９月までの期間は３万

3,000円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間 ： 昭和 40年７月から 43年 10月まで 

厚生年金保険の加入状況を年金事務所に照会したところ、Ａ社に勤務した

申立期間の加入記録が無いとの回答を受けた。同社には、昭和 40 年７月か

ら 43年 10月まで勤務したので、申立期間について、厚生年金保険被保険者

であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 雇用保険の記録、複数の同僚の陳述等から判断すると、申立人が申立期間の

うち、昭和 41年２月 14日から 43年 10月５日まで、Ａ社で勤務していたこと

が認められる。 

また、Ａ社の元経理担当者は、「Ａ社では、従業員全員を採用後すぐに雇用

保険及び厚生年金保険に加入させ、保険料を控除していた。加入を断る従業員

はいなかった。」と陳述しているほか、他の複数の元従業員も、「Ａ社では、従

業員全員が厚生年金保険に加入していた。」と陳述している。 

さらに、上記の元経理担当者は、「申立期間のＡ社の従業員数は、５人から

９人までの間で推移していた。」と陳述しているところ、Ａ社に係る健康保険

厚生年金保険被保険者名簿において確認できる当該期間の被保険者数は、６人



から８人までの間で推移していることから、当時、同社では、ほぼ全ての従業

員が厚生年金保険に加入していたと考えられる。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭和 41 年２月

14 日から 43 年 10 月６日までの期間に係る厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたものと認められる。 

また、当該期間の標準報酬月額については、申立人の陳述内容及び上記の被

保険者名簿における申立人と同職種の同僚の記録から、昭和 41 年２月から同

年９月までの期間は２万 8,000円、同年 10月から 42年９月までの期間は３万

円、同年 10月から 43年９月までの期間は３万 3,000円とすることが妥当であ

る。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、Ａ社

は昭和 46 年に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、元事業主も既

に死亡しているため不明であるものの、申立期間の前述の被保険者名簿におい

て健康保険整理番号に欠番が見当たらないことから、申立人に係る社会保険事

務所（当時）の記録が失われたことは考えられない上、仮に、事業主から申立

人に係る被保険者資格取得届が提出された場合には、その後、被保険者報酬月

額算定基礎届及び被保険者資格喪失届も提出する機会があったこととなるが、

いずれの機会においても社会保険事務所が当該届出を記録しないとは考え難

いことから、事業主から社会保険事務所へ資格の得喪等に係る届出は行われて

おらず、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る 41年２月から 43年９月

までの保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該期間に係る

保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

一方、申立期間のうち、昭和 40年７月から 41年２月 14日までの期間につ

いては、当該期間における申立人の雇用保険の加入記録は見当たらないほか、

申立人を記憶する同僚は、いずれも申立人がＡ社で勤務した時期を覚えておら

ず、このほかに申立人の当該期間における勤務を確認できる関連資料及び周辺

事情は見当たらないことから、申立人が厚生年金保険被保険者として、当該期

間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認め

ることはできない。 



大阪国民年金 事案 5247 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 58年５月から 61年３月までの期間、平成３年３月から同年５

月までの期間及び８年６月から９年４月までの期間の国民年金保険料につい

ては、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 38年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 58年５月から 61年３月まで 

             ② 平成３年３月から同年５月まで 

             ③ 平成８年６月から９年４月まで 

ねんきん特別便により、申立期間の国民年金保険料の納付記録が無いこ

とが分かった。大学在学中からＡ社に就職するまでの申立期間①については、

父が私の国民年金の加入手続及び保険料の納付を行っていたはずである。ま

た、申立期間②及び③については、会社を退職後、私が国民年金の加入手続

を行い、保険料を納付したと思う。 

申立期間について、国民年金保険料納付済期間と認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間①については申立人の父が、申立期間②及び③について

は申立人自身が国民年金保険料を納付したはずであると申し立てている。 

そこで、申立人の国民年金の加入時期についてオンライン記録を見ると、申

立人の国民年金手帳記号番号の前後の手帳記号番号の資格取得日等から、平成

３年 11 月頃と推認され、申立人がＢ社を退職し、厚生年金保険被保険者資格

を喪失した同年11月11日に初めて国民年金の資格を取得していることが確認

できることから、資格取得日より前の期間である申立期間①及び②は、国民年

金の未加入期間であり、制度上、国民年金保険料を納付することはできない。 

また、申立期間③について、オンライン記録を見ると、申立人は、平成４年

３月 16 日に厚生年金保険に加入したことに伴い、同日に国民年金被保険者資

格を喪失していることが確認でき、申立期間③の国民年金保険料を納付するた

めには、Ｃ社の厚生年金保険被保険者資格の喪失後に国民年金の資格を取得す



る必要があるところ、申立人が国民年金の資格を再取得したのは、Ｄ社におけ

る厚生年金保険被保険者資格を喪失した 11年 10 月 27 日であることが確認で

きることから、申立期間③は、申立期間①及び②と同様に、国民年金の未加入

期間であり、制度上、保険料を納付することはできない。さらに、申立人は、

「夫が、申立期間③に国民年金に加入し保険料を納付しているので、私の保険

料も納付していたはずである。」と陳述しているが、申立人の夫のオンライン

記録によると、申立期間③は保険料の未納期間である上、申立人は、申立人の

夫と同居を開始したのは９年５月としており、申立期間③は、それより前の期

間であることから、申立人の陳述と符合しない。 

さらに、申立期間①、②及び③の国民年金保険料を納付することが可能な別

の国民年金手帳記号番号の払出しについて、オンライン記録により各種の氏名

検索を行ったほか、当時の住所地における国民年金手帳記号番号払出簿の内容

を全て確認したが、申立人に対して別の手帳記号番号が払い出されたことをう

かがわせる事情は見当たらない。 

加えて、申立期間①について、申立人は加入手続及び国民年金保険料納付に

直接関与しておらず、これらを行ったとされる申立人の父親は既に死亡してい

る上、申立期間②及び③について、申立人は、「会社退職後は国民年金に加入

しなければならないという義務意識が有ったので、申立期間の保険料も納付し

たと思う。」と主張するが、申立期間における加入手続及び保険料納付につい

て記憶がないとしており、申立期間当時の加入及び保険料納付の状況は不明で

ある。 

このほか、申立人が申立期間①、②及び③の国民年金保険料を納付したこと

を示す関連資料は無く、申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる

周辺事情も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 5248 

 

第１ 委員会の結論 

      申立人の昭和 63 年３月から平成９年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２  申立の要旨等 

    １  申立人の氏名等 

        氏    名 ： 男 

        基礎年金番号 ：  

生 年 月 日       ： 昭和 26年生 

        住    所 ：  

 

    ２  申立内容の要旨 

        申 立 期 間       ： 昭和 63年３月から平成９年３月まで 

        私の妻は、日本に帰国した昭和 63 年３月に、自身の国民年金の再加入手

続とともに私の任意加入手続を行った。 

    申立期間の国民年金保険料は、妻が夫婦二人分を一緒に納付していた。 

    平成９年４月に任意加入手続をしたとすれば、私たち家族はその時期に海

外に住んでおり、私の親は私に頼まれずに手続はしないので、誰が加入手続

をしたのか疑わしい。 

妻が納付済みなのに私に納付記録が無く、国民年金未加入期間とされてい

るのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、その妻が、昭和 63年３月にＡ市で自身の国民年金の再加入手続

とともに申立人の任意加入手続を行い、同年３月以降、夫婦二人分の国民年金

保険料を一緒に納付していたと申し立てている。 

そこで、申立人に係る国民年金の加入手続時期をみると、申立人は平成９

年４月４日に任意加入していることがオンライン記録から確認できる。この

ことは、申立人の妻が「現在所持している国民年金手帳記号番号の記載のな

い年金手帳３冊のほかに年金手帳は交付されていない。」と陳述しているこ

とと符合することから、申立人の妻が、基礎年金番号制が開始された９年１

月よりも前に国民年金の加入手続を行ったとは推定できない。 

また、昭和 63年３月に海外から帰国しＡ市に住所を置いた申立人の妻は、

同市で自身及び申立人の国民年金の加入手続を行った際、海外に住所を置く

申立人については制度上任意加入となる（日本国内に住所を有する 20 歳以

上 60 歳未満の日本国民は強制加入となる。）説明を受けた記憶もないと陳述



しており、同時期に申立人の加入手続を行ったことがうかがえない。 

この場合、申立期間は、国民年金の任意未加入期間となることから、申立

人の妻は、申立期間の国民年金保険料を制度上納付できない。 

さらに、申立人は、その妻が夫婦二人分の国民年金保険料を一緒に納付し

ていたと主張しているが、夫婦二人の納付日の確認が可能な平成９年４月以

降の納付記録をみると、同年４月から 11 年３月までの期間については両人

の納付日が異なっていることがオンライン記録から確認できる上、申立期間

の国民年金保険料の大半を口座振替により納付したと記憶しているが、どの

金融機関で行っていたかは不明と陳述しており、申立期間当時の納付状況を

確認できない。 

加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付することが可能な別の

国民年金手帳記号番号の払出しについて、オンライン記録により各種の氏名

検索を行っても、申立人に対して別の手帳記号番号が払い出されたことをう

かがわせる事情も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認めることはできない。 



大阪国民年金 事案 5249 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 39年４月から 41年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 39年４月から 41年３月まで 

私は、昭和 39 年頃、自宅で市役所の方に勧められ、その場で夫婦同時に

国民年金の加入手続を行い、以後は夫婦二人分の国民年金保険料として月額

200 円を２か月又は３か月ごとに集金人及び市役所の窓口で継続して納め

てきた。それなのに申立期間が未納とされているのは納得できない。 

特に夫は納付済みで私の分だけが未納とされているのは考えられない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 39 年頃にＡ市の職員から国民年金の加入勧奨を受けて自身

及びその夫の加入手続を行い、申立期間の夫婦二人分の国民年金保険料を継続

的に納付していたと申し立てている。 

そこで、申立人の国民年金手帳記号番号の払出時期をみると、Ａ市において、

昭和42年１月25日に払い出されていることが国民年金手帳記号番号払出簿か

ら確認でき、申立内容と符合しない。このことは、申立人が所持している国民

年金手帳に記載されている手帳発行日が同年２月９日であることと符合して

いる。 

また、昭和 39 年頃に申立人と同時に国民年金に加入したとする申立人の夫

の国民年金手帳記号番号の払出時期をみると、37年 10月１日に払い出されて

いることが国民年金手帳記号番号払出簿から確認でき、申立内容と符合しない。 

さらに、申立人の国民年金手帳記号番号の払出時点において、申立人は、申

立期間のうち、昭和 39 年９月以前の期間の国民年金保険料を時効により、制

度上納付できず、同年 10月から 41年３月までの保険料については過年度納付

が可能であるが、申立人は、加入時以降の保険料は継続的に集金人に現年度納

付してきたとしており、申立期間について過年度納付したことはないと陳述し



ている。 

加えて、申立期間の国民年金保険料を納付することが可能な別の国民年金手

帳記号番号の払出しについて、オンライン記録による各種の氏名検索を行った

ほか、申立期間当時の住所地における国民年金手帳記号番号払出簿の内容を全

て確認したが、申立人に対して別の手帳記号番号が払い出されたことをうかが

わせる事情は見当たらない。 

このほか、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資

料は無く、申立期間の保険料を納付したことをうかがわせる周辺事情も見当た

らない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 



大阪国民年金 事案 5250 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 57年９月から 59年９月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 57年９月から 59年９月まで 

私は、結婚後に義母から国民年金の加入を勧められ、昭和 46 年２月にＡ

市Ｂ支所で国民年金に加入した。 

私の住んでいる地域では、毎月会合があり、その際に、婦人会のお世話で

税金、水道料金及び保険料等の徴収を行っていたので、私も結婚後は毎月会

合に参加し、その場で国民年金保険料及び税金を納付していた。 

国民年金に加入当初は国民年金保険料を納付時に領収印として国民年金

手帳に印を押してもらっていたが、途中から納付書に変わり、申立期間は納

付書で納付していた記憶がある。 

平成 18 年にＣ社会保険事務所（当時）へ夫の年金相談に行った際に私の

年金記録について調べてもらったところ、申立期間の国民年金保険料が納付

していないことを知り、帰宅後、Ａ市役所で私の納付記録を再度調べてもら

ったが、社会保険事務所（当時）と同様の記録で、納得できない。私は納付

書を使って、会合の際に申立期間の保険料を納付してきたので、私の納付記

録をもう一度調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  申立人は、昭和 46 年２月にＡ市で国民年金の加入手続を行い、同年２月か

ら 61 年４月に第３号被保険者資格を取得する直前まで、定期的に納付組織を

通じて国民年金保険料を納付していたと申し立てている。 

そこで、申立人の所持する国民年金手帳の資格取得欄を見ると、婚姻後の昭

和 46年２月に任意で国民年金被保険者資格を取得後、57年９月３日に同資格

を喪失し、59 年 10 月 24 日に再度任意で同資格を取得していることが確認で

きる。この場合、申立期間は国民年金の未加入期間であり、申立人は制度上、



国民年金保険料を納付することはできない。このことは、申立人に係るＡ市の

被保険者名簿及び特殊台帳に同様の資格記録が確認できることと符合する上、

同被保険者名簿の昭和 57 年９月３日に資格を喪失の備考欄に「喪失申出」と

記載されていることから、自身が国民年金被保険者資格の喪失及び再取得の届

出を行ったものと推認できる。 

また、Ａ市の還付整理簿を見ると、申立人は、申立期間のうち、昭和 57 年

９月の国民年金保険料について58年７月15日に還付を受けていることが確認

でき、同整理簿に記載の還付保険料額及び還付時期等に不自然さは見られない

ことから、申立人は 57 年９月に国民年金被保険者資格を喪失していることを

認識していたものと考えるのが自然である。 

さらに、別の国民年金手帳記号番号による申立期間の納付の可能性を確認す

るため、オンライン記録による各種の氏名検索を行ったほか、国民年金手帳記

号番号払出簿の内容を調査、確認したが、申立人に対して、別の手帳記号番号

が払い出されたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 

 



                      

  

大阪国民年金 事案 5251 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 60年４月から 61年６月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 60年４月から 61年６月まで 

私は、勤めていた父の会社を昭和 60 年４月に退職し、すぐに独立して自

営業を始めた。独立した直後はお金が無かったので、国民年金保険料をすぐ

には納付できなかったが、国民年金に加入しなければいけないと思っていた

ので加入手続をした。 

加入手続は、従業員がＡ市役所で行った。社会保険事務所(当時)の記録で

は、私の国民年金の資格取得年月日が昭和 60年４月１日になっているので、

同年４月又は同年５月頃に国民年金の加入手続をしたと思う。この時にもら

った年金手帳を現在所持している。    

時期は定かでないが、家に来た市役所の職員から申立期間の国民年金保険

料を納付するようにと督促を受けた。その時に、「一度に支払うのが大変な

ら、15か月分を分割して納付したらよい。」と言われて、毎月、申立期間の

遡った保険料の１か月分と納付月の保険料の１か月分との合計２か月ずつ

の保険料をＢ銀行から納付した。        

申立期間の国民年金保検料は、遡って納付したのに未納とされていること

は納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の 15か月の国民年金保険料を、遡って 15回に分けて納

付したと申し立てている。 

そこで、申立人の国民年金の資格に関する記録を見ると、申立人に対して最

初の国民年金手帳記号番号が、Ａ市で払い出されたことが国民年金手帳記号番

号払出簿から確認できるところ、この国民年金手帳記号番号について、特殊台

帳の記録を見ると、昭和 40 年５月３日に国民年金被保険者資格を取得し、41



                      

  

年 11 月１日に被保険者資格を喪失していることが確認できることから、この

手帳記号番号において、申立期間は国民年金の未加入期間であり、申立期間の

国民年金保険料を納付することはできない。 

また、申立人は昭和 63 年８月６日に同市で２回目の国民年金の加入手続を

行っていることが、Ａ市国民年金被保険者名簿から確認できるところ、この時

に払い出された国民年金手帳記号番号について、同被保険者名簿を見ると、国

民年金被保険者資格を 60 年４月１日に遡って再取得していることが確認でき

るが、加入手続時点において、申立期間の国民年金保険料は、時効により制度

上納付することはできない。 

さらに、申立期間の国民年金保険料を納付することが可能な前述の２つの国

民年金手帳記号番号とは別の手帳記号番号の払出しについて、オンライン記録

により各種の氏名検索を行ったが、申立人に対して別の手帳記号番号が払い出

されたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

なお、前述の被保険者名簿を見ると、申立人が国民年金の再加入手続を行っ

た昭和 63 年８月時点において、時効にかからずに過年度納付が可能な申立期

間直後の61年７月から62年３月までの９か月の過年度保険料に係る国庫金納

付書が 63年８月 12日に送付されていることが確認できる。また、オンライン

記録を見ると、61年７月及び同年８月の２か月の国民年金保険料が 63年８月

17日に過年度納付により収納され、以後、平成元年３月までの合計 33か月の

保険料が過年度納付によりおおむね２か月分ごとに合計 16 回収納されている

ことも確認できることから、市役所の職員から申立期間の保険料について、分

割を勧められて納付したと申立人が主張している保険料は、この期間の保険料

であった可能性も否定できない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 

 

 



                      

  

大阪国民年金 事案 5252 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成８年４月から９年２月までの国民年金保険料については、免除

されていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 51年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成８年４月から９年２月まで 

社会保険事務所（当時）は、私が国民年金被保険者資格を取得した旨の通

知を送ってこなかったにもかかわらず、平成 10 年６月頃、申立期間の国民

年金保険料の納付を督促する通知を送ってきたので、母は、同年６月 25 日

午後５時過ぎ、Ａ社会保険事務所（当時）に出向き、抗議した。Ａ社会保険

事務所年金課の責任者は、私の未納とされている期間を免除の記録にすると

言った。母は、その時のやり取りを記したメモを残している。 

その後、再度、納付書が送付されてきたため、母は、平成 10年 12月７日

午前９時過ぎ、再びＡ社会保険事務所に出向き、未納とされている期間を免

除の記録とし、以後、その期間の国民年金保険料を督促しないことの確認を

取り付けた。母は、その時のやり取りを記したメモを残している。 

先般受け取ったねんきん特別便を見ると、上記のやり取りで免除とされて

いるはずの期間が未納とされている。 

申立期間が免除とされていないことに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、その母親が平成 10 年６月にＡ社会保険事務所で、申立期間の国

民年金保険料について、免除申請を行い、同年 12 月に申立期間が免除されて

いることの確認を取り付けたと申し立てている。 

そこで、申立人の国民年金手帳記号番号の払出し又は基礎年金番号の付番の

状況をみると、オンライン記録から、申立人には手帳記号番号が払い出されて

おらず、基礎年金番号が平成９年 10 月９日に付番されていることが確認でき

る。この時点において、申立期間の国民年金保険料を免除することはできない。 

また、国民年金手帳記号番号又は別の基礎年金番号による免除の可能性につ



                      

  

いて、オンライン記録により、各種の氏名検索を行ったが、申立人に対して手

帳記号番号の払出し又は別の基礎年金番号の付番が行われた形跡は見当たら

ない。 

なお、申立人は、社会保険事務所の職員が、申立期間の国民年金保険料が免

除されていることを確認するために記したとする「国民年金被保険者台帳」を

提出しているところ、その記録を見ると、申立期間を含む平成８年４月から９

年３月までの期間には「×」、これに続く同年４月から同年８月までの期間に

は「◎」、さらにその後の同年９月から 10年３月までの期間には「免除」と赤

インクで手書きされていることが確認できる。この記載について、申立人は

「×」の記載が免除記録となったことを示すものである旨陳述するが、オンラ

イン記録を見ると「◎」及び「免除」と記載されている期間が免除とされてい

ることから、「×」の記載が免除記録であることを確認したものであるとまで

は言えない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を免除されていたものと認めることはできない。 



                      

  

大阪国民年金 事案 5253 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和61年９月から62年５月までの期間及び平成２年８月から９年

２月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 40年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 61年９月から 62年５月まで 

    申 立 期 間 ： ② 平成２年８月から９年２月まで 

私は、Ａ社を退職した昭和 61 年９月頃にＢ市役所で国民年金の加入手続

を行い、加入後の国民年金保険料は、市役所、銀行又は郵便局で納付書に現

金を添えて納付していた。 

また、平成２年７月に、Ｃ社を退職したときもＢ市役所で国民年金の切替

手続を行い、申立期間の国民年金保険料を継続して納めてきた。それなのに

申立期間が未納にされているのは納得できない。 

私は、「平成６年度国民健康保険料領収証書」と平成６年７月８日の受領

印が押されている加入者名がＢ市役所保険年金課となっている「郵便振替払

込金受領証」を所持しており「郵便振替払込金受領証」は、申立期間中の平

成６年７月頃の国民年金保険料の納付を示していると思っている。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、申立人に係る国民年金手帳記号番号は払い出され

た形跡がなく、申立人は、基礎年金番号が導入された平成９年１月１日時点で

は手帳記号番号が付与されておらず、申立人の国民年金記録は 11年 10月に基

礎年金番号で国民年金保険被保険者資格を取得していることが確認でき、これ

らの記録は、Ｂ市が保管する申立人の記録とも一致している。したがって、申

立期間①及び②は未加入期間であるため、制度上、国民年金保険料を納付する

ことができない。 

また、申立人は、申立期間②について、申立人の父親が払込人となっている

郵便振替払込金受領証を所持しており、同受領証には、加入者名がＢ市役所保



                      

  

険年金課、金額が２万 5,140円と記載され、平成６年７月８日の受領印が押さ

れていること、及びこの受領証とは別に平成６年度の国民健康保険料を納付し

たことを示す領収証を所持していることを理由に、郵便振替払込金受領証によ

り納付した金額は申立期間②における国民年金保険料の一部であると主張し

ているが、Ｂ市役所は、「申立期間当時において、郵便振替払込金受領証によ

り納付できるのは国民健康保険料のみであり、国民年金保険料は納付できない。

また、国民年金被保険者以外の者の名前が受領証に記載されることはなく、当

該受領証で納付した保険料は、平成６年度以前に未納であった国民健康保険料

であったことが考えられる。」と回答しているとともに、当該受領書に手書き

で記載された金額について、「国民健康保険の被保険者が納付できる金額を確

認してから納付してもらうため、金額欄は空欄で、納付できる金額を手書きで

記載してもらうのが一般的である。」と回答している。 

さらに、申立人の国民年金の加入手続及び申立期間の国民年金保険料の納付

状況について、申立期間②は、７年７か月と長期間に及んでいる上、申立期間

①及び②ともに、申立人は、申立期間の保険料を納付したと主張するのみで、

加入手続及び申立期間当時の具体的な納付状況について記憶が曖昧である。 

加えて、申立人が申立期間①及び②の国民年金保険料を納付するためには、

別の国民年金手帳記号番号の払出しが必要となるところ、申立期間①当時の住

所地に係る国民年金手帳記号番号払出簿の内容を全て視認するとともに、オン

ライン記録により各種氏名検索を行ったが、申立人に対して別の手帳記号番号

が払い出されていたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

このほか、申立人が申立期間①及び②の国民年金保険料を納付していたこと

を示す関連資料は無く、ほかに当該期間の保険料を納付していたことをうかが

わせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

大阪国民年金 事案 5254 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 54年１月から 57年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 34年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 54年１月から 57年３月まで 

    私の国民年金は、昭和 54 年１月頃に母親が加入手続をし、母親が国民年

金保険料を納付してくれていた。 

    申立期間が、未納とされているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人に係る国民年金の加入時期を調査すると、申立人の国民年金手帳記号

番号前後の被保険者の状況等から、申立人がＡ社を退職した平成２年６月頃に

行われたものと推定されるとともに、申立人の所持する年金手帳を見ると、同

社を退職した同年６月 26 日に初めて国民年金の第１号被保険者の資格を取得

したことが記載され、オンライン記録による資格取得日とも一致していること

から、申立期間は、国民年金の任意加入期間における未加入期間であり、制度

上、国民年金保険料を納付することができない期間であるものと考えられる。 

また、申立人の母親が、申立内容のとおり、昭和 54 年１月頃に国民年金の

加入手続を行い、申立期間の国民年金保険料を納付するためには、別の国民年

金手帳記号番号の払出しが必要であるところ、申立期間に係る国民年金手帳記

号番号払出簿の内容を全て視認するとともに、オンライン記録により各種の氏

名検索を行ったが、申立人に対して別の手帳記号番号が払い出されていること

をうかがわせる事情は見当たらない上、申立人も、国民年金手帳は、現在所持

する年金手帳のみであると陳述している。 

さらに、申立人は、その母親が申立人の国民年金の加入手続及び国民年金保

険料を納付してくれていたとしていることから、加入手続及び保険料の納付に

直接関与しておらず、これらを行っていたとする申立人の母親は既に死亡して

いるため、申立期間当時の保険料納付についての具体的な状況は不明である。 



                      

  

加えて、申立人の母親が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示

す関連資料は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせ

る周辺事情も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

大阪国民年金 事案 5255 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 53年６月から 57年３月までの期間及び 60年 12月から 61年

３月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 33年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 53年６月から 57年３月まで 

             ② 昭和 60年 12月から 61年３月まで 

    私の国民年金は、昭和 53 年６月頃に、父親が国民年金の加入手続をして

くれ、父親が国民年金保険料を私が就職するまで納付してくれたと聞いてい

る（申立期間①）。 

    また、私が、Ｃ社を退職した後は、多分、父親が過年度保険料も含めて国

民年金保険料を納付してくれていたと思う（申立期間②）。 

    申立期間①及び②に、納付記録が無いのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人に係る国民年金の加入時期を調査すると、申立人の国民年金手帳記号

番号前後の被保険者の状況から、申立人は、昭和 62 年１月頃に国民年金の加

入手続を行ったものと推定され、当初、61 年４月１日に遡って第３号被保険

者資格を取得していることがオンライン記録により確認できるところ、申立人

が所持する２冊の年金手帳のうち、手帳記号番号が記載されている年金手帳

（他の１冊は、旧姓で厚生年金保険被保険者記号番号のみ記載されている。）

に記録されている「３号Ａ」（配偶者が厚生年金保険の被保険者である第３号

被保険者）の資格取得日と符合していることから、申立期間①は、国民年金の

任意加入期間（申立期間①当時、学生は任意加入対象者）における未加入期間

であり、制度上、国民年金保険料を納付することができない期間であるものと

考えられる。 

なお、年金手帳に記録された「３号Ａ」は、上から「訂正 Ｃ」と押印され

ているが、この訂正印が押された時期は不明である。 



                      

  

また、オンライン記録を見ると、申立人の国民年金被保険者資格は、昭和

63 年１月 21 日付けで 61 年４月１日の第３号被保険者資格が取り消され、同

日付けで 60 年８月 11 日に遡って第１号被保険者資格の取得に変更された上、

同年 12月７日に第１号被保険者資格を喪失し、61年４月１日に同資格を再取

得していることが確認できるところ、申立人に係るＤ市の国民年金被保険者台

帳に記録されている第１号被保険者資格の取得日（昭和 60 年８月 11 日及び

61年４月１日）及び喪失日（昭和 60年 12月７日）と一致していることから、

申立期間②は国民年金の任意加入期間（申立期間②当時、厚生年金保険被保険

者の夫は任意加入対象者）における未加入期間であり、制度上、国民年金保険

料を納付することができない期間であるものと考えられる。 

さらに、申立人は、申立期間②直前の昭和 60 年 10 月及び同年 11月の国民

年金保険料を 63 年１月 27 日に、また、申立期間②直後の 61 年４月から同年

９月までの期間の保険料を63年７月23日にそれぞれ過年度納付していること

がオンライン記録により確認できるところ、申立期間②の保険料を納付したこ

とを示す事跡は見当たらない上、申立人が所持する２冊の年金手帳のうち、旧

姓で厚生年金保険被保険者記号番号のみ記載されている手帳の住所欄に貼付

されたメモには申立期間②が「未納期間」と記載されている。 

加えて、申立人の父親が、申立内容のとおり、申立期間①及び②の国民年金

保険料を納付するためには、別の国民年金手帳記号番号の払出しが必要である

ところ、申立期間に係る住所地の国民年金手帳記号番号払出簿の内容を旧姓を

含め全て視認するとともに、オンライン記録により旧姓を含めた各種の氏名検

索を行ったが、別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情は見

当たらない。 

このほか、申立人は、国民年金の加入手続及び国民年金保険料の納付に直接

関与しておらず、これらを行っていたとする申立人の父親は既に死亡している

ため、申立期間①及び②当時の保険料納付についての具体的な状況は不明であ

る上、申立人に、申立期間①及び②の保険料を納付していたことを示す関連資

料は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事

情も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

大阪国民年金 事案 5256 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 59年７月から 60年９月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 36年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 59年７月から 60年９月まで 

私は、会社を退職してまもなく、私又は父親のどちらかがＡ市役所で国

民年金の加入手続に行った。申立期間の国民年金保険料は、父親が自身の

分と一緒に同市役所で支払っていたはずであるのに納付記録がない。 

申立期間の国民年金保険料が未納とされているのは納得できないので、

納付していたことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、申立人に国民年金被保険者期間の記録は見当たら

ないことから、申立期間は、国民年金の未加入期間であり、制度上、国民年

金保険料を納付することができない期間であると考えられる。 

また、申立人に国民年金の加入手続に関する明確な記憶がなく、申立期間の

国民年金保険料を一緒に納付していたとする申立人の父親も、国民年金の被

保険者記録は無い上、申立人は「父親は、高齢のため申立期間当時のことを

覚えていないので、父親から聴取する必要はない。」と陳述しているため、

申立期間の保険料納付に関する状況は不明である。 

さらに、申立人又はその父親が、申立内容のとおり、申立期間の国民年金保

険料を納付するためには、申立人に係る国民年金の加入手続を行い、国民年

金手帳記号番号の払出しが必要であるところ、申立期間当時の住所地に係る

国民年金手帳記号番号払出簿の内容を全て視認するとともに、オンライン記

録により別の読み方による各種の氏名検索を行ったが、申立人に対して手帳

記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

加えて、申立人の父親が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示

す関連資料は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことをうかがわ

せる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

大阪国民年金 事案 5257 

 

第１ 委員会の結論 

      申立人の平成 16 年４月から同年６月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２  申立の要旨等 

    １  申立人の氏名等 

        氏    名 ： 女 

        基礎年金番号 ：  

生 年 月 日       ： 昭和 54年生 

        住    所 ：  

 

    ２  申立内容の要旨 

        申 立 期 間       ： 平成 16年４月から同年６月まで 

私は、自分で国民年金の加入手続を行った記憶はないが、結婚後、時期

は不明だが未納の通知が郵送されてきたので、実家と自宅の間の金融機関

又はコンビニエンスストアで国民年金保険料を納付したと思う。その時の

保険料は、１万 3,300円だったと思う。 

申立期間の国民年金保険料は納付しているので、調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、管轄社会保険事務所（当時）は、申立人が平成

16 年４月１日に厚生年金保険被保険者資格を喪失したことを原因として、同

年６月 22 日に第１号・３号被保険者取得勧奨を行っていることが確認できる

上、申立人は同年７月＊日（婚姻日）に第３号被保険者資格を取得したことが

確認できることから、申立期間は年金未加入期間となり、制度上、国民年金保

険料を納付することができない。 

また、申立人は、申立期間に厚生年金保険から国民年金への切替手続を行っ

た記憶はなく、国民年金保険料の納付場所についての記憶も曖昧であるため、

申立期間の保険料に関する具体的な納付状況は不明である。 

さらに、申立期間は市町村が実施していた国民年金保険料の収納事務が国に

一元化されたことに伴い、事務処理の機械化が一層促進された平成 14 年４月

以降であり、誤った納付書の発行及び記録漏れ等が生じる可能性は低いものと

考えられる。 

加えて、申立期間の国民年金保険料を納付するためには、別の国民年金手帳

記号番号の払出しが必要であるが、オンライン記録により別の読み方による各

種の氏名検索を行ったが、申立人に対し、別の手帳記号番号が払い出されてい



                      

  

たことをうかがわせる事情は見当たらない。 

なお、オンライン記録によると、申立人は平成 17 年２月、申立人の夫は同

年２月及び同年７月の国民年金保険料を 18年 11 月 23 日に同時に過年度納付

していることが確認できることから、申立人が主張する未納の通知は、この時

のものであったことも考えられる。 

このほか、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料は無く、申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情

も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

大阪国民年金 事案 5258 

 

第１ 委員会の結論 

      申立人の昭和 52年６月から 54年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２  申立の要旨等 

    １  申立人の氏名等 

        氏    名 ： 男 

        基礎年金番号 ：  

生 年 月 日       ： 昭和 24年生 

        住    所 ：  

 

    ２  申立内容の要旨 

        申 立 期 間       ： 昭和 52年６月から 54年３月まで 

    昭和 52 年６月で妻が仕事を辞め、国民年金に加入する際に、その前から

国民年金に加入していなかった私の分も一緒にＡ市役所において加入手続

をし、それ以降はずっと妻が二人分の国民年金保険料を納付していたはずで

ある。 

    その後も妻が厚生年金保険に加入していた時期を除き、免除の申請も全て

夫婦同じようにしているはずであるにもかかわらず、申立期間の私の国民年

金保険料が未納とされているのは納得がいかないので、調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、その妻が昭和 52 年６月に会社を退職して国民年金に加入した際

に、申立人の加入手続も一緒に行い、申立期間以降の国民年金保険料も申立人

の妻が自身の分と一緒に納付していたと申し立てている。 

そこで、申立人及びその妻の国民年金加入時期を調査したところ、Ａ市が作

成した申立人及びその妻に係る国民年金被保険者台帳により、申立人は昭和

54 年３月 31 日に、申立人の妻はそれより約１年半遡った 52 年 11 月７日に、

それぞれＡ市役所において加入手続が行われていることが確認できることか

ら、申立人とその妻の国民年金の加入手続は、同時には行われなかったと考え

られ、申立内容と符合しない。 

また、申立期間は国民年金保険料の現年度及び過年度納付が可能な期間であ

るが、申立人は保険料の納付に直接関与しておらず、保険料を納付していたと

する申立人の妻は遡って保険料を納付した記憶はないとしている上、「申立期

間当時、私は年金についての知識がなく、加入手続及び納付についても夫に言

われて行っていたと思うので、全く記憶にない。」と陳述していることから、



                      

  

申立期間の加入手続及び保険料納付についての具体的な状況は不明である。 

さらに、申立期間の国民年金保険料を納付することが可能な別の国民年金手

帳記号番号の払出しについて、オンライン記録により各種の氏名検索を行った

ほか、申立期間当時の住所地における国民年金手帳記号番号払出簿の内容を全

て視認したが、申立人に対し、別の手帳記号番号が払い出されていたことをう

かがわせる事情は見当たらない。 

このほか、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料は無く、申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情

も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 



大阪国民年金 事案 5259 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 44年８月から 52年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44年８月から 52年３月まで 

昭和 44 年８月頃、母親がＡ市Ｂ区役所で国民年金の加入手続をしてくれ

たと思う。 

私は、申立期間に、母親に生活費として毎月 5,000円ずつ預けており、そ

の中に保険会社に支払う生命保険料と国民年金保険料も含まれていたので

母親が申立期間の国民年金保険料を納付してくれていたと思う。 

昭和 52 年５月に結婚し、Ｃ市役所で妻と一緒に国民年金の加入手続を行

った際、母親が保管していた古い国民年金手帳を提出したが、新しい年金手

帳を受け取り、古い年金手帳を返してもらえなかった。その手帳には、領収

印のような黒い四角のゴム印が押されていたのを記憶している。 

申立期間の国民年金保険料が未納とされていることに納得できないので、

記録訂正を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 44 年８月頃、申立人の母親が国民年金の加入手続を行い、

国民年金保険料を納付してくれたと思うと申し立てているところ、申立人の

国民年金手帳記号番号は、昭和 52 年６月 30 日に夫婦連番で払い出されてい

ることが国民年金手帳記号番号払出簿により確認することができ、当該払出

日から 44 年８月 21 日まで遡って国民年金強制加入被保険者資格を取得して

おり、当該払出しの時点において、申立期間のうち、同年８月から 50年３月

までの期間は、制度上、時効により保険料を納付することができない。また、

同年４月から 52年３月までの期間は保険料を過年度納付することは可能であ

るが、申立人は保険料納付に直接関与しておらず、申立人の保険料を納付し

たとしている申立人の母親は既に死亡していることから、申立期間の具体的



                    

  

な納付状況については不明である。 

さらに、申立人の母親が申立内容のとおり、申立期間の国民年金保険料を

納付するためには、別の国民年金手帳記号番号の払出しが必要となるところ、

Ｂ区に係る申立期間の国民年金手帳記号番号払出簿の内容を全て視認すると

ともに、オンライン記録により別の読み方による各種の氏名検索を行ったが、

申立人に対して別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事

情は見当たらない。 

加えて、申立人は、婚姻直後の昭和 52年５月頃にＣ市役所において加入手

続をした際、窓口で提出し、返却してもらえなかったとしている古い年金手

帳について、四角のゴム印が押されており、オレンジ色の年金手帳より小さ

かったのを記憶していると陳述しているところ、国民年金手帳に押す検認印

の形は円であり、年金手帳の大きさはどの年金手帳も同じであることから、

申立人の陳述と符合しない。 

また、申立期間は７年９か月と長期間に及び、このような長期間にわたっ

て申立人の納付記録が毎月連続して欠落することは考え難い。 

このほか、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料は無く、ほかに申立期間の保険料を納付したことをうかがわせる周辺事

情も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                    

  

大阪国民年金 事案 5260 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 61 年４月から平成４年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 39年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 61年４月から平成４年３月まで 

私は、申立期間当時は学生で、実家のＡ市を離れＢ市に住んでいたが、実

家に来たＡ市役所の集金人から私の国民年金の加入を勧められ、祖父が私の

分を含めた家族５人分（私、父母及び祖父母)の国民年金保険料をＡ市で支

払っていたということを母から聞いた記憶がある。 

また、平成 12 年に父が死亡し、Ａ市役所で国民年金の手続をした際、私

が４年４月に就職して共済年金に加入していた期間も祖父が国民年金保険

料を支払い続けていたことが判明し、同市役所から保険料の還付を受けた記

憶がある。 

申立期間の国民年金保険料は、祖父が支払ってくれたと母が話していたの

で、もう一度記録を確認してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、申立人が国民年金に加入していた記録はなく、平

成４年４月１日に共済組合の被保険者資格を取得したことが確認でき、Ａ市に

おいて申立人の国民年金の加入履歴が無いことと符合するとともに、戸籍の附

票により、申立人は、申立期間当時、Ｂ市に住民登録があったことが確認でき

るところ、申立人は、Ｂ市において国民年金の加入手続を行ったことはないと

している上、Ａ市では、「当市に住民登録のない者を国民年金被保険者とし、

国民年金保険料を徴収することはない」と回答している。 

また、申立人は、申立期間の国民年金保険料について、実家のあるＡ市にお

いて申立人の祖父が申立人を含む家族５人分をまとめて納付していたことを

申立人の母親から聞いたとしているが、申立人の祖父に国民年金の加入履歴は

無く、申立人の祖母も申立期間に加入記録は無いことがオンライン記録から確



                    

  

認できることから、申立内容と符合しない。 

さらに、平成 12 年の国民年金保険料の還付について、申立人は当初の保険

料の還付であったかもしれないとする陳述から、国民健康保険料に関する還付

であったとする陳述に訂正している。 

加えて、申立人の母親は、「申立期間当時は、私たち夫婦及び父母で店を営

み、各種の支払いは会計事務所の指示により父（申立人の祖父）が行っていて

その中に息子（申立人）の国民年金保険料もあったと思っていたが確認したこ

とはない。また、当該会計事務所は既に廃業しており、当時の状況は分からな

い。」と陳述している。 

また、申立人が申立内容のとおり、申立期間の国民年金保険料を納付するた

めには、国民年金手帳記号番号の払出しが必要となるところ、オンライン記録

において、各種の氏名検索を行ったが、申立人に対して手帳記号番号が払い出

されていたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

このほか、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周

辺事情も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 



                    

  

大阪国民年金 事案 5261 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成４年６月及び同年７月の国民年金保険料については、納付して

いたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 44年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成４年６月及び同年７月 

私は、平成３年の大学在学中から国民年金保険料の納付が必要なことを

認識していたので、同年４月から就職して厚生年金保険に加入する４年３

月まで国民年金に加入していたし、会社を退職後に国民年金に加入しなけ

ればいけないことも知っていた。 

私は、平成４年６月に厚生年金保険の適用事業所を退職したとき、転職

活動で忙しかったため、私の母親がＡ市役所に国民年金に加入する際の手

続を確認の上、私の国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料を納付し

た。それなのに申立期間が未納にされているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、申立人が申立期間に国民年金に再加入した事跡

はなく、この記録は、Ａ市役所が保管する申立人の記録とも符合していること

から、申立期間は未加入期間となり、制度上、国民年金保険料を納付すること

ができない。 

また、申立人は、申立期間における国民年金の再加入手続及び国民年金保

険料の納付に関与しておらず、当該手続等を行ったとしている申立人の母親は、

再加入手続の方法及び場所については記憶しているものの、納付書の形式及び

保険料について明確には記憶していない。 

さらに、申立人が申立内容のとおり、申立期間の国民年金保険料を納付す

るためには、別の国民年金手帳記号番号の払出しが必要となるところ、オンラ

イン記録において、各種の氏名検索を行ったが、申立人に対して別の手帳記号

番号が払い出されていたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周

辺事情も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                    

  

大阪国民年金 事案 5262 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成 15年４月及び同年５月の国民年金保険料については、納付し

ていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 58年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 15年４月及び同年５月 

 平成 15 年４月に会社を退職したため、国民年金の加入手続を行い、その

後、郵送されてきた白い納付書に現金を添えて、銀行で国民年金保険料を納

付したにもかかわらず、申立期間の保険料が未納とされていることは納得で

きない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録を見ると、申立期間について、申立人が平成 15 年４月 14

日に厚生年金保険被保険者資格を喪失したことに伴い、申立人に対して、同年

６月 26 日に国民年金への加入勧奨が行われ、申立人が国民年金第３号被保険

者資格を取得した後の 17年２月 22日にも再度、申立期間について国民年金へ

の加入勧奨が行われている一方、申立期間において、国民年金被保険者資格を

取得した履歴は確認できないことから、申立期間は国民年金未加入期間であり、

制度上、国民年金保険料を納付することはできない。 

   また、申立人が所持する国民年金手帳を見ると、申立人が申立期間に国民年

金に加入した記録は無い。 

   さらに、申立人は郵送されてきた納付書で国民年金保険料を納付したと申立

てているものの、オンライン記録を見ると、申立期間に係る保険料の納付書が

作成された事跡は確認できない。 

   加えて、申立人は、申立期間の国民年金への加入勧奨について、「平成 15

年 10 月に結婚した後に社会保険事務所（当時）から文書が届いたが、国民年

金保険料は既に納付しているものと思い、その時点では国民年金の加入手続及

び保険料納付はしていない。」旨陳述している一方、申立人が所持している納

付書及び領収証書を見ると、申立人は申立期間の直前までに勤務していた会社



                    

  

が加入している健康保険組合の任意継続被保険者として、申立期間の健康保険

料を納付していることが確認できるところ、申立人は「当時の資料で残ってい

るのは、この納付書のみであり、任意継続の健康保険料を納付したことにより、

国民年金保険料も納付したものと勘違いしていたのかもしれない。」と陳述し

ている。 

   このほか、申立人が、申立期間の国民年金保険料の納付を行ったとする事情

を酌み取ろうとしたが、新たな周辺事情等を見いだすことはできなかった。 

   その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 



                    

  

大阪国民年金 事案 5263 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成３年３月から７年３月までの国民年金保険料については、納付

していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 45年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成３年３月から７年３月まで 

 会社で社会保険事務に携わっていた母から、会社を退職したときは国民年

金保険料及び国民健康保険料は必ず納付するように厳しく言われていた。 

申立期間については、平成３年３月に会社退職後、Ａ市Ｂ区役所から国民

年金の納付書が送られてきたので、母が区役所の窓口で国民年金保険料を納

付していたのに未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、平成３年３月に会社退職後、母親がＢ区役所で国民年金の加入手

続を行い、申立期間の国民年金保険料を同区役所で納付したと申し立てている。 

   しかし、オンライン記録を見ると、申立人の国民年金手帳記号番号は、前後

の手帳記号番号の記録から平成７年５月以降に払い出されており、この手帳記

号番号の払出時点において、申立期間のうち、３年３月から５年３月までの国

民年金保険料は、時効により制度上納付することはできず、また、同年４月か

ら７年３月までの保険料は過年度保険料となり、制度上、区役所窓口で納付す

ることはできない。 

 また、申立人の国民年金の加入手続及び国民年金保険料の納付を担っていた

申立人の母親は、国民年金の加入手続の時期については全く覚えていないが、

申立人が平成３年３月に会社を辞めた後、区役所から国民年金の納付書が送ら

れてきたので加入手続を行い、申立期間の保険料を納付したと陳述していると

ころ、Ｂ区役所では、厚生年金保険被保険者資格の喪失に伴う国民年金への切

替手続の勧奨は行っておらず、国民年金への切替手続を行っていない者に納付

書を送付することはない旨を回答している。 

   さらに、申立期間当時、申立人は国民年金保険料と国民健康保険料を一緒に



                    

  

納付していたと陳述しているところ、オンライン記録を見ると、申立人は自身

が勤務先事業所の健康保険組合の被保険者であった期間を含め、昭和 48 年１

月５日から平成６年 11 月２日までの期間については、申立人の父親の政府管

掌健康保険の被扶養者となっていることが確認できるなど、陳述内容と符合し

ない。 

   加えて、申立期間の国民年金保険料を納付することが可能な別の国民年金手

帳記号番号の払出しについて、オンライン記録により各種の氏名検索を行った

ほか、当時の住所地であるＡ市Ｂ区における国民年金手帳記号番号払出簿の縦

覧調査を行ったが、申立人に別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわ

せる事情も見当たらない。 

   このほか、申立人は、申立期間の国民年金保険料を納付したことを確認でき

る家計簿等の関連資料も保存していないほか、申立期間における保険料の納付

をうかがわせる事情も見当たらなかった。 

 その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 



                    

  

大阪国民年金 事案 5264 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和63年10月から平成２年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 43年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 63年 10月から平成２年３月まで 

 昭和 63 年 10 月頃に、母がＡ市Ｂ区役所Ｃ出張所において国民年金の加

入手続を行い年金手帳を交付された。その後、区役所から送られてきた納

付書で国民年金保険料を支払った。 

私の加入手続以降については、母が私と両親と３人分の国民年金保険料

を一緒に郵便局窓口において納付しており、両親は納付済みであるのに、

私だけ申立期間が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の国民年金加入時期については、申立人に係る国民年金手帳記号番号

の前後の手帳記号番号の被保険者の加入手続日から平成２年６月と推定され、

この時点において、昭和 63年 10月４日まで遡って国民年金第１号被保険者資

格を取得していることが、申立人のオンライン記録により確認できるとともに、

申立人が所持する年金手帳に記載された資格取得日とも一致している。 

   また、上記の加入時期からみて、申立期間の国民年金保険料を過年度納付す

ることは可能であり、オンライン記録を見ると、平成３年９月７日に過年度納

付書が発行された記録があり、その事跡から申立期間に係る納付書であると考

えられるものの、申立人の保険料納付を担っていた申立人の母親は当該納付書

を受け取った記憶はなく、また、過去の未納保険料を納付した記憶もないと陳

述しており、納付催告に応じて納付したことをうかがわせる事情は認められな

かった。 

   さらに、オンライン記録を見ると、申立人の国民年金保険料は、平成２年４

月及び同年５月分を同年６月 20日に、同年６月及び同年７月分を同年７月 24

日にそれぞれ納付しており、同年７月以降の申立人及びその両親の保険料の納



                    

  

付状況については、その納付日が一致していることから、申立人の保険料を自

分たちの保険料と一緒に毎月納付してきたとする申立人の母親の記憶は、同年

７月以降の記憶である可能性も否定できない。 

   加えて、申立期間当時は、既に国民年金保険料の収納事務の機械化等により

記録管理の強化が図られており、申立人の母親が毎月金融機関で納付していた

とする申立期間に係る 18 か月間の申立人の納付記録のみが、毎回連続して欠

落する可能性は極めて低いものと考えられる。  

   そこで、申立期間の国民年金保険料を納付することが可能な別の国民年金手

帳記号番号の払出しについて、オンライン記録により各種の氏名検索を行った

が、申立人に別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情も見当

たらない。 

   このほか、申立人は、自身の国民年金保険料の納付については関与しておら

ず、また、申立人の保険料納付を担っていた申立人の母親から申立期間の保険

料納付をめぐる事情を酌み取ろうとしたが、新たな周辺事情等を見いだすこと

はできなかった。 

   その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認める事はできない。 



                    

  

大阪国民年金 事案 5265 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 51年６月から 55年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 31年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 51年６月から 55年３月まで 

昭和 51 年６月頃に、母と私の間で国民年金の加入についての話をしたこ

とを記憶している。その記憶に加え、母はきちょうめんで昔気質な性格であ

ることから、母は、間違いなく私の国民年金の加入手続をしており、申立期

間の国民年金保険料についても、未納なく納付しているはずである。 

また、母に聞いたところによると、私の国民年金の加入手続は、近所の知

人と同じ時期に行い、その後の国民年金保険料は、毎月１万円程度を口座振

替によって、金融機関にあった父名義の口座から納付していたということで

ある。同時に母は、母自身がよく市役所に赴いていたということ、及び私と

母の二人分の保険料は高くて支払えず、私の分だけを支払っていたという当

時の事情も記憶しており、このことからも、私の国民年金の加入手続及び保

険料の納付が行われていたことは確かであると思う。もっとよく調査して、

納付記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 51 年６月頃に、申立人の母親が国民年金の加入手続を行っ

たとしているが、国民年金手帳記号番号払出簿を見ると、申立人に係る国民年

金手帳記号番号が 55 年 10 月に払い出されている記載が確認できるとともに、

オンライン記録からは、申立人の手帳記号番号の前後の番号に存在する任意加

入被保険者の資格取得日が、いずれも同年 10 月中であることが確認できるこ

とから、申立人については、この時期に加入手続がなされたものと推認でき、

申立内容とは一致しない上、この時点では申立期間の過半は時効により保険料

を納付できない期間となる。 



                    

  

なお、Ａ市において、口座振替による国民年金保険料の収納方法が導入され

たのは昭和 53年４月以降であり、申立人の母親が加入手続を行ったとする 51

年６月時点において、口座振替による保険料納付を開始することはできない。 

また、上記加入手続時点において、申立期間のうち、昭和 53 年６月以前の

期間に係る国民年金保険料は、既に時効により納付することはできず、一方で

同年７月以降の期間に係る保険料については、過年度納付が可能であったもの

の、申立人から保険料納付を任されていたとする申立人の母親によると、申立

人の保険料は、加入当初から、制度上、過年度納付することができない収納方

法である口座振替により納付していたとしている上、過去の未納保険料を納付

した記憶もないとしていることからも、申立人について過年度納付がなされた

とは考え難い。 

さらに、申立期間の国民年金保険料を納付することが可能な別の国民年金手

帳記号番号の払出しについて、オンライン記録により各種の氏名検索を行った

ほか、当時の住所地における国民年金手帳記号番号払出簿の内容を全て確認し

たが、申立人に対して別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事

情は見当たらない。 

加えて、申立人の母親が、申立人の国民年金の加入手続を同時期に行ったと

している知人に対し、当時の事情を聴取したが、申立人が申立期間について国

民年金保険料を納付したことを裏付ける具体的な事情は認められなかったと

ともに、オンライン記録からは、同知人の国民年金の加入手続時期が、申立人

の母親が加入手続を行ったとする昭和 51 年６月頃とは大幅に相違しているこ

とが確認できる上、申立人の母親が申立期間に係る保険料を納付していたこと

を示す関連資料（家計簿、確定申告書控え等）は無く、ほかに申立期間の保険

料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 



                    

  

大阪国民年金 事案 5266 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 45年４月から 49年２月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 45 年４月から 49 年２月まで 

昭和 45 年４月頃、Ａ市Ｂ区役所から国民年金への加入を促す通知が来た

ので、自分で加入手続を行った。 

申立期間の国民年金保険料について、最初の１回は、加入手続と同時に、

区役所から送られてきた納付書のような用紙で納付したことを覚えており、

金額もかなりの額だったように思う。２回目以降については、私自身又は母

親が納付していたはずである。その保険料は全て母親が出してくれたが、学

生で収入のない時になぜ国民年金の保険料を支払う必要があるのかと疑問

に思ったことを鮮明に記憶している。 

また、加入手続を行った昭和 45 年頃、任意加入である旨案内を受けたこ

とや、保険料納付の督促を受けた記憶はなく、さらに、免除申請等を行った

記憶もない。 

申立期間の国民年金保険料を納めたのは間違いないので、調査の上、年金

記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 45 年４月頃、Ａ市Ｂ区役所で加入手続を行い、申立期間の

国民年金保険料を納付したと主張しているが、基礎年金番号制度導入前に当た

る申立期間の保険料を納付するためには、申立期間当時に申立人に対して国民

年金手帳記号番号が払い出されている必要がある。このため、申立期間の保険

料を納付することが可能な手帳記号番号の払出しについて、オンライン記録に

より各種の氏名検索を行ったほか、当時の住所地における国民年金手帳記号番

号払出簿の内容を全て確認したが、申立人に対して手帳記号番号が払い出され

たことをうかがわせる事情は見当たらず、この場合、申立期間は未加入期間と



                    

  

なり、制度上、保険料を納付することはできない。 

また、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資料

(家計簿、確定申告書控え等)は無い上、申立人に対して実施した口頭意見陳述

において、保険料納付の状況を聴取したところ、申立人は、加入手続と同時に

最初の保険料を納付し、それ以降の保険料は自分自身又は申立人の母親が納付

したはずであるとしているが、保険料の納付方法等納付状況に係る記憶は曖昧

であり、申立人から保険料納付をめぐる事情を酌み取ろうとしても納付をうか

がわせる周辺事情を見いだすことはできなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

大阪国民年金 事案 5267 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成元年６月から３年３月までの国民年金保険料については、納付

していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 39年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成元年６月から３年３月まで 

    平成元年６月に勤務していた事業所を退職後、Ａ市役所において、国民年

金の加入手続を行った。同年６月以降、国民年金保険料は同市役所の女性職

員が毎月自宅まで集金に来ており、月額保険料２万 6,000円程度を支払って

いた。 

当時、領収書をもらっていなかったことを、今になって不思議に思う。 

年金記録を確認すると、申立期間について国民年金保険料が納付済みとさ

れていないので、記録を訂正してほしい。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、平成元年６月に会社を退職後、すぐに国民年金に加入したとして

いるが、申立人に係るオンライン記録によると、申立人の公的年金加入記録は

厚生年金保険被保険者期間の記録のみであり、国民年金に係る記録は見当たら

ない。この場合、申立期間は未加入期間となり、制度上、国民年金保険料を納

付することはできない。 

また、未統合記録の有無を検証するため、申立期間の国民年金保険料を納付

することが可能な別の国民年金手帳記号番号の払出しについて、オンライン記

録により、各種の氏名検索を行ったほか、当時の住所地における国民年金手帳

記号番号払出簿の内容を全て確認したが、申立人に対して別の手帳記号番号が

払い出されたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

さらに、申立人は、毎月、集金人に２万 6,000円ぐらいの国民年金保険料を

納付したと主張しているが、Ａ市の集金人制度は昭和 53 年３月に終了してい

るため、申立期間においては集金人による収納制度は無い上、申立期間当時の

保険料額は、月額で 8,000円から 8,400円までの間で推移しており、申立内容



                      

  

とは一致しない。 

このほか、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告控え等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していた

ことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 

 



                      

  

大阪国民年金 事案 5268 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成元年２月の国民年金保険料については、納付していたものと認

めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 40年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成元年２月 

私は、国民年金には学生時代から加入し、最初の会社に勤めるまで国民年

金保険料を納めてきたが、この会社を平成元年２月に辞め、次の会社に勤め

るまでの１か月間につき、市役所で国民年金への再加入手続を行い、間違い

なく保険料を納付したので、申立期間が未加入とされているのは納得できな

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ市の国民年金被保険者記録によると、申立人は、昭和 63 年４月１日に国

民年金の被保険者資格を喪失しており、それ以降、国民年金の被保険者資格を

再取得した旨の記録は確認できず、その内容は、申立人が所持する年金手帳及

びオンライン記録と一致している。この場合、申立期間は未加入期間となり、

制度上、国民年金保険料を納付することはできない。 

また、Ａ市によると、申立期間当時、既に金融機関が役所内に常駐していた

ことから、役所の窓口では事務手続のみ行い、国民年金保険料の現金収納は金

融機関を通して行っていたとしていることから、これら両方の事務処理におい

て同時に誤りが生じる可能性は少ないものと考えられる。 

さらに、申立人の国民年金への再加入手続及び納付書、保険料額等の国民年

金保険料納付に係る記憶は曖昧であり、申立期間当時の国民年金への加入状況

及び保険料の納付状況が不明である。 

加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書控え等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付してい

たことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

そのほか、申立期間の国民年金保険料を納付することが可能な別の国民年金



                      

  

手帳記号番号の払出しについて、オンライン記録により各種の氏名検索を行っ

たが、申立人に対して別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事

情も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

大阪国民年金 事案 5269 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 50年７月から 53年３月までの期間及び 58年４月から 60年３

月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 30年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 50年７月から 53年３月まで 

           ② 昭和 58年４月から 60年３月まで 

私と元夫は、昭和 50 年７月に結婚後、Ａ市Ｂ出張所において夫婦で国民

年金に加入し、私が夫婦二人分の加入手続を行ったが、その際の手続の詳細

については覚えていない。 

結婚当初は、家計を元夫に任せていた上、私自身、昭和 50 年＊月と 52

年＊月の出産に伴って、２回とも出産前から半年程の間、Ｃ市へ帰郷してい

たことから、申立期間①をめぐる納付状況は定かでない。しかし、当時は集

金により国民年金保険料を納付していた頃なので、元夫も自宅に来る集金人

に納付していたものと思う。 

一方、申立期間②については、経済的に国民年金保険料納付が困難であっ

たので、免除してもらっていたが、昭和 62年 11月にＤ市からＡ市へ引っ越

す折に、市から滞納分を請求されたのに応じ、Ｄ市役所で約 52万円(家を売

却した代金から捻出)を支払った記憶があり、当時の日記に同年 11 月 26 日

付けで 52 万円ほど支払ったと記入していることからも、保険料を納付して

いるはずである。 

ところが、申立期間①及び②は、いずれも未納期間とされており納得でき

ない。調査の上、納付記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人とその元夫は、昭和 50年７月の婚姻を契機に

国民年金の加入手続を行ったとしているが、国民年金手帳記号番号払出簿によ

ると、各人に係る国民年金手帳記号番号が、ともに 53 年 10月 19日に払い出



                      

  

されている状況が確認できることから、申立人とその元夫の加入手続は、この

時期になされたものと推認でき、申立内容と一致しない上、この場合、申立期

間①の国民年金保険料を集金人に現年度納付することはできない。 

また、申立人は、申立期間①の国民年金保険料の納付を申立人の元夫に任

せていたとしているが、申立人の元夫に係るオンライン記録を見ると、申立期

間①は申立人同様、未納期間となっている上、申立人の元夫は既に亡くなって

いるため、申立期間①の保険料納付をめぐる状況は不明である。 

次に、申立期間②について、申立人は、昭和 62 年 11 月にＤ市からＡ市に

転出する際、Ｄ市より未納保険料の督促を受けたことに応じ、同市窓口にて

52 万円程度の国民年金保険料を遡って納付したとしているが、当該転出時に

おいて、申立期間②の保険料は、既に時効により制度上、納付できない期間で

ある上、当時は特例納付制度の実施期間外である。 

また、申立人が所持する当時の日記からは、昭和 62年 12月４日の日付で、

同年 11月 30日の出来事として、「保険の分を支払に行って来た。52万円ほど

です。」という記載が確認できるが、申立期間②の定額保険料額の合計は 14

万 4,600 円であり、仮に夫婦二人分としても 28 万 9,200 円となることから、

申立内容における納付金額とは大きく乖離し、当該日記における「保険の分」

という記載が、申立期間②に係る国民年金保険料を指すものであるとは考え難

い。 

さらに、申立期間の国民年金保険料を納付することが可能な別の国民年金

手帳記号番号の払出しについて、オンライン記録により各種の氏名検索を行っ

たほか、当時の住所地における国民年金手帳記号番号払出簿の内容を全て確認

したが、申立人に対して別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる

事情は見当たらない。 

加えて、申立人が申立期間①及び②の国民年金保険料を納付したことを示

す関連資料（家計簿、確定申告書控え等）は無く、当該期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

大阪国民年金 事案 5270 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成４年４月から同年８月までの国民年金保険料については、免除

されていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 47年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成４年４月から同年８月まで 

    私は、申立期間当時は学生だったため、平成４年４月に父親がＡ市国民年

金課へ行き、国民年金の加入手続を行い、収入が無いので国民年金保険料を

免除してもらえるかを話し合い、後日、免除が承認されたとの回答を得た。

その後、同年８月からアルバイトを始めたので、同年９月から保険料を毎月

納付した。 

    しかし、申立期間は免除されていたにもかかわらず、未納期間とされてい

るので、記録を訂正してもらいたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

国民年金手帳記号番号払出簿によると、申立人の国民年金手帳記号番号は、

平成５年２月 26 日にＢ社会保険事務所（当時）からＡ市に払い出されている

ことが確認できる上、オンライン記録において、申立人の国民年金手帳記号番

号の前後の手帳記号番号の保険料免除申請者の免除申請日を調査したところ、

いずれも同年４月から同年５月中であることから、申立人の加入手続は同年４

月から同年５月頃までになされたものと推認される。このことは、オンライン

記録上、申立人に係る免除申請日が同年５月 31 日とされている状況と符合す

るが、４年４月に加入手続を行い免除申請したとする申立内容とは一致せず、

上記加入手続を行ったと推認される時期においては、制度上、申立期間の免除

申請を遡って行うことができない。 

また、申立人は、申立期間に後続する平成４年９月以降、毎月国民年金保険

料を納付したとしているが、オンライン記録及び申立人に係るＡ市の国民年金

被保険者名簿によると、同年９月から５年３月までの保険料は遡って過年度納

付されていることが確認でき、申立内容とは相違する。 



                      

  

さらに、申立期間の国民年金保険料を納付することが可能な別の国民年金手

帳記号番号の払出しについて、オンライン記録により各種の氏名検索を行った

ほか、当時の住所地における国民年金手帳記号番号払出簿の内容を全て確認し

たが、申立人に対して別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事

情は見当たらない。 

加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を免除されていたことを示す関

連資料（日記、家計簿等）は無く、ほかに申立期間の保険料を免除されたこと

をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を免除されていたものと認めることはできない。 



                      

  

大阪国民年金 事案 5271 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 49年３月から同年５月までの期間、同年７月から同年 11月ま

での期間、50 年２月から同年８月までの期間及び同年 10 月から 52 年１月ま

での期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めることはでき

ない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女  

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 49年３月から同年５月まで 

             ② 昭和 49年７月から同年 11月まで 

             ③ 昭和 50年２月から同年８月まで 

             ④ 昭和 50年 10月から 52年１月まで 

    申立期間の昭和 50 年前後の頃、私は転職を何度か繰り返していたが、私

の母親は退職のたびに厚生年金保険から国民年金への切替手続を行うとと

もに、私の国民年金保険料を納付してくれていた。納付を母親に任せていた

ので、納付金額及び納付場所等詳細については私には分からず、母親は現在

では高齢と病気により、当時のことを何も覚えていないために、母親の証言

を得られないのが残念であるが、母親自身から私の国民年金については納付

しているので心配ないと聞いていたので、申立期間が未納であるとは考えら

れない。申立期間について調査の上、年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間について、申立人の母親が退職のたびに厚生年金保険か

ら国民年金への切替手続を行った上、国民年金保険料を納付していたと主張し

ているが、国民年金手帳記号番号払出簿によると、申立人の国民年金手帳記号

番号は、昭和 55 年９月に払い出されている上、申立人が所持する年金手帳に

よると、ⅰ）国民年金についてはじめて被保険者となった日が同年８月 13 日

である旨の記載、ⅱ）「国民年金の記録（１）」欄において、申立人の同年８月

13 日からの被保険者種別は任意加入被保険者である旨の記載が確認できるこ

とから、この時点で任意加入被保険者として加入手続が行われたものと推認さ



                      

  

れ、制度上、任意加入である申立人は申立期間の国民年金保険料を遡って納付

することはできない。 

   また、申立人は、申立期間に係る国民年金の加入手続及び保険料納付に直接

関与していないため、申立期間に係るこれらの状況が不明である。 

   さらに、申立期間の国民年金保険料を納付することが可能な別の国民年金手

帳記号番号の払出しについて、オンライン記録により各種の氏名検索を行った

ほか、当時の住所地における国民年金手帳記号番号払出簿の内容を全て確認し

たが、申立人に対して別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事

情は見当たらない。 

   加えて、申立期間は合計 32 か月に及び、これほどの期間にわたって行政機

関において事務的過誤が継続して発生することは考え難い上、申立人が申立期

間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書

控え等）は無く、ほかに当該期間の保険料を納付していたことをうかがわせる

周辺事情も見当たらない。 

   その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 

 



                      

  

大阪国民年金 事案 5272 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成３年６月から７年３月までの国民年金保険料については、納付

していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 46年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成３年６月から７年３月まで 

    母親の友人の子供は、昭和 45年生まれのため、20歳当時には国民年金に

加入しなくても良かった。しかし、私は 46 年生まれのため、20歳で強制加

入になることを母親が報道で知ったので、母親が、私が 20 歳になった頃に

市役所に行き、私の国民年金の加入手続を行った。加入手続を行って以降、

私が平成７年４月に会社勤めするまでの国民年金保険料は、定期的に母親が

納付したと聞いている。 

また、申立期間当時、私には大学院生の弟（一つ下）がおり、私及び弟の

二人分の国民年金保険料の納付が大変だったことから、弟については、１年

６か月遅れて国民年金に加入し、後に遡って２年分の保険料を納付したと聞

いている。 

しかしながら、納付記録を確認すると、私について国民年金の記録が無い

ことが分かったが、母親が確かに銀行から定期的に納付したはずなので、記

録を訂正してほしい。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

  申立人は、平成３年６月頃、申立人の母親が国民年金の加入手続を行ったと

しているが、基礎年金番号制度導入前の時期にあたる申立期間中に、国民年金

保険料を定期的に納付するためには、申立期間当時に、申立人に対して国民年

金手帳記号番号が払い出されている必要がある。そこで、未統合記録の有無を

検証するため、オンライン記録により、各種の氏名検索を行ったほか、当時の

住所地における国民年金手帳記号番号払出簿の内容を全て確認したが、申立人

に対して手帳記号番号が払い出された形跡はうかがえなかった。この場合、申

立期間は未加入期間となることから、制度上、保険料を納付することはできず、



                      

  

申立人に対して申立期間に係る納付書が発行されることはない。 

また、申立期間は３年 10 か月間と４か年度にも及び、この間、申立人のみ

について納付記録が毎回連続して欠落することは考え難い上、申立人の母親が

申立期間に係る国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、

確定申告書控え等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 

 



                      

  

大阪国民年金 事案 5273 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 61 年４月の国民年金保険料については、納付していたものと

認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 41年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 61年４月 

    私は、自分の国民年金の加入手続及び国民年金保険料納付の一切について、

父親に任せていたため、詳細は不明であるが、父親は、国民年金の加入手続

を行い、それ以降は定期的に保険料を納付していたはずである。 

ところが、納付記録を確認したところ、昭和 61年３月 30日に国民年金被

保険者資格を取得して以降、同年 12 月１日に厚生年金被保険者となるまで

の期間、国民年金被保険者であるのを辞めたことなどないにもかかわらず、

途中、同年４月１日に国民年金被保険者資格を喪失し、同年５月１日に再度

資格を取得していることになっている。そして、その結果として、父親が前

後の期間と同様に国民年金保険料を納めているはずの申立期間が、納付して

いない期間とされており、納得できない。調査の上、納付記録を訂正してほ

しい。 

   

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 61 年３月に、申立人の父親によって国民年金の加入手続が

なされたはずであるとしているが、国民年金手帳記号番号払出簿によると、申

立人に係る国民年金手帳記号番号は同年６月 16 日に払い出されている上、申

立人の手帳記号番号の前後の手帳記号番号の被保険者 40 名の生年月日を調査

したところ、手帳記号番号の取得が取り消されている２名を除き、全て昭和

41 年中の生まれ、かつ、生年月日の日付順に手帳記号番号が払い出されてい

る状況であることが確認できることから、申立人の国民年金の加入手続は、職

権適用によりなされたものと推認でき、申立人の父親の自発的な加入手続によ

るものではなく、申立内容と一致しない。 

また、申立人のオンライン記録及び昭和 62 年５月作成の市の国民年金収滞



                      

  

納一覧表を見ると、申立期間はいずれも未加入期間とされている上、申立期間

の直前直後の期間に係る国民年金保険料の納付方法についてみると、申立期間

の直後期間に当たる 61 年５月から同年 11 月までの期間に係る保険料４万

9,700円が、62年１月 31日にまとめて現年度納付された後、同年３月 10日に、

申立期間の直前期間に当たる 61 年３月の保険料が過年度納付されていること

が、明確に確認できる。この状況は、加入手続以降、定期的に保険料納付して

いたとする申立内容とは相違するとともに、申立期間は、少なくとも前述の直

前直後期間の保険料の納付時点において、既に未加入期間として認識されてお

り、制度上保険料の納付できない期間であるとされていた可能性が高い。 

さらに、申立期間の国民年金保険料を納付することが可能な別の国民年金手

帳記号番号の払出しについて、オンライン記録により各種の氏名検索を行った

ほか、当時の住所地における国民年金手帳記号番号払出簿の内容を全て確認し

たが、申立人に対して別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事

情も見当たらない。 

加えて、申立人は国民年金の加入手続及び国民年金保険料の納付に直接関与

しておらず、申立人から国民年金関係手続の一切を任されていたとする申立人

の父親の加入手続及び保険料の納付をめぐる記憶は曖昧であり、同人が申立期

間の保険料を納付したことを示す関連資料(家計簿、確定申告書控え等)は無く、

ほかに申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当

たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 

 

 

 

 



                      

  

大阪国民年金 事案 5274 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成 12 年４月の国民年金保険料については、納付していたものと

認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 38年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 12年４月 

    私は、平成 12 年４月に会社を退職した際、厚生年金保険被保険者資格を

喪失したため、区役所で国民年金の加入手続を行った。後日、区役所から納

付書が送付されてきたが、多分、納付書を忘れたので、納付書無しで現金で

国民年金保険料を納付した。 

 申立期間に国民年金の加入記録が無く、納付済期間とされていないことは

納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の申立期間における厚生年金保険被保険者資格の取得及び喪失の記

録を見ると、Ａ社を退職したことにより平成 12年４月 28日に資格を喪失し、

翌月の同年５月２日にＢ社に就職して資格を再取得しているが、申立人のオン

ライン記録によると、申立人が国民年金被保険者資格を初めて取得したのは、

同社を退職し、厚生年金保険被保険者資格を喪失した 13 年１月１日であると

ともに、その約１年後の 14 年２月時点において、申立人が申立期間に係る国

民年金適用勧奨対象者となっていることが確認できることなどから、申立期間

は、記録の上では国民年金の未加入期間であり、制度上、国民年金保険料を納

付することができない期間であるものと考えられる。この場合、申立期間に対

して区役所から納付書が送付されることは考え難い。 

   また、平成９年１月以降は基礎年金番号が導入されており、未統合記録が生

じる可能性は極めて低いものと考えられるところ、オンライン記録により旧姓

を含めた各種の氏名検索を行ったが、未統合となっている記録は確認できない

上、申立人に対して別の基礎年金番号が払い出されていたことをうかがわせる

事情も見当たらない。 



                      

  

さらに、申立人から具体的な陳述を得ることができなかったため、申立期

間当時における国民年金の加入手続及び国民年金保険料の納付に関し具体的

な状況を確認できない上、申立人が申立期間の保険料について納付していた

ことを示す関連資料（家計簿、確定申告書控え等）は無く、ほかに申立期間

の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

大阪国民年金 事案 5275 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和60年10月から平成３年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 40年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 60年 10月から平成３年３月まで 

昭和 60 年頃、父から年金に加入しないと老後に年金が受給できなくなり

大変だからと強く言われたことをはっきり覚えているが、私の国民年金の加

入手続は、亡くなった父がしてくれたので、具体的な加入時期についてはよ

く分からない。 

しかし、父は、年金に関して私に厳しく言っていたことがあり、母からも

父がきちんと国民年金保険料を納付していたはずであると聞いているので、

申立期間について保険料が納付されていないか、よく調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金手帳記号番号前後の被保険者の記録から、申立人に係る国

民年金の加入手続は、平成６年 12 月頃に行われたものと推定され、申立人が

Ａ社を退職し、厚生年金保険被保険者資格を喪失した５年３月１日に初めて国

民年金被保険者資格を取得していることが、申立人のオンライン記録により確

認できるとともに、申立人は同社に就職するまで大学生であったとしており、

申立期間は、基本的に国民年金の任意加入期間となることから、加入手続時点

から遡って被保険者資格を取得することはできないため未加入期間となり、制

度上、国民年金保険料を納付することができない期間であるものと考えられる。 

また、申立人の父親が申立期間中に申立人に係る国民年金の加入手続を行い、

申立期間の国民年金保険料を納付するためには、別の国民年金手帳記号番号の

払出しが必要であるところ、国民年金手帳記号番号払出簿の内容を検索ツール

で確認するとともに、オンライン記録により別の読み方による各種の氏名検索

を行ったが、申立人に対して別の手帳記号番号が払い出されていたことをうか

がわせる事情は見当たらない。 



                      

  

さらに、申立人は、国民年金の加入手続及び国民年金保険料の納付に直接関

与しておらず、それらを行ったとする申立人の父親は既に亡くなっているため、

当時の具体的な納付状況等が不明である上、申立人の父親が申立期間の保険料

を納付していたことを示す関連資料(家計簿、確定申告書控え等)は無く、ほか

に申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たら

ない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

大阪国民年金 事案 5276 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成７年９月から 19 年６月までの国民年金保険料については、免

除されていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 46年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成７年９月から 19年６月まで 

    私は、平成７年８月頃に勤務先を退職し、国民年金保険料の納付が困難で

あったことから、社会保険事務所(当時)へ免除の申請に行った。これまで保

険料の納付書が送付されて来ることはなかったので、免除が認められている

ものと思い、気にもしていなかった。 

その後、体調を崩したため仕事ができなくなり、平成 20年に市役所へ障

害年金の申請に行った時、申立期間が未納であること、及び私に基礎年金番

号が無いことを初めて知らされた。 

現在の基礎年金番号は、平成 20 年に社会保険事務所へ年金相談に行った

際、取りあえず付番されたものであり、19 年７月まで遡って免除が認めら

れたが、障害年金を受給するためには、免除期間が８か月間不足すると言わ

れて受給を認められなかった。 

私は、Ａ社を退職後に免除申請しているので、申立期間を免除期間とし

て認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人のオンライン記録によると、平成 20 年９月４日になって、申立人が

Ａ社を退職するまで加入していた厚生年金保険被保険者記号番号を申立人の

基礎年金番号として設定されており、その設定日は、申立人が所持する年金手

帳の交付年月日と一致するとともに、当該厚生年金保険被保険者の資格を喪失

した７年９月１日まで遡って国民年金の第１号被保険者資格を取得している

ことが確認できる。この場合、申立期間は、申立人に基礎年金番号が設定され

るまで、記録の上では国民年金の未加入期間であり、制度上、国民年金保険料

について免除申請することができなかったものと考えられる。 



                      

  

   また、申立人が、申立内容のとおり、申立期間の国民年金保険料を免除申請

するためには、申立人に国民年金手帳記号番号又は別の基礎年金番号の払出し

が必要であるところ、オンライン記録により各種の氏名検索を行ったが、申立

人に対して手帳記号番号及び別の基礎年金番号が払い出されていたことをう

かがわせる事情は見当たらない。 

 さらに、国民年金保険料の免除申請は、基本的に毎年行うものとされており、

免除が承認されると、その都度免除承認通知書が送付されるところ、申立人は、

11年以上と長期間に及ぶ申立期間中において、毎年免除申請を行ったことも、

免除承認通知書を受け取った記憶もないと陳述している上、申立人が申立期間

の国民年金保険料について免除申請していたことを示す関連資料(日記、メモ

等)は無く、ほかに申立期間の保険料を免除申請していたことをうかがわせる

周辺事情も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を免除されていたものと認めることはできない。 



                      

  

大阪国民年金 事案 5277 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成９年８月及び同年10月から10年２月までの期間の国民年金保

険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 52年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成９年８月 

② 平成９年 10月から 10年２月まで 

    私は、「ねんきん特別便」を見て、申立期間が未納とされていることを知

ったが、未納分の国民年金保険料については、私が平成 10 年７月頃から仕

事で海外へ１年間ほど行き、帰国後に私自身が実家のＡ市役所の窓口で納付

したかもしれないし、実家の父が納付してくれたかもしれないので、よく調

べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人のオンライン記録を見ると、帰国直後と推定される平成 11 年８月に

Ａ市からＢ市に住所を異動しており、２か月後の同年 10月 20日に、その時点

で２年の時効完成前の９年９月の１か月の国民年金保険料を一度だけ過年度

納付していることが確認できることから、納付場所に関して申立人の記憶と符

合しないほか、当該納付日時点で申立期間①は、制度上、時効により保険料を

納付することができない期間であるものと考えられる。 

 また、申立人は、申立期間②直後の平成 10 年３月以降、厚生年金保険被保

険者資格を取得するまでの国民年金被保険者期間は、全て免除期間であるが、

申立人が国民年金保険料を納付したのは、帰国後、納付督促により過去の未納

保険料を納付した一度だけであったように思うとする以外、納付金額等の具体

的な納付状況については覚えていないと陳述している上、申立人の保険料を納

付してくれたかもしれないとする申立人の実家の父親に関しても、申立人は連

絡が取れない状態であるとしていることから、父親に当時の納付状況を聞き取

り調査することができない。 

   さらに、平成９年１月以降は基礎年金番号が導入されており、未統合記録が



                      

  

生じる可能性は極めて低いものと考えられるところ、オンライン記録により別

の読み方による各種の氏名検索を行ったが、未統合となっている記録は確認で

きない上、申立人に対して別の基礎年金番号が払い出されていたことをうかが

わせる事情も見当たらない。 

 加えて、申立人が申立期間①及び②の国民年金保険料について納付していた

ことを示す関連資料（家計簿、確定申告書控え等）は無く、ほかに当該期間の

保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

大阪国民年金 事案 5278 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 44年１月から 52年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44年１月から 52年３月まで 

    私も兄も 20歳前からＡ市Ｂ区で父の店を手伝っており、私が昭和 58年に

結婚し、妻が国民年金保険料を納付するようになるまで、父が兄弟の保険料

を一緒に納付してくれていた。 

 平成９年に父が亡くなったので、当時のことは分からないが、父はきっち

りとした性格で、常々「おまえたちの年金は、私が支払ってやっている。」

と言っていた。 

 申立期間が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   国民年金における強制加入被保険者の資格は、加入手続の時期及び国民年金

保険料の納付の有無にかかわらず、基本的に国民年金の被保険者資格の要件に

該当した日に取得するものとされている。 

   そこで、申立人兄弟に係る国民年金の加入時期を調査すると、申立人は昭和

52 年 12 月に、申立人の兄は 50 年６月に国民年金手帳記号番号が払い出され

ていることが国民年金手帳記号番号払出簿により確認できることから、兄弟共

に 28 歳前後の頃に加入手続が行われたものと推定され、申立人については、

申立人が 44年１月 18 日まで、申立人の兄については、兄が 42年７月５日ま

で、それぞれ遡って国民年金の強制加入被保険者の資格を取得していることが

特殊台帳及びオンライン記録により確認できる上、その記録は、申立人兄弟が

所持する年金手帳に記載された資格取得日とも一致している。この場合、申立

人の加入手続が行われた時点において、申立期間のうち、一部の期間は、制度

上、時効により国民年金保険料を納付することができない期間であるとともに、

時効完成前の納付が可能な期間の保険料については、加入手続が行われた年度



                      

  

より前の年度であるため、過年度保険料として年度を遡って納付することにな

るが、申立人は、その父親からそのようなことは聞いたことはないと陳述して

いるほか、兄弟共に国民年金の加入手続及び申立期間の保険料納付に直接関与

していない上、申立人の父親も既に亡くなっているため、当時の具体的な納付

状況等は不明である。 

   また、申立人の父親が、申立内容のとおり、申立期間の国民年金保険料を納

付するためには、別の国民年金手帳記号番号の払出しが必要であるところ、国

民年金手帳記号番号払出簿の内容を検索ツールで確認するとともに、オンライ

ン記録により各種の氏名検索を行ったが、申立人兄弟に対して別の手帳記号番

号が払い出されていたことをうかがわせる事情は見当たらないほか、申立人は

現在所持する昭和 49 年以降に使用されていたオレンジ色の年金手帳以外に、

年金手帳を見たことがないと陳述している。 

 さらに、申立期間は８年以上に及び、これほどの長期間にわたり、行政側が

毎回繰り返して事務処理を誤ることは考え難い上、申立人の父親が申立期間の

国民年金保険料について納付していたことを示す関連資料(家計簿、確定申告

書控え等)は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせ

る周辺事情も見当たらない。 

 なお、申立人の年金手帳を見ると、結婚後の昭和 58年 10月に実家のＢ区か

らＣ市へ転居したことが記載されていることなどから、申立人の父親が申立人

の国民年金保険料を納付していたとする期間は、申立人の加入手続が行われた

とみられる 52年 12月時点において、現年度納付が可能であった申立期間直後

の同年４月から転居する頃までの約６年間であると考えるのが自然である。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

大阪国民年金 事案 5279 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成元年 10 月から２年４月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 44年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成元年 10月から２年４月まで 

    はっきりした時期については分からないが、平成元年 10 月以降に、自宅

に納付書が届いたので、妻が、２年２月頃に、申立期間のうち、元年 10 月

から２年２月までの国民年金保険料を、Ａ市Ｂ区役所Ｃ出張所に出向き、妻

の元年10月から２年２月までの未納分も含めて夫婦二人分で14万円ぐらい

をまとめて窓口で納付してくれたはずである。 

その後の国民年金保険料の納付については、はっきりとは覚えていない。 

申立期間の国民年金保険料が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録を見ると、申立人は、平成 20 年４月１日に国民年金被保険

者資格を取得するまでは、国民年金被保険者資格を取得した履歴は確認できず、

申立期間は国民年金未加入期間となり、制度上、国民年金保険料を納付するこ

とはできない。 

また、申立期間の国民年金保険料を納付することが可能な国民年金手帳記号

番号の払出しについて、オンライン記録により各種の氏名検索を行ったほか、

当時の住所地における国民年金手帳記号番号払出簿の縦覧調査を行ったが、申

立人に手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

   さらに、申立人の妻は、自宅に送付された納付書により、申立人の申立期間

の国民年金保険料のうち、平成元年 10 月から２年２月までの保険料と自身の

同期間の保険料について、一括して合わせて 14 万円ぐらいを納付したはずで

あると陳述しているものの、その場合の保険料額は８万円となり、金額が一致

しない上、加入手続を行った記憶はなく、いきなり納付書が送付されてきたと

しているなど、その陳述内容も不自然である。 



                      

  

   加えて、申立期間のうち、平成２年３月及び同年４月の国民年金保険料の納

付の記憶については曖昧であるともしている。 

   このほか、申立人自身は、国民年金の加入手続及び申立期間の国民年金保険

料の納付について関与しておらず、保険料納付を担っていたとする申立人の妻

から、申立期間の保険料納付等をめぐる事情を酌み取ろうとしたが、新たな周

辺事情等を見いだすことはできなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

大阪国民年金 事案 5280 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成元年４月から２年４月までの国民年金保険料については、納付

していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 44年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成元年４月から２年４月まで 

    はっきりした時期は覚えていないが、平成元年４月以降に、自宅に納付書

が届いたので、同年 10 月頃、自分で、Ａ市Ｂ区役所Ｃ出張所に出向き、申

立期間のうち、同年４月から同年９月までの国民年金保険料として７万

2,000円ぐらいを納付し、加入手続も行ったはずである。 

また、申立期間のうち、平成元年 10 月から２年２月までの国民年金保険

料については、同年２月頃に、夫の元年 10 月から２年２月までの保険料と

自身の保険料を夫婦二人分で合わせて 14 万円ぐらいをまとめてＣ出張所の

窓口で納付したはずである。 

その後の国民年金保険料の納付については、はっきりとは覚えていない。 

申立期間の国民年金保険料が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   国民年金手帳記号番号払出簿及びオンライン記録を見ると、申立人の国民年

金第１号被保険者資格は、Ａ市Ｂ区において、平成２年７月 13 日を申請日と

して、同年５月 21 日付けで国民年金第３号被保険者資格を取得したことによ

り、元年４月 25日に遡って取得したものと考えられる。 

   また、申立人が所持する年金手帳を見ても、第３号及び第１号被保険者資格

の得喪記録の筆跡が酷似していることからみて、上記の第３号被保険者資格の

取得時に記載されたものであることが推認できる。 

   したがって、申立期間のうち、平成元年４月から２年３月までの国民年金保

険料は、加入手続時点において過年度保険料となり、区役所窓口で納付するこ

とはできないところ、申立人から、区役所窓口以外における納付に係る具体的

な陳述を得ることはできなかった。 



                      

  

また、申立期間の国民年金保険料を納付することが可能な別の国民年金手帳

記号番号の払出しについて、オンライン記録により各種の氏名検索を行ったほ

か、当時の住所地における国民年金手帳記号番号払出簿の縦覧調査を行ったが、

申立人に別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情も見当た

らない。 

   さらに、申立人は、平成元年 10 月頃に、申立期間のうち、自身の同年４月

から同年９までの国民年金保険料として７万 2,000 円ぐらいを納付し、また、

２年２月頃に、元年 10 月から２年２月までの自身及びその夫の保険料として

合わせて 14 万円ぐらいを納付したとしているものの、当該保険料額は、それ

ぞれ４万 8,000円及び８万円であり、いずれも金額が一致しない。 

   加えて、上記のとおり、申立人は、申立期間のうち、平成元年４月から２年

２月までの国民年金保険料については、申立人の夫の分と一緒に納付したとし

ているものの、夫については国民年金の加入履歴は確認できず、また、申立期

間のうち、２年３月及び同年４月の保険料納付の記憶については曖昧であると

もしている。 

このほか、申立人から申立期間の国民年金保険料の納付をめぐる事情を酌

み取ろうとしたが、新たな周辺事情等を見いだすことはできなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

大阪国民年金 事案 5281 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和62年３月から平成７年11月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

    住 所 ：  

  

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 62年３月から平成７年 11月まで 

    申立期間当時に勤務していた会社は、厚生年金保険非適用事業所であった

ため、昭和 62 年４月頃に、Ａ市へ出向き、自分で国民年金の再加入手続を

行ったと思う。 

    申立期間の国民年金保険料については、毎月、納付組織の班長が自宅に集

金に来ていたので、その際に、水道代及び固定資産税等と一緒に集金袋に入

れ、班長を通じて納付していた。 

    国民年金手帳には、申立期間の国民年金に関する記載があるので、それが

加入を示すものだと思う。 

    申立期間が国民年金の未加入期間とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   国民年金手帳記号番号払出簿及びオンライン記録を見ると、申立人の国民年

金手帳記号番号は、Ａ市において、昭和 53年１月 11日に払い出されているも

のの、その後、61年 11月１日付けで国民年金被保険者資格を喪失後、平成 12

年２月９日付けで再取得するまでの間、国民年金被保険者資格の取得履歴は認

められず、申立期間については国民年金未加入期間であるため、制度上、国民

年金保険料を納付することはできない。 

   また、Ａ市保存の国民年金被保険者名簿を見ても、昭和 61年 11月１日付け

で国民年金被保険者資格を喪失した旨の記録がある一方、その後の再加入の事

跡は認められない。 

   さらに、申立人は、自身が所持する国民年金手帳に、申立期間についての加

入記録があることを記録訂正の大きな根拠であると主張している。 

そこで、当該手帳の国民年金被保険者資格の得喪記録欄を見たところ、申立



                      

  

人主張のとおり、昭和 62 年３月１日に強制加入被保険者資格を取得、平成７

年 12月１日に同資格を喪失の旨の記載が確認できる。 

しかし、前述の得喪記録欄を見ると、平成 12年２月９日付けの加入記録が、

申立期間に係る得喪記録の上段に一旦記載された上、二重線で抹消され、改め

て申立期間に係る得喪記録の下段に記載されていることが確認できることか

ら、申立期間に係る得喪記録は、同年２月９日の再取得以降に、遡って記載さ

れたものであり、申立期間当時においては、当該期間は未加入期間であったと

考えるのが相当である。 

加えて、申立期間の国民年金保険料を納付することが可能な別の国民年金手

帳記号番号の払出しについて、オンライン記録により各種の氏名検索を行った

ほか、当時の住所地における国民年金手帳記号番号払出簿の縦覧調査を行った

が、申立人に別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情も見当

たらない。 

このほか、申立人から申立期間の国民年金保険料納付をめぐる事情を酌み取

ろうとしたが、新たな周辺事情等を見いだすことはできなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

大阪国民年金 事案 5282 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 42年７月から 44年 12 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

    住 所 ：  

  

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42年７月から 44年 12月まで 

    申立期間当時、父の仕事を手伝うことになり、時期は定かではないが、父

が私の国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料についても、父が自分の

分を納付する時に私の分も一緒に納付していたと思う。 

    申立期間の国民年金保険料が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   国民年金手帳記号番号払出簿を見ると、申立人の国民年金手帳記号番号は、

Ａ市Ｂ区において、昭和44年３月10日に払い出されており、申立期間のうち、

42年７月から 43年３月までの国民年金保険料を過年度納付し、同年４月から

44年 12月までの保険料を現年度納付することは可能である。 

   しかし、Ｂ区保存の国民年金被保険者名簿を見ると、備考欄に「取得取消 納

付０ 免除０」及び「社保管理分 46.11-１」、また、昭和 44年度の納付記録

欄に｢拒否｣の事跡が確認できる。 

   また、前述の払出簿を見ると、「社保管理確認 46.11」の事跡が確認できる。 

   これら一連の事跡について、日本年金機構では、｢申立人に対して国民年金

手帳記号番号が払い出されたものの、集金人等による国民年金保険料徴収の際

に納付拒否があり、未納のまま不在者扱いとして、その旨を昭和46年11月に、

社会保険事務所（当時）へ連絡したものであると考えられる。｣と説明してい

る。 

   さらに、申立期間の国民年金保険料を納付することが可能な別の国民年金手

帳記号番号の払出しについて、オンライン記録により各種の氏名検索を行った

ほか、当時の住所地における国民年金手帳記号番号払出簿の縦覧調査を行った

が、申立人に別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情も見当



                      

  

たらない。 

   加えて、申立人は、国民年金の加入手続及び申立期間の国民年金保険料の納

付に直接関与しておらず、保険料納付等を担っていたとする申立人の父親は既

に他界しているため、申立期間の保険料納付をめぐる事情を酌み取ろうとした

が、新たな周辺事情等を見いだすことはできなかった。 

   その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

大阪国民年金 事案 5283 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 58年６月から 61年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 38年生 

    住 所 ：  

  

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 58年６月から 61年３月まで 

    時期は定かではないが、昭和 58 年頃、母がＡ市役所へ行き、国民年金へ

の加入手続をしてくれたと思う。 

    手続後の国民年金保険料は、厚生年金保険被保険者となった昭和 61 年４

月までは、母が、母自身及び兄の分と一緒に納付してくれていたはずである。 

    申立期間の国民年金保険料が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録を見ると、申立人の国民年金手帳記号番号は、前後の手帳記

号番号から、Ａ市において、平成元年３月１日を国民年金被保険者資格の取得

日として、同年４月に払い出されたと推認され、申立期間は、国民年金未加入

期間であることから、制度上、国民年金保険料を納付することはできない。 

   また、申立期間の国民年金保険料を納付することが可能な別の国民年金手帳

記号番号の払出しについて、オンライン記録により各種の氏名検索を行ったほ

か、当時の住所地における国民年金手帳記号番号払出簿の縦覧調査を行ったが、

申立人に別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情も見当た

らない。 

   さらに、Ａ市保存の申立人に係る国民年金被保険者名簿を見ても、申立人の

国民年金被保険者資格の取得日は、平成元年３月１日となっており、申立期間

について、国民年金保険料納付の事跡は見られない。 

   加えて、申立人及びその母親が申立期間の国民年金保険料の納付を行ったと

する事情を酌み取ろうとしたが、新たな周辺事情等を見いだすことはできなか

った。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

大阪国民年金 事案 5284 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 62 年４月から平成３年１月までの期間及び同年３月から４年

３月までの期間の国民年金保険料については、免除されていたものと認められ

ることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 29年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 62年４月から平成３年１月まで 

             ② 平成３年３月から４年３月まで 

    昭和 61 年１月頃に、Ａ市Ｂ区役所から、「国民年金保険料を未納のまま

にするより、免除申請した方がよい。」と教えられ、免除申請手続を行い、

その後、夫が会社に勤めるまでは毎年区役所で手続を行った。 

    申立期間①及び②当時、子供の就学援助申請を毎年行い、国民健康保険料

及び固定資産税の分納手続など、頻繁に区役所を訪問していた。 

    夫の会社が不況の影響を受けたため、自身については昭和 60年 10月から

国民年金保険料の免除申請を行っており、平成３年頃までは、夫の保険料だ

け納付していたが、その後は、夫の保険料納付も厳しくなり、４年５月頃に

免除申請したが、その間、自身の保険料は毎年免除申請手続を行っていた。 

    申立期間①及び②の国民年金保険料が申請免除とされず、未納とされてい

ることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

国民年金手帳記号番号払出簿を見ると、申立人の国民年金手帳記号番号は、

Ａ市Ｂ区において、昭和 55年７月 10日に払い出されており、この手帳記号番

号の払出時期からみて、申立期間①及び②の国民年金保険料を免除申請するこ

とは可能である。 

しかし、オンライン記録を見ると、申立期間①直前及び申立期間②直後の期

間については、国民年金保険料の免除申請手続が行われた事跡が認められるも

のの、申立期間①及び②については、免除申請手続を行ったとする事跡は認め

られず、オンライン記録上、不自然な点は認められない。 



                      

  

また、申立人及びその夫のオンライン記録を見ると、いずれも平成５年９月

８日に納付書が作成されていることが確認できるところ、その作成時期からみ

て、この納付書は３年８月以降の未納の国民年金保険料に対するものであった

と考えられる一方、それ以前の同年２月の保険料についても、夫婦共に過年度

納付していることも確認できる。 

これらのことを踏まえると、申立期間のうち、少なくとも平成２年度及び３

年度中において、未納期間として取り扱われた時期があったことが確認でき、

申立内容と符合しない。 

さらに、申立期間①及び②の国民年金保険料を免除申請することが可能な別

の国民年金手帳記号番号の払出しについて、オンライン記録により各種の氏名

検索を行ったほか、当時の住所地における国民年金手帳記号番号払出簿の縦覧

調査を行ったが、申立人に別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせ

る事情も見当たらない。 

加えて、申立期間①及び②は、合わせて４年 11 か月に及んでおり、年度単

位で行われていた国民年金保険料の免除申請手続等における事務的過誤が、複

数回繰り返されたとも考え難い。 

このほか、申立期間の国民年金保険料が免除されていたとする事情を酌み取

ろうとしたが、新たな周辺事情等を見いだすことはできなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を免除されていたものと認めることはできない。 

 



大阪国民年金 事案 5294 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 45年９月から 50年２月までの期間、57年 10月、同年 11月、

60年８月、同年９月、62年８月から同年 11月までの期間、平成元年４月、同

年７月、２年 11月、３年７月、同年８月、同年 11月、４年１月から同年４月

までの期間、同年６月、同年７月、同年９月から５年４月までの期間、同年６

月から同年11月までの期間及び６年３月から14年３月までの期間の国民年金

保険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等   

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日   ： 昭和 23年生 

住        所 ：   

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間  ： ① 昭和 45年９月から 50年２月まで 

          ② 昭和 57年 10月及び同年 11月 

③ 昭和 60年８月及び同年９月 

④ 昭和 62年８月から同年 11月まで 

⑤ 平成元年４月 

⑥ 平成元年７月 

⑦ 平成２年 11月 

⑧ 平成３年７月及び同年８月 

⑨ 平成３年 11月 

⑩ 平成４年１月から同年４月まで 

⑪ 平成４年６月及び同年７月 

⑫ 平成４年９月から５年４月まで 

⑬ 平成５年６月から同年 11月まで 

⑭ 平成６年３月から 14年３月まで 

私は、当時の申告事務を委託していた税理士の先生に、確定申告時に国

民年金保険料の控除ができることを教えてもらい、昭和 45年９月頃、Ａ市

役所で国民年金の加入手続を行った。その後は、市役所から自宅に来てい

た女性集金人に毎月保険料を納付していた。 

申立期間の国民年金保険料が未納とされていることは納得できない。 

 



 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の国民年金保険料を集金人に毎月納付したと申し立てて

いる。 

そこで、申立人のＡ市の国民年金被保険者名簿を見ると、申立人は昭和 50

年３月４日に任意加入により国民年金の被保険者資格を取得し、その資格取

得原因欄には「50．３．４」の印字が確認できる。この印字について、同市

は国民年金の加入手続を行った日であると回答していることから、申立人は

同年３月４日に加入手続を行ったものと推定でき、45 年９月頃、加入手続を

行ったとする申立内容と符合しない。           

   また、申立人は、昭和 50 年３月４日に国民年金に任意加入していることが

特殊台帳からも確認できることから、申立期間①は国民年金の任意加入期間

における未加入期間であり、国民年金保険料を納付することはできない。  

   さらに、申立人のＡ市の国民年金被保険者名簿に「開始 5207」の印字が見

られ、この印字について、同市は口座振替が開始された年月であると回答し

ていることから、申立人は昭和 52年７月の国民年金保険料から口座振替によ

る保険料の納付を開始したものと推定される上、オンライン記録で保険料収

納日が確認できる 60年４月から平成６年２月の収納年月日の記録からも、こ

の期間の保険料収納が口座振替によるものであったと推測できることから、

自宅に来ていた集金人に毎月保険料を納付していたとする申立内容と符合し

ない。  

加えて、振替口座の残高不足により国民年金保険料の引落しができない場

合、Ａ市は納付書を発行していたと説明しているが、申立人は納付書で保険料

を納付したことがないと陳述している上、申立人の陳述から申立期間の保険料

納付をめぐる事情を酌み取ろうとしたが、新たな周辺事情等を見いだすことは

できない。 

   このほか、申立期間は 14 か所に及び、合計 186 か月と長期である。これほ

どの長期に複数回にわたり国民年金保険料の収納及び記録管理における事務

的過誤が繰り返されたとは考え難い。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 



大阪国民年金 事案 5295 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成 10年９月から 11年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等   

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 48年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成 10年９月から 11年３月まで 

私は、平成 10年９月に会社を退職して、その後寒い時期であったと記憶

しているが、国民年金保険料の納付書が届き、退職した会社の近くの信用

金庫の窓口で申立期間の保険料を一括で納付した。一括納付した納付金額

は当時の保険料を調べたら９万 3,100円だった。 

申立期間の国民年金保険料が未納とされているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、会社を退職後、少したってから申立期間の国民年金保険料を一括

で納付したと申し立てている。 

そこで、申立人の国民年金の資格に関する記録を見ると、オンライン記録

から、申立人は平成 10 年９月 21 日に厚生年金保険被保険者資格を喪失して

いることが確認でき、国民年金への加入手続を行う必要があったが、オンラ

イン記録から、申立人に対し国民年金に加入することを勧奨する「第１号・

第３号被保険者取得勧奨」が同年 11 月 25 日に行われたことが確認できる。

また、オンライン記録から、11 年６月９日に申立期間の国民年金の資格記録

が追加されていることが確認できることから、申立人は資格が追加された頃

に国民年金の加入手続を行ったものと推定される。この場合、国民年金の加

入手続時点において、申立期間の国民年金保険料を過年度納付することは可

能であるが、申立人は、申立期間について国民年金の加入手続を行っていな

いと陳述している上、申立期間の保険料納付については、納付したのは寒い

時期であったと記憶しているのみで、金額について記憶していないなど、当

時の具体的な陳述を得ることはできなかった。 

さらに、基礎年金番号が導入された平成９年１月以降は、記録管理の強化



が図られていることから、収納記録が欠落したとは考え難い上、申立人が申

立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資料は無く、申立期間の

保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認めることはできない。 

 



                      

  

大阪国民年金 事案 5296 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 36 年４月から 39 年３月までの期間及び同年７月から 41 年３

月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 12年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 36年４月から 39年３月まで 

             ② 昭和 39年７月から 41年３月まで 

    私は、国民年金制度が始まったとき、地元役員に制度の内容を聞き、同意

できたので国民年金に加入し、それ以降の国民年金保険料を集金人に確実に

納付していた。記録では、昭和 36 年４月からの３年間の保険料が未納とさ

れている。また、39年７月から 41年３月までの保険料は、何の手続もして

いないのに免除の記録とされている。 

申立期間①及び②の国民年金保険料を納付していたのに、記録が未納及び

免除にされているのは納得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 36 年４月に国民年金制度が始まったとき、国民年金の加入

手続を行い、申立期間①の国民年金保険料を集金人に納付し、申立期間②の

保険料についても免除の手続はしておらず納付していたと申し立てている。 

そこで、申立人の国民年金の加入手続時期をみると、昭和 38 年７月に申立

人の夫と連番で国民年金手帳記号番号が払い出されていることが、国民年金

手帳記号番号払出簿から確認でき、国民年金制度の開始時期に加入したとす

る申立内容と符合しない。 

申立期間①のうち、昭和 36年４月から 38年３月までの国民年金保険料は、

国民年金手帳記号番号の払出時点において、過年度保険料として納付が可能

であるが、基本的に集金人は過年度保険料を収納していなかったことから、

集金人に納付したとする申立人の陳述からは、過年度保険料が納付されたこ

とをうかがうことはできない。 



                      

  

また、申立人と一緒に国民年金保険料を納付したとする申立人の夫の申立

期間①の納付記録も未納となっている。 

さらに、申立期間①は、36 か月と長期間であり、この間の納付記録につい

て、連続して事務的過誤があったとは考え難い。 

申立期間②について、申立人の夫の納付記録も、申立人と同じく申請免除

の記録となっている。 

また、申立人と一緒に国民年金保険料を納付したとする申立人の夫は既に

亡くなっており、当時の状況は不明である。 

さらに、申立期間の国民年金保険料を納付することが可能な別の国民年金

手帳記号番号の払出しについて、オンライン記録により氏名検索を行ったほ

か、申立人の住所地における国民年金手帳記号番号払出簿を確認したが、申

立人に対して、別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情は

見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認めることはできない。 

 



                      

  

大阪国民年金 事案 5297 

 

第１ 委員会の結論 

      申立人の平成４年４月から５年３月までの国民年金保険料については、納付

していたものと認めることはできない。 

 

第２  申立の要旨等 

    １  申立人の氏名等 

        氏    名 ： 女 

        基礎年金番号 ：  

生 年 月 日       ： 昭和 47年生 

        住    所 ：  

 

    ２  申立内容の要旨 

        申 立 期 間       ： 平成４年４月から平成５年３月まで 

    平成 21 年２月に社会保険事務所（当時）から、４年４月から５年３月ま

での私のものと思われる未統合の記録が出てきたため確認をしてほしいと

の連絡をもらった。私は、当時、まだ学生で収入がなかったため、母に確認

したところ、国民年金保険料を納付した記憶があるとのことであった。 

    申立期間当時、自宅に封書で届いたのか、成人式の時にもらったのか、は

っきり記憶にないが、全員加入が義務との書面を見ながら本当に国民年金保

険料を納付しないといけないのだろうかと母と話をしたことを思い出した。 

    未統合の年金記録については、後日、別人のものであったとの通知をもら

ったが、母が申立期間に国民年金の加入手続及び国民年金保険料の納付をし

たと言っているので調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、申立人に係る国民年金手帳記号番号は無く、申

立期間については国民年金の未加入期間となり、制度上、国民年金保険料を納

付することはできない。 

また、申立人は、国民年金の加入手続及び申立期間の国民年金保険料の納

付に直接関与しておらず、加入手続及び保険料の納付を行ったとする申立人の

母親も「支払った記憶がある。」と陳述するのみで、加入手続及び保険料の納

付に関する記憶が曖昧であることから、申立期間の保険料の納付についての具

体的な状況は不明である。 

さらに、申立期間の国民年金保険料を納付することが可能な国民年金手帳

記号番号の払出しについて、オンライン記録により別の読み方による各種の氏

名検索を行ったが、申立人に対し、手帳記号番号が払い出されていたことをう



                      

  

かがわせる事情は見当たらない。 

このほか、申立人の母親が申立期間の国民年金保険料を納付していたこと

を示す関連資料等は無く、申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせ

る周辺事情も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

大阪国民年金 事案 5298 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成 12年１月から 14年３月までの国民年金保険料については、学

生納付特例により納付猶予されていたものと認めることはできない。 

   また、申立人の平成 14年４月から同年 10月までの国民年金保険料について

は、申請免除されていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 55年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 12年１月から 14年３月まで 

                       ② 平成 14年４月から同年 10月まで 

    私は、平成 12 年、13 年及び 14 年のそれぞれ１月頃に申立期間①の学生

納付特例の申請手続を、また、同年４月に申立期間②の免除の申請手続をＡ

市役所で行ったにもかかわらず、申立期間①及び②が申請どおりの期間とさ

れていないことに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が所持する国民年金手帳の「国民年金記録（１）」欄を見ると、申立

人は、平成 12 年１月 22 日に第１号被保険者資格を取得した後、16 年７月６

日に同資格を再取得したことが確認できるところ、同日付けの下に赤字のゴム

印で「16.11.30」と押されており、当該押印は、Ａ市役所により国民年金加入

届出日であることが確認されている上、同年 11月 30日付けで免除申請を行っ

たことがオンライン記録により確認できることから、同日に申立人の国民年金

の加入手続が初めて行われたものと推定できる。したがって、申立期間①及び

②は、申立人が国民年金の加入手続を行った時点において国民年金の未加入期

間であり、制度上、学生納付特例及び免除申請を行うことができない期間であ

る。 

また、申立人は、申立期間①について、平成 12年から 14年まで、毎年＊月

＊日の誕生日頃に学生納付特例の申請を行ったと申し立てているところ、当該

制度は 12 年４月から実施されていることから、制度上、申立期間①のうち、

同年１月から同年３月までの期間の学生納付特例の承認は不可能である上、17



                      

  

年３月以前においては、当該制度による承認期間が申請日の属する月の前月か

ら申請日の属する年度の末日（３月 31 日）までの期間と運用されていたこと

から、仮に、申立人が自身の誕生日頃に学生納付特例の申請を行い、承認され

たとしても、申立期間は誕生日頃とは別に学生納付特例の申請を行う必要があ

ることから、申立内容と符合しない。 

さらに、申立人が、申立内容のとおり、申立期間①及び②について、学生納

付特例及び免除申請を行うには、別の基礎年金番号が必要であるところ、オン

ライン記録により各種の氏名検索を行ったが、別の国民年金手帳記号番号が払

い出されたことをうかがわせる事情は見当たらない上、申立人も、国民年金手

帳は上述の１冊だけしか所持していないと陳述している。 

加えて、国民年金の事務処理について、昭和 59 年２月以降は事務処理の機

械化が図られ、また、平成９年１月以降は基礎年金番号が導入されて記録管理

の強化が図られていることから、申立期間①及び②において、記入漏れ及び記

録誤り等が生じる可能性は極めて低いものと考えられる。 

このほか、申立人は、申立期間①及び②について、学生納付特例及び免除申

請を行ったと主張するのみで、具体的な手続状況についての記憶は曖昧である

ほか、申立人が申立期間の学生納付特例及び免除申請を行ったことを示す関連

資料は無く、ほかに当該期間の学生納付特例及び免除申請を行っていたことを

うかがわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が、申立期間①の国民年

金保険料を学生納付特例により納付猶予されていたものと認めることはでき

ない。また、申立期間②の保険料を申請免除されていたものと認めることはで

きない。 

なお、申立人が管轄社会保険事務所（当時）に提出した年金記録に係る確認

申立書によると、申立人は、管轄社会保険事務所及び市役所の運用上の事務過

誤により申立期間の国民年金保険料を納付する等の機会を奪われたため、奪わ

れた権利を返してほしいと申し立てているが、年金記録確認第三者委員会は、

当時、申立人の学生納付特例及び免除に係る申請がなされたか否かを踏まえて

年金記録の訂正の要否を判断するものであり、奪われた権利を回復するか否か

を判断することはできない。 



                      

  

大阪国民年金 事案 5299 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成６年 11 月から７年５月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 43年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成６年 11月から７年５月まで 

    私は、障害年金のことを常に意識して、国民年金の切替手続をこまめに行

い、申立期間も国民年金保険料を社会保険事務所（当時）で現年度納付して

いるにもかかわらず未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録を見ると、申立人の申立期間に係る国民年金被保険者期間は、

平成 12年８月 17日に追加されたことが確認できることから、申立期間は記録

が追加される前まで国民年金保険料を納付することができない未加入期間で

ある上、記録が追加された時点においては、制度上、時効により保険料を納付

することができなかったものと考えられる。 

また、申立人は、申立期間の国民年金保険料を社会保険事務所の窓口で現年

度納付したと申し立てているが、当時は、社会保険事務所で保険料を現年度納

付することができないことが確認されていることから、申立内容と符合しない。 

さらに、申立人が、申立期間の国民年金保険料を申立てのとおり、現年度納

付するためには、別の国民年金手帳記号番号の払い出しが必要であるところ、

オンライン記録により各種の氏名検索を行ったが、別の手帳記号番号が払い出

されたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

このほか、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周

辺事情も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

大阪国民年金 事案 5300 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 61年７月から 63年６月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 41年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 61年７月から 63年６月まで 

    申立期間当時は、学生であった。自宅に国民年金の案内、お知らせ又は納

付書が届いたので、両親がＡ市役所で加入手続をした。国民年金保険料の納

付については、両親又は祖父が行っており、全額納付済みである。４つ年下

の弟の保険料納付が祖父の通帳に記録されていたのを見た記憶があるので、

申立期間の私の保険料も同様に納付されていたと思う。未納とされているの

は納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録を見ると、申立人は、平成９年１月１日の基礎年金番号導入

後の 13 年 10月 30 日に会社を退職し、同日に初めて国民年金被保険者資格を

取得していることが確認できることから、申立期間は、国民年金の未加入期間

であり、制度上、国民年金保険料を納付することができない期間であるものと

考えられる。 

また、申立人は、国民年金の加入手続の契機について、国民年金の案内、お

知らせ又は納付書が自宅に届いたことにより申立人の両親が手続を行ったと

しているが、Ａ市では、申立期間当時、個別に国民年金の加入勧奨した記録は

無いとしており、Ｂ年金事務所でも申立期間当時、個別に加入勧奨することは

なかったとしていることから、加入手続を行っていないにもかかわらず、納付

書が送付されることは考え難く、申立内容と符合しない上、申立人の両親は既

に死亡しているため、加入手続に関する具体的な状況は不明である。 

   さらに、申立人が、申立内容のとおり、昭和 61年７月に国民年金に加入し、

申立期間の国民年金保険料を納付するためには、申立人の厚生年金保険被保険

者記号番号が基礎年金番号に設定される以前に、国民年金手帳記号番号の払出



                      

  

しが必要であるところ、申立期間当時の住所地における国民年金手帳記号番号

払出簿の内容を全て視認するとともに、オンライン記録により別の読み方によ

る各種の氏名検索を行ったが、申立人に対して手帳記号番号が払い出されてい

たことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   加えて、申立人は、国民年金保険料の納付に直接関与しておらず、これらを

行っていたとする申立人の両親又は祖父は、既に死亡しているため、保険料の

納付状況を確認することができず、当時の具体的な状況は不明である上、申立

人の両親又は祖父が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料は

無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も

見当たらない。 

   なお、申立人が、その弟の国民年金保険料の納付記録を見た記憶があるとす

るＣ銀行の申立人の祖父の口座記録からは、申立人の両親及び弟の保険料納付

と推定できる記録は確認できるものの、申立人の保険料納付を推定できる記録

は照会結果から確認できない。また、Ｄ銀行において、申立人の祖父の口座記

録があることは確認できるものの、当該口座記録に国民年金保険料自体を引き

落とした記録は確認できない上、同行において申立人の両親の口座記録も無い

ことが照会結果から確認できる。 

   その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

大阪国民年金 事案 5301 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成７年５月から９年２月までの期間、10年７月から 12年８月ま

での期間及び同年11月から14年３月までの期間の国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 42年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成７年５月から９年２月まで 

             ② 平成 10年７月から 12年８月まで 

             ③ 平成 12年 11月から 14年３月まで 

申立期間①は、私が会社を退職後、時期は覚えていないが「国民年金に

入っていますか。加入されませんか。」と案内がきたので、平成９年頃に夫

婦二人分の国民年金保険料 60 万円を母親から借りて、Ａ市役所国民年金課

窓口に行き、「未納分を支払います。」と言って現金で納付し受領書をもら

った。 

申立期間②は、私が会社を退職後の平成 10年９月頃に、私がＡ市役所の

国民年金課に行き「国民年金に切り替えたい。」と言って、夫婦二人分の手

続を行った。国民年金保険料は、切替手続の時に、年金課窓口で納付したり、

その後は、私又は妻が金融機関で夫婦二人分の保険料を納付書で納付したり

して、確定申告もしていたと思う。 

申立期間③は、私は国民年金の手続を行った記憶はないが、平成 14年２

月頃に申立期間①と同様に、母親から夫婦二人分の保険料 60 万円を借りて

市役所年金課窓口へ行き、現金で支払った。 

申立期間①、②及び③は、国民年金保険料を納付しているはずなので、

未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金被保険者記録を見ると、申立人は平成４年９月 21 日に第

1号被保険者資格を喪失した後、20年８月 19日に再度同資格を取得するまで

の期間、第 1号被保険者資格を取得した事跡の無いことがオンライン記録によ



                      

  

り確認でき、当該記録はＡ市の申立人に係る「資格台帳」に記録されている被

保険者資格の取得及び喪失の記録と一致していることから、申立期間①、②及

び③は、制度上、国民年金保険料を納付することができない未加入期間であり、

納付書の発行も行われなかったと考えられる。 

申立期間①及び③について、申立人は、申立期間の国民年金保険料を申立人

の母親からそれぞれ 60 万円ずつ借りてＡ市役所国民年金課の窓口に行き、夫

婦二人分の保険料を同課の窓口で納付したと陳述しているところ、同市では

「国民年金保険料の収納は、国民年金課の窓口では行っておらず、会計課の窓

口を収納窓口としてそこで取り扱っていた。また、過年度保険料は、会計課の

窓口でも収納の取扱いはできなかった。」と回答している上、申立人の妻の保

険料について、申立期間①のうち、平成８年 11 月から９年２月までの保険料

が 10年 12月 28日に過年度納付されていることがオンライン記録により確認

でき、申立人の陳述と符合しない。 

また、申立期間①及び③における夫婦二人分の国民年金保険料額は、申立期

間①が 52万 8,000円、申立期間③が 45万 2,200円であり、申立人が陳述して

いる 60 万円とは符合しない上、申立人が申立期間の保険料を借りたとする申

立人の母親は既に死亡していることから、申立期間①及び③における保険料納

付の具体的な状況は不明である。 

申立期間②について、Ａ市が提出した申立人に係る平成 12 年分の「市・県

民税（所得・課税）証明書」によると、控除額欄に記載されている社会保険料

額控除額は「０円」とされているため、同証明書によって申立期間のうち、同

年１月から同年８月までの国民年金保険料を申立人が納付していたか否かに

ついて確認することができない。 

また、申立人及びその妻は、夫婦二人分の国民年金保険料を市役所年金課窓

口及び金融機関で納付したと主張するのみで、納付の状況に関する具体的な記

憶が曖昧であるほか、申立人の妻も申立期間②は未納であることがオンライン

記録及びＡ市の申立人の妻に係る納付記録により確認できる。 

さらに、申立人が申立期間①、②及び③の国民年金保険料を納付するために

は、別の国民年金手帳記号番号が必要となるところ、オンライン記録により別

の読み方による各種の氏名検索を行ったが、申立人に対して別の手帳記号番号

が払い出されていたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

加えて、申立人が申立期間①、②及び③の国民年金保険料を納付したことを

示す関連資料は無く、ほかに当該期間の保険料を納付していたことをうかがわ

せる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

大阪国民年金 事案 5302 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成元年８月から同年 12月までの期間、７年５月から８年 10月ま

での期間、10年７月から 12年８月までの期間及び同年 11月から 14年３月ま

での期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めることはでき

ない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 41年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成元年８月から同年 12月まで 

             ② 平成７年５月から８年 10月まで 

             ③ 平成 10年７月から 12年８月まで 

             ④ 平成 12年 11月から 14年３月まで 

私は、会社を退職後、時期は覚えていないがＡ市の実家に住んでいると

きに、母親から「年金を支払っておいた方がよい。」と言われた記憶がある

が、私の国民年金の加入手続をだれが行ったか覚えていない。国民年金保険

料は、当時の記憶は定かではないが銀行又は郵便局で支払ったのではないか

と思う（申立期間①）。 

私は、申立期間②、③及び④の国民年金の加入手続を行った記憶はない

が、夫が夫婦二人分の国民年金の切替手続に行ってくれたと思う。 

申立期間②及び④の国民年金保険料は、平成９年頃及び 14 年２月頃に、

夫がその母親から 60 万円ずつ借りて、市役所の年金課窓口に行き、保険料

をまとめて現金で支払い受領書をもらったと思う。 

また、申立期間③の国民年金保険料は、記憶が定かでないが、私又は夫

が市役所年金課の窓口又は金融機関で支払ったと思う。 

申立期間①、②、③及び④のいずれの期間も、国民年金保険料を納付し

ているはずなので、未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人が所持するＢ社会保険事務所（当時）が平成３

年２月22日に発行した元年４月から同年７月までの期間及び同年10月から２

年２月までの期間の９枚の納付書のうち、元年４月から同年７月までの国民年



                      

  

金保険料については、個々の納付書に押された領収印から判断すると、３年３

月 11日から同年７月 15日までに納付したことが確認できるが、同年 10月か

ら２年２月までの納付書には領収印が押されていないこと、及びＣ市の申立人

に係る国民年金被保険者検認台帳には、申立期間直後の同年１月から３年３月

までの保険料が４年２月 28 日に過年度納付されている事跡が確認でき、この

時点において、申立期間は、制度上、時効により保険料を納付することはでき

ないことから、申立人は、当該申立期間の保険料を納付できなかったと考える

のが自然である。 

また、申立人の母親は、「娘が会社を退職後、帰郷した時に私が娘の国民年

金の加入手続を行い、その後、数か月納付したこともあった。私が保管してい

た娘の納付書には未納分も何枚かあったと思うが、Ｄ市に引っ越して結婚した

前後ぐらいの時期に、娘の国民年金保険料を納付するために、10 万円ぐらい

送金したことを記憶している。」と陳述しているところ、申立人の母親が送金

したとする 10万円ぐらいの国民年金保険料は、上述の平成４年２月 28日に納

付した過年度保険料（平成２年１月から３年３月までの保険料 12万 4,800円）

であったと考えられる。 

さらに、申立人は、申立期間の国民年金保険料を納付したと主張するのみで、

申立期間当時の具体的な納付状況についての記憶は曖昧である。 

申立期間②ついて、Ｃ市の申立人に係る「国民年金被保険者関係届書」を見

ると、申立人は、平成９年５月 14日の届出により、７年５月 21日に遡って第

１号被保険者資格を取得し、９年３月 21 日に遡って第３号被保険者資格を取

得していることが確認できることから、申立期間は、国民年金保険料を納付す

ることができない未加入期間であったことが確認できる。 

また、上述の届出が行われた時点において、申立期間②に係る国民年金保険

料は、過年度納付することが可能であるが、申立人は保険料の納付に直接関与

しておらず、夫婦二人分の保険料を納付したとする申立人の夫は、「母親（申

立人の義母）から 60 万円を借りて市役所の国民年金課の窓口へ行き、同窓口

で保険料を支払った。」と陳述しているものの、Ｃ市の担当者は、「国民年金課

の窓口では保険料の収納は行っておらず、市の収納窓口においても過年度保険

料の取扱いはできなかった。」と回答しており、申立期間における夫婦二人分

の保険料合計額は 52 万 8,000円であることから、申立人の夫の陳述と符合し

ない上、申立人の義母は既に死亡していることから、保険料納付に関する具体

的な状況は不明である。 

さらに、オンライン記録を見ると、申立期間②直後の平成８年 11 月から９

年２月までの国民年金保険料が 10年 12月 28日に過年度納付されていること

が確認でき、この時点において、申立期間は、制度上、時効により保険料を納

付することはできない上、申立人の夫が夫婦二人分の保険料を一緒に納付した

とする陳述とも符合しない。 

申立期間③について、オンライン記録を見ると、申立人の国民年金被保険者



                      

  

資格は、平成 22年７月 26日付けで 10年７月 21日に遡って第１号被保険者資

格を取得した旨の追加処理されていることが確認できることから、申立期間は、

国民年金保険料を納付することができない未加入期間であったことが確認で

きる上、追加処理された時点において、申立期間に係る保険料は、制度上、時

効により納付することができない。 

また、申立人及びその夫は、夫婦二人分の国民年金保険料をＣ市役所年金課

窓口及び金融機関で納付したと主張するのみで、納付の状況に関する具体的な

記憶が曖昧であるほか、申立人の夫も申立期間の保険料が未納であることがオ

ンライン記録により確認できる。 

なお、Ｃ市が提出した申立人の夫に係る平成 12年分の「市・県民税（所得・

課税）証明書」によると、控除額欄に記載されている社会保険料額控除額は「０

円」とされているため、同証明書によって申立期間③のうち、同年１月から同

年８月までの国民年金保険料を申立人が納付していたか否かについて確認す

ることができない。 

申立期間④について、オンライン記録を見ると、申立人の国民年金被保険者

資格は、上述と同じ平成 22年７月 26日付けで 12年 11月 20日に遡って第１

号被保険者資格を取得した旨の追加処理されていることが確認できることか

ら、申立期間は、国民年金保険料を納付することができない未加入期間であっ

たことが確認できる上、追加処理された時点において、申立期間に係る保険料

は、制度上、時効により納付することができない。 

また、申立人は、申立期間④に係る国民年金保険料の納付に直接関与してお

らず、夫婦二人分の保険料を納付したとする申立人の夫は「母親から 60 万円

を借りて市役所の国民年金課の窓口へ行き、同窓口で保険料を支払った。」と

陳述しているが、Ｃ市の担当者は、「国民年金課の窓口では保険料の収納は行

っていない。」と回答しているほか、申立期間における夫婦二人分の保険料合

計額は 45万 2,200円であり、申立人の夫の陳述と符合しない上、申立人の義

母は既に死亡していることから、保険料納付に関する具体的な状況は不明であ

る。 

さらに、申立人と一緒に国民年金保険料を納付したとする申立人の夫も、申

立期間④の保険料が未納であることがオンライン記録により確認できる。 

加えて、申立人が申立期間①、②、③及び④の国民年金保険料を納付するた

めには、別の国民年金手帳記号番号が必要となるところ、オンライン記録によ

り別の読み方による各種の氏名検索を行ったが、申立人に対して別の手帳記号

番号が払い出されていたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

このほか、申立人が申立期間①、②、③及び④の国民年金保険料を納付した

ことを示す関連資料は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

大阪国民年金 事案 5303 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 36年４月から 41年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女  

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 36年４月から 41年３月まで 

    昭和 36 年当時、市役所の職員が国民年金の加入勧奨に自宅に来訪し、私

はすぐに了解して、当時同居していた兄嫁と一緒に国民年金に加入した。加

入後は集金人の男性が定期的に自宅に来訪し、その都度兄嫁と一緒に国民年

金保険料を納付していた。加入当初の保険料額は 100円で、それがどんどん

上昇していったこと、納付するたびに年金手帳に領収印を押してもらってい

たことも覚えている。ところが、最近送られてきたねんきん特別便によると、

私については同年４月以降の５年間が未納とされている。一方、私と同じ時

期に加入し、納付を開始したはずの兄嫁については同じ期間が納付済みとさ

れており、納得できない。申立期間について、調査の上、記録の訂正を求め

たい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 36年に申立人の義姉と一緒に国民年金に加入し、それ以来、

国民年金保険料の納付についても義姉と一緒に行っていたと主張しているが、

国民年金手帳記号番号払出簿によると、申立人の義姉の国民年金手帳記号番号

は 35 年 12 月に払い出されている一方で、申立人の手帳記号番号は 41 年６月

に払い出されている上、申立人が所持する国民年金手帳によると、同手帳の発

行日が同年５月 30 日である旨記載されていることが確認できることから、申

立人の加入手続はこの頃に行われたものと推認され、この時点では申立期間の

大部分は時効により保険料を納付できない期間となる。 

また、上記の加入手続が行われたものと推認される時点において、申立期間

の一部は、過年度納付が可能であるものの、申立人は申立期間の国民年金保険

料を集金人に定期的に納付したとしており、過年度納付が行われたことをうか



                      

  

がわせる事情は見当たらない。 

さらに、申立期間の国民年金保険料を納付することが可能な別の国民年金手

帳記号番号の払出しについて、オンライン記録により各種の氏名検索を行った

ほか、当時の住所地の国民年金手帳記号番号払出簿を全て確認したが、申立人

に対して別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情は見当た

らない。 

加えて、申立期間は 60 か月に及び、これほどの期間にわたって行政機関に

おいて事務的過誤が繰り返し発生することは考え難い上、申立人が申立期間の

国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書控え

等）は無く、ほかに当該期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺

事情も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の保険料を納

付していたものと認めることはできない。 

 



                      

  

大阪国民年金 事案 5304 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 36年４月から 47年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

 １  申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

住        所 ：  

 

２  申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年４月から 47年３月まで 

私は、自分が国民年金にいつ、どうやって加入したか定かでないが、自宅

を訪れていた女性の集金人に国民年金保険料を納付し始めてから数か月た

った昭和 47年 12月及び 48年１月頃、同集金人から「今なら 10年間遡って

納付できる。」と勧められたことを受け、同集金人ではなく、その時だけ同

集金人と一緒に来ていた男性に、玄関先で５万円から６万円程度の現金を手

渡した。その時、納付書などは無かったと思うが、領収書はもらった。なお、

女性の集金人は、恐らくＡ市Ｂ出張所から来た、私とは違う町会の人だった

と記憶している。当時の私自身の領収書は既に無くしてしまったが、現在、

私の手元には、夫名義の預かり証（昭和 45年４月から 47年３月までの期間

についてのもので、金額は１万 300円、領収日は 48年１月 31日と記載され

ている。）が残っている。    

集金人に対し、遡って納付した金額が５万円から６万円程度であったこと、

それが 10 年分の国民年金保険料であったことは確かだと思うが、その金額

が私一人分の金額であったか、夫婦二人分の金額であったかは、今となって

はよく分からない。しかし、当時の経済状況を考えると、未納期間をなくす

ように、一括して保険料を納付しただろうと思うので、私自身について、申

立期間がちょうど 10 年間未納期間とされていることには納得できない。調

査の上、納付記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

国民年金手帳記号番号払出簿によると、申立人及びその夫に係る国民年金手

帳記号番号が、昭和 47 年 12月 19 日に夫婦連番で払い出されていることが確

認できることに加え、申立人が現在所持する夫婦の国民年金手帳の発行日付欄



                      

  

によると、いずれの手帳も同年 12 月６日に発行されていることが確認できる

ことから、夫婦について、国民年金の加入手続が行われたのは、この時期であ

るものと推認できる。この場合、当該加入手続時点、又は申立人が遡って 10

年分の国民年金保険料を集金人に納付したとしている加入手続から数か月経

過した時点においては、いずれにしても特例納付実施期間外であった上、申立

期間の大部分は時効により、制度上、遡って納付できない期間である。 

また、上記加入手続時点において、当時Ｃ県下の市区町村において運用され

ていた、暦年ごとに国民年金保険料の時効を設定する方式を踏まえると、申立

期間のうち、昭和 45 年１月以降の期間については過年度納付が可能であった

ものの、当該期間に係る過年度保険料額１万 950 円、これに 47年４月から同

年 12 月までの現年度保険料の 4,650 円を加えたとしても、合計１万 5,600 円

であり、申立人が、集金人に対し遡って納付した額としている５万円から６万

円程度とは大きく相違する。なお、仮に申立人が、自らの遡及納付時、申立人

の夫についても申立人と同様の期間について、過年度及び現年度保険料を組み

合わせて遡及納付したとしても、その合算した金額は３万 1,300円となること

から、申立内容とは一致しない。 

さらに、申立人の夫名義のＡ市の国民年金保険料預かり証からは、夫が、

申立期間のうち、昭和 45年４月から 47年３月までの期間に係る保険料を、48

年１月 31 日に過年度納付していることが確認できるが、これと併せ、老齢年

金の受給資格期間に着目して申立人の夫のオンライン記録を検証すると、夫は

上記加入手続時点で既に 35歳以上であり、加入手続年度以降、60歳到達まで

保険料納付を継続したとしても、受給資格期間（300か月）を満たすことがで

きなかったことから、受給権確保のためには前述の過年度納付を行う必要があ

り、この過年度納付を行ってはじめて、受給資格期間をわずかに１か月超える

301か月を確保し得た状況であったことが確認できる。一方で、申立人は、加

入手続時点において 35 歳未満であったことから、受給権確保のために、遡っ

て保険料を納付する必要はなかった。   

加えて、申立期間の国民年金保険料を納付することが可能な別の国民年金

手帳記号番号の払出しについて、オンライン記録により各種の氏名検索を行っ

たほか、当時の住所地における国民年金手帳記号番号払出簿の内容を全て確認

したが、申立人に対して別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる

事情も見当たらない。 

ほかに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書控え等）は無く、申立期間の保険料を納付していたこ

とをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

大阪国民年金 事案 5305 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成７年 10 月の国民年金保険料については、納付していたものと

認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男  

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 43年生 

    住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成７年 10月 

私は、平成７年 10月半ばに勤め先を退職したことに伴い、国民年金に加

入した。加入手続をめぐる具体的な記憶、国民年金保険料を納付した時期及

び当時の保険料額等は定かでないが、退職した月以降、その年度末（この場

合、平成８年３月）までの期間に対する納付書が自宅に送られてきたので、

その納付書に従い、郵便局、コンビニエンスストア及び銀行窓口のいずれか

でまとめて保険料を納付したと思う。なお、納付の際には、納付書に領収印

を押してもらい、それをそのまま領収書として持ち帰ったが、その領収書は、

現在手元に残っていない。 

 しかし、まとめて国民年金保険料を納付したはずであるのに、申立期間

に当たる１か月についてだけ、保険料を納め忘れるとは考え難いので、調査

の上、納付記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の公的年金加入記録について、オンライン記録を見ると、申立人は、

平成７年 10 月 21 日に共済組合員資格を喪失した後、同年 11 月１日をもって

国民年金被保険者資格を取得していることが確認でき、当該記録について訂正

処理された事跡も見当たらないため、この場合、申立期間は当初から未加入期

間と認識されており、制度上、国民年金保険料を納付できない期間となる。 

また、オンライン記録によると、申立期間直後に当たる平成７年 11 月から

８年３月までの国民年金保険料は、同年６月 24 日にまとめて過年度納付され

ており、申立人の主張どおり郵送されてきた納付書に従って保険料を納付して

いたとすると、申立人に対し、申立期間に係る過年度納付書は、オンラインシ

ステム上作成されないことから、申立人は、前述の過年度納付時に、申立期間



                      

  

直後の期間と併せて、申立期間に係る保険料を納付することはできない。 

さらに、申立人は、申立期間に係る国民年金保険料の納付書及び領収証書の

様式について、「納付の際には納付書に領収印を押してもらった後、特に切り

離したりせずにそのまま受け取り持って帰った。」としているが、Ａ市による

と、申立期間当時、年度途中の転入者に対して交付されていた現年度保険料用

の納付書の様式は、１か月当たり１枚の納付書を、保険料納付の際に四分割し、

そのうちの一片を領収証書として交付するものであったとしており、申立内容

と相違することから、申立期間に係る保険料については、現年度納付されたと

は考え難い。 

加えて、申立期間の国民年金保険料を納付することが可能な別の国民年金手

帳記号番号の払出しについて、オンライン記録により各種の氏名検索を行った

ほか、当時の住所地における国民年金手帳記号番号払出簿の内容を全て確認し

たが、申立人に対して、別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる

事情も見当たらない。 

そのほか、申立人は、国民年金の加入手続についての記憶が定かでないほか、

当時の国民年金保険料額、納付時期及び納付場所等、保険料納付をめぐる状況

について曖昧であり、申立人が申立期間の保険料を納付したことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書控え等）は無く、申立期間の保険料を納付していたこ

とをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 

 



                      

  

大阪国民年金 事案 5306 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 57年４月から 63年２月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 36年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 57年４月から 63年２月まで 

    私は、昭和 55 年６月に結婚して夫の実家に住んでいたが、Ａ市Ｂ区で事

業を営んでいた私の父が、免許を停止され仕事ができなくなるなど、当時、

これ以外にも私の実家では様々な問題を抱えていたので、夫が私の父の仕事

を手伝うため、住民登録を夫の実家に置いたまま、56 年２月に夫婦で同区

にある私の実家に住むようになった。それ以来、私も私の父の仕事のＣ業務

を任され、父の家計も預かるようになった。 

    昭和 57 年に入った頃、私は子供を流産し、夫も仕事中に大けがをしたの

で、これを契機に「年金に加入しないと。」と決意し、同年３月頃、Ｂ区役

所で転入届を提出後、夫の分と一緒に国民年金の加入手続を行ったように思

う。私が夫婦の国民年金保険料の納付を開始したのも、その頃からであり、

以後は、これまで私が納付してきた私の父の保険料と一緒に納付するように

なった。 

 また、昭和 58 年頃には、国民健康保険料を減額免除してもらったので、

6,000円ぐらいであった保険料額が 4,500円になり、当時の国民年金保険料

額と 1,000円程度しか差がなかったことを覚えている。 

 申立期間が夫婦共に未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、その夫が仕事中に大けがをしたことなどを契機に、昭和 57 年３

月頃、夫婦の国民年金の加入手続を一緒に行い、その頃から夫婦の国民年金保

険料の納付を開始し、以後は、これまで納付してきた申立人の父親の保険料と

一緒に納付するようになったと申し立てている。 

 そこで、申立人夫婦に係る国民年金の加入時期等を調査すると、夫婦の国民



                      

  

年金手帳記号番号が連番で払い出されており、その前後の被保険者の状況等か

ら、申立期間直後の昭和 63 年３月頃に夫婦一緒に加入手続が行われたものと

推定されるとともに、同年３月以降、夫婦共に国民年金保険料の納付を開始し

ていることがオンライン記録により確認できることから、加入当時における夫

婦の納付状況は、その時期を除いて、申立人の記憶と一致している。 

   また、申立人夫婦に係る国民年金の加入手続が行われたとみられる昭和 63

年３月時点において、申立期間のうち、大半の期間は、制度上、時効により国

民年金保険料を納付することができない期間であるとともに、時効完成前の納

付が可能な期間の保険料については、加入手続前の過年度保険料及び現年度保

険料であり、遡って納付することになるが、申立人は、保険料を遡って納付し

た記憶はないと陳述している。 

 さらに、申立人が、申立内容のとおり、昭和 57 年３月頃に夫婦一緒に国民

年金の加入手続を行い、申立期間の国民年金保険料を遅滞なく納付するために

は、別の国民年金手帳記号番号の払出しが必要であるところ、国民年金手帳記

号番号払出簿の内容を全て視認したほか、オンライン記録により旧姓を含めた

各種の氏名検索を行ったが、申立人夫婦に対して別の手帳記号番号が払い出さ

れていたことをうかがわせる事情は見当たらない上、申立人は、加入を決意し

た動機について、申立人の夫の大けが等としていることなどを踏まえると、申

立人がその当時に行ったとする加入手続は、国民健康保険の加入手続である可

能性が高いものと考えられる。 

   加えて、申立人が申立人夫婦の国民年金保険料と一緒に納付していたとする

申立人の父親は、申立期間が納付済みであるため、申立人に申立期間当時の納

付状況について改めて事情を聴取すると、父親の分については３か月から４か

月ごとに納付していたと思うが、夫婦の分は国民年金に加入当時から毎月納付

していたと陳述しているところ、Ａ市が、それまで３か月単位であった納付制

度を毎月納付制度に切り替えたのは、昭和 62 年４月以降であり、夫婦共に毎

月納付制度実施後である申立期間直後の 63 年３月から保険料を納付している

ことから、申立人が申立期間当時に納付していたとする国民年金保険料は、申

立人の父親の保険料のみであると考えても不自然ではない。 

 このほか、申立期間は約６年間に及び、これほどの長期間にわたり、夫婦の

納付記録が同時に、かつ、連続して欠落することは考え難い上、申立人が申立

期間の国民年金保険料について納付していたことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書控え等）は無く、申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせ

る周辺事情も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

大阪国民年金 事案 5307 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 57年４月から 63年２月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 33年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 57年４月から 63年２月まで 

    私は、国民年金保険料の納付を含めて、一切を妻に任せていたので、詳し

いことはよく分からない。 

 しかし、妻は、私が仕事中に大けがをしたことなどを契機に「年金に加入

しないと。」と決意して、昭和 57 年３月頃、私の分と一緒に国民年金の加

入手続を行った記憶があり、その頃から夫婦の国民年金保険料の納付を開始

し、以後は、これまで納付してきた妻の父の保険料と一緒に納付するように

なったと言っている。 

 また、昭和 58 年頃には、国民健康保険料を減額免除してもらったので、

6,000円ぐらいであった保険料額が 4,500円になり、当時の国民年金保険料

額と 1,000円程度しか差がなかったことを妻が覚えている。 

 申立期間が夫婦共に未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立人の妻の記憶によると、申立人が仕事中に大けがをしたこと

などを契機に、昭和 57 年３月頃、夫婦の国民年金の加入手続を一緒に行い、

その頃から夫婦の国民年金保険料の納付を開始し、以後は、これまで納付して

きた妻の父親の保険料と一緒に納付するようになったと申し立てている。 

 そこで、申立人夫婦に係る国民年金の加入時期等を調査すると、夫婦の国民

年金手帳記号番号が連番で払い出されており、その前後の被保険者の状況等か

ら、申立期間直後の昭和 63 年３月頃に夫婦一緒に加入手続が行われたものと

推定されるとともに、同年３月以降、夫婦共に国民年金保険料の納付を開始し

ていることがオンライン記録により確認できることから、加入当時における夫

婦の納付状況は、その時期を除いて、申立人の妻の記憶と一致している。 



                      

  

   また、申立人夫婦に係る国民年金の加入手続が行われたとみられる昭和 63

年３月時点において、申立期間のうち、大半の期間は、制度上、時効により国

民年金保険料を納付することができない期間であるとともに、時効完成前の納

付が可能な期間の保険料については、加入手続前の過年度保険料及び現年度保

険料であり、遡って納付することになるが、申立人の妻は、保険料を遡って納

付した記憶はないと陳述している。 

 さらに、申立人の妻が、申立内容のとおり、昭和 57 年３月頃に夫婦一緒に

国民年金の加入手続を行い、申立期間の国民年金保険料を遅滞なく納付するた

めには、別の国民年金手帳記号番号の払出しが必要であるところ、国民年金手

帳記号番号払出簿の内容を全て視認したほか、オンライン記録により各種の氏

名検索を行ったが、申立人夫婦に対して別の手帳記号番号が払い出されていた

ことをうかがわせる事情は見当たらない上、申立人の妻は、加入を決意した動

機について、申立人の大けが等としていることなどを踏まえると、妻がその当

時に行ったとする加入手続は、国民健康保険の加入手続である可能性が高いも

のと考えられる。 

   加えて、申立人の妻が申立人夫婦の国民年金保険料と一緒に納付していたと

する妻の父親は、申立期間が納付済みであるため、申立人の妻に申立期間当時

の納付状況について改めて事情を聴取すると、同人の父親の分については３か

月から４か月ごとに納付していたと思うが、夫婦の分は国民年金に加入当時か

ら毎月納付していたと陳述しているところ、Ａ市が、それまで３か月単位であ

った納付制度を毎月納付制度に切り替えたのは、昭和 62 年４月以降であり、

夫婦共に毎月納付制度実施後である申立期間直後の 63 年３月から保険料を納

付していることから、申立人の妻が申立期間当時に納付していたとする国民年

金保険料は、同人の父親の保険料のみであると考えても不自然ではない。 

 このほか、申立期間は約６年間に及び、これほどの長期間にわたり、夫婦の

納付記録が同時に、かつ、連続して欠落することは考え難い上、申立人の妻が

申立期間の国民年金保険料について納付していたことを示す関連資料（家計簿、

確定申告書控え等）は無く、申立期間の保険料を納付していたことをうかがわ

せる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

大阪国民年金 事案 5308 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成８年６月から９年２月までの期間及び 19 年３月の国民年金保

険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 49年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成８年６月から９年２月まで 

② 平成 19年３月 

私は、両親から「会社を退職し厚生年金保険を外れた時は、国民年金の

加入手続が必要だ。」と言われていたため、平成８年６月に会社を退職後、

数か月以内には自分で区役所へ行き、国民年金の加入手続を行っていると

記憶している。 

 国民年金保険料は、具体的な納付場所及び納付金額等について記憶は定

かではないが、多分、社会保険事務所(当時)でもらった納付書で、自分で

毎回納付しているはずである。 

 また、申立期間②の国民年金保険料については、前後の期間が納付済み

であるのに、この１か月間だけが未納というのも考えられないので、よく

調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人のオンライン記録によると、申立人が初めて

国民年金の第１号被保険者資格を取得したのは、申立人が平成８年６月にＡ

社を退職した時点ではなく、Ｂ社を退職して厚生年金保険被保険者資格を喪

失した 14 年９月 17 日であることが確認できることから、申立期間①は、記

録の上では国民年金の未加入期間であり、制度上、国民年金保険料を納付す

ることができない期間である。 

また、基礎年金番号制度は平成９年１月に導入されているが、申立人の基

礎年金番号は、申立人がＢ社に就職し、厚生年金保険被保険者資格を取得し

た同年３月 17 日に付番されていることから、申立人が、申立内容のとおり、

申立期間①の国民年金保険料を納付するためには、これ以前に国民年金手帳



                      

  

記号番号又は別の基礎年金番号の払出しが必要であるところ、オンライン記

録により各種の氏名検索を行ったが、申立人に対して国民年金手帳記号番号

及び別の基礎年金番号が払い出されていたことをうかがわせる事情は見当た

らないほか、申立人は、社会保険事務所の納付書で毎回保険料を納付してい

るはずであるとしているが、申立期間①当時の現年度保険料の納付書は市町

村が発行していたことから、申立人の記憶と符合しない。 

 申立期間②について、当該期間は市町村が実施していた国民年金保険料の

収納業務が国に一元化された平成 14年４月以降の期間であり、納付データは、

金融機関等から電磁的データをもって収録されるなど、事務処理の機械化が

一層促進されていることから、保険料の収納及び記録管理における事務的過

誤が生じる可能性は極めて低いものと考えられる。 

 このほか、申立期間当時における国民年金の加入手続及び国民年金保険料

の納付状況について事情を聴取するため、申立人に対して電話及び文書によ

り何度も接触を試みたが、連絡がとれず、申立人から具体的な陳述を得るこ

とができない上、申立人が申立期間①及び②の保険料について納付していた

ことを示す関連資料(家計簿、確定申告書控え等)も提出されていない。 

 その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

大阪国民年金 事案 5309 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 58年４月から 60年９月までの期間及び 61 年１月から同年３

月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 30年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 58年４月から 60年９月まで 

             ② 昭和 61年１月から同年３月まで 

私は、会社を退職した昭和 58 年４月に国民年金の加入手続を行い、結婚

後は、私が夫婦の国民年金保険料を一緒に納付してきたのに、夫婦で納付済

期間及び未納期間等が異なっていることが納得できない。 

申立期間について国民年金保険料を納付していないか、もう一度よく調査

してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

会社を退職した場合の国民年金における強制加入被保険者資格は、加入手続

時期及び国民年金保険料の納付の有無にかかわらず、基本的に厚生年金保険被

保険者資格を喪失した日に取得するものとされている。 

 そこで、申立人夫婦に係る国民年金の加入時期等を調査すると、夫婦の国民

年金手帳記号番号の払出時期及びその前後の任意加入被保険者の資格取得日

から、申立人の夫は昭和 58年 12月頃に、申立人については、その約２年後の

60年 10月頃に加入手続が行われたものと推定されることから、夫婦で加入時

期が大きく異なっており、夫は、厚生年金保険被保険者資格を喪失した 58 年

10 月１日まで、申立人については、申立人が同被保険者資格を喪失した同年

４月１日まで、それぞれ遡って国民年金の強制加入被保険者資格を取得してい

ることが夫婦のオンライン記録及び年金手帳に記載された資格取得日により

確認できる。この場合、申立人の加入手続が行われた時点において、申立期間

①のうち、一部の期間は、制度上、時効により国民年金保険料を納付すること

ができない期間であるとともに、時効完成前の納付が可能な期間の保険料につ



                      

  

いては、加入手続前の過年度保険料及び現年度保険料であり、遡って納付する

ことになるが、申立人は、過去の未納保険料を遡って納付した記憶はないと陳

述している。 

 また、申立人夫婦のオンライン記録によると、申立期間②直後の昭和 61 年

４月から現在まで、夫婦の納付日が一致していることから、申立人が夫婦の国

民年金保険料を一緒に納付していたものと推認されるところ、申立期間①のう

ち、60 年４月から同年９月までの期間は、申立人の夫は保険料を納付済みで

ある。しかしながら、その納付日は、申立人に係る国民年金の加入手続が行わ

れたとみられる同年 10 月前の同年８月 31日及び同年９月 28 日であることが

申立人の夫のオンライン記録により確認できるため、申立人の当該期間の保険

料については、夫と一緒に納付することができないものと考えられる。 

 さらに、申立期間②は、申立人に係る国民年金の加入手続後の期間であるが、

申立人が国民年金保険料を一緒に納付していたとする申立人の夫も同様に未

納期間となっていることから、夫婦の納付記録が同時に欠落することは考え難

い上、当該期間の約１年半後の昭和 62 年９月９日に、申立人夫婦に対して社

会保険事務所(当時)が未納期間に係る保険料の納付書を作成したことが夫婦

のオンライン記録により確認できる。 

 加えて、別の国民年金手帳記号番号の払出しの可能性について、オンライン

記録により旧姓を含めた各種の氏名検索を行ったが、申立人に対して別の手帳

記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情は見当たらない上、申立

人が申立期間①及び②の国民年金保険料について納付していたことを示す関

連資料(家計簿、確定申告書控え等)は無く、ほかに当該期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

大阪国民年金 事案 5310 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 62年１月から平成元年３月までの期間及び 11年 12月の国民

年金保険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 41年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 62年１月から平成元年３月まで 

             ② 平成 11年 12月 

    私は、母から国民年金保険料は絶対に納付しなければならないと言われて

いたので、昭和 61年 12月に会社を退職してすぐに、区役所で国民年金への

切替手続を行い、国民年金手帳の履歴欄にも記載してもらった。それ以来、

母が毎月忘れずに私の保険料を納付し、その都度私が領収証書を確認してき

た。 

 また、平成11年12月の国民年金保険料が口座引落しできなかったときも、

預金通帳を確認して母が保険料を納付している。 

 その後、３度も区役所に未納がないか、電話で確認したところ、全て納付

しているので心配ないと言われたのに、申立期間がそれぞれ未納とされてい

ることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、申立人は、昭和 61年 12月に会社を退職してすぐに、

国民年金への切替手続を行ったと申し立てている。 

 そこで、申立人に係る国民年金の加入時期等を調査すると、その約２年後の

平成元年２月に国民年金手帳記号番号が払い出されていることが国民年金手

帳記号番号払出簿により確認できることから、この頃に加入手続が行われたも

のと推定され、申立人が会社を退職したとする翌月の昭和 62 年１月１日まで

遡って国民年金被保険者資格を取得していることが申立人のオンライン記録

により確認できる上、その記録は、申立人が所持する国民年金手帳の資格取得

日とも一致している。この場合、申立期間①のうち、64 年１月以前の国民年

金保険料については、加入手続前の過年度保険料及び現年度保険料であり、遡



                      

  

って納付することになるが、申立人及びその保険料を納付してきたとする申立

人の母親は、保険料は加入当時から毎月納付してきたので、遡って納付したこ

とも、まとめて納付したこともないと陳述しているところ、申立人のオンライ

ン記録を見ると、申立人の加入手続が行われたとみられる平成元年２月後であ

る申立期間①直後の同年４月から保険料の納付を開始し、ほぼ毎月納付してい

ることが確認できることから、その時期を除いて、加入当時の納付状況と符合

している。 

   また、申立人の母親が、申立内容のとおり、申立人が会社を退職してすぐに、

国民年金の加入手続を行い、申立期間①の国民年金保険料を毎月納付するため

には、別の国民年金手帳記号番号の払出しが必要であるところ、国民年金手帳

記号番号払出簿の内容を検索ツールで確認するとともに、オンライン記録によ

り各種の氏名検索を行ったが、申立人に対して別の手帳記号番号が払い出され

ていたことをうかがわせる事情は見当たらないほか、申立人及びその母親に加

入当時の事情を改めて聴取したが、会社を退職後に手続したと思うとするのみ

であり、加入時期を特定できる具体的な陳述を得ることができなかった。 

 申立期間②について、申立人のオンライン記録によると、その納付日から、

平成３年 10 月に口座振替による国民年金保険料の納付を開始しているものと

推認されるが、その内訳を精査したところ、預金残高不足によるとみられる引

落不能のため、後日に保険料を納付したことが、現在まで 50 回以上記録され

ており、未納解消の努力がうかがえるものの、そのうち、申立期間②前後の平

成 10 年度から 14 年度までの期間においては、10 数回にわたって保険料を過

年度納付していることから、この時期は特に納付が不安定な状況にあったとみ

られる上、申立期間②直前の平成 11年 10月及び同年 11月の保険料は、それ

ぞれ２年の時効完成間際の 13年 11月 29日及び同年 12月 28日になって過年

度納付していることなどを踏まえると、申立期間②の保険料については、制度

上、時効により納付できなかった可能性が考えられる。 

 また、申立期間②は、基礎年金番号制度が導入された平成９年１月以降の期

間であり、収納事務の機械化等により記録管理の強化が図られていることから、

納付記録が欠落する可能性は極めて低いものとされている。 

 さらに、申立人又はその母親が申立期間①及び②の国民年金保険料について

納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書控え等）は無く、ほか

に当該期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たら

ない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

大阪国民年金 事案 5311 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 57 年１月から 59 年６月までの期間及び 62 年４月から平成２

年３月までの期間の国民年金保険料については、免除されていたものと認める

ことはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 31年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 57年１月から 59年６月まで 

 ② 昭和 62年４月から平成２年３月まで 

    私は、国民年金の加入時期は覚えていないが、加入してからは、区役所で

毎年免除申請していた。 

 申立期間①及び②について、当方では免除申請手続をしていなかったとい

う事実が確認できないので、よく調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、国民年金に加入してからは、区役所で毎年免除申請していたと申

し立てているところ、その具体的な手続の状況については、何も覚えていない

とするのみである。 

 そこで、申立人に係る国民年金の加入時期を調査すると、昭和 59年 12月に

申立人の国民年金手帳記号番号が払い出されていることが国民年金手帳記号

番号払出簿により確認できることから、この頃に加入手続が行われたものと推

定され、国民年金被保険者の国籍条項が撤廃された 57 年１月１日まで遡って

強制加入被保険者資格を取得していることが、申立人のオンライン記録及び年

金手帳に記載された資格取得日等により確認できる。この場合、申立期間①は、

制度上、国民年金保険料について免除申請することができない期間であるもの

と考えられる。 

また、申立人が申立期間①の国民年金保険料を免除申請するためには、別の

国民年金手帳記号番号の払出しが必要であるところ、オンライン記録により各

種の氏名検索を行ったが、申立人に対して別の手帳記号番号が払い出されてい

たことをうかがわせる事情は見当たらない。 



                      

  

さらに、申立期間②については、当時における生活状況等に関し、申立人か

ら具体的な陳述が得られないほか、当該期間は３年間に及び、毎年行うものと

されている免除申請手続について行政側が連続して３回にわたり、事務処理上

の過誤を生じさせる可能性は低いものと考えられる上、申立人に係る当時の区

の国民年金被保険者名簿の免除記録もオンライン記録と一致しており、申立期

間②は未納期間となっている。 

 加えて、申立人が申立期間①及び②の国民年金保険料について免除申請して

いたことを示す関連資料(日記、メモ等)は無く、ほかに当該期間の保険料を免

除申請していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を免除されていたものと認めることはできない。 



                      

  

大阪国民年金 事案 5312 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 46年１月から 49年３月までの期間及び 51年４月から 53年７

月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ：  昭和 16年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 46年１月から 49年３月まで 

             ② 昭和 51年４月から 53年７月まで 

会社を退職し、姉婿が経営する工場を手伝っていた時、姉から「１月から

国民年金を掛けておく。」と言われた記憶があるので、昭和 46年１月頃にＡ

市役所で国民年金の加入手続をしてくれたのだと思う。 

昭和 46年１月から 48 年 12月までＡ市に住んでいた期間の国民年金保険

料については、姉が自分たち夫婦の保険料と一緒にＡ市役所の窓口で納めて

くれていたと思う。 

また、昭和 49年１月から 53年７月までの期間の国民年金保険料について

は、勤務先の社長の妻が、当時集金に来ていたＢ市Ｃ区役所の職員に納めて

くれていたと思う。 

申立期間が未納と記録されているのは納得できない。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

国民年金手帳記号番号払出簿を見ると、申立人の国民年金手帳記号番号は、

Ａ市において、昭和 47年 11月に払い出されており、この手帳記号番号の払出

時期からみて、申立期間①のうち、46年１月から 47年３月までの国民年金保

険料を過年度納付、また、同年４月から 49 年３月までの保険料を現年度納付

することは可能である。 

しかし、申立期間①について、申立人は、昭和 46年１月から 48 年 12月ま

での期間の国民年金保険料については、申立人の姉が自分たち夫婦の保険料と

一緒にＡ市役所の窓口で納めてくれていたと申し立てており、また、特殊台帳

を見ると、昭和 47年度欄及び 48年度欄にそれぞれ催告印が押されているもの



                      

  

の、これらの納付催告に応じて過年度納付したことがうかがえる事情も認めら

れなかった。 

また、特殊台帳を見ると、申立人は、昭和 43年９月 30日付けで国民年金被

保険者資格を取得し、53 年８月１日付けで同資格を喪失したことが記録され

ていることから、加入手続時点において申立人は、会社を退職した時期につい

て、43年９月 30日と認識していたものと推認できるものの、オンライン記録

を見ると、この間の 45年３月から同年 12月までについて、厚生年金保険の加

入記録が平成 14 年１月 21 日付けで統合されたことが記録されており、昭和

46 年１月から申立人の姉が国民年金保険料を納付してくれたとする申立内容

の不自然さは否めない。 

なお、特殊台帳の昭和 43 年９月 30 日付け資格の取得については、平成 14

年１月 22日付けで昭和 46年１月 29日へと記録訂正されている。 

一方、申立期間②について、特殊台帳を見ると、昭和 51年度欄、52年度欄

及び 53 年度欄にそれぞれ催告印が押されているものの、申立人は、勤務先の

社長の妻が、当時集金に来ていたＣ区役所の職員に納めてくれていたと陳述し

ており、これらの納付催告に応じて納付したことがうかがえる事情も認められ

なかった。 

また、その後の転居先であるＤ市保存の申立人に係る国民年金被保険者名簿

を見ても、申立期間①及び②の国民年金保険料については未納と記録されてい

る。 

さらに、申立期間の国民年金保険料を納付することが可能な別の国民年金手

帳記号番号の払出しについて、オンライン記録により各種氏名検索を行ったほ

か、当時の住所地における国民年金手帳記号番号払出簿の縦覧調査を行ったが、

申立人に別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情等は見当

たらない。 

加えて、申立期間の国民年金保険料の納付をめぐる事情を酌み取ろうとした

が、新たな周辺事情等を見いだすことはできなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

大阪国民年金 事案 5313 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 63 年４月から平成元年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 28年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 63年４月から平成元年３月まで 

    会社退職後、自営業を始めたので、昭和 63 年４月頃、加入手続をしてき

ちんと納めていた。 

申立期間の国民年金保険料は、昭和 63 年４月から平成元年３月までの間

に納付していた。 

申立期間の国民年金保険料は、12 か月分で 15 万 9,600 円ぐらいだった。

納付方法及び納付場所は不明である。 

申立期間の国民年金保険料が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録を見ると、申立人の国民年金手帳記号番号は、前後の手帳記

号番号から、Ａ市Ｂ区において、平成２年１月頃に払い出されていると推認さ

れ、この手帳記号番号の払出時点からみて、申立期間の国民年金保険料は過年

度保険料となるが、申立人から過年度納付に係る陳述を得ることはできなかっ

た。 

   また、申立人は、申立期間当時の国民年金保険料額について、１年間で 15

万 9,600円ぐらいだったとしているものの、当時の 1年間分の保険料額は９万

2,400円であり、金額が一致しない。 

   さらに、オンライン記録を見ると、申立人は、厚生年金保険被保険者資格の

喪失直後の平成 10 年４月から 11 年３月までの期間の国民年金保険料として

15万 9,600円を、同年２月 26日付けで一括納付していることが確認でき、こ

の当時の記憶と混同している可能性も否定できない。 

加えて、申立期間の国民年金保険料を納付することが可能な別の国民年金手

帳記号番号の払出しについて、オンライン記録により各種の氏名検索を行った



                      

  

が、申立人に別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情も見当

たらない。 

このほか、申立期間の国民年金保険料の納付をめぐる事情を酌み取ろうとし

たが、新たな周辺事情等を見いだすことはできなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

大阪国民年金 事案 5314 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 54年 10月、57年６月から同年 10月までの期間、60年１月か

ら平成３年 12月までの期間、５年７月から６年 10月までの期間、７年１月及

び同年２月並びに同年４月から８年３月までの期間の国民年金保険料につい

ては、納付していたものと認めることはできず、また、９年４月から 10 年３

月までの期間、11 年４月から 12 年４月までの期間及び同年８月から 13 年５

月までの期間の国民年金保険料については、納付又は免除されていたものと認

めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 54年 10月 

② 昭和 57年６月から同年 10月まで 

③ 昭和 60年１月から平成３年 12月まで 

④ 平成５年７月から６年 10月まで 

⑤ 平成７年１月及び同年２月 

⑥ 平成７年４月から８年３月まで 

⑦ 平成９年４月から 10年３月まで 

⑧ 平成 11年４月から 12年４月まで 

⑨ 平成 12年８月から 13年５月まで 

    はっきりとは覚えていないが、元妻が、私の国民年金の加入手続を行い、

婚姻期間中の国民年金保険料を納付してくれていたはずである。 

    離婚後については、私が、国民年金保険料を全てではないが納付したこと

があり、免除申請手続も行った。また、生活保護を受給していた時期もある。 

    申立期間の国民年金保険料が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

国民年金手帳記号番号払出簿、特殊台帳及びＡ市保存の国民年金被保険者

名簿を見ると、申立人の国民年金被保険者資格の取得日は昭和 53 年５月 20

日であり、また、同年５月から 54年２月までの期間については申請免除期間



                      

  

とされていることから、申立人の国民年金手帳記号番号は、Ａ市において、

この当時に払い出されたものと推認され、この手帳記号番号の払出時期から

みて、各申立期間の国民年金保険料を納付することは可能である。 

しかし、申立人は、婚姻期間中の国民年金保険料は、申立人の元妻が納付

してくれていたはずであると申し立てているものの、特殊台帳を見ると、上

記のとおり、昭和 53年５月 20日に国民年金被保険者資格を取得したものの、

54年２月１日に同資格を喪失していることが確認でき、その後、平成８年５

月 31日に免除申請手続を行うまでの期間の７か所の厚生年金保険記録は、い

ずれも 13 年８月 17 日に統合されており、当時、当該期間は連続した国民年

金の未加入期間であったと考えられることから、申立期間①、②、③及び④

のうち、５年７月から６年３月までの期間の国民年金保険料は、制度上、納

付することはできない。 

また、申立人は、上記のとおり、平成８年５月 31日に免除申請手続を行っ

ており、この時点において、申立期間④のうち、６年４月から同年 10月まで

の期間、申立期間⑤及び⑥の国民年金保険料を過年度納付することは可能で

あり、また、同年 11 月及び同年 12 月の保険料を過年度納付していることが

確認できるものの、申立人から、納付場所、納付金額及び納付方法等の具体

的な陳述は無く、当該期間の保険料の納付をめぐる事情を酌み取ろうとした

が、新たな周辺事情等を見いだすことはできなかった。 

さらに、申立人は、申立期間⑦、⑧及び⑨の国民年金保険料を納付又は免

除申請していたはずであると申し立てているものの、当該期間の保険料納付

の記録は見当たらない上、平成８年４月から９年３月までの期間、10年４月

から 11 年３月までの期間及び 15 年２月の保険料を免除申請していることが

確認できるものの、この期間以外に免除申請の記録は無く、オンライン記録

上、不自然な点は認められない。 

この点についても、申立人の記憶は曖昧であり、申立人が、国民年金保険

料の納付及び免除申請手続を行っていたとする事情を酌み取ろうとしたが、

新たな周辺事情等を見いだすことはできなかった。 

加えて、申立人は、Ｂ市に居住している時に、生活保護を受給していたと

しているところ、同市保存の「生活保護適用に関する証明書」を見ると、平

成 12 年６月 19 日から同年７月 18 日までの期間、13 年７月 23 日から 15 年

２月 28日までの期間及び同年４月１日以降の期間について、保護適用期間と

されている一方、申立期間⑧及び⑨については、保護適用期間とされておら

ず、当該期間は法定免除とはならなかったものと考えられる。 

また、当該期間は、平成９年１月に基礎年金番号が導入された後の期間で

あり、基礎年金番号に基づき、国民年金保険料の収納事務等の電算化が図ら

れていた状況下において、当該期間の記録管理が適切に行われていなかった

可能性は低いものと考えられる。 



                      

  

さらに、各申立期間の国民年金保険料を納付することが可能な別の国民年

金手帳記号番号の払出しについて、オンライン記録により各種の氏名検索を

行ったほか、当時の住所地における国民年金手帳記号番号払出簿の縦覧調査

を行ったが、申立人に別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる

事情も見当たらない。 

加えて、申立期間は９期間で合わせて 12 年 11 か月に及んでおり、これほ

ど多数回及び長期間にわたって国民年金保険料の収納及び記録管理における

事務的過誤が繰り返されたとも考え難い。 

このほか、申立人から申立期間の国民年金保険料の納付をめぐる事情を酌

み取ろうとしたが、新たな周辺事情等を見いだすことはできなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金

保険料を納付又は免除されていたものと認めることはできない。 

 



大阪厚生年金 事案 9604（事案 3293及び 6034の再々申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 41年６月 13日から 42年１月 26日まで 

             ② 昭和 42年５月 15日から同年７月 26日まで 

             ③ 昭和 42年 11月１日から 43年１月６日まで 

             ④ 昭和 44年４月 14日から 47年４月 25日まで 

    前回の年金記録確認第三者委員会への申立てにおいても主張したが、Ａ社

の本社はＢ県に有り、私は同社Ｃ支店勤務だったので、退職時に脱退手当金

の手続を行ったことも支給を受けた記憶もない。新たな資料等は無いが、審

議内容に納得できないので、申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間に係る申立てについては、ⅰ）申立人と同時期に脱退手当金を受給

したことが確認できる同僚二人の陳述等から事業主による脱退手当金の代理

請求がなされた可能性が否定できないこと、ⅱ）事業主が代理受領を行ってい

たとすれば、申立人に支払通知書が届いていなかったとしても支払いの効果に

消長をきたすものでないこと、ⅲ）申立人の厚生年金保険被保険者台帳記号番

号払出簿を見ると、申立人の４つの申立期間に係る厚生年金保険被保険者台帳

記号番号は、脱退手当金が昭和 47年７月 11日に支給決定される直前の同年７

月９日に１つの記号番号に重複整理されていることが確認できること、ⅳ)脱

退手当金の支給額に計算上の誤りは無く、申立期間に係る厚生年金保険被保険

者資格の喪失日から約３か月後に支給決定されているなど、一連の事務処理に

不自然さがうかがえないことから、既に当委員会の決定に基づき、平成 21年

５月25日付け及び22年４月９日付けで年金記録の訂正は必要でないとする通

知が行われている。 



   今回、申立人は、Ａ社では同社Ｃ支店で勤務しており、退職時の事務手続は

同社Ｄ本社で行われていたことから、脱退手当金に関する手続について何も連

絡がなかった旨前回同様の申立てを行っているほか、同社における代理請求の

可能性がうかがえる陳述をしている二人は同僚ではない旨申し立てていると

ころ、確かに当該の二人は同社Ｄ本社勤務であって、同社Ｃ支店勤務であった

申立人にとっては同僚とは言えないかもしれないものの、脱退手当金請求の手

続（代理受領の手続）を行っていたところが、同社Ｃ支店ではなく同社Ｄ本社

であることからすると、同僚ではないことが、事柄の消長をきたすものではな

い。それゆえ当該の事情は委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情とは認

められない。 

このほか、申立人から新たな資料及び情報の提出は無く、当委員会の当初決

定を変更すべき新たな事情は見当たらない。 

これらの事情を踏まえると、当初の主張及び資料と併せて検討しても、委

員会の当初の判断を変更すべき事情は認められず、申立人は、申立期間に係

る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 9605 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住    所 ：  

                           

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 40年６月 13日から同年 12月まで 

             ② 昭和 44年２月 26日から同年 10月まで 

             ③ 昭和 54年５月 27日から同年８月まで 

             ④ 昭和 56年９月から同年 11月１日まで 

             ⑤ 昭和 57年３月から同年４月 12日まで 

             ⑥ 昭和 58年７月 14日から 60年９月まで 

             ⑦ 昭和 60年 10月から 61年 11月まで 

    厚生年金保険の加入状況を年金事務所に照会したところ、申立期間の加入

記録が無いとの回答を受けた。申立期間①については、Ａ社に昭和 40 年３

月 22日から同年 12月まで勤務したのに、同年６月 13日までの加入記録し

かない。申立期間②については、Ｂ社（現在は、Ｃ社）に 41年４月 25日か

ら 44年 10月まで勤務したのに、同年２月 26日までの加入記録しかない。

申立期間③については、Ｄ社（現在は、Ｅ社）に 52年７月 18日から 54年

８月まで勤務したのに、同年５月 27 日までの加入記録しかない。申立期間

④については、Ｆ社に 56年９月から 57年１月 22日まで勤務したのに、56

年 11 月１日からの加入記録しかない。申立期間⑤及び⑥については、Ｇ社

に 57 年３月から 60 年９月まで勤務したのに、57 年４月 12 日から 58 年７

月 14日までの加入記録しかない。申立期間⑦については、Ｈ社Ｉ支店に 60

年 10月から 61年 11 月まで勤務したのに、加入記録は、同社Ｊ部門におい

て、59年８月１日から 60年１月 19日までとなっている。 

    申立期間もそれぞれの会社で勤務していたので、厚生年金保険被保険者期

間を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 



申立期間①については、申立人は、昭和40年12月までＡ社に勤務したのに、

同年６月 13日までの加入記録しかないと申し立てている。 

しかし、Ａ社は、昭和 48年に厚生年金保険の適用事業所ではなくなってお

り、申立期間当時の事業主は連絡先不明のため、同社等から申立人の申立期

間における勤務実態及び保険料控除の状況を確認することはできない。 

また、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿（以下「被保険者名

簿」という。）において、申立期間に被保険者資格を取得している者のうち、

住所が判明した二人に照会し一人から回答を得たが、同人は申立人を覚えて

おらず、申立人の申立期間における勤務実態等は確認できない。 

さらに、雇用保険の記録を見ると、申立人は、申立期間のうち、昭和 40年

９月 26 日から同年 12 月までの期間は、Ａ社の次に勤務したＫ社において被

保険者であったことが確認できるところ、オンライン記録においても、申立

人は、申立期間のほぼ全期間である同年６月 24 日から同年 12 月までの期間

は、Ｋ社で厚生年金保険の被保険者であったことが確認でき、雇用保険の記

録とおおむね符合する。 

申立期間②については、申立人は、昭和 44 年 10 月までＢ社に勤務したの

に、同年２月 26日までの加入記録しかないと申し立てている。 

しかし、Ｃ社は、「申立期間当時の人事記録は廃棄し、担当者も在籍して

いないことから、申立人が申立期間に在籍していたかは不明である。」とし

ていることから、事業所等から申立人の申立期間における勤務実態及び保険

料控除の状況は確認できない。 

また、Ｂ社に係る被保険者名簿において申立期間に資格を取得している元

従業員のうち連絡先の判明した６人に照会し４人から回答を得たが申立人を

覚えている者はいない。 

さらに、雇用保険の記録で確認できる申立人のＢ社での離職年月日は昭和

44年２月 26日であり、厚生年金保険被保険者の資格喪失日と符合する。 

申立期間③については、申立人は、昭和 54年８月までＤ社に勤務したのに、

同年５月 27日までの加入記録しかないと申し立てている。 

しかし、Ｅ社は、「申立期間当時の人事記録は廃棄し、担当者も在籍して

いないことから、申立人が申立期間に在籍していたかどうかは不明である。」

としており、申立人の申立期間における勤務実態及び保険料控除の状況は確

認できない。 

また、Ｄ社に係る被保険者名簿において申立期間に資格を取得している元

従業員に照会し二人から回答を得たが、いずれも申立人を覚えていないこと

から、申立人の申立期間における勤務実態等は確認できない。 

さらに、雇用保険の記録で確認できる申立人の離職日は昭和 54 年５月 26

日であり、厚生年金保険の資格喪失日の記録と符合する上、申立人は、申立

期間中の同年６月９日に求職の申込手続を行い、申立期間中の同年７月 27日



から申立期間後の同年 10 月 19 日までの間、失業給付の基本手当を受給して

いることが確認できる。 

申立期間④については、申立人は、昭和 56年９月からＦ社に勤務したのに、

同年 11月１日からの加入記録しかないと申し立てている。 

しかし、雇用保険の記録によると、申立人のＦ社における資格取得日は昭

和 56年 11月１日であり、厚生年金保険の資格取得日と一致する。 

また、Ｆ社の元事業主から提出された社会保険台帳を見ても、申立人の資

格取得日は昭和 56 年 11 月１日と記載されており、厚生年金保険の記録と一

致する。 

さらに、Ｆ社に係る被保険者名簿において申立期間に加入記録が有る元従

業員に照会し６人から回答を得たが、申立人を覚えている者はいない。 

加えて、Ｆ社の元事業主は、「申立期間当時は試用期間について特に明確な

基準はなかったが、経験に応じて３か月から６か月程度の期間を設定してい

た者もいた。しかし、社会保険の加入手続前に給与から社会保険料を控除す

ることはなかった。」と陳述している。 

申立期間⑤については、申立人は、昭和 57年３月からＧ社に勤務したのに、

同年４月 12日からの加入記録しかないと申し立てている。 

しかし、雇用保険の記録、Ｇ社の労働者名簿で確認できる申立人の雇入日

及びＬ厚生年金基金の加入記録で確認できる申立人の資格取得日は、いずれ

も昭和 57年４月 12日であり、厚生年金保険の資格取得日と一致する。 

また、Ｇ社に係る被保険者名簿において申立期間に加入記録の有る元従業

員 11 人に照会し１人から回答を得たが、同人は、「申立人がＧ社に勤務して

いたことは覚えているが、勤務期間までは覚えていない。」としており、申立

人の申立期間における勤務実態等は確認できない。 

申立期間⑥については、申立人は、昭和 60年９月までＧ社で勤務したのに、

58年７月 14日までの加入記録しかないと申し立てている。 

しかし、雇用保険の記録で確認できる申立人の離職日は昭和 58 年７月 13

日であり、厚生年金保険の資格喪失日の記録と符合する上、申立人は、申立

期間中の同年７月 18日に求職の申込手続を行い、申立期間と重複する同年８

月 10日から 59年１月 30日までの間、失業給付の基本手当を受給しているこ

とが確認できる。 

また、Ｌ厚生年金基金の加入記録で確認できる申立人の資格喪失日は昭和

58年７月 14日であり、厚生年金保険の記録と一致している。 

さらに、申立期間のうち、昭和 59年８月１日から 60年１月 19日までの期

間については、申立人は、Ｇ社の次に勤務したＨ社において雇用保険及び厚

生年金保険の被保険者であったことが、オンライン記録等で確認できる。 

申立期間⑦については、申立人は、昭和 60 年 10 月から 61 年 11 月まで、

Ｈ社Ｉ支店で勤務し厚生年金保険に加入していたのに、厚生年金保険の加入



記録は、59 年８月１日から 60 年１月 19 日までの５か月間しかなく、その加

入時期も、勤務した支店名も異なっていると申し立てている。 

しかし、Ｍ社（平成 12 年にＨ社を吸収合併）は、「労働者名簿等の人事記

録については、保存期間経過のため破棄した。」と陳述していることから、事

業所等から申立人の申立期間における勤務実態及び保険料控除の状況は確認

できない。 

また、雇用保険の記録を見ると、申立人のＨ社における加入期間は、昭和

59 年８月１日から 60 年１月 19 日までであり、厚生年金保険の記録と符合し

ている。 

さらに、オンライン記録によれば、申立人は、申立期間のうち昭和 61年４

月以降は、国民年金の第３号被保険者となっていることが確認できる。 

加えて、申立人は、「申立期間は、Ｈ社Ｉ支店で勤務していた。同社のＪ部

門で厚生年金保険の加入記録が有るが、Ｊ部門では勤務していない。」と主張

しているものの、Ｈ社に係る厚生年金保険被保険者において、申立期間に勤

務が確認でき住所が判明した元従業員に照会し回答の有った 13人の陳述から

判断すると、同社では、厚生年金保険の手続を同社Ｎ本社で一括して行って

いたことがうかがえる上、オンライン記録において、申立人が勤務したとす

る同社Ｉ支店は、厚生年金保険の適用事業所としての記録が見当たらない。 

このほか、申立人の申立期間①、②、③、④、⑤、⑥及び⑦に係る保険料

控除を確認できる関連資料は無く、控除をうかがわせる周辺事情も見当たら

ない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 9606 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間について、厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂正

を認めることはできない。          

    

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成５年 11月１日から８年１月 30日まで 

厚生年金保険の加入状況を年金事務所に照会したところ、Ａ社に勤務し

た期間のうち、申立期間の標準報酬月額が実際に支払われていた給与額よ

り低く記録されていることが分かった。 

Ａ社では、設立時から代表取締役を務め、１か月 50万円の給与を得てい

たのに、私の知らない間に申立期間の標準報酬月額が９万 8,000 円に変更

されている。 

申立期間の標準報酬月額を実際の給与支給額に見合った額に訂正してほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  申立人は、申立期間当時、Ａ社の代表取締役として同社に在籍し、厚生年金

保険被保険者であったことが、年金事務所の厚生年金保険被保険者記録及び同

社の閉鎖登記簿謄本により認められる。 

  また、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所ではなくなった日（平成８年１月

30 日）の後の平成８年２月５日付けで、５年 11 月１日から８年１月 30 日ま

での 25 か月間の標準報酬月額について、遡って減額処理が行われていること

がオンライン記録により確認できる。 

一方、申立人は、「債務超過が原因で事業を閉鎖したが、申立期間当時、社

会保険料の滞納はなかった。また、標準報酬月額の遡及訂正には関与していな

い。」旨陳述している。 

しかし、申立期間当時、Ａ社の経理関係と社会保険関係の事務を担当してい

た税理士は、「従業員の厚生年金保険被保険者資格の取得・喪失の届出書及び

雇用保険の離職票の作成はＡ社からの委任を受けて行っていたが、厚生年金保



険の適用を廃止する全喪届及び申立人の報酬額を遡及訂正する届出等の事務

は担当していない。同社は、債務超過に陥り経営が破綻
は た ん

し事業を廃止した。申

立人は、個人資産を売却し、その返済に充てていた。当時の経営状況からみて

も社会保険料の滞納は有ったものと推測できる。」旨陳述している。      

  また、オンライン記録において、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所でなくな

る約２か月前（平成７年 11月 12日）に被保険者資格を喪失している複数の従

業員は、「会社は業績不振で倒産した。最後の給料は未払のままで受け取って

いない。」旨陳述している。 

  さらに、申立期間に係る平成８年２月５日付けの標準報酬月額の減額処理に

関しても、オンライン記録によると、申立人の資格喪失処理も同日付けでなさ

れており、その際に健康保険被保険者証が返納されていること、及び申立人に

係る健康保険厚生年金保険記録の生年月日の訂正処理が確認できることから、

社会保険事務所（当時）が、代表取締役であった申立人の同意を得ずに、又は

申立人の一切の関与もなしに、無断で処理を行ったものと認めることはできな

い。 

  これらの事情を総合的に判断すると、申立人は会社の代表取締役として、自

らの標準報酬月額の減額処理が有効なものでないと主張することは信義則上

許されず、申立人の厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂正を認めるこ

とはできない。



大阪厚生年金 事案 9607 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住    所 ：  

                           

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 31年５月１日から同年 10月１日まで 

             ② 昭和 32年６月１日から 33年 12月まで 

    厚生年金保険の加入状況を年金事務所に照会したところ、Ａ社に勤務した

期間のうち、申立期間の加入記録が無いとの回答を受けた。同社には、昭和

31 年５月１日から 33 年 12 月まで継続して勤務していたので、申立期間を

厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、申立人は、Ａ社の上司の紹介で高校卒業後の昭和

31 年５月１日に同社に入社し、厚生年金保険に加入していたと申し立ててい

る。 

しかし、Ａ社は、昭和 33 年９月１日に厚生年金保険の適用事業所ではなく

なっており、申立期間当時の事業主は連絡先不明のため、同社から申立人の申

立期間における勤務実態及び保険料控除の状況は確認できない。 

また、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立期間に

資格を喪失していることが確認できる元従業員は、「申立人を覚えていない。」

と陳述している。 

さらに、前述の被保険者名簿において、申立人をＡ社に紹介したとされる上

司の資格取得日は昭和 32 年８月１日、また、申立人が先輩であったとする元

同僚二人の資格取得日は同年９月１日であることが確認できる。 

加えて、前述の被保険者名簿において、申立期間に加入記録の有る別の元従

業員は、「期間は分からないが、Ａ社入社時には試用期間が有った。」と陳述

している。 

申立期間②については、申立人は、昭和 33年 12月までＡ社に勤務し、厚生



年金保険に加入していたと申し立てている。 

しかし、前述のとおり、Ａ社は昭和 33 年９月１日に厚生年金保険の適用事

業所ではなくなっており、申立期間のうち同日以降は厚生年金保険の適用事業

所ではない。 

また、前述の被保険者名簿において、昭和 32年６月 21日に資格を喪失して

いる元従業員は、「昭和 33 年中頃まで勤務したが、申立人を覚えていない。」

と陳述し、申立人と同日（昭和 32 年６月１日）に資格を喪失している別の元

従業員３人も「申立人を覚えていない。」と陳述しており、これらの者から申

立人の勤務実態等を確認することはできない。 

   さらに、申立人は、「Ａ社では、退社する昭和 33 年 12 月まで社員数は常時

50人前後だった。」と陳述しているところ、前述の被保険者名簿を見ると、申

立人が資格を喪失する昭和32年６月１日の前日における被保険者数は49人確

認できるものの、同年６月１日及び同年６月 21日に申立人を含む 48人が資格

を喪失している上、当該 48人の厚生年金保険加入記録を見ると、そのうち 31

人について、Ａ社の資格喪失日から約２か月後までには他の事業所において資

格を取得していることが確認できることから、資格の喪失と同時に退社したも

のと推認され、申立人の陳述とは符合しない。 

   加えて、前述の被保険者名簿において、昭和 32年６月 21日に資格を喪失し

ている元従業員は、「自分も昭和 33年の中頃までＡ社で勤務していた。しかし、

資格を喪失した 32 年６月頃に経営状態が悪くなったことを覚えている。その

頃から給料も遅配気味になり、得意先から回収できたお金が給料として皆に分

配されるといった状態で従業員も減っていった。また、仕事も有ったり無かっ

たりで、会社も厚生年金保険料が支払えるような経営状態ではなかったはずで

ある。」と陳述している。 

このほか、申立人の申立期間①及び②に係る保険料控除を確認できる関連資

料は無く、これをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 9608 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは 

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 35年３月 24日から 39年１月 11日まで 

年金事務所に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、Ａ社における

厚生年金保険被保険者期間が脱退手当金支給済みとなっている旨の回答を

もらった。 

しかし、私は、Ａ社を退職後、脱退手当金を受ける意志はなく、脱退手

当金を受けたことはないので、申立期間を厚生年金保険被保険者期間とし

て認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を請求しておらず、受給した記憶もな

いと申し立てている。 

しかしながら、オンライン記録において、申立人に係る脱退手当金は、Ａ社

における厚生年金保険被保険者資格の喪失日から約２か月後の昭和 39 年３月

31日に支給決定されていることが確認できる。 

そこで、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立人が

記載されているページを含む前後 12ページ（計 93人）に記載されている女性

のうち、申立人と同一時期に受給要件を満たし資格を喪失した 81 人について

脱退手当金の支給記録を確認したところ、受給している者は申立人を除き 18

人であり、このうち、13人が資格喪失後約６か月以内に支給決定されている。 

また、Ａ社における複数の同僚からは、「Ａ社では、脱退手当金の請求につ

いて、退職する者に対して説明を行っていたと思う。」旨の陳述が得られたこ

となどから、当時、事業主による代理請求が行われていた可能性を否定できな

い。 

さらに、上記被保険者名簿を見ると、申立人の欄には、脱退手当金を支給し



たことを示す｢脱｣の表示が記録されているほか、脱退手当金支給額に計算上の

誤りは無いなど、一連の事務処理に不自然な点も見当たらない。 

加えて、申立人から聴取しても受給した記憶がないというほかに脱退手当

金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 9609 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めること 

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 36年４月１日から 38年４月 30日まで 

          ② 昭和 39年５月１日から 41年４月１日まで 

社会保険事務所（当時）で私の厚生年金保険の加入記録を確認したところ、

Ａ社及びＢ社における被保険者期間が脱退手当金支給済みとなっているこ

とが判明した。 

脱退手当金を請求した覚えも、受給した覚えもないので、申立期間を被保

険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿を見ると、申立人の生年月日

は、脱退手当金が支給決定される直前の昭和 41 年６月８日に訂正されている

ことが確認でき、申立人の脱退手当金が同年６月 17 日に支給決定されている

ことを踏まえると、脱退手当金の請求に併せて申立人の生年月日が訂正された

可能性を否定できない。 

また、上記被保険者名簿の申立人の欄には、脱退手当金を支給したことを示

す｢脱｣の表示が記されている上、脱退手当金支給額に計算上の誤りは無く、記

録に不自然な点もうかがえない。 

さらに、申立人から聴取しても受給した記憶がないというほかに脱退手当金

を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 9610 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 52年 11月から 54年８月まで 

    私は、前職を昭和 52年 10月に退職し、すぐに実兄が経営するＡ社に同年

11月から 54年８月まで勤務した。 

しかしながら、年金事務所の記録では、申立期間が厚生年金保険に未加

入とされている。 

申立期間を厚生年金保険の被保険者と認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間において申立人の実兄が経営するＡ社で勤務していたと

申し立てているところ、同社元事業主の妻（申立人の義姉）の陳述から判断す

ると、申立人は、申立期間当時、同社で勤務していたことが推認される。 

しかしながら、上記元事業主の妻は、「Ａ社における社会保険事務は事業主

及び給与計算事務を任せていた同社の役員が行っていた。」と陳述していると

ころ、Ａ社の元事業主は既に死亡している上、当該役員も所在が不明であるほ

か、賃金台帳等の資料は保存されていないため、申立人の申立期間における厚

生年金保険料の控除について確認することはできなかった。 

また、Ａ社は昭和 53 年 11 月 29 日に厚生年金保険の適用事業所ではなくな

っていることから、申立期間のうち、同日以降の期間は、厚生年金保険の適用

事業所ではなかった期間に当たる。 

さらに、上記元事業主の妻からは、「Ａ社が厚生年金保険の適用事業所では

なくなった経緯等は不明であるが、元事業主自身が適用事業所ではなくなるこ

とに伴い、厚生年金保険被保険者資格を喪失した以降の期間について、義弟で

ある申立人の給与から厚生年金保険料を引き続き控除することはなかったは

ずである。」旨の陳述が得られた。 



加えて、オンライン記録において、申立人の氏名の読み方の違い等による検

索を行ったが、申立人の申立期間における被保険者記録は見当たらなかった。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除をうかがわせる

関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 9611（事案 5550の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 36年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 56年３月頃から同年６月１日まで 

    社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入状況を照会したところ、Ａ

社に勤務した申立期間の加入記録が無いとの回答を受けた。 

    そこで、年金記録確認第三者委員会に記録の訂正を申し立てたが、認めら

れない旨の通知を受けた。 

    Ａ社での面接時に事業主及びＢ職長に厚生年金保険に加入できることを

確認の上、入社を決めており、また、Ｂ職免許証も提出するので、当時の状

況等を再調査し、申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、複数の同僚の陳述から、申立人は申立

期間当時にＡ社に勤務していたことが推認されるものの、同社の事業主及び複

数の同僚から、「Ａ社では、入社後一定期間は見習期間として厚生年金保険に

加入させず、給与から厚生年金保険料も控除していなかったと思う。」旨の陳

述があり、このほか申立期間の保険料控除をうかがわせる事情等は見当たらな

かったことなどから、既に当委員会の決定に基づき、平成 22年２月 12日付け

で年金記録の訂正は必要でない旨の通知が行われている。 

今回、申立人は、「当時、Ｂ職免許を既に取得しており、見習には当たらな

い上、Ａ社の事業主及びＢ職長に厚生年金保険に加入できることを確認して、

入社を決めたことを記憶している。」として再申立てを行っているが、申立期

間当時の事業主及びＢ職長を含めた複数の同僚に対して改めて事情照会した

ところ、いずれも前回と同様に、「Ａ社では、新規採用者について、入社後、

一定の見習期間を設けていた。この取扱いは、既にＢ職免許を取得していた者

及びＢ職の経験がある者でも同じであった。」旨回答しており、申立人が申立



期間に厚生年金保険料を控除されていたことについて新たな事情等を確認す

ることはできなかった。 

また、上記とは別の複数の同僚に事情照会を行ったものの、申立人の申立期

間における保険料控除について具体的な陳述を得られなかった。 

そのほかに委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらないこ

とから、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 9612 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

    

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 29年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成８年１月１日から 18年５月１日まで 

私が勤務していたＡ社における標準報酬月額の記録を社会保険事務所

（当時）に照会したところ、実際に受け取っていた給与支給額より低く記録

されていることが分かった。申立期間の一部の給与支払明細書を提出するの

で、申立期間の標準報酬月額を給与支給額に見合う額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ社における申立期間の標準報酬月額が、同社で支給されていた

給与支給額とは異なっていると申し立てているが、厚生年金保険の保険給付

及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、標準報酬月額を改定又は

決定し記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していた

と認められる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月

額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を

認定することとなる。 

申立期間のうち、平成 16年１月から同年３月までの期間、同年５月、同年

６月、同年８月から 17年９月までの期間及び同年 11月から 18年４月までの

期間については、申立人提出のＡ社における給与支払明細書で確認できる給

与支給額に見合う標準報酬月額は 20 万円又は 26 万円となる一方、当該給与

支払明細書において源泉控除されている保険料額は、オンライン記録の標準

報酬月額から算出される健康保険料、介護保険料及び厚生年金保険料の合計

額にほぼ等しくなることから、事業主は、オンライン記録の標準報酬月額に

基づく厚生年金保険料を控除していたものと考えられる。 

なお、Ａ社は、厚生年金保険料の控除方法は翌月控除方式であると回答して

おり、翌月控除方式の場合は、退職月の給与から退職月とその前月の２か月



分の保険料が控除されるべきところ、上記給与支払明細書を見ると、退職月

に当たる平成 18年４月の保険料は控除されていないことが確認できる。 

また、申立期間のうち、平成８年１月から 15 年 12 月までの期間、16 年４

月、同年７月及び 17年 10月については、Ａ社は、「申立期間当時の賃金台帳

等は保存しておらず、申立人の給与支給額及び保険料控除額等は不明。」と回

答しているほか、申立人も当該期間の給与支払明細書等を所持していないた

め、当該期間における給与支給額及び保険料控除額を確認することができな

い。ただし、16 年４月、同年７月及び 17 年 10 月については、給与支払明細

書のある前後の期間と勤務形態等に変化はなく、給与支給額にも変動はなか

ったとみられることから判断すると、給与支払明細書のある前後の月と同水

準の給与が支給され、同額の保険料が控除されていたものと考えられる。 

一方、Ａ社に係る被保険者記録から複数の同僚を抽出調査したところ、回答

の得られた同僚は、「Ａ社では給与支給額より低い報酬月額を社会保険事務所

に届け出ていると聞いた。」旨を陳述しているほか、同社の当時の社会保険事

務担当者からは、「当社では、実際の給与支給額よりも低い額を報酬月額とし

て届け出ており、厚生年金保険料は届け出た報酬月額に基づいた額しか控除

していない。」旨の陳述が得られた。 

また、オンライン記録において、申立人の標準報酬月額が遡って訂正された

形跡等は確認できないほか、複数の同僚の標準報酬月額を調査したものの、

申立人の申立期間における標準報酬月額が他の同僚に比べて特に低額となっ

ている等の事情も見当たらなかった。 

このほか、申立人主張の給与支給額を基に事業主が給与から厚生年金保険料

を控除していたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立期間について、申立人がその主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 9613 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

    

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 48年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成７年８月１日から 11年６月 26日まで 

私が勤務していたＡ社における標準報酬月額の記録を社会保険事務所（当

時）に照会したところ、実際に受け取っていた給与支給額より低く記録さ

れていることが分かった。申立期間の標準報酬月額に係る記録を訂正して

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ社における申立期間の標準報酬月額が、同社で支給されていた

給与支給額とは異なっていると申し立てているが、厚生年金保険の保険給付及

び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、標準報酬月額を改定又は決定

し記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認め

られる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月額の範

囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定する

こととなる。 

申立人提出の平成８年８月から 11 年６月までの期間に係る申立人名義の預

金口座の通帳において、Ａ社からの給与振込額は、22 万 4,248 円から 46 万

1,735円までであることが確認できる上、雇用保険受給資格者証による離職時

賃金日額から算出される直前６か月間の平均賃金月額は約 34 万円となり、こ

れらはいずれも社会保険事務所に記録されている申立人の申立期間に係る標

準報酬月額を上回っている。 

しかしながら、Ａ社は、「申立期間当時の賃金台帳等は保存しておらず、申

立人の給与支給額及び保険料控除額等は不明。」と回答しているほか、申立人

も申立期間当時の給与支払明細書等を所持していないため、申立期間における

給与支給額及び保険料控除額について確認することができない。 



一方、申立期間の一部において、Ａ社に勤務していた者が提出した給与支払

明細書(平成 16年１月から 18年４月まで)を見ると、給与支給額に見合う保険

料は控除されておらず、オンライン記録の標準報酬月額に基づく保険料を控除

されていたことが確認できる。 

また、Ａ社に係る被保険者記録から複数の同僚を抽出調査したところ、回答

の得られた同僚は、「Ａ社では給与支給額より低い報酬月額を社会保険事務所

に届け出ていると聞いた。」旨を陳述しているほか、同社の当時の社会保険事

務担当者からは、「当社では、実際の給与支給額よりも低い額を報酬月額とし

て届け出ており、厚生年金保険料は届け出た報酬月額に基づいた額しか控除し

ていない。」旨の陳述も得られた。 

さらに、オンライン記録において、申立人の標準報酬月額が遡って訂正され

た形跡等は確認できないほか、複数の同僚の標準報酬月額を調査したものの、

申立人の申立期間における標準報酬月額が他の同僚に比べて特に低額となっ

ている等の事情も見当たらなかった。 

このほか、申立人主張の給与支給額を基に事業主が給与から厚生年金保険料

を控除していたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立期間について、申立人がその主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 9614 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和８年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 49年 10月１日から 50年５月 19日まで 

厚生年金保険の加入状況を年金事務所に照会したところ、Ａ社（現在は、

Ｂ社）で勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無いとの回答を受けた。

同社では、昭和 49年 10月１日から準社員として勤務したので、申立期間も

厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の具体的な陳述内容から判断すると、時期は特定できないものの、申

立人が申立期間当時から、Ａ社で勤務していたことが推認できる。 

しかし、申立人は、Ａ社で勤務し始めた申立期間当時は、準社員又はパート

であったとしているところ、Ｂ社の事務担当者は、「申立期間当時、正社員は

厚生年金保険に加入させていたが、パート等は加入させていなかった。」旨陳

述している上、申立人は、パート勤務の期間中に入社手続を行って正社員にな

り、同時に健康保険被保険者証を受け取ったと陳述している。 

また、申立人のＡ社における雇用保険の加入記録は、厚生年金保険の被保険

者記録と一致する昭和 50年５月 19日から 51年 10月 30日までの期間である

ことが確認できるところ、同社の元従業員６人について、雇用保険及び厚生年

金保険被保険者資格の取得日を比較したところ、いずれの者も、両保険の資格

取得日は一致している。 

さらに、上記の事務担当者は、「厚生年金保険に加入するまでの期間は、給

与から保険料を控除することは無い。」と陳述している。 

このほか、申立人の申立期間に係る保険料控除を確認できる関連資料は無く、

控除をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 9615 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ：  昭和 26年 10月１日から 27年８月２日まで 

    厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所（当時）に照会したところ、Ａ

社（現在は、Ｂ社）で勤務した期間の加入記録が無いとの回答をもらった。 

申立期間当時、毎日一緒に通勤し同じ仕事をしていた同僚には加入記録が

有るのに、私の記録が無いのは納得できないので、申立期間について、厚生

年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

        

第３ 委員会の判断の理由 

   複数の元同僚の陳述から、時期は特定できないものの、申立人がＡ社で勤務

していたことが推認できる。 

しかし、Ｂ社は、「当社Ｃ支店は現存しておらず、申立期間当時の資料も保

管していない。また、当時の事情について分かる者もいない。」としており、

申立人の勤務状況及び保険料控除について確認することができない。 

また、申立人は、同じ仕事をしていた同僚には被保険者記録が有るのに自分

には無いと申し立てているが、申立人より先にＡ社で勤務し始め、申立人に同

社への入社を勧めたとする別の同僚（申立人と同職種）及び複数の元従業員が

申立期間当時の経理担当者であったとする者は、同社において厚生年金保険被

保険者としての記録が無い。 

さらに、Ａ社の複数の元従業員が、申立期間当時の従業員数について、50

人から 100人までであったとしているところ、同社に係る健康保険厚生年金保

険被保険者名簿を見ると、申立期間当時の被保険者数は 43人から 45人までで

あることが確認できる。 

加えて、申立期間に被保険者記録の有る元従業員のうち、本人及び元同僚の

陳述から入社時期が推認できる８人は、入社後６か月から１年７か月後に被保



険者資格を取得していることが確認でき、そのうちの１人は、入社後６か月間

の試用期間が有ったとしている。 

これらのことから、Ａ社では、従業員を入社後すぐには厚生年金保険に加入

させておらず、また、必ずしも全ての従業員を加入させていたわけではなかっ

たことがうかがえる。 

さらに、前述の被保険者名簿において、申立期間の健康保険整理番号に欠番

は無く、同名簿の記録に不自然な点も見当たらない。 

このほか、申立人の申立期間に係る保険料控除を確認できる関連資料は無く、

控除をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 9616（事案 6050の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ：  平成５年４月 23日から 10年１月まで 

    厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所（当時）に照会したところ、Ａ

社で勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無いとの回答を受けたので、

年金記録確認第三者委員会に年金記録訂正の申立てを行ったが、認められな

かった。 

しかし、私が、申立期間のうち平成６年４月まではＡ社の国内の事業所で、

同年５月以降は海外の事業所で勤務したのは間違いない。また、Ａ社は、厚

生年金保険の適用事業所ではなくなった頃に保険料を滞納していたと記憶

しているので、事業は継続しているにもかかわらず、滞納保険料を減らすた

めに厚生年金保険から脱退するとの届出を行った結果、社会保険事務所にお

いて当該脱退処理が遡って行われたのではないかと思う。この点を確認の上、

申立期間について、厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

        

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、Ａ社の元同僚の陳述から判断して、申立

人が申立期間も同社で勤務していたことが推認できるものの、ⅰ）申立期間の

うち、平成５年４月 23 日から６年９月１日までの期間については、同社は厚

生年金保険の適用事業所ではないこと、ⅱ）同社の従業員であった事業主の子

は、「事業主から、海外勤務者は厚生年金保険に加入させない旨の説明を受け、

海外勤務中に給与から保険料が控除されることは無かったはずである。」と陳

述しているところ、申立人と同様に海外で勤務していたとする元同僚も、海外

での勤務期間は厚生年金保険の加入記録が無いこと、ⅲ）申立人は５年８月

25 日から現在まで継続して国民健康保険に加入していること等を理由として、

既に当委員会の決定に基づき、22 年４月９日付けで年金記録の訂正は必要で



ないとする通知が行われている。 

今回、申立人は、申立期間に係る保険料控除を示す関連資料等は無いとしな

がらも、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所ではなくなったとする処理が、保険

料の滞納に関連する事業主の不適切な届出に基づき、社会保険事務所において

遡って行われたのではないかと主張している。 

しかし、管轄年金事務所においては、平成５年４月 23 日に厚生年金保険の

適用事業所でなくなったＡ社に関する滞納処分票及びその他の関係書類は保

管されておらず、同社が申立期間当時に保険料を滞納していたことを確認でき

ない。 

また、オンライン記録において、Ａ社が適用事業所ではなくなった日は平成

５年４月 23日、その処理日は同年４月 26日であり、申立人の健康保険被保険

者証も同日に回収されていることが確認できることから、同社が適用事業所で

はなくなる処理が遡って行われたとの申立人の主張とは符合しない。 

このほか、申立人から保険料控除を示す新たな関連資料及び周辺事情の提示

は無く、ほかに委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情も見当たらないこ

とから、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 9617 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和３年生 

住        所 ：  

               

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 26年２月１日から 28年４月１日まで 

私は、昭和 25年頃から 29年 11月末まで、Ａ社に勤務していた。 

在籍期間を通じ、Ｂ業務に従事しており、途中で業務内容及び勤務時間

等が変更になったこともないのに、厚生年金保険の加入記録が一部抜けて

いることに納得できない。 

申立期間について、給与から厚生年金保険料が控除されていたはずなの

で、被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

複数の同僚の陳述から、申立人は、申立期間もＡ社に勤務していたことが推

定できる。 

しかし、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿及び同僚等の陳述か

ら、申立期間当時、同社で継続して勤務していたとされる同僚３人についても、

申立人と同様に被保険者資格を喪失していることが確認できる。このほか、申

立期間当時に入社したとされる４人については、入社日から１年以上経過後に

被保険者資格を取得していることが確認でき、これら７人はいずれも申立人と

同様に同社外で勤務していたとみられることから、申立期間当時、同社は、職

種によっては従業員を厚生年金保険に加入させていなかったことがうかがえ

る。なお、上記の申立期間当時に入社したとされる４人のうち、昭和 28 年４

月１日から29年12月１日までの期間において同社で被保険者資格を有する同

僚は、「私は、昭和 26 年頃から 29年 11月末まで勤務したが、その間、ずっと

申立人と一緒にＣ業務を行っていた。」と陳述している。 

また、Ａ社は既に解散し、申立期間当時の事業主及び人事担当者も連絡先が

不明であることから、申立人の申立期間における勤務実態及び保険料控除の状



況について確認することができず、上記被保険者名簿から申立期間及びその前

後の期間に被保険者資格を有する複数の同僚に照会したが、申立人の申立期間

に係る保険料控除の状況についての陳述を得ることはできなかった。 

さらに、上記被保険者名簿には、申立期間における健康保険整理番号に欠番

が無く、同名簿の記録に不自然な点も見られない。 

このほか、申立人が申立期間において、事業主により給与から厚生年金保険

料を控除されていたことをうかがわせる資料及び周辺事情等は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 9618 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 36年３月６日から 40年７月 18日まで 

 私は、昭和 36年３月６日から 40年７月 18日までＡ社に勤務した後、41

年３月から２か月程度、Ｂ社に勤務した。その後、42年 12月に結婚し、夫

が 43年５月に開業した店でＣ業務などを担当していた。 

社会保険庁（当時）の記録では、Ａ社で勤務した期間については、同社

を辞めてから３年も経過した昭和 43年７月に脱退手当金が支給されたこと

になっているが、当時は妊娠中で仕事も忙しく、脱退手当金は請求も受給

もしていないので、調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を請求した記憶はなく、受給していな

いとしている。 

しかし、申立人に係る脱退手当金裁定請求書を見ると、同裁定請求書は昭和

43 年６月８日にＤ社会保険事務所（当時）で受け付けられ、申立人の脱退手

当金は、同年７月 23 日に支給決定されていることが確認できる上、支給額に

計算上の誤りは無い。 

また、上記裁定請求書に記載された住所は、申立人の当時の住所地であるこ

とが戸籍謄本の附票から確認できるなど、その記載内容に疑義は認められない。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 9619 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和５年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 24年１月１日から 30年１月４日まで 

    厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所（当時）に照会したところ、Ａ

社に勤務していた申立期間の加入記録が無いとの回答をもらった。私は、同

社に昭和 23年に入社し、平成 14年に退職するまで継続して勤務していたの

で、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録及び複数の同僚の陳述から判断すると、申立人が申立期

間もＡ社で継続して勤務していたことが推認できる。 

しかしながら、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿を見ると、申

立人と同様に、申立期間当時の被保険者期間に最短で 19か月、最長で 39か月

の空白期間が生じている者が、申立人以外に４人認められるものの、これら４

人のうち所在が判明した者はいないことから、当時の事情を確認することがで

きない。 

また、上記被保険者名簿において、申立期間に被保険者記録のある同僚に事

情照会したところ、複数の同僚から「被保険者期間に空白期間が生じている申

立人を含むこれら同僚は、いずれも途中で一旦退職し復職した等の記憶もなく、

継続して勤務していたはずである。しかし、保険料が引かれると給料が少なく

なるので、厚生年金保険に加入しないことを希望する者もいたように思う。」

旨の回答があった。 

さらに、申立人が同職種の同僚であったとして名前を挙げた者は、Ａ社にお

いて厚生年金保険の被保険者としての記録が無い上、申立人及び前述の同僚が

記憶していた複数の同僚についても同社での被保険者記録は無い。 

これらのことから、当時、Ａ社は、必ずしも全ての従業員を厚生年金保険に



加入させてはいなかったことがうかがえる。 

加えて、Ａ社は既に適用事業所ではなくなっており、事業主も死亡している

ことから、申立人の申立期間における勤務実態及び保険料控除について確認す

ることができない。 

このほか、申立人が申立期間において、事業主により給与から厚生年金保険

料を控除されていたことを確認できる関連資料は無く、周辺事情も見当たらな

い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 9620 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間 ： 昭和 43年 11月 29日から 44年 11月 19日まで 

  社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入状況について照会したとこ

ろ、Ａ社に勤務した期間のうち、昭和 43 年 11 月 29 日から 44 年 11 月 19

日の期間の加入記録が無いとの回答を得た。当該期間のうち、43年 11月 21

日から 44年１月 20日までの期間は、昼間はＢ社で、夜間はＡ社で、掛け持

ち勤務をしており、同年１月 21 日以降は同社のみに勤務していた。申立期

間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社は、昭和 51年９月 25日に既に適用事業所ではなくなっており、事業主

は当時の記憶がないとしており、申立人の申立期間における勤務実態及び保険

料控除について確認できない。 

   また、申立人が同職種の同僚として名前を挙げた者は、｢申立人がＡ社に勤

務していたことは記憶しているものの、自身と同職種であったか否かは記憶に

なく、また、申立人の勤務期間、掛け持ち勤務の有無及び保険料控除について

は分からない。｣旨陳述している。 

   さらに、Ａ社に係る事業所別健康保険厚生年金保険被保険者名簿から、申立

期間に記録の有る同僚 18 人を抽出し、所在の判明した４人に照会し、経理人

事担当者を含む２人から回答を得たところ、２人共に申立人のことを記憶して

いたものの、申立期間における勤務実態及び保険料控除に係る記憶まではない

との回答を得た。 

   加えて、Ａ社に係る上記被保険者名簿を見ると、申立人は昭和 43 年 11 月

29 日に厚生年金保険被保険者資格を喪失しているところ、申立人の欄には、

44年２月 10日付けで健康保険被保険者証を返納したことを示す｢証返｣の記録



が確認できるほか、同名簿に不自然な点もうかがえない。 

なお、申立人が掛け持ちで勤務していたとするＢ社からは、申立期間に関す

る回答は得られなかった。 

   このほか、申立人が申立期間について、事業主により給与から厚生年金保険

料を控除されていたことを確認できる関連資料は無く、周辺事情も見当たらな

い。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 9621 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 43年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成元年 10月１日から２年７月１日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、Ａ

社（現在は、Ｂ社）に勤務していた期間のうち、平成元年 10 月から２年６

月までの標準報酬月額が 13万 4,000円となっている旨の回答があった。 

Ａ社においては、入社時から給料は残業代を含めて 20 万円程度あり、給

与額が下がった記憶もないので、調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、平成元年４月にＡ社に入社以降、会社を欠勤したことはなく、給

与支給月額が下がったこともないので、申立期間に係る標準報酬月額について

納得がいかないと申し立てている。 

しかし、Ｂ社は、「申立期間当時の賃金台帳及び給与支給額等の資料を保管

していないことから、申立人の申立期間に係る標準報酬月額について確認する

ことができないが、社会保険事務所で決定された標準報酬月額に基づく保険料

しか給与から控除しておらず、Ａ社からの納入告知額のとおりに納付していた

はずである。」旨回答している。 

また、Ｂ社に係るオンライン記録において、申立期間に被保険者記録が有る

複数の同僚に事情照会したものの、当時の給与明細書を保存している者はいな

い上、申立期間当時の厚生年金保険料控除に係る具体的な陳述が得られなかっ

たことから検証することができず、申立人主張の標準報酬月額に見合う保険料

控除について確認することができなかった。 

さらに、上記オンライン記録において、申立人の標準報酬月額が遡って訂正

されている形跡は見当たらない。 

このほか、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料の控除に

ついて確認できる関連資料は無く、周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立期間について、申立人がその主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 9622 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 39年５月から 43年１月まで 

厚生年金保険の加入状況を年金事務所に照会したところ、Ａ社に勤務した

申立期間の加入記録が無いとの回答を受けた。同社には、昭和 39 年５月か

ら 43年１月まで、住み込みでＢ業務に従事していたので、申立期間につい

て、厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社の事業を継承するＣ社の事業主の陳述から、時期は特定できないものの、

申立人がＡ社で勤務していたことが認められる。 

しかし、Ａ社は、オンライン記録において、厚生年金保険の適用事業所とし

ての記録は無い。 

また、上記の事業主は、｢申立期間当時の資料は残っていないが、当時、死

亡した私の父がＡ社を経営しており、当時の状況を知る母は、『当社は厚生年

金保険の適用事業所になったことは無く、保険料も控除していない。』と言っ

ている。｣と陳述している。 

さらに、上記の事業主の陳述から、申立期間当時にＡ社で勤務していたこと

が確認できる元従業員は、オンライン記録において、申立期間の国民年金保険

料を現年度納付していることが確認できるところ、同人は、「Ａ社は厚生年金

保険の適用事業所ではなく、保険料控除も無かった。」と陳述している。 

加えて、申立人が名字のみを記憶している上司及び同僚は、いずれも所在不

明であるため、これらの者から、申立人の保険料控除の状況を確認できない。 

このほか、申立人の申立期間に係る保険料控除を確認できる関連資料は無く、

控除をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 9623 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 58年２月１日から 59年２月 29日まで 

    厚生年金保険の加入状況を年金事務所に照会したところ、Ａ社に勤務した

期間のうち、申立期間の標準報酬月額が、実際の給与支給額よりも低く記録

されているとの回答を受けた。申立期間は、48 万円の給与を支給されてい

たので、本来の標準報酬月額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、標準報酬月額が申

立人と同様の時期に申立人と同額の 15万円に引き下げられている元従業員 15

人のうち、所在が判明し聴取することができた８人中４人が自身の給与額を記

憶しており、いずれも、申立期間当時、15 万円よりも高い給与を支給されて

いた旨陳述していることから、当時、申立人は、オンライン記録上の標準報酬

月額よりも高い給与を支給されていたことが推認できる。 

しかし、Ａ社は、昭和 59年２月 29日に厚生年金保険の適用事業所ではなく

なっており、元代表取締役の一人は、｢申立期間当時の資料は無い。当時、自

身は経理事務の詳細については把握していなかったので、保険料控除の状況は

不明である。｣と陳述しているほか、申立人が自身の上司であったとするもう

一人の元代表取締役は、所在不明であるため、同社等から、申立人の申立期間

における保険料控除の状況を確認できない。 

また、申立人と同様に標準報酬月額が引き下げられている元従業員に照会し

ても、申立期間当時の保険料控除額を記憶している者はおらず、元従業員から

も、申立人の申立期間における保険料控除の状況を確認できない。 

さらに、申立人及び上記の元代表取締役の一人は、申立期間当時、申立人は、

経理及び社会保険事務の担当部長であり、申立人が社会保険事務所（当時）に



提出する届出書に会社代表印を押していた旨陳述しているところ、申立人は、

「申立期間当時、私が事務責任者として、自身を含む多数の従業員の標準報酬

月の引き下げに関与した。しかし、これは、当時、Ａ社が保険料を滞納してい

たため、社会保険事務所の強引な指導により、従業員の標準報酬月額を引き下

げざるを得なかったものである。」と陳述している。 

加えて、上記の被保険者名簿を見ると、申立人及び上記の標準報酬月額が引

き下げられている元従業員 16人（申立人を含む）のうち、12人（申立人を含

む）については、標準報酬月額に係る記録が遡及して訂正された事跡は無い。 

なお、標準報酬月額が引き下げられている当該元従業員 16 人（申立人を含

む）のうち、４人については、上記の被保険者名簿において、Ａ社が厚生年金

保険の適用事業所に該当しなくなった旨の届出が行われた昭和 59 年４月４日

に、58年３月１日に遡って標準報酬月額が 15万円に減額処理されていること

が確認できるところ、申立人は、「当該減額処理は、私が社会保険事務所の強

い指導を受け、やむを得ず一人で届出を行ったものであるが、このような遡及

訂正を行ったのは、１回のみである。」と陳述している。 

このほか、申立人が申立期間において、その主張する標準報酬月額（48 万

円）に相当する厚生年金保険料を事業主により給料から控除されていたことを

確認できる関連資料は無く、控除をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立期間について、申立人がその主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

を事業主により給料から控除されていたことを認めることはできない。 

なお、当委員会では、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に

関する法律（以下「特例法」という。）に基づき記録訂正が認められるかを判

断しているところであるが、特例法第１条第１項ただし書では、特例対象者（申

立人）が、当該事業主が厚生年金保険の保険料納付義務を履行していないこと

を知り、又は知り得る状態であったと認められる場合については、記録訂正の

対象とすることはできない旨規定されている。 

仮に、申立期間について、厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたと認めることができたとしても、申立人は、申立期間当時、上記のとお

り、特例法第１条第１項ただし書に規定される「保険料納付義務を履行してい

ないことを知り、又は知り得る状態であったと認められる場合」に該当すると

認められることから、当該期間については、同法に基づく記録訂正の対象とす

ることはできない。



大阪厚生年金 事案 9624 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 35年２月 26日から 40年４月１日まで  

               ②  昭和 42年４月１日から同年７月１日まで  

             ③ 昭和 42年７月１日から 44年 11月 21日まで 

    厚生年金保険の加入状況を年金事務所に照会したところ、Ａ社に勤務した

期間のうち、申立期間の加入記録が無いとの回答を受けた。同社には、昭和

35 年２月から 44 年 11 月までＢ職として勤務しており、同社が厚生年金保

険の適用事業所となる前から厚生年金保険料を控除されていたので、申立期

間について、厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①及び②について、昭和 35年及び 41年にＡ社に入社したとする同

僚二人の陳述から、申立人が申立期間に同社で勤務していたことが推認できる。 

しかし、オンライン記録によると、Ａ社は、昭和 42 年７月１日に厚生年金

保険の適用事業所となっており、申立期間は適用事業所ではない。 

また、Ａ社は、平成９年に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、

元事業主の妻及び弟は、「元事業主は既に死亡している。申立期間当時の資料

は残っていないが、当事業所が厚生年金保険の適用事業所となる前に、従業員

の給料から厚生年金保険料を控除することは無かったと思う。」と陳述してい

る。 

さらに、前述の同僚の一人も、「Ａ社が厚生年金保険の適用事業所となった

のは、従業員からの要望によるものであり、適用事業所となる前は、保険料控

除は無かった。」と陳述している。 

このほか、申立人の申立期間①及び②に係る保険料控除を確認できる関連資

料は無く、控除をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 



申立期間③について、昭和 42 年８月までＡ社に勤務したとする同僚の陳述

から、申立人が同年８月までは同社で勤務していたことが推認できるものの、

申立人が記憶する同僚二人は、同社において被保険者としての記録は無いほか、

元事業主の弟及び前述の同僚一人は、いずれも、「申立人が、いつ退職したか

は覚えておらず、申立人が申立期間もＡ社で勤務していたかは分からない。」

と陳述しているため、これらの者から、申立人が同年９月以降も同社で勤務し

ていたことを確認できない。 

また、申立期間にＡ社で被保険者記録が有る元従業員のうち、所在が判明し

聴取することができた７人（前述の同僚二人を除く）は、いずれも「申立人を

知らない。」と陳述しているほか、このうち昭和 43年８月に資格を取得してい

る１人は、「申立人は、Ａ社で勤務していなかった。」と陳述しているため、元

従業員からも、申立人が 42 年９月以降も同社で勤務していたことを確認でき

ない。 

さらに、申立人は、「Ａ社を退職したとき、従業員数は 10人未満であった。」

と陳述しているが、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において確

認できる昭和 44年 11月 20日時点の被保険者数は 24人であり、申立人の陳述

内容と符合しない。 

加えて、上記の被保険者名簿において、申立期間に健康保険整理番号の欠番

は無く、同名簿の記録に不自然な点も見られない。 

また、Ａ社は、申立期間内の昭和 44 年４月１日にＣ厚生年金基金に加入し

ているが、同基金は、「申立人の加入記録は無い。」と陳述している。 

このほか、申立人の申立期間③に係る保険料控除を確認できる関連資料は無

く、控除をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 9625 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住 所  ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44年４月１日から同年 10月 20日まで 

    厚生年金保険の加入状況を年金事務所に照会したところ、Ａ社に勤務した

申立期間の加入記録が無いとの回答を受けた。同社には、昭和 44年４月か

ら同年 10月まで勤務したので、申立期間について、厚生年金保険被保険者

であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間にＡ社で勤務し、厚生年金保険に加入していたと申し立

てている。 

しかし、Ａ社は、申立期間当時の資料を保管していないため、同社から、申

立人の勤務実態及び保険料控除の状況を確認できない。 

また、申立期間にＡ社において被保険者記録が有る元社員は一人のみであり、

同人に照会を行ったものの、回答が得られなかったため、元社員からも、申立

人の勤務実態を確認できない。 

さらに、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立期間

に健康保険整理番号の欠番は無く、同名簿の記録に不自然な点も見られない。 

加えて、申立期間において、申立人の雇用保険加入記録は見当たらない。 

このほか、申立人の申立期間に係る保険料控除を確認できる関連資料は無く、

控除をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 9659（事案 3666の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 25年７月 10日から 30年 12月 21日まで 

 厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所（当時）に照会したところ、Ａ

社Ｂ工場における加入期間が脱退手当金支給済みとの回答を受けたものの、

脱退手当金を請求した記憶はなく、受給もしていないので年金記録確認第三

者委員会に記録の訂正を申し立てたが、事業主による代理請求の可能性が高

い等の理由により、記録の訂正は認められなかった。 

しかし、Ａ社Ｂ工場では昭和 30年 12月 21 日に厚生年金保険被保険者資

格を喪失し，31 年１月９日に脱退手当金が支給決定されたことになってい

るが、こんなに早く脱退手当金の処理がなされるとは考えにくい。 

また、脱退手当金は事業主が代理請求した可能性が高いと判断されている

が、誰がいつどのような手続を行ったのかが示されていない。 

さらに、私の妹も同じＡ社Ｂ工場に勤務し、脱退手当金受給済みとされて

いたが、後に厚生年金保険被保険者記録が回復されている。妹の記録が回復

できて、私の記録が回復できないというのは納得できない。 

 脱退手当金の請求手続はしておらず受け取った記憶もないので、申立期間

を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、ⅰ）事業主による脱退手当金の代理請求

がなされた可能性が高い、ⅱ）脱退手当金が支給決定されたのは、通算年金制

度創設前である等として、既に当委員会の決定に基づき、平成 21 年７月 21

日付けで年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

今回、申立人は、Ａ社Ｂ工場で厚生年金保険被保険者資格を喪失した 19 日

後に脱退手当金が支給決定されたことになっているが、こんなに早く処理がで



きるとは考えにくい旨申し立てているが、同工場に係る健康保険厚生年金保険

被保険者名簿を見ると、申立人とほぼ同時期に資格を喪失し、６か月以内に脱

退手当金を受給した 32 人のうち、17 人が資格喪失日から 19 日以内に支給決

定されていることが確認できる。 

また、申立人は、脱退手当金は事業主が代理請求した可能性が高いと判断さ

れているが、誰がいつどのような手続を行ったのかが示されていないと申し立

てているが、前述の被保険者名簿において、申立期間に加入記録が有り、連絡

先の判明した元従業員は、「脱退手当金については会社から説明が有り、会社

が手続をした。」旨陳述している。 

さらに、申立人は、「妹もＡ社Ｂ工場に勤務し、脱退手当金受給済みとされ

ていたが、後に厚生年金保険被保険者記録が回復されている。妹の記録が回復

できて、私の記録が回復できないというのは納得できない。」と申し立ててい

るところ、オンライン記録によると、申立人の妹は、当初、Ａ社Ｂ工場（被保

険者期間は、昭和 28 年４月１日から 32年１月 21日まで）及び同工場の次に

勤務した事業所（被保険者期間は、昭和 32 年２月１日から 37年２月 11日ま

で）に係る加入期間が、昭和 38年３月 29日付けで脱退手当金支給済みとされ

ていた。しかし、通算年金制度を創設するための関係法律の一部を改正する法

律(昭和 36年法律第 182号)附則第９条第２項第２号によると、施行日前から

引き続き第２種被保険者であり（施行日である昭和 36年 11月１日より前に当

該被保険者の資格を取得し、以後、当該被保険者である期間が１日の空白もな

く引き続いていることを要する。）、同日から起算して５年以内に被保険者資格

を喪失した者には従前の例により脱退手当金を支給する旨規定されていると

ころ、申立人の妹の脱退手当金支給済みとされていた２つの被保険者記録を見

ると、施行日前に資格を取得しているものの、２つの被保険者記録の間には

11 日間の空白が有ることから、当該規定には該当せず、したがって、当該脱

退手当金の支給決定は法律上の根拠を欠く重大かつ明白な欠陥のある当然無

効の行政処分であるから、例えそれに基づく支給がされていたとしても、当該

行政処分の欠陥が治癒されるに由ないものである。このため、申立人の妹の厚

生年金保険加入記録は、社会保険事務所により職権で訂正されたものであり、

申立人の妹と申立人とは事情が異なると考えるのが相当である。 

このほか、申立人から新たな資料及び情報の提出は無く、委員会の当初の決

定を変更すべき新たな事情は見当たらないことから、申立人は、申立期間に係

る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 9660（事案 1973の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 33年生 

    住    所 ：  

                           

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 59年７月から 62年まで 

    厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所（当時）に照会したところ、Ａ

社でＢ業務従事者として勤務した加入記録が無いとの回答を受けた。 

申立期間当時は、小さい子供が二人もいたので社会保険に加入していない

ことは考えられないことから、記録の訂正を求めて年金記録確認第三者委員

会に申立てを行ったが、同僚の陳述等により在職は推測できるものの、申立

期間のうち雇用保険求職者給付の受給期間は厚生年金保険加入期間とは認

められないとされ、その他の期間についても厚生年金保険料の控除がうかが

えない等として記録の訂正は認められなかった。 

前回の決定後、申立期間当時、Ｃ健康保険組合から「本人が一年間一度も

医者にかかることなく健康であったことのお礼」として贈与された商品を今

でも持っていることや、「商品券」等の賞品システムがあったことを思い出

した。このことは、申立期間当時に厚生年金保険に加入していた事実を示す

新たな事情であるので、再度、調査の上、申立期間を厚生年金保険被保険者

期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、同僚等の陳述から判断して勤務は推測

できるものの、ⅰ）雇用保険の記録から、申立人は前勤務先を退職後、１か月

間の給付制限を経て申立期間中に 90 日分の求職者給付を受給したことが確認

でき、当該期間については、厚生年金保険加入期間とは認められない、ⅱ）申

立人と同時期入社で、同職種（Ｂ業務従事者）、フルタイム勤務の同僚は、「手

取額が多い方が良いので、会社に申し出て社会保険に加入しなかった。」と陳

述しており、Ａ社では、フルタイム勤務であっても、本人の申出により社会保



険の適用を受けさせない取扱いがなされていたことがうかがえる、ⅲ）申立人

が申立期間当時、子供が通院していたと陳述している小児科病院では、「当時

のカルテは保存期間を経過したため破棄した。」と陳述しているため、申立期

間に係る申立人の健康保険被保険者証の種別の確認までには至らなかった等

として、既に当委員会の決定に基づき、平成 20年７月 29日付けで年金記録の

訂正は必要でないとする通知が行われている。 

今回、申立人は、新たな事情として、申立期間当時、Ｃ健康保険組合から

「本人が一年間一度も医者にかかることなく健康であったことのお礼」として

贈与された商品を今でも持っていることや、「商品券」等の賞品システムがあ

ったことを思い出したとしている。 

しかし、Ａ社が当該健康保険組合に編入したのは平成 10年５月１日であり、

申立期間当時は組合管掌の健康保険ではないことから、申立人の陳述と符合し

ない。 

また、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立期間

の健康保険整理番号に欠番は無く、同名簿の記録に不自然な点も見られない。 

このほか、申立人から新たな資料及び情報の提出は無く、委員会の当初の

決定を変更すべき新たな事情は見当たらないことから、申立人が厚生年金保険

被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 9661 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成８年８月から 11年 10月９日まで 

厚生年金保険の加入状況を年金事務所に照会したところ、申立期間の加入

記録が無いとの回答を受けた。申立期間は、Ａ社の派遣社員として、Ｂ社で

勤務していたので、厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の記録及びＡ社保管の人事記録から、申立人が、申立期間のうち、

平成９年１月 16 日から 11 年 10 月９日まで同社の派遣社員として勤務してい

たことが認められる。 

しかし、雇用保険の記録により、申立人の被保険者区分は高年齢短時間労働

被保険者であることから、週労働時間が 20時間以上 30時間未満の勤務であっ

たと考えられるところ、Ａ社保管の人事記録を見ると、派遣先であるＢ社にお

ける申立人の労働条件は、週３日の１日７時間 40 分勤務、又は週５日の１日

４時間勤務と記録されている。 

また、当該人事記録によると、申立人の厚生年金保険料は対象外と記録され

ている上、Ａ社の担当者は、「申立人からは保険料を控除していない。また、

高年齢短時間労働被保険者からは、一切、厚生年金保険料を控除していない。」

と陳述している。 

さらに、Ｃ市の記録により、申立人が申立期間を含む平成６年 12月から 21

年 10月まで同市で国民健康保険に加入していたことが確認できる。 

加えて、申立期間のうち、平成８年８月から９年１月 16 日までの期間につ

いては、雇用保険の記録における申立人の資格取得日とＡ社保管の人事記録に

おける入社日が同日（平成９年１月 16 日）であり、同社は申立人の入社日以

前の記録は無いとしている上、派遣先であるＢ社の事業主に照会するも回答を



得られないことから、申立人の当該期間における勤務実態等を確認することは

できない。 

このほか、申立人の申立期間に係る保険料控除を確認できる関連資料は無く、

控除をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 9662 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

     申 立 期 間 ： 昭和 47年３月から 48年６月まで  

厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所（当時）に照会したところ、Ａ

社で勤務した申立期間の加入記録が無いとの回答を受けた。同社には、「Ｂ

店」が開業した日にアルバイトとして入社し、昭和 47 年３月に正社員とな

り、その時から厚生年金保険に加入していたと思うので、申立期間を厚生年

金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社保管の労働者名簿から、申立人が、申立期間以前の昭和 46年 12月１日

から申立期間中の47年８月31日まで同社に勤務していたことが確認できる上、

雇用保険の記録によると、同社における申立人の離職日は同年８月 31 日であ

り、同名簿の記録と符合する。 

しかし、Ａ社の元取締役で事業主の弟は、「当社では入社の約３か月後に雇

用形態に関係なく、従業員の希望を聞いてから社会保険の加入手続をしていた

はずである。」と陳述しており、同社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名

簿において申立期間に被保険者記録の有る元従業員３人も、「Ａ社で勤務して

いた従業員全員が社会保険に加入しているわけではなかった。」と陳述してい

る。 

また、申立人が申立期間当時の同僚として記憶している者は、前述の被保険

者名簿にその氏名が見当たらない。 

さらに、前述の元取締役で事業主の弟は、「当社の厚生年金保険被保険者資

格取得届と資格喪失届は申立期間以前から全て保管しているが、申立人及び申

立人が記憶している同僚の氏名は確認できない。」としている。 

これらのことから、Ａ社では、申立期間当時、必ずしも全ての従業員を厚生



年金保険に加入させていたわけではなかったことがうかがえる。 

加えて、前述の被保険者名簿において、申立期間の健康保険整理番号に欠番

は無く、同名簿の記録に不自然な点も見当たらない。 

また、オンライン記録において申立期間に被保険者記録の有る９人に照会し

４人から回答を得たが、申立人を覚えている者はなく、申立人の当該期間にお

ける保険料控除の状況は確認できない。 

このほか、申立人の申立期間に係る保険料控除を確認できる関連資料は無く、

控除をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 9663 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。          

    

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 22年 12月頃から 23年３月頃まで 

             ② 昭和 35年のうち３か月から６か月ぐらいの期間 

             ③ 昭和 36年 11月頃から 37年２月 10日まで 

             ④ 昭和 40年８月頃から同年 10月頃まで 

             ⑤ 昭和 52年 12月１日から 53年４月１日まで 

    厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所（当時）に照会したところ、申

立期間の加入記録が無いとの回答を受けた。申立期間①はＡ社でＢ業務従事

者として勤務していた。申立期間②はＣ社でＤ業務従事者として勤務してい

た。申立期間③はＥ社で、申立期間④はＦ社（現在は、Ｇ社）で、Ｈ業務従

事者として勤務していた。申立期間⑤はＩ社でＪ業務従事者として勤務して

いた。 

    申立期間について、厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿（以

下「被保険者名簿」という）において、申立人が記憶する同僚が申立期間に被

保険者であったことが確認できること、及び申立人が陳述する同社の所在地と

勤務内容が元従業員の陳述と符合することから判断して、期間は特定できない

ものの、申立人が、申立期間当時に同社で勤務していたことがうかがえる。 

しかし、Ａ社は、昭和 24 年に厚生年金保険の適用事業所ではなくなってお

り、申立期間当時の事業主は連絡先不明のため、同社から申立人の申立期間に

おける勤務実態及び保険料控除の状況は確認できない。 

また、前述の被保険者名簿において、昭和 21年８月 20日に資格を取得して

いる元従業員は、｢昭和 21年４月にＡ社に入社したが、当時、数か月間の試用

期間が有ったように思う。」と陳述していることから、Ａ社では、申立期間当



時、必ずしも入社後すぐには全ての従業員を厚生年金保険に加入させていなか

ったことがうかがえる。 

さらに、前述の被保険者名簿において、申立期間の健康保険整理番号に欠番

は無く、同名簿の記録に不自然な点も見られない。 

申立期間②については、申立人は、Ｃ社に勤務し厚生年金保険に加入してい

たと申し立てているところ、オンライン記録において、「Ｃ社」という名称の

厚生年金保険の適用事業所は無い。 

一方、申立人は、｢Ｃ社は、Ｋ市にあった従業員 10 名ぐらいの会社であり、

そこでＤ業務に従事していた。」と陳述しているところ、オンライン記録にお

いて、申立期間当時、同所にＬ社が確認できる。 

しかし、Ｌ社に係る被保険者名簿において加入記録（被保険者期間は、昭和

33年２月 15日から 35年５月６日まで）が有る元従業員は、｢申立人のことは

知らない。Ｌ社は 10 名ぐらいの会社で、Ｄ業務従事者は一人のみだった。私

が入社した時には既に申立人とは違う一人のＤ業務従事者が勤務しており、退

職時もまだ勤務していた。」旨陳述しており、同被保険者名簿において当該Ｄ

業務従事者の加入記録（被保険者期間は、昭和 30 年８月８日から 36 年２月

26日まで）が確認できるところ、当該Ｄ業務従事者は既に死亡しているため、

Ｄ業務従事者の取扱い及び保険料控除について確認することができない。 

また、Ｌ社は、昭和 37年に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、

申立期間当時の事業主は既に死亡しているため、同社等から申立人の申立期間

における勤務実態及び保険料控除の状況は確認できない。 

さらに、前述の被保険者名簿において、申立期間の健康保険整理番号に欠番

は無く、同名簿の記録に不自然な点も見られない。 

申立期間③については、申立人は、昭和 36年 11月頃からＥ社でＨ業務従事

者として勤務したのに、厚生年金保険の加入記録は 37年２月 10日からしかな

いと申し立てている。 

しかし、Ｅ社は、平成 14 年に厚生年金保険の適用事業所ではなくなってお

り、申立期間当時の事業主は連絡先不明のため、同社から申立人の申立期間に

おける勤務実態及び保険料控除の状況は確認できない。 

また、Ｅ社に係る被保険者名簿において申立期間に被保険者記録の有る元従

業員に照会し 10人から回答を得たが、申立人を記憶している者はいない。 

さらに、当該回答の有った元従業員のうち３人は、｢Ｅ社には入社後、数か

月間の試用期間が有った。」と陳述しているところ、これらの者のＥ社におけ

る被保険者資格の取得日は、各人が記憶する入社日の約１か月から５か月後で

あることが確認できることから、同社では、申立期間当時、必ずしも入社後す

ぐには全ての従業員を厚生年金保険に加入させていなかったことがうかがえ

る。 

申立期間④については、申立人は、Ｆ社で約２か月間Ｈ業務従事者として勤

務し、厚生年金保険に加入していたと申し立てている。 



しかし、Ｆ社に係る被保険者名簿において申立期間に被保険者記録の有る元

従業員に照会し回答の有った９人は申立人を覚えておらず、また、申立期間当

時の事業主は既に死亡しているため、これらの者から申立人の申立期間におけ

る勤務実態及び保険料控除の状況を確認することはできない。 

さらに、Ｇ社は、「当社では、現在、短期間で辞める者が多いため、数か月

間の試用期間を設けているが、申立期間当時も同様に試用期間が有ったものと

思われる。」としているところ、前述の回答の有った元従業員９人のうち２人

は、｢Ｆ社には、入社後数か月間の試用期間が有った。」と陳述していること

から、Ｆ社では、申立期間当時、必ずしも入社後すぐには全ての従業員を厚生

年金保険に加入させていたわけではなかったことがうかがえる。 

申立期間⑤については、申立人は、Ｉ社でＪ業務従事者として勤務し、厚生

年金保険に加入していたと申し立てている。 

しかし、Ｉ社は、昭和 63 年に厚生年金保険の適用事業所ではなくなってい

る上、Ｍ社Ｎ支店は、｢Ｉ社については、申立期間当時の資料が保存されてい

ない。｣としているため、同社等から申立人の申立期間における勤務実態及び

保険料控除の状況は確認できない。 

また、申立人は、｢Ｉ社では、Ｊ業務従事者として勤務していた。｣と陳述し

ているが、Ｏ企業年金基金は、｢陳述からすると、申立人は、臨時職員等の身

分であったと想定される。申立期間当時、臨時職員等は、Ｐ共済組合の組合員

となることができなかった。｣としている。 

さらに、Ｉ社に係る被保険者名簿において、申立期間の健康保険整理番号に

欠番は無く、同名簿の記録に不自然な点も見られない。 

このほか、申立人の申立期間①、②、③、④及び⑤に係る保険料控除を確認

できる関連資料は無く、控除をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 9664  

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  昭和 58年６月 30日から同年７月１日まで 

私は、Ａ社において、昭和 57年７月１日から 58年６月 30日までＢ業務

従事者として勤務した。しかし、年金事務所の記録では、申立期間の厚生

年金保険の加入記録が無い。 

申立期間の厚生年金保険料も給与から控除されていたはずであるので、

申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ社を昭和 58 年６月 30 日付けで退職したので、資格喪失日は

同年７月１日であると申し立てている。 

しかしながら、Ａ社が保管する申立人の人事記録を見ると、昭和 58年４月

１日の勤務記録事項欄に、「任期は１日とする。ただし任命権者が別段の措置

をしない限り昭和 58年６月 29日まで任用を日々更新し以後更新しない。」と

記載されているほか、同年６月 30 日の欄には、「昭和 58 年６月 29 日限り退

職した。」と記録されており、申立人の退職日は厚生年金保険被保険者記録（昭

和 58年６月 30日に資格を喪失）と一致する。 

また、Ａ社の現在の人事担当者は、「申立期間当時、申立人はＢ業務従事者

であり、Ｂ業務従事者が退職する場合は、原則として月末の前日を退職日と

する取扱いであったので、退職月の給与からは厚生年金保険料を控除してい

ない。」と陳述している。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による給与か

らの控除については、これを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらな

い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 9665 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 28年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ①  昭和 49年 10月から 55年８月まで 

             ②  昭和 57年４月から同年９月 21日まで 

              ③ 昭和 57年 11月 29日から 63年 10月まで 

             ④ 平成元年２月から 14年２月まで 

厚生年金保険の加入状況を年金事務所に照会したところ、申立期間の加

入記録が無い旨の回答を得た。 

しかし、申立期間①についてはＡ社で、申立期間②及び③についてはＢ

社で、申立期間④についてはＣ社で勤務していたので、申立期間について、

厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、申立人は、Ａ社で勤務し、厚生年金保険に加入して

いたと申し立てている。 

しかし、オンライン記録において、Ａ社は、厚生年金保険の適用事業所とし

ての記録が見当たらない。 

また、申立人が、Ａ社の社長、専務及び同僚として記憶している者は、いず

れも連絡先が不明であり同社は昭和 59 年に解散していることが商業登記の記

録で確認できるところ、同記録で把握できる役員も連絡先が不明のため、同社

及びこれらの者から、申立人の申立期間における勤務実態及び保険料控除の状

況を確認することができない。 

申立期間②については、昭和 57 年４月からＢ社で勤務し、厚生年金保険に

加入していたと申し立てているところ、雇用保険の記録から、申立人は、申立

期間のうち、同年７月 29日から同年９月 21日までの期間について、同社で勤

務していたことが確認できる。 



しかし、Ｂ社は昭和 61年４月 19日に厚生年金保険の適用事業所ではなくな

っており、元事業主は、「申立期間当時の関係書類は保存していないことから、

申立人の申立期間に係る保険料控除等の状況は不明である。」としている。 

また、Ｂ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において申立期間に加

入記録を有する元従業員に対して照会を行ったところ、回答の有った二人は、

同社では３か月程度の試用期間経過後に厚生年金保険に加入したと陳述して

いるところ、このうち一人の記憶している入社日は、同人の被保険者資格の取

得日の３か月前であることが確認できることから、同社では必ずしも入社と同

時に全ての従業員を厚生年金保険に加入させていたわけではなかったことが

うかがえる。 

なお、申立期間のうち、昭和 57年４月から同年７月 29日までの期間につい

ては、申立人の雇用保険の記録は確認できず、また、申立人が同僚とする者は、

「申立人は私より何日か後に入社してきた。」と陳述しているところ、同人の

雇用保険の資格取得日は同年７月 21 日であることから、同人の雇用保険の資

格取得日と符合し、申立人の当該期間における勤務はうかがえない。 

申立期間③については、申立人は、昭和 63年 10月までＢ社で勤務し、厚生

年金保険に加入していたと申し立てている。 

しかし、Ｂ社の元事業主は、「当社は、昭和 61 年４月＊日に破産しており、

以後は存続していない。」と陳述しており、商業登記の記録でも当該事実が確

認できるほか、同社は、破産宣告日の翌日に厚生年金保険の適用事業所ではな

くなっている。 

また、申立人が同僚とする者は、「申立人と同時期にＢ社を退職して、一緒

にＥ業務に従事した。」と陳述しているところ、同人の厚生年金保険の資格喪

失日は昭和 57 年 11 月 21 日、申立人の資格喪失日は同年 11 月 29 日であり、

同人の陳述と符合する上、申立人も同様の陳述をしていることから、申立人が

申立期間にＢ社で勤務していたとは考え難い。 

さらに、申立人及び当該同僚の上記厚生年金保険の資格喪失日は両人の雇用

保険の記録と符合している。 

申立期間④については、申立人は、Ｃ社で勤務し、厚生年金保険に加入して

いたと申し立てている。 

しかし、オンライン記録によれば、Ｃ社が厚生年金保険の適用事業所であっ

た期間は、平成３年 10 月１日から 10 年６月 18 日までであることから、申立

期間のうち、元年２月から３年 10 月１日までの期間及び 10 年６月 18 日から

14年２月までの期間は、同社は適用事業所ではない。 

また、Ｃ社は、「申立人に対しては、平成３年又は４年頃に一度仕事を発注

したことがあるが、申立人は当社に在籍していなかった。」としているところ、

商業登記の記録を見ると、申立人は、申立期間中の平成７年３月９日から、Ｄ

社（平成７年３月＊日に設立、21 年６月＊日に解散）の代表取締役になって



いることが確認できる。 

さらに、複数の元従業員からも、申立人がＣ社に在籍していたことをうかが

わせる陳述は得られなかった。 

このほか、申立人の申立期間①、②、③及び④に係る保険料控除を確認でき

る関連資料は無く、控除をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 9666 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 31年 11月 20日から 34年５月１日まで 

    厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所（当時）に照会したところ、Ａ

社で勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無いとの回答をもらった。

昭和 31年 11月 20日に、同郷の者と共に同社に正社員として就職したこと

は間違いないので、申立期間について、厚生年金保険被保険者期間として認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

複数の元従業員の陳述から判断すると、時期は特定できないものの、申立

人が申立期間当時にＡ社で勤務していたことが推認できる。 

しかし、商業登記の記録によると、Ａ社は平成 19年に解散しており、申立

期間当時の事業主も既に死亡している上、申立期間当時から同社で勤務してい

た同社解散時の事業主は、「申立人のことは覚えているが、当時の関連資料も

残っていないため詳しいことは分からない。」と陳述しており、これらの者か

ら、申立人の申立期間における保険料控除等の状況を確認することができない。 

また、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、申立期間

又はその直後に被保険者記録が有る元従業員の中には、自身が記憶する入社時

期の約８か月から２年３か月後に厚生年金保険に加入している者がいること

が確認できる上、申立人と同郷で同日に入社し、同じ業務に従事したとする者

も、申立人と同日（申立人が入社したとする日の約２年６か月後）に資格を取

得していることから、申立期間当時、同社では、必ずしも全ての従業員につい

て入社後すぐに厚生年金保険に加入させていたわけではなかったことがうか

がえる。 

さらに、前述の元従業員はいずれも、厚生年金保険の未加入期間に事業主



により給与から保険料を控除されていたかどうかまでは覚えていないとして

いる。 

加えて、申立人が所持する厚生年金保険被保険者証に記載されている資格

取得日は、申立人のＡ社におけるオンライン記録の資格取得日と一致している。 

このほか、申立人の申立期間に係る保険料控除を確認できる関連資料は無

く、控除をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 9667 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

住        所 ：  

               

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 56年２月２日から同年７月 21日まで 

私は、昭和 56年２月２日から同年７月 20日までの期間、Ａ社に勤務して

いたが、社会保険事務所（当時）の記録では、同社における厚生年金保険の

加入記録が無い。 

Ａ社が、私の給与から厚生年金保険料を控除していたことを証明する源泉

徴収票があるので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ健康保険組合の加入記録及び雇用保険の記録から、申立人が申立期間にお

いてＡ社に勤務していたことが認められる。 

しかし、Ａ社は、「申立人は、申立期間当時、当社のパート従業員であった

ため、健康保険組合及び雇用保険に加入させていたが、厚生年金保険には加入

させていなかった。そのため、社会保険事務所にも申立人の厚生年金保険の資

格取得届は提出しておらず、申立人の給与から厚生年金保険料は控除していな

い。」旨回答している。 

また、申立人提出のＡ社に係る昭和 56 年分源泉徴収票に記載されている社

会保険料の金額について、同源泉徴収票に記載された給与支払金額及びＢ健康

保険組合提出の被保険者資格得喪届から確認できる申立人の標準報酬月額（９

万 8,000円）等を基に、当委員会が試算したところ、当該社会保険料の金額か

ら健康保険料額及び雇用保険料額を差し引いた金額は、同標準報酬月額に相当

する１か月分の厚生年金保険料額に満たないことが確認できる。 

このほか、申立人が申立期間において事業主により給与から厚生年金保険料

を控除されていたことをうかがわせる資料及び周辺事情等は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 9668 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

 住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年９月から 38年 12月まで 

       社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入状況について照会したとこ

ろ、Ａ社が経営するＢ店に勤務していた期間の記録が無いとの回答をもらっ

た。申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間に、Ａ社が経営するＢ店に勤務していたと申し立ててい

る。 

   しかし、申立人が勤務していたとするＢ店は、オンライン記録において厚生

年金保険の適用事業所としての記録は無いことから、運営会社であったとされ

るＡ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿を見ると、同社は昭和 17 年

１月１日に厚生年金保険の適用事業所となっているものの、申立期間より 12

年余りも前の 24 年２月１日に既に適用事業所ではなくなっており、申立期間

は適用事業所ではない。 

また、Ａ社の事業主は所在不明であり、同社を管轄する法務局に商業登記の

記録も無い。 

   さらに、申立人は、Ａ社の事業主及び同僚の名前を記憶していないため、こ

れらの者から、申立人の同社における勤務実態及び保険料控除の状況等につい

て確認することができない。    

   このほか、オンライン記録において、申立人の氏名の読み方の違い等による

検索を行ったが、申立人の申立期間に係る厚生年金保険被保険者としての記録

は無く、申立人が申立期間において事業主により給与から厚生年金保険料を控

除されていたことを確認できる関連資料及び周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 9669 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 26年３月２日から 35年８月 25日まで 

年金事務所の記録では、私がＡ社に勤務していた期間に係る脱退手当金

が支給済みとなっている。 

しかし、私は、脱退手当金を請求しておらず、受給していないので、申

立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を請求しておらず、受給していないと

している。 

しかし、申立人の厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）には、申立期間に係

る脱退手当金が支給決定される昭和 36 年 10月３日の直前の同年８月 25 日付

けで脱退手当金算定のために必要となる標準報酬月額等を厚生省（当時）から

当該脱退手当金の裁定庁に回答したことを示す「36.８.25 回答済」の表示が

確認できる。 

また、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿の申立人欄には、脱退

手当金が支給されたことを示す「脱」の表示が確認できる上、申立人は、同社

在籍中の昭和 34 年４月＊日に婚姻しているが、上記被保険者名簿の申立人の

氏名は、脱退手当金が支給決定される直前の 36 年９月９日に旧姓から新姓に

氏名変更されていることが確認でき、脱退手当金の請求に併せて氏名変更が行

われたと考えるのが自然である。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 9670 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和６年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 29年４月１日から 33年４月 30日まで 

   社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入状況について照会したとこ

ろ、申立期間が厚生年金保険の未加入期間となっている旨の回答をもらった。 

しかし、私は、申立期間においてＢ社にＣ職として勤務し、当時は体調不

良ということもあって健康保険被保険者証も所持していたので、申立期間を

厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が陳述しているＢ社の敷地内における工場等の配置状況は、同社に係

る健康保険厚生年金保険被保険者名簿に氏名が確認できる同僚が作成した同

社の建物配置図とおおむね一致している上、申立人が申立期間の後に勤務した

とするＡ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿に氏名が確認できる者

は、「申立人がＢ社に勤務していたことを聞いたことがある。」旨陳述している

ことから、在籍時期及び期間は特定できないものの、申立人は、同社に在籍し

ていたことが推認できる。 

しかし、Ｂ社は、昭和 40年８月 27日に適用事業所ではなくなっており、申

立期間当時の事業主は、既に死亡しているため、同社での申立人の勤務実態及

び厚生年金保険料の控除の状況等について確認できない。 

また、申立人は、Ｂ社の同僚の氏名を記憶していない上、同社に係る前述の

被保険者名簿から、申立期間の同社在籍が確認できる複数の同僚に照会したも

のの、申立人のことを記憶している者はおらず、申立人の勤務実態及び厚生年

金保険料の控除の状況等について確認できない。 

さらに、申立人は、Ｂ社での健康保険被保険者証を所持していたと申し立て

ているが、同社に係る前述の被保険者名簿には、申立期間における健康保険の



整理番号に欠落は無く、連続して付番されていることが確認でき、同名簿の記

録に不自然さは見られない。 

このほか、申立人が申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない上、オン

ライン記録において、申立人の氏名の読み方の違い等による検索を行ったが、

申立期間における申立人の厚生年金保険被保険者記録は確認できない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 9671 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42年４月３日から 48年２月 21日まで 

私は、給料が良いと友人から紹介されたＡ社に昭和 42 年４月から 48 年

２月まで勤務し、Ｂ業務に従事した。 

年金事務所の記録では、Ａ社における私の標準報酬月額が実際の手取額

より低く記録されているので、申立期間の標準報酬月額の記録を訂正してほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間における標準報酬月額の相違について主張しているもの

の、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、

標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行わ

れるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料額及び申立

人の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月額の範囲内であることから、これ

らの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

申立期間のうち、申立人が提出した昭和 45年９月及び同年 10月に係る給与

明細書から、当該期間の給与支給額は、申立人の当該期間に係るオンライン記

録の標準報酬月額を上回っていることが確認できる。 

しかしながら、申立人が提出した上記の昭和 45年９月及び同年 10月に係る

給与明細書において確認できる厚生年金保険料控除額を基に算定した標準報

酬月額は、申立人の当該期間に係るオンライン記録の標準報酬月額と一致して

いる。 

また、Ａ社の申立期間当時の事業主、その妻及び経理担当者とされる同僚は、

いずれも既に死亡しており、現在の事業主は、「申立期間当時の資料等は残存

せず、申立人の申立期間に係る給与支給額及び厚生年金保険料控除額等は不明



である。」旨回答している上、申立人は、申立期間のうち、昭和 45年９月及び

同年 10 月を除く期間の給与明細書等を所持していないため、当該申立期間の

給与支給額及び厚生年金保険料控除額について確認できない。 

さらに、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立人の

申立期間に係る標準報酬月額の訂正処理及び遡及減額処理などの不自然な処

理が行われた形跡は認められない上、申立人を同社に紹介したとされる同僚の

標準報酬月額は、申立人とほぼ同額で推移していることが確認できるほか、申

立人の申立期間における標準報酬月額が他の同僚の標準報酬月額と比較して

特に低額となっている等の事情も見当たらない。 

加えて、Ａ社は、昭和 44 年４月１日設立のＣ厚生年金基金に同日加入して

おり、申立期間のうち、同基金加入日以降の申立人の加入員異動記録における

標準報酬月額は、厚生年金保険の記録と一致している。 

このほか、申立人主張の給与支給額を基に事業主が給与から厚生年金保険料

を控除していたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立期間について、申立人がその主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 9672 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、船員保険被保険者として船員保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 43年９月 12日から 46年２月１日まで 

私は、Ａ社の船員として、昭和 43年８月から 47年８月まで、同社所有の

Ｂ船に乗り、Ｃ国を拠点としてＤ業務に従事したが、年金事務所に同社での

船員保険の加入状況を照会したところ、申立期間の加入記録が無いとの回答

を受けた。納得できないので、調査の上、申立期間を船員保険被保険者期間

として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

同僚の一人が、「昭和 43年８月から 46年１月頃まで、申立人と一緒にＢ船

に乗った。」と陳述していることから、申立人が申立期間にＡ社所有のＢ船に

乗っていたことが推定できる。 

しかし、船員保険被保険者原票によると、上記同僚及び申立人がＢ船の船

長であったと記憶する者の二人についても、申立人の申立期間とおおむね同じ

時期に被保険者記録が欠落していることが確認できる上、当該同僚は、｢何ら

かの事情があったと思うが、その事情及び保険料控除の状況については、覚え

ていない。｣と陳述し、Ｂ船の船長であったとされる者は、所在が不明である

ことから、これらの者から、申立人の申立期間における保険料控除の状況につ

いて確認することができない。 

また、Ａ社は既に解散し、申立期間当時の事業主は、「当時のことは覚えて

おらず、関連資料も保管していない。」と陳述していることから、申立人の申

立期間における勤務実態及び保険料控除の状況について確認することができ

ない。 

このほか、申立人の申立期間に係る保険料控除を確認できる関連資料は無

く、控除をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が船員保険被保険者として、申立期間に係る船員保険料を事業主により

給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 9673（事案 5747の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和６年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  昭和 28年６月８日から 29年５月１日まで 

    厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所(当時)に照会したところ、Ａ社

Ｂ支店に勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無いとの回答を受けた。 

    そこで、申立期間について年金記録確認第三者委員会に加入記録の訂正を

申し立てたが、当該期間における保険料控除の状況を確認できないなどとし

て、申立ては認められなかった。 

    しかし、申立期間当時、健康保険被保険者証を使用してＣ市にあったＤ病

院に通院しており、また、申立期間後にＥ社に採用された際、過去のＦ業務

歴を提出したことを思い出したので、再度申立てを行う。 

申立期間について、厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間については、同僚の陳述から、時期は特定できないが、申立人が申

立期間内にＡ社Ｂ支店で勤務していたことが推認できるものの、複数の元従業

員が、同社に入社したとする時期の約６か月から４年３か月後に厚生年金保険

に加入していることが確認できることから、申立期間当時、同社では、必ずし

も従業員全員を採用後すぐには厚生年金保険に加入させていなかったことが

うかがえるため、申立人の主張は認められないとして、既に当委員会の決定に

基づき、平成 22 年３月５日付けで年金記録の訂正は必要でないとする通知が

行われている。 

今回、申立人は、｢申立期間に健康保険被保険者証を使用してＤ病院に通院

しており、また、申立期間後にＥ社に採用された際、過去のＦ業務歴を提出し

たことを思い出した。｣と陳述しており、再度、調査の上、申立期間について、

厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしいと申し立てている。 



しかし、Ｊ保健所及びＧ医師会に照会しても、申立期間当時、Ｄ病院が存在

したことを確認できないほか、Ｊ保健所による情報提供（インターネット情報）

から、申立人が通院したとする医療機関はＨ病院であった可能性があるが、同

病院の事業を継承するＩ社に照会したところ、「過去にＨ病院があったと聞い

ているが、当社は、平成 16 年に経営主体が変わっており、同病院については

何も分からない。」との回答があったため、申立人が申立期間当時に使用した

健康保険被保険者証の種別を確認できない。 

また、Ｅ社は、「現在は、職員を採用する際に過去のＦ業務歴を提出させて

おらず、申立期間当時にＦ業務歴を提出させていたか否かについては不明であ

る。」と陳述しているため、同局から、申立人のＦ業務歴を確認することはで

きない。 

このほか、申立人の申立期間に係る保険料控除を確認できる関連資料は無く、

控除をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

そのほかに委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらないこ

とから、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 9674 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 39年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  平成３年 11月２日から同年 12月２日まで 

    厚生年金保険の加入状況を年金事務所に照会したところ、Ａ社で勤務した

期間のうち、申立期間の加入記録が無いとの回答を受けた。同社には、平成

３年 11 月２日から勤務したので、申立期間について、厚生年金保険被保険

者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人提出の源泉徴収票により、申立人が平成３年 11 月２日からＡ社で勤

務していたことが認められる。 

しかし、申立人提出の給与明細書及びＡ社提出の賃金台帳を見ると、申立人

が資格を喪失した平成４年６月の給与からは厚生年金保険料が控除されてい

ないことが確認できることから、当時、同社では、保険料は当月控除であった

と考えられるところ、３年 11 月分の給与明細書及び賃金台帳における厚生年

金保険料の控除欄は空欄となっている。 

また、Ａ社提出の申立人に係る労働者名簿及び従業者名簿を見ると、雇入年

月日及び「従業者となった年月日」は、いずれもオンライン記録上の資格取得

日と同日の平成３年 12月２日と記載されているところ、同社は、「申立期間当

時の担当者が退職しているため詳細は不明であるが、上記の資料から判断する

と、申立期間当時、１か月間の試用期間を経てから厚生年金保険に加入させて

いたと考えられる。」と陳述している。 

さらに、Ａ社提出の申立人に係る「健康保険厚生年金保険被保険者資格取得

確認および標準報酬決定通知書」を見ると、申立人の資格取得日は、平成３年

12月２日と記載されており、オンライン記録と一致している。 

加えて、Ａ社が加入するＢ厚生年金基金提出の申立人に係る厚生年金基金加



入員台帳を見ると、申立人の資格取得日は、平成３年 12 月２日と記載されて

おり、厚生年金保険の記録と一致している。 

また、申立人のＡ社における雇用保険の資格取得日は、平成３年 12 月２日

と記録されており、厚生年金保険の記録と一致している。 

このほか、申立人の申立期間に係る保険料控除を確認できる関連資料は無く、

控除をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 


